
昭和二十四年建設省令第十四号

建設業法施行規則

建設業法（昭和二十四年法律第百号）に基き、建設業法施行規則を次のように制定する。

（国土交通省令で定める学科）

第一条　建設業法（以下「法」という。）第七条第二号イに規定する学科は、次の表の上欄に掲げる許可（一般建設業の許可をいう。第四

条第四項を除き、以下この条から第十条までにおいて同じ。）を受けようとする建設業に応じて同表の下欄に掲げる学科とする。

許可を受けようとする建設業 学科

土木工事業

舗装工事業

土木工学（農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑地又は造園に関する学科を含む。以下この表

において同じ。）、都市工学、衛生工学又は交通工学に関する学科

建築工事業

大工工事業

ガラス工事業

内装仕上工事業

建築学又は都市工学に関する学科

左官工事業

とび・土工工事業

石工事業

屋根工事業

タイル・れんが・ブロック工事業

塗装工事業

解体工事業

土木工学又は建築学に関する学科

電気工事業

電気通信工事業

電気工学又は電気通信工学に関する学科

管工事業

水道施設工事業

清掃施設工事業

土木工学、建築学、機械工学、都市工学又は衛生工学に関する学科

鋼構造物工事業

鉄筋工事業

土木工学、建築学又は機械工学に関する学科

しゆんせつ工事業 土木工学又は機械工学に関する学科

板金工事業 建築学又は機械工学に関する学科

防水工事業 土木工学又は建築学に関する学科

機械器具設置工事業

消防施設工事業

建築学、機械工学又は電気工学に関する学科

熱絶縁工事業 土木工学、建築学又は機械工学に関する学科

造園工事業 土木工学、建築学、都市工学又は林学に関する学科

さく井工事業 土木工学、鉱山学、機械工学又は衛生工学に関する学科

建具工事業 建築学又は機械工学に関する学科

（許可申請書及び添付書類の様式）

第二条　法第五条の許可申請書及び法第六条第一項の許可申請書の添付書類のうち同条第一項第一号から第四号までに掲げるものの様式

は、次に掲げるものとする。

一　許可申請書　別記様式第一号

二　法第六条第一項第一号に掲げる書面　別記様式第二号

三　法第六条第一項第二号に掲げる書面　別記様式第三号

四　法第六条第一項第三号に掲げる書面　別記様式第四号

五　削除

六　法第六条第一項第四号に掲げる書面　別記様式第六号

（法第六条第一項第五号の書面）

第三条　法第六条第一項第五号の書面のうち法第七条第一号に掲げる基準を満たしていることを証する書面は、次に掲げる書面その他当該

事項を証するに足りる書面とする。

一　次に掲げる基準に応じ、それぞれ次に定める書面

イ　第七条第一号イに掲げる基準　別記様式第七号による証明書及び常勤役員等（法人である場合においてはその役員のうち常勤であ

るもの、個人である場合においてはその者又はその支配人をいう。以下同じ。）が当該イ（１）から（３）までのいずれかに規定す

る経験を有することを証する別記様式第七号による使用者の証明書

ロ　第七条第一号ロに掲げる基準　次に掲げる書面

（１）　別記様式第七号の二による証明書

（２）　常勤役員等が第七条第一号ロ（１）又は（２）に規定する経験を有することを証する別記様式第七号の二による使用者の証

明書

（３）　第七条第一号ロ（１）又は（２）に規定する経験を有する常勤役員等を直接に補佐する者が当該ロ柱書に規定する経験を有す

ることを証する別記様式第七号の二による証明書

（４）　組織図（全社的なものを含み、かつ、（３）の常勤役員等を直接に補佐する当該ロ柱書に規定する経験を有する者の位置付け

を明確にすること。）

ハ　第七条第一号ハに掲げる基準　当該ハの規定により同号イ又はロに掲げるものと同等以上の経営体制を有すると認定された者であ

ることを証する証明書

二　別記様式第七号の三による第七条第二号イからハまでに規定する届書の内容を記載した書面及び当該届書を提出したことを証する

書面

２　法第六条第一項第五号の書面のうち法第七条第二号に掲げる基準を満たしていることを証する書面は、別記様式第八号による証明書並

びに第一号及び第二号又は第二号から第四号までのいずれかに掲げる書面その他当該事項を証するに足りる書面とする。
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一　学校を卒業したこと及び学科を修めたことを証する学校の証明書

二　実務の経験を証する別記様式第九号による使用者の証明書

三　法第七条第二号ハの規定により知識及び技術又は技能を有すると認定された者であることを証する証明書

四　監理技術者資格者証の写し

３　情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。以下「情報通信技術活用法」という。）第六条第

一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して許可を申請する者（許可の更新を申請する者を除く。）は、前項の規定に

かかわらず、法第七条第二号に掲げる基準を満たしていることを証する書面（別記様式第八号による証明書を除き、国土交通大臣が定め

る書面に限る。）の提出を省略することができる。

４　許可の更新を申請する者は、第二項の規定にかかわらず、法第七条第二号に掲げる基準を満たしていることを証する書面の提出を省略

することができる。

（法第六条第一項第六号の書類）

第四条　法第六条第一項第六号の国土交通省令で定める書類は、次に掲げるものとする。

一　別記様式第十一号による建設業法施行令（以下「令」という。）第三条に規定する使用人の一覧表

二　削除

三　別記様式第十二号による許可申請者（法人である場合においてはその役員等をいい、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない

未成年者である場合においてはその法定代理人（法人である場合においては、その役員等）を含む。次号において同じ。）の住所、生

年月日等に関する調書

四　別記様式第十三号による令第三条に規定する使用人（当該使用人に許可申請者が含まれる場合には、当該許可申請者を除く。）の住

所、生年月日等に関する調書

五　許可申請者（法人である場合においてはその役員をいい、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合におい

てはその法定代理人（法人である場合においては、その役員）を含む。）及び令第三条に規定する使用人が、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村の長の証明書

六　法人である場合においては、定款

七　法人である場合においては、別記様式第十四号による総株主の議決権の百分の五以上を有する株主又は出資の総額の百分の五以上に

相当する出資をしている者の氏名又は名称、住所及びその有する株式の数又はその者のなした出資の価額を記載した書面

八　株式会社（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十七年法律第八十七号）第三条第二項に規定する特例有限会社

を除く。以下同じ。）以外の法人又は小会社（資本金の額が一億円以下であり、かつ、最終事業年度に係る貸借対照表の負債の部に計

上した額の合計額が二百億円以上でない株式会社をいう。以下同じ。）である場合においては別記様式第十五号から第十七号の二まで

による直前一年の各事業年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表、株式会社（小会社を除く。）である場合

においてはこれらの書類及び別記様式第十七号の三による附属明細表

九　個人である場合においては、別記様式第十八号及び第十九号による直前一年の各事業年度の貸借対照表及び損益計算書

十　商業登記がなされている場合においては、登記事項証明書

十一　個人である場合（第三号の未成年者であつて、その法定代理人が法人である場合に限る。）においては、その法定代理人の登記事

項証明書

十二　別記様式第二十号による営業の沿革を記載した書面

十三　法第二十七条の三十七に規定する建設業者団体に所属する場合においては、別記様式第二十号の二による当該建設業者団体の名称

及び当該建設業者団体に所属した年月日を記載した書面

十四　国土交通大臣の許可を申請する者については、法人にあつては法人税、個人にあつては所得税のそれぞれ直前一年の各年度におけ

る納付すべき額及び納付済額を証する書面

十五　都道府県知事の許可を申請する者については、事業税の直前一年の各年度における納付すべき額及び納付済額を証する書面

十六　別記様式第二十号の三による主要取引金融機関名を記載した書面

２　国土交通大臣又は都道府県知事は、許可申請者に対し、前項に掲げるもののほか、必要と認める書類を提出させることができる。

３　情報通信技術活用法第六条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して許可を申請する者（許可の更新を申請する

者を除く。）は、第一項の規定にかかわらず、同項第六号から第十一号まで、第十四号及び第十五号に掲げる書類のうち国土交通大臣が

定める書類の提出を省略することができる。

４　一般建設業の許可を申請する者（一般建設業の許可の更新を申請する者を除く。）が、特定建設業の許可又は当該申請に係る建設業以

外の建設業の一般建設業の許可を受けているときは、第一項の規定にかかわらず、同項第六号から第十六号までに掲げる書類の提出を省

略することができる。ただし、法第九条第一項各号のいずれかに該当して新たに一般建設業の許可を申請する場合は、この限りでない。

５　許可の更新を申請する者は、第一項の規定にかかわらず、同項第六号から第十一号まで及び第十三号から第十六号までに掲げる書類の

提出を省略することができる。ただし、同項第六号、第七号、第十号、第十一号、第十三号及び第十六号に掲げる書類については、その

記載事項に変更がない場合に限る。

（許可の更新の申請）

第五条　法第三条第三項の規定により、許可の更新を受けようとする者は、有効期間満了の日の三十日前までに許可申請書を提出しなけれ

ばならない。

（提出すべき書類の部数）

第六条　法第五条の規定により提出すべき許可申請書及びその添付書類の部数は、次のとおりとする。

一　国土交通大臣の許可を受けようとする者にあつては、正本及び副本各一通

二　都道府県知事の許可を受けようとする者にあつては、当該都道府県知事の定める数

（法第七条第一号の基準）

第七条　法第七条第一号の国土交通省令で定める基準は、次のとおりとする。

一　次のいずれかに該当するものであること。

イ　常勤役員等のうち一人が次のいずれかに該当する者であること。

（１）　建設業に関し五年以上経営業務の管理責任者としての経験を有する者

（２）　建設業に関し五年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者（経営業務を執行する権限の委任を受けた者に限る。）と

して経営業務を管理した経験を有する者

（３）　建設業に関し六年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者として経営業務の管理責任者を補佐する業務に従事した経

験を有する者
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ロ　常勤役員等のうち一人が次のいずれかに該当する者であつて、かつ、財務管理の業務経験（許可を受けている建設業者にあつては

当該建設業者、許可を受けようとする建設業を営む者にあつては当該建設業を営む者における五年以上の建設業の業務経験に限る。

以下このロにおいて同じ。）を有する者、労務管理の業務経験を有する者及び業務運営の業務経験を有する者を当該常勤役員等を直

接に補佐する者としてそれぞれ置くものであること。

（１）　建設業に関し、二年以上役員等としての経験を有し、かつ、五年以上役員等又は役員等に次ぐ職制上の地位にある者（財務管

理、労務管理又は業務運営の業務を担当するものに限る。）としての経験を有する者

（２）　五年以上役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、二年以上役員等としての経験を有する者

ハ　国土交通大臣がイ又はロに掲げるものと同等以上の経営体制を有すると認定したもの。

二　次のいずれにも該当する者であること。

イ　健康保険法（大正十一年法律第七十号）第三条第三項に規定する適用事業所に該当する全ての営業所に関し、健康保険法施行規則

（大正十五年内務省令第三十六号）第十九条第一項の規定による届書を提出した者であること。

ロ　厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第六条第一項に規定する適用事業所に該当する全ての営業所に関し、厚生年金保

険法施行規則（昭和二十九年厚生省令第三十七号）第十三条第一項の規定による届書を提出した者であること。

ハ　雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第五条第一項に規定する適用事業の事業所に該当する全ての営業所に関し、雇用保険

法施行規則（昭和五十年労働省令第三号）第百四十一条第一項の規定による届書を提出した者であること。

（変更の届出）

第七条の二　建設業者は、営業所に置く法第七条第二号イ、ロ若しくはハに該当する者として証明された者又は第七条第一号イ若しくはロ

柱書に規定する経験を有する者として証明された者若しくは同号ロ（１）若しくは（２）に該当する者として証明された者が氏名を変更

したときは、二週間以内に、国土交通大臣又は都道府県知事にその旨を届け出なければならない。

２　建設業者は、前条第一項第一号イ若しくはロ（１）若しくは（２）に該当する者として証明された者が常勤役員等でなくなつた場合、

同号ロ柱書に規定する経験を有する者として証明された者が同号ロ（１）若しくは（２）に該当する常勤役員等を直接に補佐する者でな

くなつた場合又は同号ハに該当しなくなつた場合において、これらに代わるべき者又は経営体制があるときは、二週間以内に、その者又

は経営体制について、第三条第一項第一号に掲げる書面その他当該事項を証するに足りる書面を国土交通大臣又は都道府県知事に提出し

なければならない。

３　建設業者は、別記様式第七号の三の記載事項に変更を生じたときは、二週間（当該変更が従業員数のみである場合においては、毎事業

年度経過後四月）以内に、別記様式第七号の三による変更後の内容を記載した書面に、当該変更の内容を証する書類を添えて（当該変更

が従業員数のみである場合を除く。）、国土交通大臣又は都道府県知事に提出しなければならない。

４　国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の氏名の変更に係る本人確認情報（住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十

条の六第一項に規定する本人確認情報をいう。以下同じ。）のうち住民票コード（同法第七条第十三号に規定する住民票コードをいう。

以下同じ。）以外のものについて、同法第三十条の九若しくは第三十条の十一第一項（同項第一号に係る部分に限る。）の規定によるその

提供を受けることができないとき、又は同法第三十条の十五第一項（同項第一号に係る部分に限る。）の規定によるその利用ができない

ときは、当該建設業者に対し、戸籍抄本又は住民票の抄本を提出させることができる。

（法第七条第二号ハの知識及び技術又は技能を有するものと認められる者）

第七条の三　法第七条第二号ハの規定により、同号イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものとして国土交通大

臣が認定する者は、次に掲げる者とする。

一　許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し、旧実業学校卒業程度検定規程（大正十四年文部省令第三十号）による検定で第

一条に規定する学科に合格した後五年以上又は旧専門学校卒業程度検定規程（昭和十八年文部省令第四十六号）による検定で同条に規

定する学科に合格した後三年以上実務の経験を有する者

二　前号に掲げる者のほか、次の表の上欄に掲げる許可を受けようとする建設業の種類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる者

土木工事

業

一　技術検定のうち建設機械施工管理又は土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木施工管理に係る二級の

第二次検定にあつては検定種別を「土木」とするものに限る。）に合格した者

二　技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業

部門（選択科目を「農業農村工学」とするものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）、

水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの、「農

業農村工学」、「森林土木」又は「水産土木」とするものに限る。）とするものに合格した者

建築工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」

とするものに限る。）に合格した者

二　建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）第四条の規定による一級建築士又は二級建築士の免許を受けた者

大工工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「躯体」

又は「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち建築施工管理に係る一級の第一次検定に合格した後大工工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち建築施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「建

築」とするものに限る。）に合格した後大工工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　建築士法第四条の規定による一級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を受けた者

五　職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一

級の建築大工若しくは型枠施工とするものに合格した者又は検定職種を二級の建築大工若しくは型枠施工とするもの

に合格した後大工工事に関し三年以上実務の経験を有する者

六　建築一式工事及び大工工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、大工工事に関し八年を超える実務の経

験を有する者

七　大工工事及び内装仕上工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、大工工事に関し八年を超える実務の経

験を有する者

左官工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は土木施工管理若し

くは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後左官工事に関し三年以上実務の経験を有する者
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三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後左官工事

に関し五年以上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の左官とするものに合格した者

又は検定職種を二級の左官とするものに合格した後左官工事に関し三年以上実務の経験を有する者

とび・土

工 工 事

業

一　技術検定のうち建設機械施工管理、土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木施工管

理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「土木」又は「薬液注入」とするものに限り、建築施工管理に係る

二級の第二次検定にあつては検定種別を「躯体」とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は造園施工管理に係

る一級の第二次検定に合格した後とび・土工・コンクリート工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（土木施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「鋼構造物塗装」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の

第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「仕上げ」とするものに限る。）に合格した後とび・土工・コンクリー

ト工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目を「農業農村工学」

とするものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）、水産部門（選択科目を「水産土木」

とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの、「農業農村工学」、「森林土木」又は「水

産土木」とするものに限る。）とするものに合格した者

五　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のとび、型枠施工、コンクリー

ト圧送施工若しくはウェルポイント施工とするものに合格した者又は検定職種を二級のとびとするものに合格した後

とび工事に関し三年以上実務の経験を有する者、検定職種を二級の型枠施工若しくはコンクリート圧送施工とするも

のに合格した後コンクリート工事に関し三年以上実務の経験を有する者若しくは検定職種を二級のウェルポイント施

工とするものに合格した後土工工事に関し三年以上実務の経験を有する者

六　地すべり防止工事に必要な知識及び技術を確認するための試験であつて次条から第七条の六までの規定により国土

交通大臣の登録を受けたもの（以下「登録地すべり防止工事試験」という。）に合格した後土工工事に関し一年以上実

務の経験を有する者

七　基礎ぐい工事に必要な知識及び技術を確認するための試験であつて次条から第七条の六までの規定により国土交通

大臣の登録を受けたもの（以下「登録基礎ぐい工事試験」という。）に合格した者

八　土木一式工事及びとび・土工・コンクリート工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、とび・土工・コ

ンクリート工事に関し八年を超える実務の経験を有する者

九　とび・土工・コンクリート工事及び解体工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、とび・土工・コンク

リート工事に関し八年を超える実務の経験を有する者

石工事業 一　技術検定のうち土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二

次検定にあつては検定種別を「土木」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別

を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は造園施工管理に係

る一級の第二次検定に合格した後石工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（土木施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「鋼構造物塗装」又は「薬液注入」とするものに限り、建築施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後石工事に

関し五年以上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のブロック建築若しくは石材施

工とするものに合格した者又は検定職種を二級のブロック建築若しくは石材施工とするものに合格した後石工事に関

し三年以上実務の経験を有する者

屋根工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は土木施工管理若し

くは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後屋根工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後屋根工事

に関し五年以上実務の経験を有する者

四　建築士法第四条の規定による一級建築士又は二級建築士の免許を受けた者

五　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の建築板金若しくはかわらぶき

とするものに合格した者又は検定職種を二級の建築板金若しくはかわらぶきとするものに合格した後屋根工事に関し

三年以上実務の経験を有する者

六　建築一式工事及び屋根工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、屋根工事に関し八年を超える実務の経

験を有する者

電気工事

業

一　技術検定のうち電気工事施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者

二　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を電気電子部門、建設部門又は総合技術監理部門（選

択科目を電気電子部門又は建設部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者

三　電気工事士法（昭和三十五年法律第百三十九号）第四条第一項の規定による第一種電気工事士免状の交付を受けた

者又は同項の規定による第二種電気工事士免状の交付を受けた後電気工事に関し三年以上実務の経験を有する者

四　電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第四十四条第一項の規定による第一種電気主任技術者免状、第二種電

気主任技術者免状又は第三種電気主任技術者免状の交付を受けた者（同法附則第七項の規定によりこれらの免状の交

付を受けている者とみなされた者を含む。）であつて、その免状の交付を受けた後電気工事に関し五年以上実務の経験

を有する者
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五　建築士法第二条第五項に規定する建築設備士となつた後電気工事に関し一年以上実務の経験を有する者

六　建築物その他の工作物若しくはその設備に計測装置、制御装置等を装備する工事又はこれらの装置の維持管理を行

う業務に必要な知識及び技術を確認するための試験であつて次条から第七条の六までの規定により国土交通大臣の登

録を受けたもの（以下「登録計装試験」という。）に合格した後電気工事に関し一年以上実務の経験を有する者

管工事業 一　技術検定のうち管工事施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者

二　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を機械部門（選択科目を「熱・動力エネルギー機器」

又は「流体機器」とするものに限る。）、上下水道部門、衛生工学部門又は総合技術監理部門（選択科目を「熱・動力

エネルギー機器」、「流体機器」又は上下水道部門若しくは衛生工学部門に係るものとするものに限る。）とするものに

合格した者

三　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の建築板金（選択科目を「ダク

ト板金作業」とするものに限る。以下この欄において同じ。）、冷凍空気調和機器施工若しくは配管（選択科目を「建

築配管作業」とするものに限る。以下同じ。）とするものに合格した者又は検定職種を二級の建築板金、冷凍空気調和

機器施工若しくは配管とするものに合格した後管工事に関し三年以上実務の経験を有する者

四　建築士法第二条第五項に規定する建築設備士となつた後管工事に関し一年以上実務の経験を有する者

五　水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第二十五条の五第一項の規定による給水装置工事主任技術者免状の交付

を受けた後管工事に関し一年以上実務の経験を有する者

六　登録計装試験に合格した後管工事に関し一年以上実務の経験を有する者

タイル・

れ ん

が ・ ブ

ロ ッ ク

工事業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「躯体」

又は「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は土木施工管理若し

くは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後タイル・れんが・ブロック工事に関し三年以上実務の経験を

有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」とするものに限る。）に合格した後タイル・れんが・ブロ

ック工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　建築士法第四条の規定による一級建築士又は二級建築士の免許を受けた者

五　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のタイル張り、築炉若しくはブ

ロック建築とするものに合格した者又は検定職種を二級のタイル張り、築炉若しくはブロック建築とするものに合格

した後タイル・れんが・ブロック工事に関し三年以上実務の経験を有する者

鋼構造物

工事業

一　技術検定のうち土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二

次検定にあつては検定種別を「土木」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別

を「躯体」とするものに限る。）に合格した者

二　建築士法第四条の規定による一級建築士の免許を受けた者

三　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目を「鋼構造及びコンクリート」

とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「鋼構造及びコンクリート」とするものに限る。）とするも

のに合格した者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の鉄工（選択科目を「製缶作業」

又は「構造物鉄工作業」とするものに限る。以下同じ。）とするものに合格した者又は検定職種を二級の鉄工とするも

のに合格した後鋼構造物工事に関し三年以上実務の経験を有する者

鉄筋工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「躯体」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は

土木施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後鉄筋工事に関し三年以上

実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二

次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「仕上げ」とするものに限る。）に

合格した後鉄筋工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を鉄筋施工とするものであつて選択科

目を「鉄筋施工図作成作業」とするもの及び検定職種を鉄筋施工とするものであつて選択科目を「鉄筋組立て作業」

とするものに合格した後鉄筋工事に関し三年以上実務の経験を有する者（検定職種を一級の鉄筋施工とするものであ

つて選択科目を「鉄筋施工図作成作業」とするもの及び検定職種を一級の鉄筋施工とするものであつて選択科目を「鉄

筋組立て作業」とするものに合格した者については、実務の経験を要しない。）

舗装工事

業

一　技術検定のうち建設機械施工管理又は土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木施工管理に係る二級の

第二次検定にあつては検定種別を「土木」とするものに限る。）に合格した者

二　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門又は総合技術監理部門（選択科目を建設

部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者

しゆんせ

つ 工 事

業

一　技術検定のうち土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「土木」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は管工事施工管理

若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後しゆんせつ工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（土木施

工管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「鋼構造物塗装」又は「薬液注入」とするものに限る。）に合格

した後しゆんせつ工事に関し五年以上実務の経験を有する者
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四　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門、水産部門（選択科目を「水産土木」と

するものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの又は「水産土木」とするものに限る。）と

するものに合格した者

五　土木一式工事及びしゆんせつ工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、しゆんせつ工事に関し八年を超

える実務の経験を有する者

板金工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち建築施工管理若しくは管工事施工管理に係る一級の第一次検定又は管工事施工管理に係る一級の第

二次検定に合格した後板金工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち建築施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工管理に係る二

級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後板金工事に関し五年以

上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の工場板金若しくは建築板金と

するものに合格した者又は検定職種を二級の工場板金若しくは建築板金とするものに合格した後板金工事に関し三年

以上実務の経験を有する者

ガラス工

事業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち建築施工管理に係る一級の第一次検定に合格した後ガラス工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち建築施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「建

築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後ガラス工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のガラス施工とするものに合格

した者又は検定職種を二級のガラス施工とするものに合格した後ガラス工事に関し三年以上実務の経験を有する者

五　建築一式工事及びガラス工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、ガラス工事に関し八年を超える実務

の経験を有する者

塗装工事

業

一　技術検定のうち土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二

次検定にあつては検定種別を「鋼構造物塗装」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあつては

検定種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は造園施工管理に係

る一級の第二次検定に合格した後塗装工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（土木施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「土木」又は「薬液注入」とするものに限り、建築施工管理に係

る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後塗装工事に関し五

年以上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の塗装とするものに合格した者

若しくは検定職種を路面標示施工とするものに合格した者又は検定職種を二級の塗装とするものに合格した後塗装工

事に関し三年以上実務の経験を有する者

防水工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は土木施工管理若し

くは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後防水工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後防水工事

に関し五年以上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の防水施工とするものに合格し

た者又は検定職種を二級の防水施工とするものに合格した後防水工事に関し三年以上実務の経験を有する者

五　建築一式工事及び防水工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、防水工事に関し八年を超える実務の経

験を有する者

内装仕上

工事業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち建築施工管理に係る一級の第一次検定に合格した後内装仕上工事に関し三年以上実務の経験を有す

る者

三　技術検定のうち建築施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「建

築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後内装仕上工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　建築士法第四条の規定による一級建築士又は二級建築士の免許を受けた者

五　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の畳製作、内装仕上げ施工若し

くは表装とするものに合格した者又は検定職種を二級の畳製作、内装仕上げ施工若しくは表装とするものに合格した

後内装仕上工事に関し三年以上実務の経験を有する者

六　建築一式工事及び内装仕上工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、内装仕上工事に関し八年を超える

実務の経験を有する者

七　大工工事及び内装仕上工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、内装仕上工事に関し八年を超える実務

の経験を有する者

機械器具

設 置 工

事業

一　技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る一級の第一次検定又は第二次検定に合

格した後機械器具設置工事に関し三年以上実務の経験を有する者

二　技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定に合

格した後機械器具設置工事に関し五年以上実務の経験を有する者
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三　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を機械部門又は総合技術監理部門（選択科目を機械

部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者

熱絶縁工

事業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は

土木施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後熱絶縁工事に関し三年以

上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二

次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合

格した後熱絶縁工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の熱絶縁施工とするものに合格

した者又は検定職種を二級の熱絶縁施工とするものに合格した後熱絶縁工事に関し三年以上実務の経験を有する者

五　建築一式工事及び熱絶縁工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、熱絶縁工事に関し八年を超える実務

の経験を有する者

電気通信

工事業

一　技術検定のうち電気通信工事施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者

二　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を電気電子部門又は総合技術監理部門（選択科目を

電気電子部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者

三　電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第四十六条第三項の規定による電気通信主任技術者資格者証の交

付を受けた者であつてその資格者証の交付を受けた後電気通信工事に関し五年以上実務の経験を有する者又は同法第

七十二条第二項において準用する同法第四十六条第三項の規定による工事担任者資格者証の交付を受けた者（第一級

アナログ通信及び第一級デジタル通信の工事担任者資格者証の交付を受けた者又は総合通信の工事担任者資格者証の

交付を受けた者に限る。）であつてその資格者証の交付を受けた後電気通信工事に関し三年以上実務の経験を有する者

造園工事

業

一　技術検定のうち造園施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者

二　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門、森林部門（選択科目を「林業・林産」

又は「森林土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの、「林業・林産」又は

「森林土木」とするものに限る。）とするものに合格した者

三　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の造園とするものに合格した者

又は検定職種を二級の造園とするものに合格した後造園工事に関し三年以上実務の経験を有する者

さく井工

事業

一　技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る一級の第一次検定又は第二次検定に合格し

た後さく井工事に関し三年以上実務の経験を有する者

二　技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定に合格し

た後さく井工事に関し五年以上実務の経験を有する者

三　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を上下水道部門（選択科目を「上水道及び工業用水

道」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「上水道及び工業用水道」とするものに限る。）とする

ものに合格した者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のさく井とするものに合格した

者又は検定職種を二級のさく井とするものに合格した後さく井工事に関し三年以上実務の経験を有する者

五　登録地すべり防止工事試験に合格した後さく井工事に関し一年以上実務の経験を有する者

建具工事

業

一　技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち建築施工管理若しくは管工事施工管理に係る一級の第一次検定又は管工事施工管理に係る一級の第

二次検定に合格した後建具工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち建築施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工管理に係る二

級の第二次検定にあつては検定種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後建具工事に関し五年以

上実務の経験を有する者

四　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の建具製作、カーテンウォール

施工若しくはサッシ施工とするものに合格した者又は検定職種を二級の建具製作、カーテンウォール施工若しくはサ

ッシ施工とするものに合格した後建具工事に関し三年以上実務の経験を有する者

水道施設

工事業

一　技術検定のうち土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあつては検定種別を「土木」

とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は

建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後水道施設工事に関し三年

以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二

次検定（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「鋼構造物塗装」又は「薬液注入」とするもの

に限る。）に合格した後水道施設工事に関し五年以上実務の経験を有する者

四　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を上下水道部門、衛生工学部門（選択科目を「水質

管理」又は「廃棄物・資源循環」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を上下水道部門に係るもの、

「水質管理」又は「廃棄物・資源循環」とするものに限る。）とするものに合格した者

五　土木一式工事及び水道施設工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、水道施設工事に関し八年を超える

実務の経験を有する者

消防施設

工事業

一　技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る一級の第一次検定又は第二次検定に合

格した後消防施設工事に関し三年以上実務の経験を有する者

二　技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定に合

格した後消防施設工事に関し五年以上実務の経験を有する者
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三　消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第十七条の七第一項の規定による甲種消防設備士免状又は乙種消防設備

士免状の交付を受けた者

清掃施設

工事業

一　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る一級の第一次検定又は第二

次検定に合格した後清掃施設工事に関し三年以上実務の経験を有する者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二

次検定に合格した後清掃施設工事に関し五年以上実務の経験を有する者

三　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を衛生工学部門（選択科目を「廃棄物・資源循環」

とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「廃棄物・資源循環」とするものに限る。）とするものに合

格した者

解体工事

業

一　技術検定のうち土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二

次検定にあつては検定種別を「土木」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別

を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した者

二　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次検定又は造園施工管理に係

る一級の第二次検定に合格した後解体工事に関し三年以上実務の経験を有する者

三　技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（土木施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「鋼構造物塗装」又は「薬液注入」とするものに限り、建築施工

管理に係る二級の第二次検定にあつては検定種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した後解体工事に関し五年

以上実務の経験を有する者

四　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門又は総合技術監理部門（選択科目を建設

部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者

五　職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のとびとするものに合格した者

又は検定職種を二級のとびとするものに合格した後解体工事に関し三年以上実務の経験を有する者

六　解体工事に必要な知識及び技術を確認するための試験であつて次条から第七条の六までの規定により国土交通大臣

の登録を受けたもの（以下「登録解体工事試験」という。）に合格した者

七　土木一式工事及び解体工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、解体工事に関し八年を超える実務の経

験を有する者

八　建築一式工事及び解体工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、解体工事に関し八年を超える実務の経

験を有する者

九　とび・土工・コンクリート工事及び解体工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、解体工事に関し八年

を超える実務の経験を有する者

三　前二号に掲げる者のほか、第十八条の三第二項第二号に規定する登録基幹技能者講習（許可を受けようとする建設業の種類に応じ、

国土交通大臣が認めるものに限る。）を修了した者

四　国土交通大臣が前三号に掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものと認める者

（登録の申請）

第七条の四　前条第二号の表とび・土工工事業の項第六号若しくは第七号、同表電気工事業の項第六号又は同表解体工事業の項第六号の登

録（以下この条から第七条の七まで、第七条の十五及び第七条の十八において「登録」という。）は、それぞれ登録地すべり防止工事試

験、登録基礎ぐい工事試験、登録計装試験又は登録解体工事試験（以下「登録技術試験」という。）の実施に関する事務（以下「登録技

術試験事務」という。）を行おうとする者の申請により行う。

２　登録を受けようとする者（以下この項及び次項において「登録技術試験事務申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した申請書

を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　登録技術試験事務申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　登録技術試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　登録技術試験事務を開始しようとする年月日

四　登録技術試験委員（第七条の六第一項第二号に規定する合議制の機関を構成する者をいう。以下同じ。）となるべき者の氏名及び略

歴並びに同号の表地すべり防止工事の項イ若しくはロ、同表計装の項イ若しくはロ又は同表解体工事の項イ若しくはロに該当する者に

あつては、その旨

五　申請に係る試験の種目

３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　個人である場合においては、次に掲げる書類

イ　住民票の抄本又はこれに代わる書面

ロ　略歴を記載した書類

二　法人である場合においては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　株主名簿若しくは社員名簿の写し又はこれらに代わる書面

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員（持分会社（会社法（平成十七年法律第八十六号）第五百七十五条第一項に規定する持分会社をいう。）にあつては、業務を

執行する社員をいう。以下同じ。）の氏名及び略歴を記載した書類

三　登録技術試験委員のうち、第七条の六第一項第二号の表地すべり防止工事の項イ若しくはロ、同表計装の項イ若しくはロ又は同表解

体工事の項イ若しくはロに該当する者にあつては、その資格等を有することを証する書類

四　登録技術試験事務以外の業務を行おうとするときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

五　登録技術試験事務申請者が次条各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する書面

六　その他参考となる事項を記載した書類

（欠格条項）

第七条の五　次の各号のいずれかに該当する者が行う試験は、登録を受けることができない。

一　法の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して二年を経過し

ない者
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二　登録を受けようとする試験と種目を同じくする試験について第七条の十五の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算

して二年を経過しない者

三　法人であつて、登録技術試験事務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの

（登録の要件等）

第七条の六　国土交通大臣は、第七条の四の規定による登録の申請が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなけれ

ばならない。

一　第七条の八第一号の表の第一欄に掲げる種目に応じ、それぞれ同表第二欄に掲げる科目について試験が行われるものであること。

二　次の表の上欄に掲げる種目に応じ、それぞれ同表下欄に掲げる者を二名以上含む十名以上の者によつて構成される合議制の機関によ

り試験問題の作成及び合否判定が行われるものであること。

地すべ

り 防

止 工

事

次のいずれかに該当する者

イ　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学を含

む。以下同じ。）若しくはこれに相当する外国の学校において砂防学、地すべり学その他の登録地すべり防止工事試験の

実施に関する事務に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は砂防学、

地すべり学その他の登録地すべり防止工事試験の実施に関する事務に関する科目の研究により博士の学位を授与された者

ロ　国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

基礎ぐ

い 工

事

次のいずれかに該当する者

イ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において地盤工学その他の登録基礎ぐい工事試験の実施に

関する事務に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は地盤工学その

他の登録基礎ぐい工事試験の実施に関する事務に関する科目の研究により博士の学位を授与された者

ロ　国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

計装 次のいずれかに該当する者

イ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において計測制御工学その他の登録計装試験の実施に関す

る事務に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は計測制御工学その

他の登録計装試験の実施に関する事務に関する科目の研究により博士の学位を授与された者

ロ　国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

解体工

事

次のいずれかに該当する者

イ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において土木工学、建築工学その他の登録解体工事試験の

実施に関する事務に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は土木工

学、建築工学その他の登録解体工事試験の実施に関する事務に関する科目の研究により博士の学位を授与された者

ロ　国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

２　登録は、登録技術試験登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録技術試験事務を行う者（以下「登録技術試験実施機関」という。）の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者

の氏名

三　登録技術試験事務を行う事務所の名称及び所在地

四　登録技術試験事務を開始する年月日

五　登録に係る試験の種目

（登録の更新）

第七条の七　登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。

２　前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。

（登録技術試験事務の実施に係る義務）

第七条の八　登録技術試験実施機関は、公正に、かつ、第七条の六第一項各号に掲げる要件及び次に掲げる基準に適合する方法により登録

技術試験事務を行わなければならない。

一　次の表の第一欄に掲げる種目ごとに、同表の第二欄に掲げる科目の区分に応じ、それぞれ同表の第三欄に掲げる内容について、同表

の第四欄に掲げる時間を標準として試験を行うこと。

種目 科目 内容 時間

地 す

べ

り

防

止

工

事

一　地すべり一般知識に関する科目 砂防学、地すべり学、土質力学、構造力学、地形・地質学及び地下水学に

関する事項

四 時

間

三

十

分

二　地すべり関係法令に関する科目 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）、災害対策基本法（昭和三

十六年法律第二百二十三号）、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律（平成十二年法律第五十七号）その他関係法令

に関する事項

三　地すべり調査に関する科目 地形判読技術、計測技術及び地すべり機構に関する事項

四　地すべり対策計画に関する科目 砂防及び地すべりの技術基準に関する事項

五　地すべり対策施設設計に関する

科目

杭及びアンカーの設計及び施工、地下水排水工並びに土工に関する事項

基 礎

ぐ

い

一　基礎ぐい工事の一般知識に関する

科目

地盤工学、土質力学、構造力学、材料学その他基礎ぐい工事一般に関する

事項

三 時

間
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工

事

二　基礎ぐい工事の施工方法に関する

科目

場所打ちぐい工事及び既製ぐい工事の施工方法に関する事項

三　基礎ぐい工事の技術上の管理に関

する科目

場所打ちぐい工事及び既製ぐい工事の施工計画、施工管理、安全管理その

他の技術上の管理に関する事項

四　基礎ぐい工事の関係法令に関する

科目

労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）その他関係法令に関する

事項

五　技術者倫理に関する科目 技術者倫理に関する事項

計装 一　計装一般知識に関する科目 計装一般及び計器に関する事項 八 時

間

二　計装設備及び施工管理に関する

科目

プラント設備又はビル設備における計装設計、工事積算、検査、調整及び

工事施工法に関する事項

三　計装関係法令に関する科目 労働安全衛生法その他関係法令に関する事項

四　計装設備計画に関する科目 計装設備に係る基本計画及び施工計画に関する事項

五　計装設備設計図に関する科目 プラント設備又はビル設備における計装施工設計図の作成に関する事項

解 体

工

事

一　解体工事の関係法令に関する科目 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）、建

設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成十二年法律第百四号）

その他関係法令に関する事項

三 時

間

三

十

分

二　土木工学及び建築工学に関する

科目

構造力学、材料学その他の基礎的な土木工学及び建築工学に関する事項

三　解体工事の技術上の管理に関する

科目

解体工事の施工計画、施工管理、安全管理その他の技術上の管理に関する

事項

四　解体工事の施工方法に関する科目 解体工事に係る木造、鉄筋コンクリート造その他の構造に応じた解体工事

の施工方法に関する事項

五　解体工事の工法及び機器に関する

科目

解体工事の工法及び機器の種類及び選定に関する事項

六　解体工事の実務に関する科目 解体工事の実務に関する事項

二　登録技術試験を実施する日時、場所その他登録技術試験の実施に関し必要な事項をあらかじめ公示すること。

三　登録技術試験に関する不正行為を防止するための措置を講じること。

四　終了した登録技術試験の問題及び合格基準を公表すること。

五　登録技術試験に合格した者に対し、別記様式第二十一号による合格証明書（以下「登録技術試験合格証明書」という。）を交付する

こと。

（登録事項の変更の届出）

第七条の九　登録技術試験実施機関は、第七条の六第二項第二号から第四号までに掲げる事項を変更しようとするときは、変更しようとす

る日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

（規程）

第七条の十　登録技術試験実施機関は、次に掲げる事項を記載した登録技術試験事務に関する規程を定め、当該事務の開始前に、国土交通

大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

一　登録技術試験事務を行う時間及び休日に関する事項

二　登録技術試験事務を行う事務所及び試験地に関する事項

三　登録技術試験の日程、公示方法その他の登録技術試験事務の実施の方法に関する事項

四　登録技術試験の受験の申込みに関する事項

五　登録技術試験の受験手数料の額及び収納の方法に関する事項

六　登録技術試験委員の選任及び解任に関する事項

七　登録技術試験の問題の作成及び合否判定の方法に関する事項

八　終了した登録技術試験の問題及び合格基準の公表に関する事項

九　登録技術試験合格証明書の交付及び再交付に関する事項

十　登録技術試験事務に関する秘密の保持に関する事項

十一　登録技術試験事務に関する公正の確保に関する事項

十二　不正受験者の処分に関する事項

十三　第七条の十六第三項の帳簿その他の登録技術試験事務に関する書類の管理に関する事項

十四　その他登録技術試験事務に関し必要な事項

（登録技術試験事務の休廃止）

第七条の十一　登録技術試験実施機関は、登録技術試験事務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、次に掲

げる事項を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする登録技術試験事務の範囲

二　休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあつては、その期間

三　休止又は廃止の理由

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）

第七条の十二　登録技術試験実施機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計

算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認識することができない方

式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）の作成がされている場合における当該

電磁的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事務所に備えて置かなければならない。
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２　登録技術試験を受験しようとする者その他の利害関係人は、登録技術試験実施機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をする

ことができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録技術試験実施機関の定めた費用を支払わなければならない。

一　財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示した

ものの閲覧又は謄写の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて、次に掲げるもののうち登録技術試験実施機関が定めるものにより提供す

ることの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求

イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法で

あつて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録される

もの

ロ　電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。以下同じ。）をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

３　前項第四号イ又はロに掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければな

らない。

（適合命令）

第七条の十三　国土交通大臣は、登録技術試験実施機関の実施する登録技術試験が第七条の六第一項の規定に適合しなくなつたと認めると

きは、当該登録技術試験実施機関に対し、同項の規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（改善命令）

第七条の十四　国土交通大臣は、登録技術試験実施機関が第七条の八の規定に違反していると認めるときは、当該登録技術試験実施機関に

対し、同条の規定による登録技術試験事務を行うべきこと又は登録技術試験事務の方法その他の業務の方法の改善に関し必要な措置をと

るべきことを命ずることができる。

（登録の取消し等）

第七条の十五　国土交通大臣は、登録技術試験実施機関が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録技術試験実施機関が行う試験の

登録を取り消し、又は期間を定めて登録技術試験事務の全部若しくは一部の停止を命じることができる。

一　第七条の五第一号又は第三号に該当するに至つたとき。

二　第七条の九から第七条の十一まで、第七条の十二第一項又は次条の規定に違反したとき。

三　正当な理由がないのに第七条の十二第二項各号の規定による請求を拒んだとき。

四　前二条の規定による命令に違反したとき。

五　第七条の十七の規定による報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。

六　不正の手段により登録を受けたとき。

（帳簿の記載等）

第七条の十六　登録技術試験実施機関は、登録技術試験に関する次に掲げる事項を記載した帳簿を備えなければならない。

一　試験年月日

二　試験地

三　受験者の受験番号、氏名、生年月日及び合否の別

四　合格年月日

２　前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ登録技術試験実施機関におい

て電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて同項に規定する帳簿への記

載に代えることができる。

３　登録技術試験実施機関は、第一項に規定する帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）を、

登録技術試験事務の全部を廃止するまで保存しなければならない。

４　登録技術試験実施機関は、次に掲げる書類を備え、登録技術試験を実施した日から三年間保存しなければならない。

一　登録技術試験の受験申込書及び添付書類

二　終了した登録技術試験の問題及び答案用紙

（報告の徴収）

第七条の十七　国土交通大臣は、登録技術試験事務の適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、登録技術試験実施機関に対

し、登録技術試験事務の状況に関し必要な報告を求めることができる。

（公示）

第七条の十八　国土交通大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。

一　登録をしたとき。

二　第七条の九の規定による届出があつたとき。

三　第七条の十一の規定による届出があつたとき。

四　第七条の十五の規定により登録を取り消し、又は登録技術試験事務の停止を命じたとき。

（使用人の変更の届出）

第八条　建設業者は、新たに令第三条に規定する使用人になつた者がある場合には、二週間以内に、当該使用人に係る法第六条第一項第四

号並びに第四条第一項第四号及び第五号に掲げる書面その他国土交通大臣又は都道府県知事が必要と認める書類を添付した別記様式第二

十二号の二による変更届出書により、国土交通大臣又は都道府県知事にその旨を届け出なければならない。

（心身の故障により建設業を適正に営むことができない者）

第八条の二　法第八条第十号の国土交通省令で定める者は、精神の機能の障害により建設業を適正に営むに当たつて必要な認知、判断及び

意思疎通を適切に行うことができない者とする。

（法第十一条第一項の変更の届出）

第九条　法第十一条第一項の規定による変更届出書は、別記様式第二十二号の二によるものとする。

２　法第十一条第一項の規定により変更届出書を提出する場合において当該変更が次に掲げるものであるときは、当該各号に掲げる書類を

添付しなければならない。

一　法第五条第一号から第四号までに掲げる事項の変更（商業登記の変更を必要とする場合に限る。）　当該変更に係る登記事項を記載し

た登記事項証明書

二　法第五条第二号に掲げる事項のうち営業所の新設に係る変更　当該営業所に係る法第六条第一項第四号及び第五号の書面
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三　法第五条第三号に掲げる事項のうち役員等の新任に係る変更及び同条第四号に掲げる事項のうち支配人の新任に係る変更　当該役員

等又は支配人に係る法第六条第一項第四号の書面並びに第四条第一項第三号又は第四号及び第五号に掲げる書面その他国土交通大臣又

は都道府県知事が必要と認める書類

３　情報通信技術活用法第六条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して変更届出書を提出する者は、前項の規定に

かかわらず、同項第一号に掲げる書類（第四条第三項の国土交通大臣の定める書類に該当するものに限る。）及び同項第二号に掲げる書

面（第三条第三項の国土交通大臣が定める書面に限る。）の提出を省略することができる。

（毎事業年度経過後に届出を必要とする書類）

第十条　法第十一条第二項の国土交通省令で定める書類は、次に掲げるものとする。

一　株式会社以外の法人である場合においては別記様式第十五号から第十七号の二までによる貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び注記表、小会社である場合においてはこれらの書類及び事業報告書、株式会社（小会社を除く。）である場合においては別

記様式第十五号から第十七号の三までによる貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、注記表及び附属明細表並びに事業報

告書

二　個人である場合においては、別記様式第十八号及び第十九号による貸借対照表及び損益計算書

三　国土交通大臣の許可を受けている者については、法人にあつては法人税、個人にあつては所得税の納付すべき額及び納付済額を証す

る書面

四　都道府県知事の許可を受けている者については、事業税の納付すべき額及び納付済額を証する書面

２　法第十一条第三項の国土交通省令で定める書類は、第四条第一項第一号及び第六号に掲げる書面とする。

（法第十一条第五項の書面の様式）

第十条の二　法第十一条第五項の規定による届出は、別記様式第二十二号の三による届出書により行うものとする。

（廃業等の届出の様式）

第十条の三　法第十二条の規定による届出は、別記様式第二十二号の四による廃業届により行うものとする。

（届出書の部数）

第十一条　法第十一条又は第七条の二若しくは第八条の規定により提出すべき届出書及びその添付書類の部数については、第六条の規定を

準用する。

（閲覧に供する書類）

第十二条　法第十三条第六号の国土交通省令で定める書類は、次に掲げるものとする。

一　第三条第一項第二号に掲げる書面（届書を提出したことを証する書面を除く。）

二　第四条第一項第一号、第六号、第八号、第九号、第十二号、第十三号及び第十六号に掲げる書類

三　第九条第二項第二号及び第三号に掲げる法第六条第一項第四号の書面

四　第十条第一項第一号及び第二号に掲げる書類

五　第十三条の二第一項柱書の認可申請書及び同項第一号から第四号までに掲げる書類

六　第十三条の二第二項柱書の認可申請書及び同項第二号から第五号までに掲げる書類

七　第十三条の二第三項柱書の認可申請書及び同項第二号から第五号までに掲げる書類

八　第十三条の三第一項柱書の認可申請書及び同項第二号から第五号までに掲げる書類

（特定建設業についての準用）

第十三条　第一条から第六条まで（第三条第二項から第四項までを除く。）、第七条の二及び第八条から前条までの規定は、特定建設業の許

可及び特定建設業者について準用する。この場合において、第四条第四項中「一般建設業の許可」とあるのは「特定建設業の許可」と、

「特定建設業の許可」とあるのは「一般建設業の許可」と、第七条の二第一項中「第七条第二号イ、ロ若しくはハ」とあるのは「第十五

条第二号イ、ロ若しくはハ」と読み替えるものとする。

２　法第十七条において準用する法第六条第一項第五号の書面のうち、法第十五条第二号に掲げる基準を満たしていることを証する書面

は、別記様式第八号による証明書及び次の各号のいずれかに掲げる書面（指定建設業の許可を受けようとする者にあつては、第一号、第

三号又は第四号に掲げる書面）その他当該事項を証するに足りる書面とする。

一　法第十五条第二号イの規定により国土交通大臣が定める試験に合格したこと又は国土交通大臣が定める免許を受けたことを証する証

明書

二　第三条第二項第一号から第三号までのいずれかに掲げる書面及び指導監督的な実務の経験を証する別記様式第十号による使用者の証

明書

三　法第十五条第二号ハの規定により能力を有すると認定された者であることを証する証明書

四　監理技術者資格者証の写し

３　情報通信技術活用法第六条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して特定建設業の許可を申請する者（特定建設

業の許可の更新を申請する者を除く。）は、前項の規定にかかわらず、法第十五条第二号に掲げる基準を満たしていることを証する書面

（別記様式第八号による証明書を除き、国土交通大臣が定める書面に限る。）の提出を省略することができる。

４　特定建設業の許可の更新を申請する者は、第二項の規定にかかわらず、法第十五条第二号に掲げる基準を満たしていることを証する書

面のうち別記様式第八号による証明書以外の書面の提出を省略することができる。

（譲渡及び譲受け並びに合併及び分割の認可の申請等）

第十三条の二　譲渡人（法第十七条の二第一項に規定する「譲渡人」をいう。以下この条において同じ。）及び譲受人（同項に規定する「譲

受人」をいう。以下この条及び第三十条第一項において同じ。）は、同項の規定により譲渡及び譲受けの認可を受けようとするときは、

当該譲渡人及び譲受人の氏名又は名称を記載した別記様式第二十二号の五による認可申請書に、次に掲げる書類を添付して、同項各号に

掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者に提出しなければならない。

一　別記様式第二号による譲受人に係る工事経歴書

二　別記様式第三号による譲受人に係る直前三年の各事業年度における工事施工金額を記載した書面

三　別記様式第四号による譲受人に係る使用人数を記載した書面

四　別記様式第六号による譲受人（法人である場合においては当該法人、その役員等及び令第三条に規定する使用人、個人である場合に

おいてはその者及び同条に規定する使用人）及び法定代理人（法人である場合においては、当該法人及びその役員等）が法第八条各号

に掲げる欠格要件に該当しない者であることを誓約する書面

五　譲受人に係る第三条第一項第一号に掲げる書面その他第七条第一号に掲げる基準を満たすことを証するに足りる書面

六　譲受人に係る第四条第一項各号に掲げる書類（この場合において、同項第三号から第五号まで中「許可申請者」とあるのは、「譲受

人」と、同項第十四号及び第十五号中「許可」とあるのは「認可」と読み替えるものとする。）
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七　別記様式第二十二号の六による譲受人に係る第八項の規定により読み替えて準用される第七条第二号イからハまでに規定する届書を

提出することを誓約する書面

八　譲渡及び譲受けに関する契約書の写し

九　譲渡人又は譲受人が法人である場合は、譲渡若しくは譲受けに関する株主総会若しくは社員総会の決議録、無限責任社員若しくは総

社員の同意書又は譲渡若しくは譲受けに関する意思の決定を証する書類

２　合併消滅法人等（法第十七条の二第二項に規定する「合併消滅法人等」をいう。以下この項において同じ。）は、同項の規定により合

併の認可を受けようとするときは、当該合併消滅法人等の氏名又は名称を記載した別記様式第二十二号の七による認可申請書に、次に掲

げる書類を添付して、同項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者に提出しなければならない。

一　合併の方法及び条件が記載された書類

二　建設業者としての地位を承継する者が合併存続法人（法第十七条の二第二項に規定する「合併存続法人」をいう。以下この条におい

て同じ。）である場合においては、別記様式第二号による当該合併存続法人に係る工事経歴書

三　建設業者としての地位を承継する者が合併存続法人である場合においては、別記様式第三号による当該合併存続法人に係る直前三年

の各事業年度における工事施工金額を記載した書面

四　別記様式第四号による合併存続法人又は合併により設立される法人（以下この項及び第三十条第一項において「合併存続法人等」と

いう。）に係る使用人数を記載した書面

五　別記様式第六号による合併存続法人等並びにその法人の役員等及び令第三条に規定する使用人が法第八条各号に掲げる欠格要件に該

当しない者であることを誓約する書面

六　合併存続法人等に係る第三条第一項第一号に掲げる書面その他第七条第一号に掲げる基準を満たすことを証するに足りる書面

七　合併存続法人等に係る第四条第一項各号（同項第九号及び第十一号を除き、当該合併存続法人等が合併により設立される法人である

場合においては、同項第一号から第七号まで及び第十六号に限る。）に掲げる書類（この場合において、同項第三号から第五号まで中

「許可申請者」とあるのは「合併存続法人等」と、同項第十四号及び第十五号中「許可」とあるのは「認可」と読み替えるものとする。）

八　別記様式第二十二号の六による合併存続法人等に係る第八項の規定により読み替えて準用される第七条第二号イからハまでに規定す

る届書を提出することを誓約する書面

九　合併契約書の写し及び合併比率説明書

十　合併に関する株主総会若しくは社員総会の決議録、無限責任社員若しくは総社員の同意書又は合併に関する意思の決定を証する書類

３　分割被承継法人等（法第十七条の二第三項に規定する「分割被承継法人等」をいう。以下この項において同じ。）は、同項の規定によ

り分割の認可を受けようとするときは、当該分割被承継法人等の氏名又は名称を記載した別記様式第二十二号の八による認可申請書に、

次に掲げる書類を添付して、同項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める者に提出しなければならない。

一　分割の方法及び条件が記載された書類

二　別記様式第二号による分割承継法人（法第十七条の二第三項に規定する「分割承継法人」をいう。以下この条及び第三十条第一項に

おいて同じ。）に係る工事経歴書（分割承継法人が新設分割により設立される法人である場合を除く。）

三　別記様式第三号による分割承継法人に係る直前三年の各事業年度における工事施工金額を記載した書面（分割承継法人が新設分割に

より設立される法人である場合を除く。）

四　別記様式第四号による分割承継法人に係る使用人数を記載した書面

五　別記様式第六号による分割承継法人並びにその法人の役員等及び令第三条に規定する使用人が法第八条各号に掲げる欠格要件に該当

しない者であることを誓約する書面

六　分割承継法人に係る第三条第一項第一号に掲げる書面その他第七条第一号に掲げる基準を満たすことを証するに足りる書面

七　分割承継法人に係る第四条第一項各号（同項第九号及び第十一号を除き、当該分割承継法人が新設分割により設立される法人である

場合においては、同項第一号から第七号まで及び第十六号に限る。）に掲げる書類（この場合において、同項第三号から第五号まで中

「許可申請者」とあるのは「分割承継法人」と、同項第十四号及び第十五号中「許可」とあるのは「認可」と読み替えるものとする。）

八　別記様式第二十二号の六による分割承継法人に係る第八項の規定により読み替えて準用される第七条第二号イからハまでに規定する

届書を提出することを誓約する書面

九　分割契約書（新設分割の場合においては、分割計画書）の写し及び分割比率説明書

十　分割に関する株主総会若しくは社員総会の決議録、無限責任社員若しくは総社員の同意書又は分割に関する意思の決定を証する書類

４　前三項のいずれかの規定により認可申請書を国土交通大臣に提出した譲渡人若しくは譲受人、合併消滅法人（法第十七条の二第二項に

規定する「合併消滅法人」をいう。第八項において同じ。）若しくは合併存続法人又は分割被承継法人（同条第三項に規定する「分割被

承継法人」をいう。第八項において同じ。）若しくは分割承継法人のうち、都道府県知事の許可を受けている者（次項において「知事許

可建設業者」という。）は、別記様式第二十二号の九による届出書を当該都道府県知事に提出しなければならない。

５　国土交通大臣は、前項の都道府県知事に対し、知事許可建設業者が法第五条、法第六条又は法第十一条の規定により当該都道府県知事

に提出した書類の送付その他必要な協力を求めることができる。

６　国土交通大臣又は都道府県知事は、法第十七条の二第一項から第三項までのいずれかの規定により譲渡及び譲受け又は合併若しくは分

割の認可を申請した者（次項において「認可申請者」という。）に対し、第一項から第三項までに掲げるもののほか、必要と認める書類

を提出させることができる。

７　認可申請者は、次の各号に掲げる場合においては、第一項から第三項までの規定にかかわらず、当該各号に定める書類の提出を省略す

ることができる。

一　譲受人が建設業者である場合　当該譲受人に係る第四条第一項第三号から第十一号まで及び第十三号から第十六号まで並びに第一項

第一号、第二号、第四号及び第五号に掲げる書類。ただし、第四条第一項第三号から第七号まで、第十号、第十一号、第十三号及び第

十六号並びに第一項第四号及び第五号に掲げる書類については、当該譲受人が法第三条第一項の許可（同条第三項の許可の更新を含

む。次号及び第三号において同じ。）の申請又は法第十一条第一項若しくは第三項の規定による変更の届出の際に国土交通大臣又は都

道府県知事に提出したものからその記載事項に変更がない場合に限る。

二　合併存続法人が建設業者である場合　当該合併存続法人に係る第四条第一項第三号から第八号まで、第十号及び第十三号から第十六

号まで並びに第二項第二号、第三号、第五号及び第六号に掲げる書類。ただし、第四条第一項第三号から第七号まで、第十号、第十三

号及び第十六号並びに第二項第五号及び第六号に掲げる書類については、当該合併存続法人が法第三条第一項の許可の申請又は法第十

一条第一項若しくは第三項の規定による変更の届出の際に国土交通大臣又は都道府県知事に提出したものからその記載事項に変更がな

い場合に限る。

三　分割承継法人が建設業者である場合　当該分割承継法人に係る第四条第一項第三号から第八号まで、第十号及び第十三号から第十六

号まで並びに第三項第二号、第三号、第五号及び第六号に掲げる書類。ただし、第四条第一項第三号から第七号まで、第十号、第十三

13



号及び第十六号並びに第三項第五号及び第六号に掲げる書類については、当該分割承継法人が法第三条第一項の許可の申請又は法第十

一条第一項若しくは第三項の規定による変更の届出の際に国土交通大臣又は都道府県知事に提出したものからその記載事項に変更がな

い場合に限る。

８　第七条の規定は、法第十七条の二第一項から第三項までの認可について準用する。この場合において、第七条第二号中「提出した」と

あるのは、「提出することが確実に見込まれる」と読み替えるものとする。

９　法第十七条の二第一項から第三項までのいずれかの規定により認可を受けて建設業者としての地位を承継した次の表の上欄に掲げる者

は、同表の中欄に掲げる期間内に同表の下欄に掲げる書類を当該認可をした国土交通大臣又は都道府県知事に提出しなければならない。

譲受人、合併存続法人又は分割承継法人（新設分割により設立された法人

を除く。）

当該承継の日から二週間

以内

第三条第一項第二号に掲げる書面

合併により新設された法人及び分割承継法人（新設分割により設立された

法人に限る。）

当該承継の日から二週間

以内

第三条第一項第二号に掲げる書面

当該承継の日から三十日

以内

第四条第一項第十号、第十二号及び第

十三号に掲げる書類

１０　第一項から第三項までの規定により提出すべき認可申請書及びその添付書類並びに前項の規定により提出すべき書類の部数について

は、第六条の規定を準用する。

（相続の認可の申請等）

第十三条の三　相続人（相続人が二人以上ある場合において、その全員の同意により被相続人（法第十七条の三第一項に規定する「被相続

人」をいう。以下この条において同じ。）の営んでいた建設業の全部を承継すべき相続人を選定したときは、その者。）は、同項の規定に

より相続の認可を受けようとするときは、別記様式第二十二号の十による認可申請書に、次に掲げる書類を添付して、同項各号に掲げる

場合の区分に応じ当該各号に定める者に提出しなければならない。

一　申請者と被相続人との続柄を証する書類

二　別記様式第二号による申請者に係る工事経歴書

三　別記様式第三号による申請者に係る直前三年の各事業年度における工事施工金額を記載した書面

四　別記様式第四号による申請者に係る使用人数を記載した書面

五　別記様式第六号による申請者、その者の令第三条に規定する使用人及び法定代理人（法人である場合においては、当該法人及びその

役員等）が法第八条各号に掲げる欠格要件に該当しない者であることを誓約する書面

六　申請者に係る第三条第一項第一号に掲げる書面その他第七条第一号に掲げる基準を満たすことを証するに足りる書面

七　申請者に係る第三条第一項第二号に掲げる書面又は別記様式第二条第二十二号の十一による第六項の規定により読み替えて準用され

る第七号イからハまでに規定する届書を提出することを誓約する書面（第七項において「誓約書」という。）

八　申請者に係る第四条第一項各号（同項第六号から第八号までを除く。）に掲げる書類（この場合において、同項第三号から第五号ま

で中「許可申請中」とあるのは「申請者」と、同項第十四号及び第十五号中「許可」とあるのは「認可」と読み替えるものとする。）

九　申請者以外に相続人がある場合においては、当該建設業を申請者が継続して営業することに対する当該申請者以外の相続人の同意書

２　前項の規定により認可申請書を国土交通大臣に提出した申請者は、自ら又は被相続人が都道府県知事の許可を受けているときは、別記

様式第二十二号の十二による届出書を当該都道府県知事に提出しなければならない。

３　国土交通大臣は、前項の都道府県知事に対し、当該都道府県知事の許可を受けた同項の申請者又は被相続人が法第五条、法第六条及び

法第十一条の規定により当該都道府県知事に提出した書類の送付その他必要な協力を求めることができる。

４　国土交通大臣又は都道府県知事は、申請者に対し、第一項に掲げるもののほか、必要と認める書類を提出させることができる。

５　建設業者である申請者は、第一項の規定にかかわらず、第四条第一項第三号から第五号まで、第九号から第十一号まで及び第十三号か

ら第十六号まで並びに第一項第二号、第三号、第五号及び第六号に掲げる書類の提出を省略することができる。ただし、第四条第一項第

三号から第五号まで、第十号、第十一号、第十三号及び第十六号並びに第一項第五号及び第六号に掲げる書類については、当該申請者が

法第三条第一項の許可（同条第三項の許可の更新を含む。）の申請又は法第十一条第一項若しくは第三項の規定による変更の届出の際に

国土交通大臣又は都道府県知事に提出したものからその記載事項に変更がない場合に限る。

６　第七条の規定は、法第十七条の三第一項の認可について準用する。この場合において、第七条第二号中「提出した」とあるのは、「提

出した者又は提出することが確実に見込まれる」と読み替えるものとする。

７　法第十七条の三第一項の規定により認可を受けて建設業者としての地位を承継した申請者（第一項第八号に掲げる誓約書を提出した者

に限る。）は、当該認可を受けた日から二週間以内に第三条第一項第二号に掲げる書面を当該認可をした国土交通大臣又は都道府県知事

に提出しなければならない。

８　第一項の規定により提出すべき認可申請書及びその添付書類並びに前項の規定により提出すべき書類の部数については、第六条の規定

を準用する。

（建設工事の請負契約に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十三条の四　法第十九条第三項の国土交通省令で定める措置は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する措置のうち次に掲げるもの

イ　建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と当該契約の相手方の使用に係る電子計

算機とを接続する電気通信回線を通じて法第十九条第一項に掲げる事項又は請負契約の内容で同項に掲げる事項に該当するものの変

更の内容（以下「契約事項等」という。）を送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイル（専ら当該契約の

相手方の用に供されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する措置

ロ　建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された契約事項等を電気通信回線を通じて当該

契約の相手方の閲覧に供し、当該契約の相手方の使用に係る電子計算機に備えられた当該契約の相手方の受信者ファイルに当該契約

事項等を記録する措置

ハ　建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録された契約事項等を電気通信回線を通じ

て当該契約の相手方の閲覧に供する措置

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに契約事項等を記録したものを交付する措置

２　前項各号に掲げる措置は、次に掲げる技術的基準に適合するものでなければならない。

一　当該契約の相手方がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものであること。

二　ファイルに記録された契約事項等について、改変が行われていないかどうかを確認することができる措置を講じていること。

三　当該契約の相手方が本人であることを確認することができる措置を講じていること。

３　第一項各号に掲げる措置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。
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一　第一項第一号ロに掲げる措置にあつては、契約事項等を建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する旨又は記録した旨を当該契約の相手方に対し通知するものであること。ただし、当該契約の相手方が当該契約事項等を閲覧

していたことを確認したときはこの限りではない。

二　第一項第一号ハに掲げる措置にあつては、契約事項等を建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者フ

ァイルに記録する旨又は記録した旨を当該契約の相手方に対し通知するものであること。ただし、当該契約の相手方が当該契約事項等

を閲覧していたことを確認したときはこの限りでない。

４　第一項第一号の「電子情報処理組織」とは、建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機と、当該契約の相手方の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

（建設工事の請負契約に係る電磁的方法の種類及び内容）

第十三条の五　令第五条の五第一項の規定により示すべき措置の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第一項に規定する措置のうち建設工事の請負契約の当事者が講じるもの

二　ファイルへの記録の方式

（建設工事の請負契約に係る情報通信の技術を利用した承諾の取得）

第十三条の六　令第五条の五第一項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　建設工事の請負契約の相手方の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計

算機に令第五条の五第一項の承諾又は同条第二項の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする旨を送信し、当該電子計

算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前条に規定する電磁的方法の種類及び内

容を電気通信回線を通じて当該契約の相手方の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、建設工事の請負契約の当事者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるもので

なければならない。

３　前項第一号の「電子情報処理組織」とは、建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機と、当該契約の相手方の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

（現場代理人の選任等に関する通知に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十三条の七　法第十九条の二第三項の国土交通省令で定める方法は、法第十九条の二第三項前段に規定する方法による通知を受ける旨の

承諾又は受けない旨の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする場合にあつては第一号又は第二号に、現場代理人に関する

事項を通知する場合にあつては第三号又は第四号に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　注文者の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて請負人の使用に係る電子計算機に承諾等をする旨を送信し、当該電子計

算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　請負人の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された次条に規定する電磁的方法の種類及び内容を電気通信回線を通

じて注文者の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法

三　電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの

イ　請負人の使用に係る電子計算機と注文者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて書面に記載すべき事項（以下

この条において「記載事項」という。）を送信し、注文者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイル（専ら注文者の用に

供されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する方法

ロ　請負人の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて注文者の閲覧に供し、注文者

の使用に係る電子計算機に備えられた当該注文者の受信者ファイルに当該記載事項を記録する方法

ハ　請負人の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて注文者の閲覧に供する

方法

四　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

２　前項第一号及び第二号に掲げる方法は、請負人がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければ

ならない。

３　第一項第三号及び第四号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一　注文者が受信者ファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものであること。

二　第一項第三号ロに掲げる方法にあつては、記載事項を請負人の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する旨又は記録し

た旨を注文者に対し通知するものであること。ただし、注文者が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りではな

い。

三　第一項第三号ハに掲げる方法にあつては、記載事項を請負人の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する旨又は

記録した旨を注文者に対し通知するものであること。ただし、注文者が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りで

ない。

４　第一項第一号及び第三号の「電子情報処理組織」とは、請負人の使用に係る電子計算機と、注文者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

（現場代理人の選任等に関する通知に係る電磁的方法の種類及び内容）

第十三条の八　令第五条の六第一項の規定により示すべき電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第一項第三号及び第四号に規定する方法のうち請負人が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

（監督員の選任等に関する通知に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十三条の九　法第十九条の二第四項の国土交通省令で定める方法は、法第十九条の二第四項前段に規定する方法による通知を受ける旨の

承諾又は受けない旨の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする場合にあつては第一号又は第二号に、監督員に関する事項

を通知する場合にあつては第三号又は第四号に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　請負人の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて注文者の使用に係る電子計算機に承諾等をする旨を送信し、当該電子計

算機に備えられたファイルに記録する方法
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ロ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された次条に規定する電磁的方法の種類及び内容を電気通信回線を通

じて請負人の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法

三　電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの

イ　注文者の使用に係る電子計算機と請負人の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて書面に記載すべき事項（以下

この条において「記載事項」という。）を送信し、請負人の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイル（専ら請負人の用に

供されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する方法

ロ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて請負人の閲覧に供し、請負人

の使用に係る電子計算機に備えられた当該請負人の受信者ファイルに当該記載事項を記録する方法

ハ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて請負人の閲覧に供する

方法

四　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

２　前項第一号及び第二号に掲げる方法は、注文者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければ

ならない。

３　第一項第三号及び第四号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一　請負人が受信者ファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものであること。

二　第一項第一号ロに掲げる方法にあつては、記載事項を注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する旨又は記録し

た旨を請負人に対し通知するものであること。ただし、請負人が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りではな

い。

三　第一項第一号ハに掲げる方法にあつては、記載事項を注文者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する旨又は

記録した旨を請負人に対し通知するものであること。ただし、請負人が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りで

ない。

４　第一項第一号及び第三号の「電子情報処理組織」とは、注文者の使用に係る電子計算機と、請負人の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

（監督員の選任等に関する通知に係る電磁的方法の種類及び内容）

第十三条の十　令第五条の七第一項の規定により示すべき電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第一項第三号及び第四号に規定する方法のうち注文者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

（建設工事の見積書に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十三条の十一　法第二十条第三項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの

イ　建設業者の使用に係る電子計算機と建設工事の注文者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて書面に記載すべ

き事項（以下この条において「記載事項」という。）を送信し、建設工事の注文者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファ

イル（専ら注文者の用に供されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する方法

ロ　建設業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて建設工事の注文者の閲覧に

供し、建設工事の注文者の使用に係る電子計算機に備えられた当該建設工事の注文者の受信者ファイルに当該記載事項を記録する

方法

ハ　建設業者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて建設工事の注文者の

閲覧に供する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一　建設工事の注文者が受信者ファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものであること。

二　前項第一号ロに掲げる方法にあつては、記載事項を建設業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する旨又は記録し

た旨を建設工事の注文者に対し通知するものであること。ただし、建設工事の注文者が当該記載事項を閲覧していたことを確認したと

きはこの限りではない。

三　前項第一号ハに掲げる方法にあつては、記載事項を建設業者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する旨又は

記録した旨を建設工事の注文者に対し通知するものであること。ただし、建設工事の注文者が当該記載事項を閲覧していたことを確認

したときはこの限りでない。

（建設工事の見積書に係る電磁的方法の種類及び内容）

第十三条の十二　令第五条の九第一項の規定により示すべき電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第一項各号に規定する方法のうち建設業者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

（建設工事の見積書に係る情報通信の技術を利用した承諾の取得）

第十三条の十三　令第五条の九第一項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　建設工事の注文者の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて建設業者の使用に係る電子計算機に令第五条の九第一項の承

諾又は同条第二項の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする旨を送信し、当該電子計算機に備えられたファイルに記

録する方法

ロ　建設業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前条に規定する電磁的方法の種類及び内容を電気通信回線を

通じて建設工事の注文者の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、建設業者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければならない。

（工期等に影響を及ぼす事象）

第十三条の十四　法第二十条の二の国土交通省令で定める事象は、次に掲げる事象とする。

一　地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の状態に起因する事象

二　騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象
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（一括下請負の承諾に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十三条の十五　法第二十二条第四項の国土交通省令で定める方法は、法第二十二条第四項前段に規定する方法による通知を受ける旨の承

諾又は受けない旨の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする場合にあつては第一号又は第二号に、法第二十二条第三項の

承諾をする場合にあつては第三号又は第四号に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　元請負人の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて発注者の使用に係る電子計算機に承諾等をする旨を送信し、当該電子

計算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　発注者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された次条に規定する電磁的方法の種類及び内容を電気通信回線を通

じて元請負人の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法

三　電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの

イ　発注者の使用に係る電子計算機と元請負人の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて書面に記載すべき事項（以

下この条において「記載事項」という。）を送信し、元請負人の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイル（専ら元請負人

の用に供されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する方法

ロ　発注者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて元請負人の閲覧に供し、元請

負人の使用に係る電子計算機に備えられた当該元請負人の受信者ファイルに当該記載事項を記録する方法

ハ　発注者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて元請負人の閲覧に供す

る方法

四　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

２　前項第一号及び第二号に掲げる方法は、発注者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければ

ならない。

３　第一項第三号及び第四号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一　元請負人が受信者ファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものであること。

二　第一項第三号ロに掲げる方法にあつては、記載事項を発注者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する旨又は記録し

た旨を元請負人に対し通知するものであること。ただし、元請負人が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りでは

ない。

三　第一項第三号ハに掲げる方法にあつては、記載事項を発注者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する旨又は

記録した旨を元請負人に対し通知するものであること。ただし、元請負人が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限

りでない。

４　第一項第一号及び第三号の「電子情報処理組織」とは、発注者の使用に係る電子計算機と、元請負人の使用に係る電子計算機とを電気

通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

（一括下請負の承諾に係る電磁的方法の種類及び内容）

第十三条の十六　令第六条の四第一項の規定により示すべき電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第一項第三号及び第四号に規定する方法のうち発注者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

（下請負人の選定の承諾に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十三条の十七　法第二十三条第二項の国土交通省令で定める方法は、法第二十三条第二項前段に規定する方法による通知を受ける旨の承

諾又は受けない旨の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする場合にあつては第一号又は第二号に、法第二十三条第一項た

だし書の承諾をする場合にあつては第三号又は第四号に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　下請負人選定者の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて注文者の使用に係る電子計算機に承諾等をする旨を送信し、当

該電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された次条に規定する電磁的方法の種類及び内容を電気通信回線を通

じて下請負人選定者の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法

三　電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの

イ　注文者の使用に係る電子計算機と法第二十三条第一項ただし書の規定により下請負人を選定する者（以下この条において「下請負

人選定者」という。）の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて書面に記載すべき事項（以下この条において「記

載事項」という。）を送信し、下請負人選定者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイル（専ら下請負人選定者の用に供

されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する方法

ロ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて下請負人選定者の閲覧に供

し、下請負人選定者の使用に係る電子計算機に備えられた当該下請負人選定者の受信者ファイルに当該記載事項を記録する方法

ハ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられた下請負人選定者ファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて下請負人選定

者の閲覧に供する方法

四　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

２　前項第一号及び第二号に掲げる方法は、注文者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければ

ならない。

３　第一項第三号及び第四号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一　下請負人選定者が受信者ファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものであること。

二　第一項第一号ロに掲げる方法にあつては、記載事項を注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する旨又は記録し

た旨を下請負人選定者に対し通知するものであること。ただし、下請負人選定者が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときは

この限りではない。

三　第一項第一号ハに掲げる方法にあつては、記載事項を注文者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する旨又は

記録した旨を下請負人選定者に対し通知するものであること。ただし、下請負人選定者が当該記載事項を閲覧していたことを確認した

ときはこの限りでない。

４　第一項第一号及び第三号の「電子情報処理組織」とは、注文者の使用に係る電子計算機と、下請負人選定者の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。
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（下請負人の選定の承諾に係る電磁的方法の種類及び内容）

第十三条の十八　令第七条第一項の規定により示すべき電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第一項第三号及び第四号に規定する方法のうち注文者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

（法第二十四条の六第四項の率）

第十四条　法第二十四条の六第四項の国土交通省令で定める率は、年十四・六パーセントとする。

（施工体制台帳の記載事項等）

第十四条の二　法第二十四条の八第一項の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　作成建設業者（法第二十四条の八第一項の規定（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成十二年法律第百二十七

号。次項第一号において「入札契約適正化法」という。）第十五条第一項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）により施工

体制台帳を作成する場合における当該建設業者をいう。以下同じ。）に関する次に掲げる事項

イ　許可を受けて営む建設業の種類

ロ　健康保険法第四十八条の規定による被保険者の資格の取得の届出、厚生年金保険法第二十七条の規定による被保険者の資格の取得

の届出及び雇用保険法第七条の規定による被保険者となつたことの届出の状況（第三号ハにおいて「健康保険等の加入状況」とい

う。）

二　作成建設業者が請け負つた建設工事に関する次に掲げる事項

イ　建設工事の名称、内容及び工期

ロ　発注者と請負契約を締結した年月日、当該発注者の商号、名称又は氏名及び住所並びに当該請負契約を締結した営業所の名称及び

所在地

ハ　発注者が監督員を置くときは、当該監督員の氏名及び法第十九条の二第二項に規定する通知事項

ニ　作成建設業者が現場代理人を置くときは、当該現場代理人の氏名及び法第十九条の二第一項に規定する通知事項

ホ　主任技術者又は監理技術者の氏名、その者が有する主任技術者資格（建設業の種類に応じ、法第七条第二号イ若しくはロに規定す

る実務の経験若しくは学科の修得又は同号ハの規定による国土交通大臣の認定があることをいう。以下同じ。）又は監理技術者資格

及びその者が専任の主任技術者又は監理技術者であるか否かの別

ヘ　法第二十六条第三項ただし書の規定により監理技術者の行うべき法第二十六条の四第一項に規定する職務を補佐する者（以下「監

理技術者補佐」という。）を置くときは、その者の氏名及びその者が有する監理技術者補佐資格（主任技術者資格を有し、かつ、令

第二十八条第一号に規定する国土交通大臣が定める要件に該当すること、又は同条第二号の規定による国土交通大臣の認定があるこ

とをいう。次項第三号及び第二十六条第二項第三号イにおいて同じ。）

ト　法第二十六条の二第一項又は第二項の規定により建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる者でホの主任技術者若しくは監理技

術者又はヘの監理技術者補佐以外のものを置くときは、その者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及びその者が有す

る主任技術者資格

チ　建設工事に従事する者に関する次に掲げる事項（建設工事に従事する者が希望しない場合においては、（６）に掲げるものを除く。）

（１）　氏名、生年月日及び年齢

（２）　職種

（３）　健康保険法又は国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）による医療保険、国民年金法（昭和三十四年法律第百四十

一号）又は厚生年金保険法による年金及び雇用保険法による雇用保険（第四号チ（３）において「社会保険」という。）の加入等

の状況

（４）　中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）第二条第七項に規定する被共済者に該当する者（第四号チ（４）にお

いて単に「被共済者」という。）であるか否かの別

（５）　安全衛生に関する教育を受けているときは、その内容

（６）　建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格

リ　出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留資格（同表の特定技能の項の下

欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（第四号リにおいて「一号特定技能外国人」という。）及び同表の技能実習の在留資格

を決定された者（第四号リにおいて「外国人技能実習生」という。）の従事の状況

三　前号の建設工事の下請負人に関する次に掲げる事項

イ　商号又は名称及び住所

ロ　当該下請負人が建設業者であるときは、その者の許可番号及びその請け負つた建設工事に係る許可を受けた建設業の種類

ハ　健康保険等の加入状況

四　前号の下請負人が請け負つた建設工事に関する次に掲げる事項

イ　建設工事の名称、内容及び工期

ロ　当該下請負人が注文者と下請契約を締結した年月日

ハ　注文者が監督員を置くときは、当該監督員の氏名及び法第十九条の二第二項に規定する通知事項

ニ　当該下請負人が現場代理人を置くときは、当該現場代理人の氏名及び法第十九条の二第一項に規定する通知事項

ホ　当該下請負人が建設業者であるときは、その者が置く主任技術者の氏名、当該主任技術者が有する主任技術者資格及び当該主任技

術者が専任の者であるか否かの別

ヘ　当該下請負人が法第二十六条の二第一項又は第二項の規定により建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる者でホの主任技術者

以外のものを置くときは、当該者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及びその有する主任技術者資格

ト　当該建設工事が作成建設業者の請け負わせたものであるときは、当該建設工事について請負契約を締結した作成建設業者の営業所

の名称及び所在地

チ　建設工事に従事する者に関する次に掲げる事項（建設工事に従事する者が希望しない場合においては、（６）に掲げるものを除く。）

（１）　氏名、生年月日及び年齢

（２）　職種

（３）　社会保険の加入等の状況

（４）　被共済者であるか否かの別

（５）　安全衛生に関する教育を受けているときは、その内容

（６）　建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格

リ　一号特定技能外国人及び外国人技能実習生の従事の状況
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２　施工体制台帳には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　前項第二号ロの請負契約及び同項第四号ロの下請契約に係る法第十九条第一項及び第二項の規定による書面の写し（作成建設業者が

注文者となつた下請契約以外の下請契約であつて、公共工事（入札契約適正化法第二条第二項に規定する公共工事をいう。以下同じ。）

以外の建設工事について締結されるものに係るものにあつては、請負代金の額に係る部分を除く。）

二　前項第二号ホの主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有することを証する書面（当該監理技術者が法第

二十六条第五項の規定により選任しなければならない者であるときは、監理技術者資格者証の写しに限る。）及び当該主任技術者又は

監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

三　監理技術者補佐を置くときは、その者が監理技術者補佐資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に雇用期間を特に

限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

四　前項第二号トに規定する者を置くときは、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に雇用期間

を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

３　第一項各号に掲げる事項が電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ当該工事現場において電子計

算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて法第二十四条の八第一項に規定する

施工体制台帳への記載に代えることができる。

４　第二項各号に掲げる添付書類の記載事項がスキャナにより読み取る方法その他これに類する方法により、電子計算機に備えられたファ

イル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ当該工事現場において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像

面に表示されるときは、当該記録をもつて当該添付書類に代えることができる。

（下請負人に対する通知等）

第十四条の三　建設業者は、作成建設業者に該当することとなつたときは、遅滞なく、その請け負つた建設工事を請け負わせた下請負人に

対し次に掲げる事項を書面により通知するとともに、当該事項を記載した書面を当該工事現場の見やすい場所に掲げ、又は当該事項を記

録した電磁的記録を当該工事現場の見やすい場所に備え置く出力装置の映像面に表示する方法により当該下請負人の閲覧に供しなければ

ならない。

一　作成建設業者の商号又は名称

二　当該下請負人の請け負つた建設工事を他の建設業を営む者に請け負わせたときは法第二十四条の八第二項の規定による通知（以下

「再下請負通知」という。）を行わなければならない旨及び当該再下請負通知に係る書類を提出すべき場所

２　建設業者は、前項の規定による書面による通知に代えて、第五項で定めるところにより、当該下請負人の承諾を得て、前項各号に掲げ

る事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて次に掲げるもの（以下この条において「電磁

的方法」という。）により通知することができる。この場合において、当該建設業者は、当該書面による通知をしたものとみなす。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　建設業者の使用に係る電子計算機と下請負人の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　建設業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前項各号に掲げる事項を電気通信回線を通じて下請負人の閲

覧に供し、当該下請負人の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該事項を記録する方法（電磁的方法による通知を受ける

旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあつては、建設業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する

方法）

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに前項各号に掲げる事項を記録したものを交付する方法

３　前項に掲げる方法は、下請負人がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものでなければならない。

４　第二項第一号の「電子情報処理組織」とは、建設業者の使用に係る電子計算機と、下請負人の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。

５　建設業者は、第二項の規定により第一項各号に掲げる事項を通知しようとするときは、あらかじめ、当該下請負人に対し、その用いる

次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

一　第二項各号に規定する方法のうち建設業者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

６　前項の規定による承諾を得た建設業者は、当該下請負人から書面又は電磁的方法により電磁的方法による通知を受けない旨の申出があ

つたときは、当該下請負人に対し、第一項各号に掲げる事項の通知を電磁的方法によつてしてはならない。ただし、当該下請負人が再び

前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

（再下請負通知を行うべき事項等）

第十四条の四　法第二十四条の八第二項の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　再下請負通知人（再下請負通知を行う場合における当該下請負人をいう。以下同じ。）の商号又は名称及び住所並びに当該再下請負

通知人が建設業者であるときは、その者の許可番号

二　再下請負通知人が請け負つた建設工事の名称及び注文者の商号又は名称並びに当該建設工事について注文者と下請契約を締結した年

月日

三　再下請負通知人が前号の建設工事を請け負わせた他の建設業を営む者に関する第十四条の二第一項第三号イからハまでに掲げる事項

並びに当該者が請け負つた建設工事に関する同項第四号イからヘまで、チ及びリに掲げる事項

２　再下請負通知人に該当することとなつた建設業を営む者（以下この条において「再下請負通知人該当者」という。）は、その請け負つ

た建設工事を他の建設業を営む者に請け負わせる都度、遅滞なく、前項各号に掲げる事項を記載した書面（以下「再下請負通知書」とい

う。）により再下請負通知を行うとともに、当該他の建設業を営む者に対し、前条第一項各号に掲げる事項を書面により通知しなければ

ならない。

３　再下請負通知書には、再下請負通知人が第一項第三号に規定する他の建設業を営む者と締結した請負契約に係る法第十九条第一項及び

第二項の規定による書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結される請負契約の請負代金の額に係る部分を除く。）を添付しな

ければならない。

４　再下請負通知人該当者は、第二項の規定による書面による通知に代えて、第七項で定めるところにより、作成建設業者又は第二項に規

定する他の建設業を営む者（以下この条において「再下請負人」という。）の承諾を得て、第一項各号に掲げる事項又は前条第一項各号

に掲げる事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて次に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により通知することができる。この場合において、当該再下請負通知人該当者は、当該書面による通知をしたも

のとみなす。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの
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イ　再下請負通知人該当者の使用に係る電子計算機と作成建設業者又は再下請負人の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線

を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　再下請負通知人該当者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された第一項各号に掲げる事項又は前条第一項各号に

掲げる事項を電気通信回線を通じて作成建設業者又は再下請負人の閲覧に供し、当該作成建設業者又は当該再下請負人の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに当該事項を記録する方法（電磁的方法による通知を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする

場合にあつては、再下請負通知人該当者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに第一項各号に掲げる事項又は前条第一項各号に掲げる事項を記録したものを交付する

方法

５　前項に掲げる方法は、作成建設業者又は再下請負人がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものでなけ

ればならない。

６　第四項第一号の「電子情報処理組織」とは、再下請負通知人該当者の使用に係る電子計算機と、作成建設業者又は再下請負人の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

７　再下請負通知人該当者は、第四項の規定により第一項各号に掲げる事項又は前条第一項各号に掲げる事項を通知しようとするときは、

あらかじめ、当該作成建設業者又は当該再下請負人に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方

法による承諾を得なければならない。

一　第四項各号に規定する方法のうち再下請負通知人該当者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

８　前項の規定による承諾を得た再下請負通知人該当者は、当該作成建設業者又は当該再下請負人から書面又は電磁的方法により電磁的方

法による通知を受けない旨の申出があつたときは、当該作成建設業者又は当該再下請負人に対し、第一項各号に掲げる事項又は前条第一

項各号に掲げる事項の通知を電磁的方法によつてしてはならない。ただし、当該作成建設業者又は当該再下請負人が再び前項の規定によ

る承諾をした場合は、この限りでない。

９　第三項に規定する書面の写しの記載事項がスキャナにより読み取る方法その他これに類する方法により、電子計算機に備えられたファ

イル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるとき

は、当該記録をもつて第三項に規定する添付書類に代えることができる。

（施工体制台帳の記載方法等）

第十四条の五　第十四条の二第二項の規定により添付された書類に同条第一項各号に掲げる事項が記載されているときは、同項の規定にか

かわらず、施工体制台帳の当該事項を記載すべき箇所と当該書類との関係を明らかにして、当該事項の記載を省略することができる。こ

の項前段に規定する書類以外の書類で同条第一項各号に掲げる事項が記載されたものを施工体制台帳に添付するときも、同様とする。

２　第十四条の二第一項第三号及び第四号に掲げる事項の記載並びに同条第二項第一号に掲げる書類（同条第一項第四号ロの下請契約に係

るものに限る。）及び前項後段に規定する書類（同条第一項第三号又は第四号に掲げる事項が記載されたものに限る。）の添付は、下請負

人ごとに、かつ、各下請負人の施工の分担関係が明らかとなるように行わなければならない。

３　作成建設業者は、第十四条の二第一項各号に掲げる事項の記載並びに同条第二項各号に掲げる書類及び第一項後段に規定する書類の添

付を、それぞれの事項又は書類に係る事実が生じ、又は明らかとなつたとき（同条第一項第一号に掲げる事項にあつては、作成建設業者

に該当することとなつたとき）に、遅滞なく、当該事項又は書類について行い、その見やすいところに商号又は名称、許可番号及び施工

体制台帳である旨を明示して、施工体制台帳を作成しなければならない。

４　第十四条の二第一項各号に掲げる事項又は同条第二項第二号から第四号までに掲げる書類について変更があつたときは、遅滞なく、当

該変更があつた年月日を付記して、変更後の当該事項を記載し、又は変更後の当該書類を添付しなければならない。

５　第一項の規定は再下請負通知書における前条第一項各号に掲げる事項の記載について、前項の規定は当該事項に変更があつたときにつ

いて準用する。この場合において、第一項中「第十四条の二第二項」とあるのは「前条第三項」と、前項中「記載し、又は変更後の当該

書類を添付しなければ」とあるのは「書面により作成建設業者に通知しなければ」と読み替えるものとする。

６　再下請負通知人は、前項において準用する第四項の規定による書面による通知に代えて、第九項で定めるところにより、作成建設業者

の承諾を得て、前条第一項各号に掲げる事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて次に掲

げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により通知することができる。この場合において、当該再下請負通知人は、当

該書面による通知をしたものとみなす。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの

イ　再下請負通知人の使用に係る電子計算機と作成建設業者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　再下請負通知人の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前条第一項各号に掲げる事項を電気通信回線を通じて

作成建設業者の閲覧に供し、当該作成建設業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに同項各号に掲げる事項を記録する方

法（電磁的方法による通知を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあつては、再下請負通知人の使用に係る電子計算機

に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに前条第一項各号に掲げる事項を記録したものを交付する方法

７　前項に掲げる方法は、作成建設業者がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものでなければならない。

８　第六項第一号の「電子情報処理組織」とは、再下請負通知人の使用に係る電子計算機と、作成建設業者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

９　再下請負通知人は、第六項の規定により前条第一項各号に掲げる事項を通知しようとするときは、あらかじめ、当該作成建設業者に対

し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

一　第六項各号に規定する方法のうち再下請負通知人が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

１０　前項の規定による承諾を得た再下請負通知人は、当該作成建設業者から書面又は電磁的方法により電磁的方法による通知を受けない

旨の申出があつたときは、当該作成建設業者に対し、前条第一項各号に掲げる事項の通知を電磁的方法によつてしてはならない。ただ

し、当該作成建設業者が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

（施工体系図）

第十四条の六　施工体系図は、第一号及び第二号に掲げる事項を表示するほか、第三号及び第四号に掲げる事項を第三号の下請負人ごと

に、かつ、各下請負人の施工の分担関係が明らかとなるよう系統的に表示して作成しておかなければならない。

一　作成建設業者の商号又は名称

二　作成建設業者が請け負つた建設工事に関する次に掲げる事項
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イ　建設工事の名称及び工期

ロ　発注者の商号、名称又は氏名

ハ　当該作成建設業者が置く主任技術者又は監理技術者の氏名

ニ　監理技術者補佐を置くときは、その者の氏名

ホ　第十四条の二第一項第二号トに規定する者を置くときは、その者の氏名及びその者が管理をつかさどる建設工事の内容

三　前号の建設工事の下請負人で現にその請け負つた建設工事を施工しているものに関する次に掲げる事項（下請負人が建設業者でない

場合においては、イ及びロに掲げる事項に限る。）

イ　商号又は名称

ロ　代表者の氏名

ハ　一般建設業又は特定建設業の別

ニ　許可番号

四　前号の請け負つた建設工事に関する次に掲げる事項（下請負人が建設業者でない場合においては、イに掲げる事項に限る。）

イ　建設工事の内容及び工期

ロ　特定専門工事（法第二十六条の三第二項に規定する「特定専門工事」をいう。第十七条の六において同じ。）の該当の有無

ハ　下請負人が置く主任技術者の氏名

ニ　第十四条の二第一項第四号ヘに規定する者を置くときは、その者の氏名及びその者が管理をつかさどる建設工事の内容

（施工体制台帳の備置き等）

第十四条の七　法第二十四条の八第一項の規定による施工体制台帳（施工体制台帳に添付された第十四条の二第二項各号に掲げる書類及び

第十四条の五第一項後段に規定する書類を含む。）の備置き及び法第二十四条の八第四項の規定による施工体系図の掲示は、第十四条の

二第一項第二号の建設工事の目的物の引渡しをするまで（同号ロの請負契約に基づく債権債務が消滅した場合にあつては、当該債権債務

の消滅するまで）行わなければならない。

（紛争処理状況の報告）

第十五条　法第二十五条の二十五の規定による報告は、毎四半期経過後十五日以内に、当該四半期中における次の各号に掲げる事項につき

しなければならない。

一　あつせん、調停又は仲裁の申請の件数

二　職権に基きあつせん又は調停を行う必要があると決議した事件の件数

三　あつせん若しくは調停をしないものとした事件又はあつせん若しくは調停を打ち切つた事件の件数

四　あつせん又は調停により解決した事件の件数

五　仲裁判断をした事件の件数

六　その他審査会の事務に関し重要な事項

（名簿の記載事項）

第十六条　令第八条第一項の委員又は特別委員の名簿には、次に掲げる事項を記載するものとする。

一　氏名及び職業

二　経歴及び弁護士となる資格を有する者にあつてはその旨

三　任命及び任期満了の年月日

（調書）

第十七条　令第二十三条の調書は、別記様式第二十三号、第二十四号及び第二十五号により作成しなければならない。

第十七条の二　削除

第十七条の三　削除

（講習の登録の申請）

第十七条の四　法第二十六条第五項の登録（以下この条において「登録」という。）を受けようとする者は、別記様式第二十五号の二によ

る申請書に次に掲げる書類を添えて、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

一　法人である場合においては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　株主名簿又は社員名簿の写し

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員の氏名及び略歴を記載した書類

二　個人である場合においては、登録を受けようとする者の略歴を記載した書類

三　法第二十六条の七第一項第一号ロ又はハに掲げる科目を担当する講師が監理技術者となつた経験を有する場合においては、その者が

有する監理技術者資格及び監理技術者となつた建設工事に係る経歴を記載した書類

四　法第二十六条の七第一項第一号ロ又はハに掲げる科目を担当する講師が教員となつた経歴を有する場合においては、その経歴を証す

る書類

五　登録を受けようとする者が法第二十六条の六各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する書面

六　その他参考となる事項を記載した書類

２　国土交通大臣は、登録を受けようとする者（個人である場合に限る。）に係る機構保存本人確認情報（住民基本台帳法第三十条の九に

規定する機構保存本人確認情報をいう。以下同じ。）のうち住民票コード以外のものについて、同法第三十条の九の規定によるその提供

を受けることができないときは、その者に対し、住民票の抄本又はこれに代わる書面を提出させることができる。

（登録の更新）

第十七条の五　前条の規定は、法第二十六条の八第一項の登録の更新について準用する。

（特定専門工事の合意の内容等）

第十七条の六　法第二十六条の三第三項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　当該特定専門工事の内容

二　当該特定専門工事の元請負人がこれを施工するために締結した下請契約の請負代金の額（当該下請契約が二以上あるときは、それら

の請負代金の額の総額。次号において同じ。）

三　当該特定専門工事が元請負人が発注者から直接請け負つた建設工事に係るものであるときは、当該元請負人が当該発注者から直接請

け負つた建設工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額

四　元請負人が置く主任技術者の氏名及びその者が有する資格
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２　法第二十六条の三第三項の書面には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　前項第四号の主任技術者が法第二十六条の三第七項第一号に掲げる要件を満たしていることを証する書面

二　前項第四号の主任技術者が当該特定専門工事の工事現場に専任で置かれることを元請負人が誓約する書面

（特定専門工事の元請負人及び下請負人の合意に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十七条の七　法第二十六条の三第四項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの

イ　特定専門工事を施工するために締結した下請契約の当事者の使用に係る電子計算機と当該契約の相手方の使用に係る電子計算機と

を接続する電気通信回線を通じて書面に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）を送信し、受信者の使用に係

る電子計算機に備えられた受信者ファイル（専ら受信者の用に供されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する方法

ロ　特定専門工事を施工するために締結した下請契約の当事者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項を

電気通信回線を通じて当該契約の相手方の閲覧に供し、当該契約の相手方の使用に係る電子計算機に備えられた当該契約の相手方の

受信者ファイルに当該記載事項を記録する方法

ハ　送信者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて受信者の閲覧に供する

方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一　当該契約の相手方が受信者ファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものであること。

二　前項第一号ロに掲げる方法にあつては、記載事項を特定専門工事を施工するために締結した下請契約の当事者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録する旨又は記録した旨を当該契約の相手方に対し通知するものであること。ただし、当該契約の相手方

が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りではない。

三　前項第一号ハに掲げる方法にあつては、記載事項を特定専門工事を施工するために締結した下請契約の当事者の使用に係る電子計算

機に備えられた受信者ファイルに記録する旨又は記録した旨を当該契約の相手方に対し通知するものであること。ただし、当該契約の

相手方が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りでない。

（特定専門工事の注文者の承諾に係る情報通信の技術を利用する方法）

第十七条の八　法第二十六条の三第六項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうち次に掲げるもの

イ　注文者の使用に係る電子計算機と元請負人の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて書面に記載すべき事項（以

下この条において「記載事項」という。）を送信し、元請負人の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイル（専ら元請負人

の用に供されるファイルをいう。以下この条において同じ。）に記録する方法

ロ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて元請負人の閲覧に供し、元請

負人の使用に係る電子計算機に備えられた当該元請負人の受信者ファイルに当該記載事項を記録する方法

ハ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて元請負人の閲覧に供す

る方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一　元請負人が受信者ファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものであること。

二　前項第一号ロに掲げる方法にあつては、記載事項を注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する旨又は記録した

旨を元請負人に対し通知するものであること。ただし、元請負人が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りではな

い。

三　前項第一号ハに掲げる方法にあつては、記載事項を注文者の使用に係る電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する旨又は記

録した旨を受信者に対し通知するものであること。ただし、元請負人が当該記載事項を閲覧していたことを確認したときはこの限りで

ない。

３　第一項第一号の「電子情報処理組織」とは、注文者の使用に係る電子計算機と、元請負人の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。

（特定専門工事の注文者の承諾に係る電磁的方法の種類及び内容）

第十七条の九　令第三十一条第一項の規定により示すべき電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。

一　前条第一項各号に規定する方法のうち注文者が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

（特定専門工事の注文者の承諾に係る情報通信の技術を利用した承諾の取得）

第十七条の十　令第三十一条第一項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうち、イ又はロに掲げるもの

イ　元請負人の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて注文者の使用に係る電子計算機に令第三十一条第一項の承諾又は同条

第二項の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする旨を送信し、当該電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　注文者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前条に規定する電磁的方法の種類及び内容を電気通信回線を通

じて元請負人の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、注文者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければならない。

（講習の実施基準）

第十七条の十一　法第二十六条の九の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるとおりとする。

一　講習は、講義及び試験により行うものであること。

二　受講者があらかじめ受講を申請した者本人であることを確認すること。

三　講習は、次の表の上欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる内容について、同表の下欄に掲げる時間以上行うこと。

　 科目 内容 時間

（一） 建設工事に関する法律制度 イ　法及び法に基づく命令並びに関係法令等

ロ　建設工事の適正な施工に係る施策

一・五時間
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（二） 建設工事の施工計画の作成、工程管理、品質管

理その他の技術上の管理

イ　建設工事の施工計画の作成に関する事項

ロ　工程管理に関する事項

ハ　品質管理に関する事項

ニ　安全管理に関する事項

二・五時間

（三） 建設工事に関する最新の材料、資機材及び施工

方法

イ　最新の材料及び資機材の特性に関する事項

ロ　施工の合理化に係る方法に関する事項

ハ　材料、資機材及び施工方法に係る技術基準に関する事項

ニ　その他材料、資機材及び施工方法に関し必要な事項

二時間

備考　（二）及び（三）に掲げる科目は、最新の事例を用いて講習を行うこと。

四　前号の表の上欄に掲げる科目及び同表の中欄に掲げる内容に応じ、教本等必要な教材を用いて実施されること。

五　講師は、講義の内容に関する受講者の質問に対し、講義中に適切に応答すること。

六　試験は、受講者が講義の内容を十分に理解しているかどうか的確に把握できるものであること。

七　講習の課程を修了した者（以下「修了者」という。）の法第二十七条の十八第一項に規定する資格者証（修了者が資格者証の交付を

受けていない場合にあつては、別記様式第二十五号の三によるラベル）に修了した旨を記載すること。

八　講習を実施する日時、場所その他講習の実施に関し必要な事項及び当該講習が国土交通大臣の登録を受けた講習である旨を公示する

こと。

九　講習以外の業務を行う場合にあつては、当該業務が国土交通大臣の登録を受けた講習であると誤認されるおそれがある表示その他の

行為をしないこと。

（講習規程の記載事項）

第十七条の十二　法第二十六条の十一第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　講習に係る業務（以下「講習業務」という。）を行う時間及び休日に関する事項

二　講習業務を行う事務所及び講習の実施場所に関する事項

三　講習の実施に係る公示の方法に関する事項

四　講習の受講の申請に関する事項

五　講習の実施方法に関する事項

六　講習の内容及び時間に関する事項

七　講義に用いる教材に関する事項

八　試験の方法に関する事項

九　修了した旨の記載に関する事項

十　講習に関する料金の額及びその収納の方法に関する事項

十一　第十七条の十六第三項の帳簿その他の講習業務に関する書類の管理に関する事項

十二　その他講習業務の実施に関し必要な事項

（登録講習実施機関に係る業務の休廃止の届出）

第十七条の十三　登録講習実施機関は、法第二十六条の十二の規定により講習業務の全部又は一部を廃止し、又は休止しようとするとき

は、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする講習業務の範囲

二　休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあつては、その期間

三　休止又は廃止の理由

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法）

第十七条の十四　法第二十六条の十三第二項第三号の国土交通省令で定める方法は、当該電磁的記録に記録された事項を紙面又は出力装置

の映像面に表示する方法とする。

（電磁的記録に記録された事項を提供するための方法）

第十七条の十五　法第二十六条の十三第二項第四号の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるもののうち、登録講習実施機関が定めるも

のとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

つて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものでなければならない。

（帳簿）

第十七条の十六　法第二十六条の十七の講習に関し国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　講習の実施年月日

二　講習の実施場所

三　講習を行つた講師の氏名並びに講習において担当した科目及びその時間

四　修了者の氏名、本籍（日本の国籍を有しない者にあつては、その者の有する国籍。以下同じ。）及び住所、生年月日並びに修了した

旨を記載した年月日及び修了番号

２　前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ登録講習実施機関において電

子計算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて法第二十六条の十七に規定する

帳簿への記載に代えることができる。

３　登録講習実施機関は、法第二十六条の十七に規定する帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含

む。）を、講習を実施した日から五年間保存しなければならない。

４　登録講習実施機関は、講義に用いた教材並びに試験に用いた問題用紙及び答案用紙を講習を実施した日から三年間保存しなければなら

ない。

（講習業務の引継ぎ）

第十七条の十七　登録講習実施機関は、法第二十六条の十八第二項に規定する場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　講習業務を国土交通大臣に引き継ぐこと。

二　前条第三項の帳簿その他の講習業務に関する書類を国土交通大臣に引き継ぐこと。

三　その他国土交通大臣が必要と認める事項
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（講習の実施結果の報告）

第十七条の十八　登録講習実施機関は、講習を行つたときは、国土交通大臣の定める期日までに次に掲げる事項を記載した報告書を国土交

通大臣に提出しなければならない。

一　講習の実施年月日

二　講習の実施場所

三　修了者数

２　前項の報告書には、第十七条の十六第一項第四号に掲げる事項を記載した修了者一覧表並びに講義に用いた教材及び試験に用いた問題

用紙を添えなければならない。

３　報告書等（第一項の報告書及び前項の添付書類をいう。以下この項において同じ。）の提出については、当該報告書等が電磁的記録で

作成されている場合には、次に掲げる電磁的方法をもつて行うことができる。

一　登録講習実施機関の使用に係る電子計算機と国土交通大臣の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

使用する方法であつて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、国土交通大臣の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当

該情報が記録されるもの

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

（講習の受講）

第十七条の十九　法第二十六条第五項の規定により選任されている監理技術者は、当該選任の期間中のいずれの日においても同項の登録を

受けた講習を受講した日の属する年の翌年から起算して五年を経過しない者でなければならない。

（検定等の指定）

第十七条の二十　令第三十六条の表の他の法令の規定による免許で国土交通大臣の定めるものを受けた者又は国土交通大臣の定める検定若

しくは試験に合格した者の項の規定により国土交通大臣が指定する検定又は試験（以下この条において「検定等」という。）は、次のす

べてに該当するものでなければならない。

一　一般社団法人又は一般財団法人で、検定等を行うのに必要かつ適切な組織及び能力を有するものが実施する検定等であること。

二　正当な理由なく受検又は受験を制限する検定等でないこと。

三　国土交通大臣が定める検定等の実施要領に従つて実施される検定等であること。

２　前項に規定するもののほか、令第三十六条の表の他の法令の規定による免許で国土交通大臣の定めるものを受けた者又は国土交通大臣

の定める検定若しくは試験に合格した者の項の検定等の指定に関し必要な事項は、国土交通大臣が定める。

３　令第三十六条の表の他の法令の規定による免許で国土交通大臣の定めるものを受けた者又は国土交通大臣の定める検定若しくは試験に

合格した者の項の規定による指定を受けた検定等を実施する者の名称及び主たる事務所の所在地並びに検定等の名称は、次のとおりとす

る。

検定等を実施する者 検定等の名称

名称 主たる事務所の所在地 　

一般社団法人日本建設機械施工協会 東京都港区芝公園三丁目五番八号 二級建設機械施工技術研修の修了試験

一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 二級土木施工管理技術研修の修了試験

一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 土木施工技術者試験

一般財団法人建設業振興基金 東京都港区虎ノ門四丁目二番十二号 二級建築施工管理技術研修の修了試験

一般財団法人建設業振興基金 東京都港区虎ノ門四丁目二番十二号 建築施工技術者試験

一般財団法人建設業振興基金 東京都港区虎ノ門四丁目二番十二号 電気工事施工技術者試験

一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 二級管工事施工管理技術研修の修了試験

一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 管工事施工技術者試験

一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 造園施工技術者試験

（指定試験機関の指定）

第十七条の二十一　法第二十七条の二第一項に規定する指定試験機関の名称及び主たる事務所の所在地並びに指定をした日は、次の表の検

定種目の欄に掲げる検定種目に応じて、次のとおりとする。

検定種目 指定試験機関 指定をした日

　 名称 主たる事務所の所在地 　

建設機械施工管理 一般社団法人日本建設機械施工協会 東京都港区芝公園三丁目五番八号 昭和六十三年十月十七日

土木施工管理 一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 昭和六十三年十月十七日

建築施工管理 一般財団法人建設業振興基金 東京都港区虎ノ門四丁目二番十二号 昭和六十三年十月十七日

電気工事施工管理 一般財団法人建設業振興基金 東京都港区虎ノ門四丁目二番十二号 昭和六十三年十月十七日

管工事施工管理 一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 昭和六十三年十月十七日

電気通信工事施工管理 一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 平成三十年四月十七日

造園施工管理 一般財団法人全国建設研修センター 東京都小平市喜平町二丁目一番二号 昭和六十三年十月十七日

（指定試験機関の指定の申請）

第十七条の二十二　法第二十七条の二第二項に規定する指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提

出しなければならない。

一　名称及び住所

二　試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　行おうとする試験事務の範囲

四　試験事務を開始しようとする年月日

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表（申請の日の属する事業年度に設立された法人にあつて

は、その設立時における財産目録）

三　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書

四　申請に係る意思の決定を証する書類

五　役員の氏名及び略歴を記載した書類
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六　組織及び運営に関する事項を記載した書類

七　試験事務を行おうとする事務所ごとの試験用設備の概要及び整備計画を記載した書類

八　現に行つている業務の概要を記載した書類

九　試験事務の実施の方法に関する計画を記載した書類

十　法第二十七条の六第一項に規定する試験委員の選任に関する事項を記載した書類

十一　法第二十七条の三第二項第四号イ又はロの規定に関する役員の誓約書

十二　その他参考となる事項を記載した書類

（名称等の変更の届出）

第十七条の二十三　指定試験機関は、法第二十七条の四第二項の規定による届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書

を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　変更後の指定試験機関の名称又は主たる事務所の所在地

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

（役員の選任又は解任の認可の申請）

第十七条の二十四　指定試験機関は、法第二十七条の五第一項の規定により認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請

書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　役員として選任しようとする者又は解任しようとする役員の氏名

二　選任又は解任の理由

三　選任の場合にあつては、その者の略歴

２　前項の場合において、選任の認可を受けようとするときは、同項の申請書に、当該選任に係る者の就任承諾書及び法第二十七条の三第

二項第四号イ又はロの規定に関する誓約書を添えなければならない。

（試験委員の要件）

第十七条の二十五　法第二十七条の六第一項の国土交通省令で定める要件は、技術検定に関し識見を有する者であつて、担当する検定種目

について専門的な技術又は学識経験を有するものであることとする。

（試験委員の選任又は解任の届出）

第十七条の二十六　指定試験機関は、法第二十七条の六第二項の規定による届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書

を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　試験委員の氏名

二　選任又は解任の理由

三　選任の場合にあつては、その者の略歴

（試験事務規程の記載事項）

第十七条の二十七　法第二十七条の八第一項の国土交通省令で定める試験事務の実施に関する事項は、次のとおりとする。

一　試験事務を行う時間及び休日に関する事項

二　試験事務を行う事務所及び試験地に関する事項

三　試験事務の実施の方法に関する事項

四　受検手数料の収納の方法に関する事項

五　試験委員の選任又は解任に関する事項

六　試験事務に関する秘密の保持に関する事項

七　試験事務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

八　その他試験事務の実施に関し必要な事項

（試験事務規程の認可の申請）

第十七条の二十八　指定試験機関は、法第二十七条の八第一項前段の規定により認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書

に、当該認可に係る試験事務規程を添え、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

２　指定試験機関は、法第二十七条の八第一項後段の規定により認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交

通大臣に提出しなければならない。

一　変更しようとする事項

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

（事業計画等の認可の申請）

第十七条の二十九　指定試験機関は、法第二十七条の九第一項前段の規定により認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書

に、当該認可に係る事業計画書及び収支予算書を添え、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

２　指定試験機関は、法第二十七条の九第一項後段の規定により認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交

通大臣に提出しなければならない。

一　変更しようとする事項

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

（帳簿）

第十七条の三十　法第二十七条の十の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　試験の区分

二　試験年月日

三　試験地

四　受検者の受検番号、氏名、生年月日及び合否の別

五　合格した者に書面でその旨を通知した日（以下「合格通知日」という。）

２　法第二十七条の十に規定する帳簿には、施工技術検定規則（昭和三十五年建設省令第十七号）第七条第一項第二号及び第八条第一号第

七号の規定により提出された写真を添付しなければならない。
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３　第一項各号に掲げる事項が電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ電子計算機その他の機器を用

いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて法第二十七条の十に規定する帳簿への記載に代えることが

できる。

４　第二項に規定する写真が電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ電子計算機その他の機器を用い

て明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて同項の写真に代えることができる。

５　法第二十七条の十に規定する帳簿（第三項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）及び第二項の規

定により添付された写真（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）は、試験の区分ごとに備え、

試験事務を廃止するまで保存しなければならない。

（試験事務の実施結果の報告）

第十七条の三十一　指定試験機関は、試験事務を実施したときは、遅滞なく次に掲げる事項を試験の区分ごとに記載した報告書を国土交通

大臣に提出しなければならない。

一　試験年月日

二　試験地

三　受検申請者数

四　受検者数

五　合格者数

六　合格通知日

２　前項の報告書には、合格者の受検番号、氏名及び生年月日を記載した合格者一覧表並びに前条第二項に規定する写真のうち合格者に係

るものを記録した電磁的記録媒体を添付しなければならない。

（試験事務の休廃止の許可）

第十七条の三十二　指定試験機関は、法第二十七条の十三第一項の規定により許可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申

請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする試験事務の範囲

二　休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあつては、その期間

三　休止又は廃止の理由

（試験事務の引継ぎ）

第十七条の三十三　指定試験機関は、法第二十七条の十五第三項に規定する場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　試験事務を国土交通大臣に引き継ぐこと。

二　試験事務に関する帳簿及び書類を国土交通大臣に引き継ぐこと。

三　その他国土交通大臣が必要と認める事項

（資格者証の交付の申請）

第十七条の三十四　法第二十七条の十八第一項の規定による資格者証の交付を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した資格者証交

付申請書に交付の申請前六月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦の長さ三・〇センチメートル、横の長さ二・四センチメ

ートルの写真でその裏面に氏名及び撮影年月日を記入したもの（以下「資格者証用写真」という。）を添えて、これを国土交通大臣（指

定資格者証交付機関が交付等事務を行う場合にあつては、指定資格者証交付機関。第三項、第十七条の三十六第一項及び第三項並びに第

十七条の三十七第一項及び第四項において同じ。）に提出しなければならない。

一　申請者の氏名、生年月日、本籍及び住所

二　申請者が有する監理技術者資格

三　建設業者の業務に従事している場合にあつては、当該建設業者の商号又は名称及び許可番号

２　前項の資格者証交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　監理技術者資格を有することを証する書面

二　建設業者の業務に従事している場合にあつては、当該建設業者の業務に従事している旨を証する書面

３　国土交通大臣は、資格者証の交付を受けようとする者に係る機構保存本人確認情報のうち住民票コード以外のものについて、住民基本

台帳法第三十条の九の規定によるその提供を受けることができないときは、その者に対し、住民票の抄本又はこれに代わる書面を提出さ

せることができる。

４　資格者証交付申請書の様式は、別記様式第二十五号の四によるものとする。

５　資格者証の交付の申請が既に交付された資格者証に記載されている監理技術者資格以外の監理技術者資格の記載に係るものである場合

には、当該申請により行う資格者証の交付は、その既に交付された資格者証と引換えに行うものとする。

（資格者証の記載事項及び様式）

第十七条の三十五　法第二十七条の十八第二項の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　交付を受ける者の氏名、生年月日及び住所

二　最初に資格者証の交付を受けた年月日

三　現に所有する資格者証の交付を受けた年月日

四　交付を受ける者が有する監理技術者資格

五　建設業の種類

六　資格者証交付番号

七　資格者証の有効期間の満了する日

八　交付を受ける者が建設業者の業務に従事している場合にあつては、前条第一項第三号に掲げる事項

九　交付を受ける者が法第二十六条第五項の講習を修了した場合にあつては、修了した旨

２　資格者証の様式は、別記様式第二十五号の五によるものとする。

３　資格者証の記載に用いる略語は、国土交通大臣が定めるところによるものとする。

（資格者証の記載事項の変更等）

第十七条の三十六　資格者証の交付を受けている者は、次の各号のいずれかに該当することとなつた場合においては、三十日以内に、国土

交通大臣に届け出て資格者証に変更に係る事項の記載を受け、又は新たな資格者証の交付を申請しなければならない。

一　氏名又は住所を変更したとき。

二　資格者証に記載されている監理技術者資格を有しなくなつたとき。
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三　資格者証の交付を受けている者が建設業者の業務に従事している場合にあつては、第十七条の三十四第一項第三号に掲げる事項につ

いて変更があつたとき。

２　前項の規定による届出をしようとする者は、別記様式第二十五号の六による資格者証変更届出書を、前項第三号に該当することとなつ

た場合においてはこれに第十七条の三十四第二項第二号に掲げる書面を添えて、これを提出しなければならない。

３　国土交通大臣は、第一項の規定による届出をしようとする者に係る機構保存本人確認情報のうち住民票コード以外のものについて、住

民基本台帳法第三十条の九の規定によるその提供を受けることができないときは、その者に対し、住民票の抄本又はこれに代わる書面を

提出させることができる。

４　第十七条の三十四条第一項から第四項までの規定は、第一項の交付申請について準用する。

５　第一項の新たな資格者証の交付は、当該申請者が現に有する資格者証と引換えに行うものとする。

６　第一項の規定により交付を受けた新たな資格者証の有効期間は、その交付を受けた日から起算するものとする。

（資格者証の再交付等）

第十七条の三十七　資格者証の交付を受けている者は、資格者証を亡失し、滅失し、汚損し、又は破損したときは、国土交通大臣に資格者

証の再交付又は新たな資格者証の交付を申請することができる。

２　前項の規定による再交付を申請しようとする者は、資格者証用写真を添付した別記様式第二十五号の七による資格者証再交付申請書を

提出しなければならない。

３　第十七条の三十四条第一項から第四項までの規定は、第一項の交付申請について準用する。

４　資格者証を亡失してその再交付又は新たな資格者証の交付を受けた者は、亡失した資格者証を発見したときは、遅滞なく、発見した資

格者証を国土交通大臣に返納しなければならない。

５　汚損又は破損を理由とする資格者証の再交付又は新たな資格者証の交付は、汚損し、又は破損した資格者証と引換えに行うものとす

る。

６　第一項の規定により交付を受けた新たな資格者証の有効期間は、その交付を受けた日から起算するものとする。

（資格者証の有効期間の更新）

第十七条の三十八　法第二十七条の十八第五項の規定による資格者証の有効期間の更新の申請は、当該資格者証の有効期間の満了の日の三

十日前までに新たな資格者証の交付を申請することにより行うものとする。

２　第十七条の三十四第一項から第四項までの規定は、前項の交付申請について準用する。

３　第一項の新たな資格者証の交付は、当該申請者が現に有する資格者証と引換えに行うものとする。

（指定資格者証交付機関の指定）

第十七条の三十九　法第二十七条の十九第一項に規定する指定資格者証交付機関の名称及び主たる事務所の所在地並びに指定をした日は、

次のとおりとする。

指定資格者証交付機関 指定をした日

名称 主たる事務所の所在地 　

一般財団法人建設業技術者センター 東京都千代田区二番町三番地 昭和六十三年七月十一日

（指定資格者証交付機関の指定の申請）

第十七条の四十　法第二十七条の十九第二項に規定する指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提

出しなければならない。

一　名称及び住所

二　交付等事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　交付等事務を開始しようとする年月日

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表（申請の日の属する事業年度に設立された法人にあつて

は、その設立時における財産目録）

三　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書

四　申請に係る意思の決定を証する書類

五　役員の氏名及び略歴を記載した書類

六　組織及び運営に関する事項を記載した書類

七　交付等事務を行おうとする事務所ごとの交付等に用いる設備の概要及び整備計画を記載した書類

八　現に行つている業務の概要を記載した書類

九　交付等事務の実施の方法に関する計画を記載した書類

十　その他参考となる事項を記載した書類

（交付等事務規程の記載事項）

第十七条の四十一　法第二十七条の十九第五項において準用する法第二十七条の八第一項の国土交通省令で定める交付等事務の実施に関す

る事項は、次のとおりとする。

一　交付等事務を行う時間及び休日に関する事項

二　交付等事務を行う事務所に関する事項

三　交付等事務の実施の方法に関する事項

四　手数料の収納の方法に関する事項

五　交付等事務に関する書類の管理に関する事項

六　その他交付等事務の実施に関し必要な事項

（事業計画等の届出）

第十七条の四十二　指定資格者証交付機関は、法第二十七条の二十第一項前段の規定による届出をしようとするときは、事業計画及び収支

予算を記載した届出書を当該事業年度の開始前に国土交通大臣に提出しなければならない。

２　指定資格者証交付機関は、法第二十七条の二十第一項後段の規定による届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書

を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　変更しようとする事項

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由
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（事業報告書等の提出）

第十七条の四十三　指定資格者証交付機関は、事業年度の終了後遅滞なく、当該事業年度における資格者証の交付等の件数、当該事業年度

の末日において当該指定資格者証交付機関から資格者証の交付を受けている者の人数その他の事項を記載した事業報告書及び収支決算書

を国土交通大臣に提出しなければならない。

（準用）

第十七条の四十四　第十七条の二十三、第十七条の二十八、第十七条の三十二及び第十七条の三十三の規定は、指定資格者証交付機関につ

いて準用する。この場合において、第十七条の二十三中「法第二十七条の四第二項」とあるのは「法第二十七条の十九第五項において準

用する法第二十七条の四第二項」と、第十七条の二十八第一項中「法第二十七条の八第一項前段」とあるのは「法第二十七条の十九第五

項において準用する法第二十七条の八第一項前段」と、「試験事務規程」とあるのは「交付等事務規程」と、同条第二項中「法第二十七

条の八第一項後段」とあるのは「法第二十七条の十九第五項において準用する法第二十七条の八第一項後段」と、第十七条の三十二中

「法第二十七条の十三第一項」とあるのは「法第二十七条の十九第五項において準用する法第二十七条の十三第一項」と、同条第一号並

びに第十七条の三十三第一号及び第二号中「試験事務」とあるのは「交付等事務」と、同条中「法第二十七条の十五第三項」とあるのは

「法第二十七条の十九第五項において準用する法第二十七条の十五第三項」と読み替えるものとする。

（令第四十二条の法人）

第十八条　令第四十二条の国土交通省令で定める法人は、公益財団法人ＪＫＡ、国立研究開発法人科学技術振興機構、国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、国立研究開発法人理化学研究所、首都高速道路株式会

社、消防団員等公務災害補償等共済基金、新関西国際空港株式会社、地方競馬全国協会、中間貯蔵・環境安全事業株式会社、東京地下鉄

株式会社、東京湾横断道路の建設に関する特別措置法（昭和六十一年法律第四十五号）第二条第一項に規定する東京湾横断道路建設事業

者、独立行政法人環境再生保全機構、独立行政法人勤労者退職金共済機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人農業者年

金基金、中日本高速道路株式会社、成田国際空港株式会社、西日本高速道路株式会社、日本私立学校振興・共済事業団、日本たばこ産業

株式会社、日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和五十九年法律第八十五号）第一条第一項に規定する会社及び同条第二項に規定す

る地域会社、農林漁業団体職員共済組合、阪神高速道路株式会社、東日本高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社並びに、旅

客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和六十一年法律第八十八号）第一条第三項に規定する会社とする。

（経営事項審査の受審）

第十八条の二　法第二十七条の二十三第一項の建設業者は、同項の建設工事について発注者と請負契約を締結する日の一年七月前の日の直

後の事業年度終了の日以降に経営事項審査を受けていなければならない。

（経営事項審査の客観的事項）

第十八条の三　法第二十七条の二十三第二項第二号に規定する客観的事項は、経営規模、技術的能力及び次の各号に掲げる事項とする。

一　建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況

二　建設業の営業継続の状況

三　法令遵守の状況

四　建設業の経理に関する状況

五　研究開発の状況

六　防災活動への貢献の状況

七　建設機械の保有状況

八　国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況

２　前項に規定する技術的能力は、次の各号に掲げる事項により評価することにより審査するものとする。

一　法第七条第二号イ、ロ若しくはハ又は法第十五条第二号イ、ロ若しくはハに該当する者の数

二　工事現場において基幹的な役割を担うために必要な技能に関する講習であつて、次条から第十八条の六までの規定により国土交通大

臣の登録を受けたもの（以下「登録基幹技能者講習」という。）を修了した者の数

三　前号に掲げる者に準ずる者として国土交通大臣が定める者の数

四　元請完成工事高

３　第一項第四号に規定する事項は、次の各号に掲げる事項により評価することにより審査するものとする。

一　会計監査人又は会計参与の設置の有無

二　建設業の経理に関する業務の責任者のうち次に掲げる者による建設業の経理が適正に行われたことの確認の有無

イ　公認会計士又は税理士であって、国土交通大臣の定めるところにより、建設業の経理に必要な知識を習得させるものとして国土交

通大臣が指定する研修を受けたもの

ロ　登録経理試験（建設業の経理に必要な知識を確認するための試験であつて、第十八条の十九、第十八条の二十及び第十八条の二十

二において準用する第七条の五の規定により国土交通大臣の登録を受けたものをいう。以下同じ。）に合格した者であつて、合格し

た日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して五年を経過しないもの

ハ　登録経理講習（登録経理試験に合格した者に対する建設業の経理に必要な知識を確認するための講習であつて、第十八条の二十

三、第十八条の二十四及び第十九条において準用する第十八条の五の規定により国土交通大臣の登録を受けたものをいう。以下同

じ。）を受講した者であつて、受講した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して五年を経過しないもの

ニ　国土交通大臣がイからハまでに掲げる者と同等以上の建設業の経理に必要な知識を有すると認める者

三　建設業に従事する職員のうち前号イからニまでに掲げる者の数

（登録の申請）

第十八条の四　前条第二項第二号の登録は、登録基幹技能者講習の実施に関する事務（以下「登録基幹技能者講習事務」という。）を行お

うとする者の申請により行う。

２　前条第二項第二号の登録を受けようとする者（以下「登録基幹技能者講習事務申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した申請

書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　登録基幹技能者講習事務申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるもの

を含む。以下この条から第十八条の六までにおいて同じ。）にあつては、その代表者の氏名

二　登録基幹技能者講習事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　登録基幹技能者講習事務を開始しようとする年月日

四　登録基幹技能者講習委員（第十八条の六第一項第二号に規定する合議制の機関を構成する者をいう。次項第四号及び第十八条の十第

六号において同じ。）となるべき者の氏名及び略歴並びに同号イ又はロに該当する者にあつては、その旨

五　登録基幹技能者講習の種目
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３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　個人である場合においては、次に掲げる書類

イ　住民票の抄本又はこれに代わる書面

ロ　略歴を記載した書類

二　法人である場合においては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　株主名簿若しくは社員名簿の写し又はこれらに代わる書面

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員の氏名及び略歴を記載した書類

三　登録基幹技能者講習事務の概要を記載した書類

四　登録基幹技能者講習委員のうち、第十八条の六第一項第二号イ又はロに該当する者にあつては、その資格等を有することを証する

書類

五　登録基幹技能者講習事務以外の業務を行おうとするときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

六　登録基幹技能者講習事務申請者が次条各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する書面

七　その他参考となる事項を記載した書類

（欠格条項）

第十八条の五　次の各号のいずれかに該当する者が行う講習は、第十八条の三第二項第二号の登録を受けることができない。

一　法の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して二年を経過し

ない者

二　第十八条の十五の規定により第十八条の三第二項第二号の登録を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過しない者

三　法人であつて、登録基幹技能者講習事務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの

（登録の要件等）

第十八条の六　国土交通大臣は、第十八条の四の規定による登録の申請が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしな

ければならない。

一　第十八条の八第三号の表の上欄に掲げる科目について講習が行われるものであること。

二　次のいずれかに該当する者を二名以上含む五名以上の者によつて構成される合議制の機関により試験問題の作成及び合否判定が行わ

れるものであること。

イ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において登録基幹技能者講習の種目に関する科目を担当する教授若しく

は准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は登録基幹技能者講習の種目に関する科目の研究により博士の学位を授与さ

れた者

ロ　国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

２　第十八条の三第二項第二号の登録は、登録基幹技能者講習登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録基幹技能者講習事務を行う者（以下「登録基幹技能者講習実施機関」という。）の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

三　登録基幹技能者講習事務を行う事務所の名称及び所在地

四　登録基幹技能者講習事務を開始する年月日

五　登録基幹技能者講習の種目

（登録の更新）

第十八条の七　第十八条の三第二項第二号の登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。

２　前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。

（登録基幹技能者講習事務の実施に係る義務）

第十八条の八　登録基幹技能者講習実施機関は、公正に、かつ、第十八条の六第一項各号に掲げる要件及び次に掲げる基準に適合する方法

により登録基幹技能者講習事務を行わなければならない。

一　講習は、講義及び試験により行うものであること。

二　受講者があらかじめ受講を申請した者本人であることを確認すること。

三　講義は、次の表の上欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる内容について、合計十時間以上行うこと。

科目 内容

基幹技能一般知識に関する科目 工事現場における基幹的な役割及び当該役割を担うために必要な技能に関する事項

基幹技能関係法令に関する科目 労働安全衛生法その他関係法令に関する事項

建設工事の施工管理、工程管理、資材管理その

他の技術上の管理に関する科目

イ　施工管理に関する事項

ロ　工程管理に関する事項

ハ　資材管理に関する事項

ニ　原価管理に関する事項

ホ　品質管理に関する事項

ヘ　安全管理に関する事項

四　前号の表の上欄に掲げる科目及び同表の下欄に掲げる内容に応じ、教本等必要な教材を用いて実施されること。

五　講師は、講義の内容に関する受講者の質問に対し、講義中に適切に応答すること。

六　試験は、第三号の表の上欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる内容について、一時間以上行うこと。

七　終了した試験の問題及び合格基準を公表すること。

八　講習の課程を修了した者に対して、別記様式第二十五号の八による登録基幹技能者講習修了証を交付すること。

九　講習を実施する日時、場所その他講習の実施に関し必要な事項及び当該講習が国土交通大臣の登録を受けた講習である旨を公示する

こと。

十　講習以外の業務を行う場合にあつては、当該業務が国土交通大臣の登録を受けた講習であると誤認されるおそれがある表示その他の

行為をしないこと。
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（登録事項の変更の届出）

第十八条の九　登録基幹技能者講習実施機関は、第十八条の六第二項第二号から第四号までに掲げる事項を変更しようとするときは、変更

しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

（規程）

第十八条の十　登録基幹技能者講習実施機関は、次に掲げる事項を記載した登録基幹技能者講習事務に関する規程を定め、当該事務の開始

前に、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

一　登録基幹技能者講習事務を行う時間及び休日に関する事項

二　登録基幹技能者講習事務を行う事務所及び講習の実施場所に関する事項

三　登録基幹技能者講習の日程、公示方法その他の登録基幹技能者講習事務の実施の方法に関する事項

四　登録基幹技能者講習の受講の申込みに関する事項

五　登録基幹技能者講習の受講手数料の額及び収納の方法に関する事項

六　登録基幹技能者講習委員の選任及び解任に関する事項

七　登録基幹技能者講習試験の問題の作成及び合否判定の方法に関する事項

八　終了した登録基幹技能者講習試験の問題及び合格基準の公表に関する事項

九　登録基幹技能者講習修了証の交付及び再交付に関する事項

十　登録基幹技能者講習事務に関する秘密の保持に関する事項

十一　登録基幹技能者講習事務に関する公正の確保に関する事項

十二　不正受講者の処分に関する事項

十三　第十八条の十六第三項の帳簿その他の登録基幹技能者講習事務に関する書類の管理に関する事項

十四　その他登録基幹技能者講習事務に関し必要な事項

（登録基幹技能者講習事務の休廃止）

第十八条の十一　登録基幹技能者講習実施機関は、登録基幹技能者講習事務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとするときは、あら

かじめ、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする登録基幹技能者講習事務の範囲

二　休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあつては、その期間

三　休止又は廃止の理由

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）

第十八条の十二　登録基幹技能者講習実施機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又

は収支計算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。次項において

「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事務所に備えて置かなければならない。

２　登録基幹技能者講習を受講しようとする者その他の利害関係人は、登録基幹技能者講習実施機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げ

る請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録基幹技能者講習実施機関の定めた費用を支払わなければ

ならない。

一　財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示した

ものの閲覧又は謄写の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて、次に掲げるもののうち登録基幹技能者講習実施機関が定めるものにより

提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求

イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法で

あつて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録される

もの

ロ　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

３　前項第四号イ又はロに掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければな

らない。

（適合命令）

第十八条の十三　国土交通大臣は、登録基幹技能者講習実施機関の実施する登録基幹技能者講習が第十八条の六第一項の規定に適合しなく

なつたと認めるときは、当該登録基幹技能者講習実施機関に対し、同項の規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。

（改善命令）

第十八条の十四　国土交通大臣は、登録基幹技能者講習実施機関が第十八条の八の規定に違反していると認めるときは、当該登録基幹技能

者講習実施機関に対し、同条の規定による登録基幹技能者講習事務を行うべきこと又は登録基幹技能者講習事務の方法その他の業務の方

法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（登録の取消し等）

第十八条の十五　国土交通大臣は、登録基幹技能者講習実施機関が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録基幹技能者講習実施機

関が行う講習の登録を取り消し、又は期間を定めて登録基幹技能者講習事務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

一　第十八条の五第一号又は第三号に該当するに至つたとき。

二　第十八条の九から第十八条の十一まで、第十八条の十二第一項又は次条の規定に違反したとき。

三　正当な理由がないのに第十八条の十二第二項各号の規定による請求を拒んだとき。

四　前二条の規定による命令に違反したとき。

五　第十八条の十七の規定による報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。

六　不正の手段により第十八条の三第二項第二号の登録を受けたとき。

（帳簿の記載等）

第十八条の十六　登録基幹技能者講習実施機関は、登録基幹技能者講習に関する次に掲げる事項を記載した帳簿を備えなければならない。

一　講習の実施年月日

二　講習の実施場所

三　受講者の受講番号、氏名、生年月日及び合否の別
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四　登録基幹技能者講習修了証の交付年月日

２　前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ登録基幹技能者講習実施機関

において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて同項に規定する帳簿

への記載に代えることができる。

３　登録基幹技能者講習実施機関は、第一項に規定する帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含

む。）を、登録基幹技能者講習事務の全部を廃止するまで保存しなければならない。

４　登録基幹技能者講習実施機関は、次に掲げる書類を備え、登録基幹技能者講習を実施した日から三年間保存しなければならない。

一　登録基幹技能者講習の受講申込書及び添付書類

二　終了した登録基幹技能者講習の試験問題及び答案用紙

（報告の徴収）

第十八条の十七　国土交通大臣は、登録基幹技能者講習事務の適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、登録基幹技能者講習

実施機関に対し、登録基幹技能者講習事務の状況に関し必要な報告を求めることができる。

（公示）

第十八条の十八　国土交通大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。

一　第十八条の三第二項第二号の登録をしたとき。

二　第十八条の九の規定による届出があつたとき。

三　第十八条の十一の規定による届出があつたとき。

四　第十八条の十五の規定により登録を取り消し、又は登録基幹技能者講習事務の停止を命じたとき。

（登録の申請）

第十八条の十九　第十八条の三第三項第二号ロの登録は、登録経理試験の実施に関する事務（以下「登録経理試験事務」という。）を行お

うとする者の申請により行う。

２　第十八条の三第三項第二号ロの登録を受けようとする者（以下「登録経理試験事務申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した

申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　登録経理試験事務申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　登録経理試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　登録経理試験事務を開始しようとする年月日

四　登録経理試験委員（次条第一項第二号に規定する合議制の機関を構成する者をいう。以下同じ。）となるべき者の氏名及び略歴並び

に同号イからニまでのいずれかに該当する者にあつては、その旨

３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　個人である場合においては、次に掲げる書類

イ　住民票の抄本又はこれに代わる書面

ロ　略歴を記載した書類

二　法人である場合においては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　株主名簿若しくは社員名簿の写し又はこれらに代わる書面

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員の氏名及び略歴を記載した書類

三　登録経理試験委員のうち、次条第一項第二号イからニまでのいずれかに該当する者にあつては、その資格等を有することを証する

書類

四　登録経理試験事務以外の業務を行おうとするときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

五　登録経理試験事務申請者が第十八条の二十二において準用する第七条の五各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する書面

六　その他参考となる事項を記載した書類

（登録の要件等）

第十八条の二十　国土交通大臣は、前条の規定による登録の申請が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなければ

ならない。

一　次に掲げる内容について試験が行われるものであること。

イ　会計学

ロ　会社法その他会計に関する法令

ハ　建設業に関する法令（会計に関する部分に限る。）

ニ　その他建設業会計に関する知識

二　次のいずれかに該当する者を二名以上含む十名以上の者によつて構成される合議制の機関により試験問題の作成及び合否判定が行わ

れるものであること。

イ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において会計学その他の登録経理試験事務に関する科目を担当する教授

若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は会計学その他の登録経理試験事務に関する科目の研究により博士の

学位を授与された者

ロ　建設業者のうち株式会社であつて総売上高のうち建設業に係る売上高の割合が五割を超えているものに対し、金融商品取引法（昭

和二十三年法律第二十五号）第百九十三条の二に規定する監査証明又は会社法第三百九十六条に規定する監査に係る業務（ハ並びに

第十八条の二十四第一項第二号ロ及びハにおいて「建設業監査等」という。）に五年以上従事した者

ハ　監査法人の行う建設業監査等にその社員として五年以上関与した公認会計士

ニ　国土交通大臣がイからハまでに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

２　第十八条の三第三項第二号ロの登録は、登録経理試験登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録経理試験事務を行う者（以下「登録経理試験実施機関」という。）の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者

の氏名

三　登録経理試験事務を行う事務所の名称及び所在地

四　登録経理試験事務を開始する年月日
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（登録経理試験事務の実施に係る義務）

第十八条の二十一　登録経理試験実施機関は、公正に、かつ、前条第一項各号に掲げる要件及び次に掲げる基準に適合する方法により登録

経理試験事務を行わなければならない。

一　次の表の第一欄に掲げる級ごとに、同表の第二欄に掲げる科目の区分に応じ、それぞれ同表の第三欄に掲げる内容について、同表の

第四欄に掲げる時間を標準として試験を行うこと。

級 科目 内容 時間

一級 一　建設業の原価計算に関する

科目

建設工事の施工前における見積り、積算段階における工事原価予測並びに発生

原価の把握及び測定による工事原価管理に関する一般的事項

四時間三

十分

　 二　建設業の財務諸表に関する

科目

会計理論、会計基準及び建設業の計算書類の作成に関する一般的事項 　

　 三　建設業の財務分析に関する

科目

財務諸表等を用いた建設業の経営分析に関する一般的事項 　

二級 一　建設業の原価計算に関する

科目

建設工事の施工前における見積り、積算段階における工事原価予測並びに発生

原価の把握及び測定による工事原価管理に関する概略的事項

二時間

　 二　建設業の財務諸表に関する

科目

会計理論、会計基準及び建設業の計算書類の作成に関する概略的事項 　

二　登録経理試験を実施する日時、場所その他登録経理試験の実施に関し必要な事項をあらかじめ公示すること。

三　登録経理試験に関する不正行為を防止するための措置を講じること。

四　終了した登録経理試験の問題及び合格基準を公表すること。

五　登録経理試験に合格した者に対し、別記様式第二十五号の九による合格証明書（以下「登録経理試験合格証明書」という。）を交付

すること。

（準用）

第十八条の二十二　第七条の五、第七条の七及び第七条の九から第七条の十八までの規定は、登録経理試験実施機関について準用する。こ

の場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第七条の五 登録を 第十八条の三第三項第二号ロの登録を

第七条の五第三号、第七条の十、第七条の十一（見出しを含

む。）、第七条の十四、第七条の十五、第七条の十六第三項、第

七条の十七、第七条の十八第四号

登録技術試験事務 登録経理試験事務

第七条の七第一項、第七条の十五第六号、第七条の十八第一号登録 第十八条の三第三項第二号ロの登録

第七条の七第二項 前三条 第十八条の十九、第十八条の二十及び第十八条

の二十二において準用する第七条の五

第七条の九 第七条の六第二項第二号 第十八条の二十第二項第二号

第七条の十第三号 登録技術試験の 登録経理試験の

第七条の十第四号、第五号、第七号及び第八号、第七条の十六

第四項各号

登録技術試験 登録経理試験

第七条の十第六号 登録技術試験委員 登録経理試験委員

第七条の十第九号 登録技術試験合格証明書 登録経理試験合格証明書

第七条の十二第二項、第七条の十六第四項 登録技術試験を 登録経理試験を

第七条の十三 登録技術試験が第七条の六

第一項

登録経理試験が第十八条の二十第一項

第七条の十四 第七条の八 第十八条の二十一

第七条の十六第一項 登録技術試験に 登録経理試験に

（登録の申請）

第十八条の二十三　第十八条の三第三項第二号ハの登録は、登録経理講習の実施に関する事務（以下「登録経理講習事務」という。）を行

おうとする者の申請により行う。

２　第十八条の三第三項第二号ハの登録を受けようとする者（以下「登録経理講習事務申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した

申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　登録経理講習事務申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　登録経理講習事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　登録経理講習事務を開始しようとする年月日

四　登録経理講習委員（次条第一項第二号に規定する合議制の機関を構成する者をいう。次項第四号及び第十九条において読み替えて準

用する第十八条の十第六号において同じ。）となるべき者の氏名及び略歴並びに次条第一項第二号イからニまでのいずれかに該当する

者にあつては、その旨

３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　個人である場合においては、次に掲げる書類

イ　住民票の抄本又はこれに代わる書面

ロ　略歴を記載した書類

二　法人である場合においては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　株主名簿若しくは社員名簿の写し又はこれらに代わる書面

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員の氏名及び略歴を記載した書類

三　登録経理講習事務の概要を記載した書類

四　登録経理講習委員のうち、次条第一項第二号イからニまでのいずれかに該当する者にあつては、その資格等を有することを証する

書類

五　登録経理講習事務以外の業務を行おうとするときは、その業務の種類及び概要を記載した書類
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六　登録経理講習事務申請者が第十九条において読み替えて準用する第十八条の五各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する

書面

七　その他参考となる事項を記載した書類

（登録の要件等）

第十八条の二十四　国土交通大臣は、前条の規定による登録の申請が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなけれ

ばならない。

一　次条第三号の表の上欄に掲げる級ごとに中欄に掲げる科目について講習が行われるものであること。

二　次のいずれかに該当する者を二名以上含む五名以上の者によつて構成される合議制の機関により試験問題の作成及び合否判定が行わ

れるものであること。

イ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において登録経理講習事務に関する科目を担当する教授若しくは准教授

の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は登録経理講習事務に関する科目の研究により博士の学位を授与された者

ロ　建設業者のうち株式会社であつて総売上高のうち建設業に係る売上高の割合が五割を超えているものに対し、建設業監査等に五年

以上従事した者

ハ　監査法人の行う建設業監査等にその社員として五年以上関与した公認会計士

ニ　国土交通大臣がイからハまでに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

２　第十八条の三第三項第二号ハの登録は、登録経理講習登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録経理講習事務を行う者（以下「登録経理講習実施機関」という。）の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者

の氏名

三　登録経理講習事務を行う事務所の名称及び所在地

四　登録経理講習事務を開始する年月日

（登録経理講習事務の実施に係る義務）

第十八条の二十五　登録経理講習実施機関は、公正に、かつ、前条第一項各号に掲げる要件及び次に掲げる基準に適合する方法により登録

経理講習事務を行わなければならない。

一　講習は、講義及び試験により行うものであること。

二　受講者があらかじめ受講を申請した者本人であることを確認すること。

三　講義は、次の表の上欄に掲げる級ごとに、同表の中欄に掲げる科目の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる内容について、合計

六時間以上行うこと。

級 科目 内容

一級 一　建設業の原価計算に関する科目 建設工事の施工前における見積り、積算段階における工事原価予測並びに発生原価の把

握及び測定による工事原価管理に関する一般的事項

二　建設業の財務諸表に関する科目 会計理論、会計基準及び建設業の計算書類の作成に関する一般的事項

三　建設業の財務分析に関する科目 財務諸表等を用いた建設業の経営分析に関する一般的事項

二級 一　建設業の原価計算に関する科目 建設工事の施工前における見積り、積算段階における工事原価予測並びに発生原価の把

握及び測定による工事原価管理に関する概略的事項

二　建設業の財務諸表に関する科目 会計理論、会計基準及び建設業の計算書類の作成に関する概略的事項

四　前号の表の上欄に掲げる級ごとに、同表の中欄に掲げる科目の区分及び同表の下欄に掲げる内容に応じ、教本等必要な教材を用いて

実施されること。

五　講師は、講義の内容に関する受講者の質問に対し、講義中に適切に応答すること。

六　試験は、第三号の表の上欄に掲げる級ごとに、同表の中欄に掲げる科目の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる内容について、

一時間以上行うこと。

七　終了した試験の問題及び合格基準を公表すること。

八　講習の課程を修了した者に対して、別記様式第二十五号の十による登録経理講習修了証を交付すること。

九　講習を実施する日時、場所その他講習の実施に関し必要な事項及び当該講習が国土交通大臣の登録を受けた講習である旨を公示する

こと。

十　講習以外の業務を行う場合にあつては、当該業務が国土交通大臣の登録を受けた講習であると誤認されるおそれがある表示その他の

行為をしないこと。

（準用）

第十九条　第十八条の五、第十八条の七及び第十八条の九から第十八条の十八までの規定は、登録経理講習実施機関について準用する。こ

の場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第十八条の五、第十八条の七第一項、第十八条の十五第六号及び

第十八条の十八第一号

第十八条の三第二項第二号 第十八条の三第三項第二号ハ

第十八条の五第三号、第十八条の十、第十八条の十一（見出しを

含む。）、第十八条の十四、第十八条の十五、第十八条の十六第三

項、第十八条の十七及び第十八条の十八第四号

登録基幹技能者講習事務 登録経理講習事務

第十八条の七第二項 前三条 第十八条の二十三、第十八条の二十四

及び第十九条において準用する第十八

条の五

第十八条の九 第十八条の六第二項第二号 第十八条の二十四第二項第二号

第十八条の十及び第十八条の十六第四項 登録基幹技能者講習の 登録経理講習の

第十八条の十第六号 登録基幹技能者講習委員 登録経理講習委員

第十八条の十第七号及び第八号 登録基幹技能者講習試験 登録経理講習試験

第十八条の十第九号及び第十八条の十六第一項第四号 登録基幹技能者講習修了証 登録経理講習修了証

第十八条の十二第二項及び第十八条の十六第四項 登録基幹技能者講習を 登録経理講習を
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第十八条の十三 登録基幹技能者講習が第十八条の

六第一項

登録経理講習が第十八条の二十四第一

項

第十八条の十四 第十八条の八 第十八条の二十五

第十八条の十六第一項 登録基幹技能者講習に 登録経理講習に

（経営状況分析の申請）

第十九条の二　登録経営状況分析機関は、経営状況分析の申請の時期及び方法等を定め、その内容を公示するものとする。

２　法第二十七条の二十四第二項及び第三項の規定により提出すべき経営状況分析申請書及びその添付書類は、前項の規定に基づき公示さ

れたところにより、提出しなければならない。

（経営状況分析申請書の記載事項及び様式）

第十九条の三　法第二十七条の二十四第二項の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　商号又は名称

二　主たる営業所の所在地

三　許可番号

２　経営状況分析申請書の様式は、別記様式第二十五号の十一によるものとする。

（経営状況分析申請書の添付書類）

第十九条の四　法第二十七条の二十四第三項の国土交通省令で定める書類は、次のとおりとする。

一　会社法第二条第六号に規定する大会社であつて有価証券報告書提出会社（金融商品取引法第二十四条第一項の規定による有価証券報

告書を内閣総理大臣に提出しなければならない株式会社をいう。）である場合においては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して作成された連結会社の直前三年の各事業年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キ

ャッシュ・フロー計算書

二　前号の会社以外の法人である場合においては、別記様式第十五号から第十七号の二までによる直前三年の各事業年度の貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表

三　個人である場合においては、別記様式第十八号及び第十九号による直前三年の各事業年度の貸借対照表及び損益計算書

四　建設業以外の事業を併せて営む者にあつては、別記様式第二十五号の十二による直前三年の各事業年度の当該建設業以外の事業に係

る売上原価報告書

五　その他経営状況分析に必要な書類

２　前項第一号から第四号までに掲げる書類のうち、既に提出され、かつ、その内容に変更がないものについては、同項の規定にかかわら

ず、その添付を省略することができる。

（経営状況分析の結果の通知）

第十九条の五　法第二十七条の二十五の通知は、別記様式第二十五号の十三による通知書により行うものとする。

（経営規模等評価の申請）

第十九条の六　国土交通大臣又は都道府県知事は、経営規模等評価の申請の時期及び方法等を定め、その内容を公示するものとする。

２　法第二十七条の二十六第二項及び第三項の規定により提出すべき経営規模等評価申請書及びその添付書類は、前項の規定に基づき公示

されたところにより、国土交通大臣の許可を受けた者にあつては国土交通大臣に、都道府県知事の許可を受けた者にあつては当該都道府

県知事に提出しなければならない。

（経営規模等評価申請書の記載事項及び様式）

第十九条の七　法第二十七条の二十六第二項の国土交通省令で定める事項は、第十九条の三第一項各号に掲げる事項及び審査の対象とする

建設業の種類とする。

２　経営規模等評価申請書の様式は、別記様式第二十五号の十四によるものとする。

（経営規模等評価申請書の添付書類）

第十九条の八　法第二十七条の二十六第三項の国土交通省令で定める書類は、別記様式第二号による工事経歴書とする。

２　法第六条第一項又は第十一条第二項（法第十七条において準用する場合を含む。）の規定により、経営規模等評価の申請をする日の属

する事業年度の開始の日の直前一年間についての別記様式第二号による工事経歴書を国土交通大臣又は都道府県知事に既に提出している

者は、前項の規定にかかわらず、その添付を省略することができる。

（経営規模等評価の結果の通知）

第十九条の九　法第二十七条の二十七の通知は、別記様式第二十五号の十五による通知書により行うものとする。

（再審査の申立て）

第二十条　法第二十七条の二十八に規定する再審査（以下「再審査」という。）の申立ては、法第二十七条の二十七の規定による審査の結

果の通知を受けた日から三十日以内にしなければならない。

２　法第二十七条の二十三第三項の経営事項審査の基準その他の評価方法（経営規模等評価に係るものに限る。）が改正された場合におい

て、当該改正前の評価方法に基づく法第二十七条の二十七の規定による審査の結果の通知を受けた者は、前項の規定にかかわらず、当該

改正の日から百二十日以内に限り、再審査（当該改正に係る事項についての再審査に限る。）を申し立てることができる。

３　再審査の申立ては、別記様式第二十五号の十四による申立書を経営規模等評価を行つた国土交通大臣又は都道府県知事に提出してしな

ければならない。

４　第二項の規定による再審査の申立てにおいては、前項の申立書に、再審査のために必要な書類を添付するものとする。

５　第二項の規定により再審査の申立てをする場合において提出する第三項の申立書及びその添付書類は、同項の規定にかかわらず、国土

交通大臣の許可を受けた者にあつては国土交通大臣に、都道府県知事の許可を受けた者にあつては当該都道府県知事に提出しなければな

らない。

（再審査の結果の通知）

第二十一条　国土交通大臣又は都道府県知事は、法第二十七条の二十八の規定による再審査を行つたときは、再審査の申立てをした者に、

再審査の結果を通知するものとし、再審査の結果が法第二十七条の二十六第一項の規定による評価の結果と異なることとなつた場合にお

いて、法第二十七条の二十九第三項の規定による通知を受けた発注者があるときは、当該発注者に、再審査の結果を通知するものとす

る。

（総合評定値の請求）

第二十一条の二　国土交通大臣又は都道府県知事は、総合評定値の請求（建設業者からの請求に限る。次項において同じ。）の時期及び方

法等を定め、その内容を公示するものとする。
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２　総合評定値の請求は、別記様式第二十五号の十四による請求書により行うものとし、当該請求書には、第十九条の五に規定する通知書

を添付するものとする。

３　前項の規定により提出すべき請求書及び通知書は、第一項の規定に基づき公示されたところにより、国土交通大臣の許可を受けた者に

あつては国土交通大臣に、都道府県知事の許可を受けた者にあつては当該都道府県知事に提出しなければならない。

（総合評定値の算出）

第二十一条の三　法第二十七条の二十九第一項の総合評定値は、次の式によつて算出するものとする。

Ｐ＝０．２５Ｘ１＋０．１５Ｘ２＋０．２Ｙ＋０．２５Ｚ＋０．１５Ｗ

（この式において、Ｐ、Ｘ１、Ｘ２、Ｙ及びＷは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｐ　総合評定値

Ｘ１　経営規模等評価の結果に係る数値のうち、完成工事高に係るもの

Ｘ２　経営規模等評価の結果に係る数値のうち、自己資本額及び利益額に係るもの

Ｙ　経営状況分析の結果に係る数値

Ｚ　経営規模等評価の結果に係る数値のうち、技術職員数及び元請完成工事高に係るもの

Ｗ　経営規模等評価の結果に係る数値のうち、Ｘ１、Ｘ２、Ｙ及びＺ以外に係るもの）

（総合評定値の通知）

第二十一条の四　法第二十七条の二十九第一項及び第三項の規定による通知は、別記様式第二十五号の十五による通知書により行うものと

する。

（登録経営状況分析機関の登録の申請）

第二十一条の五　法第二十七条の二十四第一項の登録（以下この条において「登録」という。）を受けようとする者は、別記様式第二十五

号の十六の登録経営状況分析機関登録申請書に次に掲げる書類を添えて、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

一　法人である場合においては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　株主名簿又は社員名簿の写し

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員の氏名及び略歴を記載した書類

二　個人である場合においては、登録を受けようとする者の略歴を記載した書類

三　電子計算機及び経営状況分析に必要なプログラムの概要を記載した書類

四　登録を受けようとする者が法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の六各号のいずれにも該当しない者であることを誓

約する書面

五　その他参考となる事項を記載した書類

２　国土交通大臣は、登録を受けようとする者（個人である場合に限る。）に係る機構保存本人確認情報のうち住民票コード以外のものに

ついて、住民基本台帳法第三十条の九の規定によるその提供を受けることができないときは、その者に対し、住民票の抄本又はこれに代

わる書面を提出させることができる。

（経営状況分析の実施基準）

第二十一条の六　法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の九の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるとおりとする。

一　法第二十七条の二十三第三項の規定により国土交通大臣が定める経営事項審査の項目及び基準に従い、電子計算機及びプログラムを

用いて経営状況分析を行い、数値を算出すること。

二　経営状況分析申請書及び第十九条の四第一項各号に掲げる書類（以下「経営状況分析申請書等」という。）に記載された内容が、国

土交通大臣が定める各勘定科目間の関係、各勘定科目に計上された金額等に関する確認基準に該当する場合においては、国土交通大臣

が定める方法によりその内容を確認すること。

三　経営状況分析申請書等に記載された内容が、適正でないと認める場合においては、申請をした建設業者から理由を聴取し、又はその

補正を求めること。

四　経営状況分析申請書等に記載された内容（前号の規定により補正が行われた場合においては、当該補正後の内容）が、国土交通大臣

が定める各勘定科目間の関係、各勘定科目に計上された金額等に関する報告基準に該当する場合においては、国土交通大臣の定めると

ころにより、別記様式第二十五号の十七による報告書を国土交通大臣又は都道府県知事に提出すること。

五　登録経営状況分析機関が経営状況分析の申請を自ら行つた場合、申請に係る経営状況分析申請書等の作成に関与した場合その他の場

合であつて、経営状況分析の公正な実施に支障を及ぼすおそれがあるものとして国土交通大臣が定める場合においては、これらの申請

に係る経営状況分析を行わないこと。

六　第四号の報告書の提出については、当該報告書が電磁的記録で作成されている場合には、次に掲げる電磁的方法をもつて行うことが

できる。

イ　登録経営状況分析機関の使用に係る電子計算機と国土交通大臣又は都道府県知事の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、国土交通大臣又は都道府県知事の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

ロ　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

（経営状況分析規程の記載事項）

第二十一条の七　法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の十一第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとす

る。

一　経営状況分析を行う時間及び休日に関する事項

二　経営状況分析を行う事務所に関する事項

三　経営状況分析の実施に係る公示の方法に関する事項

四　経営状況分析の実施方法に関する事項

五　経営状況分析の業務に関する料金の額及び収納の方法に関する事項

六　経営状況分析に関する秘密の保持に関する事項

七　電子計算機その他設備の維持管理に関する事項

八　次条第三項の帳簿その他の経営状況分析に関する書類の管理に関する事項

九　その他経営状況分析の実施に関し必要な事項
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（帳簿）

第二十一条の八　法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の十七の経営状況分析に関し国土交通省令で定める事項は、次に掲

げるものとする。

一　経営状況分析を受けた建設業者の商号又は名称

二　経営状況分析を受けた建設業者の主たる営業所の所在地

三　経営状況分析を受けた建設業者の許可番号

四　経営状況分析を行つた年月日

五　経営状況分析の結果

２　前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ登録経営状況分析機関におい

て電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて法第二十七条の三十二にお

いて準用する法第二十六条の十七に規定する帳簿への記載に代えることができる。

３　登録経営状況分析機関は、法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の十七に規定する帳簿（前項の規定による記録が行わ

れた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）を、経営状況分析を行つた日から五年間保存しなければならない。

４　登録経営状況分析機関は、経営状況分析申請書等を経営状況分析を行つた日から三年間保存しなければならない。

（経営状況分析結果の報告）

第二十一条の九　登録経営状況分析機関は、経営状況分析を行つたときは、国土交通大臣の定める期日までに別記様式第二十五号の十八に

よる報告書を国土交通大臣に提出しなければならない。

２　前項の報告書の提出については、当該報告書が電磁的記録で作成されている場合には、次に掲げる電磁的方法をもつて行うことができ

る。

一　登録経営状況分析機関の使用に係る電子計算機と国土交通大臣の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織を使用する方法であつて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、国土交通大臣の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に当該情報が記録されるもの

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

（準用）

第二十一条の十　第十七条の五、第十七条の十三から第十七条の十五まで及び第十七条の十七の規定は登録経営状況分析機関について準用

する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。

第十七条の五 前条 第二十一条の五

　 法第二十六条の八第一項 法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の八第一項

第十七条の十三 法第二十六条の十二 法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の十二

第十七条の十三及び第十七条の

十七（見出しを含む。）

講習業務 経営状況分析の業務

第十七条の十四 法第二十六条の十三第二項第三号法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の十三第二項第三号

第十七条の十五第一項 法第二十六条の十三第二項第四号法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の十三第二項第四号

第十七条の十七 法第二十六条の十八第二項 法第二十七条の三十五第三項

　 前条第三項 第二十一条の八第三項

（建設業者団体）

第二十二条　法第二十七条の三十七に規定する国土交通省令で定める社団又は財団は、同条に規定する事業を行う社団又は財団のうち、そ

の事業が一の都道府県（指定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項に規定するものをいう。）

の存する道府県にあつては、指定都市）の区域の全域に及ぶもの及びこれらの区域の全域を超えるものとする。

（建設業者団体の届出）

第二十三条　建設業者団体は、その設立の日から三十日以内に、次の各号に掲げる事項を書面で、その事業が二以上の都道府県にわたるも

のにあつては国土交通大臣に、その他のものにあつてはその事務所の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。

一　目的

二　名称

三　設立年月日

四　法人の設立について認可を受けている場合においては、その年月日及び主務官庁の名称

五　事務所の所在地

六　役員又は代表者若しくは管理人の氏名及び住所

七　社団である場合においては、構成員の氏名（構成員が社団又は財団である場合においては、その名称及び役員又は代表者若しくは管

理人の氏名）

八　国土交通大臣又は都道府県知事の認可に係る法人以外の社団又は財団にあつては、定款若しくは寄附行為又は規約

２　建設業者団体は、前項各号に掲げる事項について変更があつたときは、遅滞なく、その旨を書面で国土交通大臣又は都道府県知事に届

け出なければならない。

３　国土交通大臣又は都道府県知事の認可に係る法人以外の社団又は財団である建設業者団体が解散した場合においては、当該建設業者団

体の役員又は代表者若しくは管理人であつた者は、解散の日から三十日以内に、その旨を書面で国土交通大臣又は都道府県知事に届け出

なければならない。

４　第一項の規定により国土交通大臣に届出をした建設業者団体は、同項に掲げる事項のほか、次の各号のいずれかに該当する場合には、

その内容を国土交通大臣に届け出ることができる。

一　建設工事の担い手の育成及び確保その他の施工技術の確保に関する取組を実施している場合（次号に該当する場合を除く。）

二　建設工事に従事する者の建設工事を適正に実施するために必要な知識及び技術又は技能の向上並びに処遇の改善に関する取組を支援

する事業を実施している場合

三　災害が発生した場合における当該災害を受けた地域の公共施設その他の施設の復旧工事の円滑かつ迅速な実施を図るために必要な措

置を講じている場合

５　国土交通大臣は、前項の届出があつた場合において、その内容が建設工事の適正な施工の確保及び建設業の健全な発達に特に資するも

のであり、かつ、法令に違反しないと認めるときは、当該取組が促進されるように必要な措置を講ずるものとする。
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（監督処分の公告）

第二十三条の二　法第二十九条の五第一項の規定による公告は、次に掲げる事項について、国土交通大臣にあつては官報で、都道府県知事

にあつては当該都道府県の公報又はウェブサイトへの掲載その他の適切な方法で行うものとする。

一　処分をした年月日

二　処分を受けた者の商号又は名称、主たる営業所の所在地及び代表者の氏名並びに当該処分を受けた者が建設業者であるときは、その

者の許可番号

三　処分の内容

四　処分の原因となつた事実

（建設業者監督処分簿）

第二十三条の三　法第二十九条の五第三項の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　処分を行つた者

二　処分を受けた建設業者の商号又は名称、主たる営業所の所在地、代表者の氏名、当該建設業者が許可を受けて営む建設業の種類及び

許可番号

三　処分の根拠となる法令の条項

四　処分の原因となつた事実

五　その他参考となる事項

２　建設業者監督処分簿は、法第二十九条の五第三項に規定する処分一件ごとに作成するものとし、その保存期間は、それぞれ当該処分の

日から五年間とする。

３　次項の場合を除き、建設業者監督処分簿の様式は、別記様式第二十六号によるものとする。

４　国土交通大臣又は都道府県知事は、建設業者監督処分簿を国土交通省又は都道府県の使用に係る電子計算機に備えられたファイルをも

つて調製することができる。

（証明書の様式）

第二十四条　法第三十一条第二項において準用する法第二十六条の二十一第二項に規定する証明書の様式は、別記様式第二十七号によるも

のとする。

（標識の記載事項及び様式）

第二十五条　法第四十条の規定により建設業者が掲げる標識の記載事項は、店舗にあつては第一号から第四号までに掲げる事項、建設工事

の現場にあつては第一号から第五号までに掲げる事項とする。

一　一般建設業又は特定建設業の別

二　許可年月日、許可番号及び許可を受けた建設業

三　商号又は名称

四　代表者の氏名

五　主任技術者又は監理技術者の氏名

２　法第四十条の規定により建設業者の掲げる標識は店舗にあつては別記様式第二十八号、建設工事の現場にあつては別記様式第二十九号

による。

（帳簿の記載事項等）

第二十六条　法第四十条の三の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　営業所の代表者の氏名及びその者が当該営業所の代表者となつた年月日

二　注文者と締結した建設工事の請負契約に関する次に掲げる事項

イ　請け負つた建設工事の名称及び工事現場の所在地

ロ　イの建設工事について注文者と請負契約を締結した年月日、当該注文者（その法定代理人を含む。）の商号、名称又は氏名及び住

所並びに当該注文者が建設業者であるときは、その者の許可番号

ハ　イの建設工事の完成を確認するための検査が完了した年月日及び当該建設工事の目的物の引渡しをした年月日

三　発注者（宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）第二条第三号に規定する宅地建物取引業者を除く。以下この号及び第

二十八条において同じ。）と締結した住宅を新築する建設工事の請負契約に関する次に掲げる事項

イ　当該住宅の床面積

ロ　当該住宅が特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律施行令（平成十九年政令第三百九十五号）第三条第一項の建設新築

住宅であるときは、同項の書面に記載された二以上の建設業者それぞれの建設
かし

瑕疵負担割合（同項に規定する建設
かし

瑕疵負担割合をい

う。以下この号において同じ。）の合計に対する当該建設業者の建設
かし

瑕疵負担割合の割合

ハ　当該住宅について、住宅
かし

瑕疵担保責任保険法人（特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成十九年法律第六十六

号）第十七条第一項に規定する住宅
かし

瑕疵担保責任保険法人をいう。）と住宅建設
かし

瑕疵担保責任保険契約（同法第二条第五項に規定す

る住宅建設
かし

瑕疵担保責任保険契約をいう。）を締結し、保険証券又はこれに代わるべき書面を発注者に交付しているときは、当該住

宅
かし

瑕疵担保責任保険法人の名称

四　下請負人と締結した建設工事の下請契約に関する次に掲げる事項

イ　下請負人に請け負わせた建設工事の名称及び工事現場の所在地

ロ　イの建設工事について下請負人と下請契約を締結した年月日、当該下請負人（その法定代理人を含む。）の商号又は名称及び住所

並びに当該下請負人が建設業者であるときは、その者の許可番号

ハ　イの建設工事の完成を確認するための検査を完了した年月日及び当該建設工事の目的物の引渡しを受けた年月日

ニ　ロの下請契約が法第二十四条の六第一項に規定する下請契約であるときは、当該下請契約に関する次に掲げる事項

（１）　支払つた下請代金の額、支払つた年月日及び支払手段

（２）　下請代金の全部又は一部の支払につき手形を交付したときは、その手形の金額、手形を交付した年月日及び手形の満期

（３）　下請代金の一部を支払つたときは、その後の下請代金の残額

（４）　遅延利息を支払つたときは、その遅延利息の額及び遅延利息を支払つた年月日

２　法第四十条の三に規定する帳簿には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　法第十九条第一項及び第二項の規定による書面又はその写し

二　前項第四号ロの下請契約が法第二十四条の六第一項に規定する下請契約であるときは、当該下請契約に関する同号ニ（１）に掲げる

事項を証する書面又はその写し
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三　前項第二号イの建設工事について施工体制台帳を作成しなければならないときは、当該施工体制台帳のうち次に掲げる事項が記載さ

れた部分（第十四条の五第一項の規定により次に掲げる事項の記載が省略されているときは、当該事項が記載された同項の書類を含

む。）

イ　主任技術者又は監理技術者の氏名及びその有する主任技術者資格又は監理技術者資格、監理技術者補佐を置くときは、その者の氏

名及びその者が有する監理技術者補佐資格並びに第十四条の二第一項第二号トに規定する者を置くときは、その者の氏名、その者が

管理をつかさどる建設工事の内容及びその者が有する主任技術者資格

ロ　当該建設工事の下請負人の商号又は名称及び当該下請負人が建設業者であるときは、その者の許可番号

ハ　ロの下請負人が請け負つた建設工事の内容及び工期

ニ　ロの下請負人が置いた主任技術者の氏名及びその有する主任技術者資格並びにロの下請負人が第十四条の二第一項第四号ヘに規定

する者を置くときは、その者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及びその有する主任技術者資格

３　第十四条の七に規定する時までの間は、前項第三号に掲げる書類を法第四十条の三に規定する帳簿に添付することを要しない。

４　第二項の規定により添付された書類に第一項各号に掲げる事項が記載されているときは、同項の規定にかかわらず、法第四十条の三に

規定する帳簿の当該事項を記載すべき箇所と当該書類との関係を明らかにして、当該事項の記載を省略することができる。

５　法第四十条の三の国土交通省令で定める図書は、発注者から直接建設工事を請け負つた建設業者（作成建設業者を除く。）にあつては

第一号及び第二号に掲げるもの又はその写し、作成建設業者にあつては第一号から第三号までに掲げるもの又はその写しとする。

一　建設工事の施工上の必要に応じて作成し、又は発注者から受領した完成図（建設工事の目的物の完成時の状況を表した図をいう。）

二　建設工事の施工上の必要に応じて作成した工事内容に関する発注者との打合せ記録（請負契約の当事者が相互に交付したものに限

る。）

三　施工体系図

６　第一項各号に掲げる事項が電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ当該営業所において電子計算

機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて法第四十条の三に規定する帳簿への記

載に代えることができる。

７　第二項各号に掲げる書類がスキャナにより読み取る方法その他これに類する方法により、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的

記録媒体に記録され、必要に応じ当該営業所において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されると

きは、当該記録をもつて同項各号に規定する添付書類に代えることができる。

８　第五項各号に掲げる図書が電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ当該営業所において電子計算

機その他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示されるときは、当該記録をもつて同項各号の図書に代えることができ

る。

（帳簿の記載方法等）

第二十七条　前条第一項各号に掲げる事項の記載（同条第六項の規定による記録を含む。次項において同じ。）及び同条第二項各号に掲げ

る書類の添付は、請け負つた建設工事ごとに、それぞれの事項又は書類に係る事実が生じ、又は明らかになつたとき（同条第一項第一号

に掲げる事項にあつては、当該建設工事を請け負つたとき）に、遅滞なく、当該事項又は書類について行わなければならない。

２　前条第一項各号に掲げる事項について変更があつたときは、遅滞なく、当該変更があつた年月日を付記して変更後の当該事項を記載し

なければならない。

（帳簿及び図書の保存期間）

第二十八条　法第四十条の三に規定する帳簿（第二十六条第六項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）

及び第二十六条第二項の規定により添付された書類の保存期間は、請け負つた建設工事ごとに、当該建設工事の目的物の引渡しをしたと

き（当該建設工事について注文者と締結した請負契約に基づく債権債務が消滅した場合にあつては、当該債権債務の消滅したとき）から

五年間（発注者と締結した住宅を新築する建設工事に係るものにあつては、十年間）とする。

２　第二十六条第五項に規定する図書（同条第八項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）の保存期間

は、請け負つた建設工事ごとに、当該建設工事の目的物の引渡しをしたときから十年間とする。

（証明書の様式）

第二十九条　法第四十一条の二第五項において準用する法第二十六条の二十一第二項に規定する証明書の様式は、別記様式第三十号による

ものとする。

（権限の委任）

第三十条　法、令及びこの省令に規定する国土交通大臣の権限のうち、次に掲げるもの以外のものは、建設業者、法第三条第一項の許可を

受けようとする者、譲受人、合併存続法人等、分割承継法人若しくは相続人の主たる営業所の所在地、法第七条第二号ハ、法第十五条第

二号ハ若しくは第七条第一号ハの認定若しくは法第二十七条第五項の合格証明書の交付を受けようとする者若しくは令第三十八条第一項

の規定により合格を取り消された者の住所地又は建設業者団体の主たる事務所の所在地を管轄する地方整備局長及び北海道開発局長に委

任する。ただし、法第十九条の六第二項から第四項まで（同項については、同条第二項の勧告に関する部分に限る。）、法第二十五条の二

十七第三項、法第二十七条の三十八、法第二十七条の三十九第二項、法第二十八条第一項、第三項及び第七項、法第二十九条、法第二十

九条の二第一項、法第二十九条の三第三項、法第二十九条の四、法第三十一条第一項、法第四十一条並びに法第四十一条の二（第五項を

除く。）並びに第二十三条第五項の規定に基づく権限については、国土交通大臣が自ら行うことを妨げない。

一　法第七条第二号ハの規定により認定すること（外国における学歴又は実務経験に関するものに限る。）。

二　法第十五条第二号イの規定により試験及び免許を定め、並びに同号ハの規定により認定すること（外国における学歴、資格又は実務

経験に関するものに限る。）。

三　中央建設工事紛争審査会に関する法第二十五条の二第二項並びに法第二十五条の五第一項及び第二項（法第二十五条の七第三項にお

いてこれらの規定を準用する場合を含む。）、法第二十五条の十並びに法第二十五条の二十五の規定による権限

四　登録講習実施機関及び登録経営状況分析機関に関する法第二十六条の七（法第二十六条の八第二項において準用する場合を含む。）、

法第二十六条の十から法第二十六条の十二まで（法第二十六条の十一第二項を除く。）並びに法第二十六条の十四から法第二十六条の

十六まで（法第二十七条の三十二においてこれらの規定を準用する場合を含む。）、法第二十六条の十八第一項、法第二十六条の二十、

法第二十六条の二十一第一項並びに法第二十六条の二十二（法第二十七条の三十二においてこれらの規定を準用する場合を含む。）、法

第二十七条の三十一第二項及び第三項（法第二十七条の三十二において準用する法第二十六条の八第二項において準用する場合を含

む。）並びに法第二十七条の三十五第一項及び第二項の規定による権限

五　法第二十七条第一項の規定により技術検定を行うこと。

六　指定試験機関及び指定資格者証交付機関に関する法第二十七条の二第一項及び第三項、法第二十七条の三、法第二十七条の四（法第

二十七条の十九第五項において準用する場合を含む。）、法第二十七条の五第一項、同条第二項（法第二十七条の六第三項において準用
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する場合を含む。）、法第二十七条の六第二項、法第二十七条の八（法第二十七条の十九第五項において準用する場合を含む。）、法第二

十七条の九、法第二十七条の十一、法第二十七条の十二第一項（法第二十七条の十九第五項において準用する場合を含む。）、法第二十

七条の十三から法第二十七条の十五まで（同条第三項を除く。）並びに法第二十七条の十七（法第二十七条の十九第五項においてこれ

らの規定を準用する場合を含む。）、法第二十七条の十九第一項、第三項及び第四項並びに法第二十七条の二十の規定による権限

七　法第二十七条の十八第一項の規定により監理技術者資格者証を交付すること。

八　法第二十七条の二十三第三項の規定により経営事項審査の項目及び基準を定めること。

九　法第二十九条の五第一項の規定により公告すること（国土交通大臣の処分に係るものに限る。）。

十　法第三十二条第二項において準用する同条第一項の規定により意見を聴くこと（国土交通大臣の処分に係るものに限る。）。

十一　法第三十五条第二項（法第三十七条第三項において準用する場合を含む。）の規定により任命すること。

十二　法第三十九条の三第一項の規定による諮問をすること。

十三　中央建設工事紛争審査会に関する令第十二条、令第十五条第四号並びに令第二十五条第二号及び第三号の規定による権限

十四　令第二十八条第二号の規定により認定すること。

十五　技術検定に関する令第三十六条、令第三十八条第一項及び令第三十九条第一項の規定による権限

十六　令令第四十二条第二号の規定により指定すること。

十七　第七条第一号ハの規定により認定すること（外国における経験に関するものに限る。）。

十八　登録技術試験実施機関及び登録経理試験実施機関に関する第七条の四第二項及び第七条の六第一項（第七条の七第二項（第十八条

の二十二において準用する場合を含む。）においてこれらの規定を準用する場合を含む。）、第七条の九から第七条の十一まで及び第七

条の十三から第七条の十五まで（第十八条の二十二においてこれらの規定を準用する場合を含む。）、第七条の十七及び第七条の十八

（第十八条の二十二においてこれらの規定を準用する場合を含む。）、第十八条の十九第二項並びに第十八条の二十第一項の規定による

権限

十九　登録講習実施機関及び登録経営状況分析機関に関する第十七条の四（第十七条の五（第二十一条の十において準用する場合を含

む。）において準用する場合を含む。）、第十七条の十三及び第十七条の十七（第二十一条の十においてこれらの規定を準用する場合を

含む。）、第十七条の十八第一項、第二十一条の六第二号並びに第二十一条の九第一項の規定による権限

二十　指定試験機関及び指定資格者証交付機関に関する第十七条の二十二第一項、第十七条の二十三（第十七条の四十四において準用す

る場合を含む。）、第十七条の二十四第一項、第十七条の二十六、第十七条の二十八（第十七条の四十四において準用する場合を含む。）

、第十七条の二十九、第十七条の三十一第一項、第十七条の三十二及び第十七条の三十三（第十七条の四十四においてこれらの規定を

準用する場合を含む。）、第十七条の四十第一項、第十七条の四十二並びに第十七条の四十三の規定による権限

二十一　資格者証に関する第十七条の三十四第一項及び第三項（第十七条の三十六第四項、第十七条の三十七第三項及び第十七条の三十

八第二項において準用する場合を含む。）、第十七条の三十五第三項、第十七条の三十六第一項及び第三項並びに第十七条の三十七第一

項及び第四項の規定による権限

二十二　登録基幹技能者講習機関及び登録経理講習実施機関に関する第十八条の四第二項、第十八条の六第一項、第十八条の九から第十

八条の十一まで（第十九条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）、第十八条の十三から第十八条の十五まで（第十九条におい

てこれらの規定を準用する場合を含む。）、第十八条の十七及び第十八条の十八（第十九条においてこれらの規定を準用する場合を含

む。）、第十八条の二十三第二項並びに第十八条の二十四の規定による権限

二十三　別記様式第十五号及び第十六号の規定により勘定科目の分類を定めること。

二十四　別記様式第二十五号の十一及び第二十五号の十四の規定により認定すること。

２　法第三十一条第一項及び法第四十一条の規定に基づく権限で建設業者の従たる営業所その他営業に関係のある場所（以下「従たる営業

所等」という。）に関するものについては、前項に規定する地方整備局長及び北海道開発局長のほか、当該従たる営業所等の所在地を管

轄する地方整備局長及び北海道開発局長も当該権限を行うことができる。

附　則

この省令は、建設業法施行の日から施行する。

附　則　（昭和二六年二月六日建設省令第二号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。但し、第六条及び別記様式第二号中添附書類（ホ）及び（ヘ）の改正規定は、昭和二十六年七月

一日から施行する。

附　則　（昭和二六年七月二一日建設省令第二二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二七年四月二五日建設省令第一三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二八年八月一七日建設省令第一九号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三一年八月二九日建設省令第二八号）

この省令は、昭和三十一年八月三十日から施行する。

附　則　（昭和三六年一〇月三一日建設省令第二九号）　抄

１　この省令は、昭和三十六年十二月一日から施行する。

附　則　（昭和三七年二月九日建設省令第二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三九年九月一〇日建設省令第二三号）　抄

１　この省令は、昭和三十九年十二月一日から施行する。

附　則　（昭和四二年八月一日建設省令第二〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四七年一月一八日建設省令第一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、建設業法の一部を改正する法律（昭和四十六年法律第三十一号）の施行の日（昭和四十七年四月一日）から施行する。

（経過措置）

２　建設業法の一部を改正する法律（昭和四十六年法律第三十一号）附則第六項の規定により建設業法の許可を申請する場合においては、

別記様式第一号中「申請時においてすでに許可を受けている建設業」とあるのは「申請時の登録」と、「／建設大臣／知事／許可（　　）

第　　号／工事業昭和年月日許可／」とあるのは「／建設大臣／知事／登録第　　号／昭和　年　月　日登録／」とし、別記様式第二十
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号中「許可申請直前の過去３年間で許可を受けて継続して営業した期間」とあるのは「許可申請直前の過去３年間で許可又は登録を受け

て継続して営業した期間」とするものとする。

附　則　（昭和五〇年四月二五日建設省令第一一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五四年三月三〇日建設省令第五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五六年九月二八日建設省令第一二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、附則第二条から第二十条までの規定は、昭和五十六年十月一日から施行する。

附　則　（昭和五七年九月二〇日建設省令第一二号）

（施行期日）

１　この省令は、昭和五十七年十月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に到来した最終の決算期に作成された貸借対照表に記載されている商法等の一部を改正する法律（昭和五十六年法律

第七十四号。以下「改正法」という。）による改正前の商法第二百八十七条ノ二に規定する引当金で改正法による改正後の同条の規定に

より引当金として計上することができないものは、取り崩したものを除き、この省令の施行後最初に到来する決算期に作成すべき貸借対

照表においては、資本の部中剰余金の部にその目的のための任意積立金として記載しなければならない。

附　則　（昭和五八年一二月一〇日建設省令第一八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五九年四月二七日建設省令第六号）

この省令は、昭和五十九年十月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年六月一日建設省令第一〇号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行の日の前日までに決算期の到来した営業年度に係る貸借対照表及び損益計算書の様式については、なお従前の例による

ことができる。

附　則　（昭和六二年一月二八日建設省令第一号）

１　この省令は、昭和六十二年四月一日から施行する。

２　改正後の第三条第三項及び第十三条第三項の規定は、この省令の施行の際現に建設業の許可を受けている者でこの省令の施行後初めて

当該建設業の許可の更新を申請するものについては、適用しない。

３　改正後の第四条第二項及び第三項の規定は、この省令の施行後初めて許可を申請する者については、適用しない。

４　この省令の施行の際現に提出されている許可申請書の添付書類並びに許可申請書及びその添付書類の様式は、なお従前の例による。

附　則　（昭和六三年六月六日建設省令第一〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六三年一一月三〇日建設省令第二四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成元年三月二七日建設省令第三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成元年四月一日建設省令第九号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行の日の前日までに決算期の到来した営業年度に係る貸借対照表及び損益計算書の様式については、なお従前の例による

ことができる。

附　則　（平成三年六月二〇日建設省令第一一号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の日の前日までに決算期の到来した営業年度に係る利益処分に関する書類の様式については、なお従前の例によること

ができる。

附　則　（平成五年四月二六日建設省令第五号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　別記様式第二十二号の三による変更届出書の様式については、平成五年六月三十日までの間は、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成六年二月二三日建設省令第四号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正前の建設業法施行規則、建築士法施行規則、建築動態統計調査規則、建設機械抵当法施行規則、河川法施行規則、

道の区域内の建設大臣が管理する河川に係る流水占用料等に関する省令、都市再開発法施行規則、浄化槽設備士に関する省令、浄化槽工

事業に係る登録等に関する省令、浄化槽の型式の認定に関する省令及び建設省関係研究交流促進法施行規則に規定する様式による書面

は、平成六年三月三十一日までの間は、これを使用することができる。

附　則　（平成六年六月八日建設省令第一六号）

この省令は、公布の日から施行する。ただし、第十八条及び第十九条の九の改正規定は、平成七年一月十五日から施行する。

附　則　（平成六年九月二九日建設省令第二八号）

この省令は、公布の日から施行する。ただし、別記様式第十五号の改正規定は、平成六年十月一日から施行する。

附　則　（平成六年一二月一六日建設省令第三三号）

（施行期日）

１　この省令は、建設業法の一部を改正する法律の施行の日（平成六年十二月二十八日）から施行する。ただし、第十七条の十五から第十

七条の十七まで及び第十七条の十九の改正規定、第十七条の二十四を第十七条の二十五とし、第十七条の二十から第十七条の二十三まで
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を一条ずつ繰り下げ、第十七条の十九の次に一条を加える改正規定、別表を削る改正規定並びに別記様式第二十五号の二から別記様式第

二十五号の六までの改正規定は、平成七年六月二十九日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に注文者と締結した建設工事の請負契約又はこの省令の施行前に下請負人と締結した建設工事の下請契約に関する事

項については、建設業法第四十条の三の規定は、適用しない。

３　平成七年十二月三十一日までの間に注文者と締結した建設工事の請負契約又は同日までの間に下請負人と締結した建設工事の下請契約

に関する事項については、この省令による改正後の第二十六条の規定にかかわらず、同条第一項第二号ハ及び第三号ハに掲げる事項の記

載並びに同条第二項に規定する書類の添付を省略することができる。

４　この省令の施行の際現に提出されている許可申請書の添付書類並びに附則第一項ただし書に規定する改正規定の施行の際現に提出され

ている資格者証交付申請書、資格者証変更届出書、資格者証再交付申請書及び経営事項審査申請書並びにこれらの書類（経営事項審査申

請書を除く。）により行われた申請に対して交付する資格者証の様式は、なお従前の例による。

附　則　（平成七年六月一三日建設省令第一六号）

（施行期日）

１　この省令は、平成七年六月二十九日から施行する。ただし、第一条、第四条第二項、第十条第二項及び第三項、第十三条第一項、別記

様式第七号及び別記様式第八号（１）の改正規定、別記様式第八号（２）を削る改正規定、別記様式第八号（３）の改正規定、同様式を

別記様式第八号（２）とする改正規定並びに別記様式第九号から別記様式第十一号の二まで、別記様式第二十二号の三及び別記様式第二

十二号の四の改正規定並びに次項及び附則第三項の規定は、平成八年六月二十九日から施行する。

（経過措置）

２　前項ただし書に規定する改正規定の施行後初めて特定建設業の許可（その更新を除く。）を申請する者で当該申請に係る建設業以外の

建設業の特定建設業の許可を受けているもの又は当該改正規定の施行後初めて特定建設業の許可の更新を申請する者は、改正後の建設業

法施行規則（以下「新規則」という。）第十三条第一項において準用する新規則第四条第二項及び第三項の規定にかかわらず、建設業法

第十五条第二号ロに該当する者及び同号ハの規定により建設大臣が同号ロに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者に係る

新規則第十三条第一項において準用する新規則第四条第一項第二号に掲げる書類を提出しなければならない。ただし、当該改正規定の施

行後同条又はこの項本文の定めるところにより既に当該書類を提出した者については、この限りでない。

３　附則第一項ただし書に規定する改正規定の施行の際現に提出されている許可申請書の添付書類及びその様式は、なお従前の例による。

４　この省令の施行前に特定建設業者が発注者と締結した請負契約に係る建設工事については、建設業法第二十四条の七の規定は、適用し

ない。

５　平成七年十二月三十一日までの間に注文者と締結した建設工事の請負契約又は同日までの間に下請負人と締結した建設工事の下請契約

に関する事項については、新規則第二十六条の規定にかかわらず、同条第一項第三号ニに掲げる事項の記載及び同条第二項各号に掲げる

書類の添付を省略することができる。

附　則　（平成八年七月二五日建設省令第一〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成九年三月二六日建設省令第四号）

（施行期日）

１　この省令は、平成九年四月一日から施行する。ただし、第十八条の改正規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の日の前日までに決算期の到来した営業年度に係る別記様式第十五号及び第十八号の書類の様式については、なお従前

の例によることができる。

附　則　（平成九年一二月五日建設省令第二一号）

この省令は、平成十年二月二日から施行する。

附　則　（平成一〇年六月一八日建設省令第二七号）

１　この省令は、平成十年七月一日から施行する。

２　この省令の施行の日の前日までに決算期の到来した営業年度に係る工事経歴書、貸借対照表及び損益計算書の様式については、なお従

前の例によることができる。

３　この省令の施行の日の前日までに決算期の到来した営業年度については、建設業者は、附属明細表を添付又は提出することを要しな

い。

４　この省令の施行の日以後経営事項審査の申請をする者であつて、法第六条第一項又は第十一条第二項（法第十七条において準用する場

合を含む。）の規定により、経営事項審査の申請をする日の属する営業年度の開始の日の直前一年間についての別記様式第二号による工

事経歴書（この省令の施行の日の前日までに決算期の到来した営業年度に係るものに限る。）を国土交通大臣又は都道府県知事に既に提

出しているものは、第十九条の三第一項の規定にかかわらず、同項第一号に掲げる書面の提出を省略することができる。

附　則　（平成一〇年九月三〇日建設省令第三六号）

この省令は、平成十年十月一日から施行する。

附　則　（平成一一年三月三〇日建設省令第五号）

１　この省令中、第一条の規定は平成十一年三月三十一日から、第二条の規定は平成十一年四月一日から、第三条の規定は平成十一年七月

一日から施行する。

２　第一条の規定による改正後の建設業法施行規則別記様式第十五号及び第十六号は、平成十一年三月三十一日以後に決算期の到来した営

業年度に係る貸借対照表及び損益計算書について適用し、同日前に決算期の到来した営業年度に係るものについては、なお従前の例によ

る。

３　第二条の規定による改正後の建設業法施行規則別記様式第十五号及び第十六号は、平成十一年四月一日以後に開始した営業年度に係る

決算期に関して作成すべき貸借対照表、損益計算書及び完成工事原価報告書について適用し、同日前に開始した営業年度に係る決算期に

関して作成すべきものについては、なお従前の例による。ただし、平成十一年一月一日以後に決算期の到来した営業年度に係る貸借対照

表、損益計算書及び完成工事原価報告書について適用することができる。

４　第二条の規定による改正後の建設業法施行規則別記様式第十五号及び第十六号を適用して貸借対照表、損益計算書及び完成工事原価報

告書を作成する最初の営業年度においては、当該営業年度よりも前の営業年度に係る法人税等（法人税、住民税及び利益に関連する金額

を課税標準として課される事業税をいう。次項において同じ。）の調整額は、前期繰越利益又は前期繰越損失の調整項目として処理する

ものとする。

41



５　第二条の規定による改正後の建設業法施行規則別記様式第十五号及び第十六号を適用して貸借対照表、損益計算書及び完成工事原価報

告書を作成する最初の営業年度の期間中において法人税等の税率が変更された場合には、当該営業年度の期首及び期末における繰延税金

資産、長期繰延税金資産、繰延税金負債及び長期繰延税金負債は、変更後の法人税等の税率により計算するものとする。

附　則　（平成一一年七月一日建設省令第三七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年一月三一日建設省令第一〇号）

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年一一月二〇日建設省令第四一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一二年一二月四日建設省令第四六号）

この省令は、平成十三年一月四日から施行する。

附　則　（平成一三年三月二六日国土交通省令第四二号）

この省令は、書面の交付等に関する情報通信の技術の利用のための関係法律の整備に関する法律の施行の日（平成十三年四月一日）か

ら施行する。

附　則　（平成一三年三月三〇日国土交通省令第七二号）

この省令は、平成十三年四月一日から施行する。

附　則　（平成一三年三月三〇日国土交通省令第七六号）

１　この省令は、平成十三年十月一日から施行する。

２　この省令の施行前に特定建設業者が発注者と締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例による。

附　則　（平成一三年三月三〇日国土交通省令第七七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一三年一一月三〇日国土交通省令第一四二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一四年三月二九日国土交通省令第三一号）

この省令は、平成十四年四月一日から施行する。

附　則　（平成一四年三月二九日国土交通省令第三二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一四年六月二八日国土交通省令第八一号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令による改正後の建設業法施行規則別記様式第十五号及び第十七号は、平成十五年三月三十一日以後に決算期の到来した営業年

度に係る貸借対照表及び利益処分に関する書類について適用し、同日前に決算期の到来した営業年度に係るものについては、なお従前の

例による。ただし、施行日前に開始する事業年度に係る貸借対照表及び利益処分に関する書類のうち、施行日以後に終了する事業年度に

係るものについては、改正後の建設業法施行規則を適用して作成することができる。

附　則　（平成一四年八月二日国土交通省令第九三号）

この省令は、住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行の日（平成十四年八月五日）から施行する。

附　則　（平成一四年一〇月一日国土交通省令第一〇六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年二月二〇日国土交通省令第一四号）

この省令は、平成十五年三月一日から施行する。

附　則　（平成一五年三月二〇日国土交通省令第二六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年五月一三日国土交通省令第六五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年五月二九日国土交通省令第七一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年七月二五日国土交通省令第八六号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令による改正後の建設業法施行規則別記様式第三号及び第十五号から第十九号までは、平成十六年三月三十一日以後に決算期の

到来した事業年度に係る書類について適用し、同日前に決算期の到来した事業年度に係るものについては、なお従前の例による。ただ

し、施行日以後に決算期の到来した事業年度に係るものについては、改正後の建設業法施行規則を適用して作成することができる。

３　建設業法施行規則別記様式第二十五号の六から第二十五号の八までは、平成十五年九月三十日までの間は、なお従前の例によることが

できる。

附　則　（平成一五年一〇月一日国土交通省令第一〇九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年一〇月六日国土交通省令第一一〇号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　経営事項審査申請書の様式については、この省令による改正後の建設業法施行規則別記様式第二十五号の六別紙二の様式にかかわら

ず、平成十五年十月三十一日までの間は、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成一六年一月二九日国土交通省令第一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十六年三月一日から施行する。

（建設業法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　第二条の規定の施行の際現に法第二条の規定による改正前の建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二十七条の二十四第一項の指

定を受けている指定経営状況分析機関に対して経営状況分析を申請する場合にあつては、第十九条の四第一項第一号から第三号までに掲
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げる書類のうち、既に当該指定経営状況分析機関に対して提出され、かつ、その内容に変更がないものについては、同項の規定にかかわ

らず、その添付を省略することができる。

附　則　（平成一六年三月一六日国土交通省令第一七号）

１　この省令は、平成十六年四月一日から施行する。

２　この省令による改正後の建設業法施行規則、測量法施行規則、公共工事の前払金保証事業に関する法律施行規則、宅地建物取引業法施

行規則、自動車道事業会計規則、積立式宅地建物販売業法施行規則、港湾運送事業会計規則及び東京湾横断道路事業会計規則の規定は、

平成十六年三月三十一日以後に終了する事業年度に係る会計の整理又は書類について適用し、同日前に終了した事業年度に係るものにつ

いては、なお従前の例による。

附　則　（平成一六年三月三一日国土交通省令第三四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一六年四月九日国土交通省令第五六号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正後の建設業法施行規則（以下「新規則」という。）別記様式第一号から第二十二号の二まで並びに新規則第十条の

二の届出書及び新規則第十条の三の廃業届の様式については、平成十六年六月三十日までの間は、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成一六年六月三〇日国土交通省令第七四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、独立行政法人中小企業基盤整備機構の成立の時から施行する。

附　則　（平成一六年一二月一五日国土交通省令第一〇三号）

（施行期日）

１　この省令は、平成十六年十二月十七日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正後の建設業法施行規則別記様式第二十五号の三、第二十五号の四、第二十五号の六、第二十五号の七、第二十五号

の九及び第二十五号の十四については、平成十七年三月三十一日までの間は、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成一七年三月七日国土交通省令第一二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一七年三月二八日国土交通省令第二一号）

この省令は、民法の一部を改正する法律の施行の日（平成十七年四月一日）から施行する。

附　則　（平成一七年六月一日国土交通省令第六六号）　抄

この省令は、法の施行の日（平成十七年十月一日）から施行する。

附　則　（平成一七年九月二一日国土交通省令第九〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一七年九月三〇日国土交通省令第九九号）

この省令は、平成十七年十月一日から施行する。

附　則　（平成一七年一二月一六日国土交通省令第一一三号）

この省令は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、第十八条の二の次に五条を加える改正規定（第十八条の三第一項第五号に係

る部分に限る。）、別記様式第二十五号の十一別紙三の改正規定及び別記様式第二十五号の十二の改正規定は、平成十八年五月一日から施

行する。

附　則　（平成一八年四月二八日国土交通省令第六〇号）

（施行期日）

１　この省令は、会社法の施行の日（平成十八年五月一日）から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式又は書式による申請書その他の文書は、この省令による改正後のそれぞれの

様式又は書式にかかわらず、当分の間、なおこれを使用することができる。

３　この省令の施行前にこの省令による改正前のそれぞれの省令の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この省令による改

正後のそれぞれの省令の規定に相当の規定があるものは、これらの規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。

附　則　（平成一八年七月七日国土交通省令第七六号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令による改正後の建設業法施行規則の規定は、平成十八年五月一日以後に決算期の到来した事業年度に係る書類について適用す

る。ただし、平成十九年三月三十一日までに決算期の到来した事業年度に係るものについては、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成一九年三月三〇日国土交通省令第二七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

（助教授の在職に関する経過措置）

２　この省令の規定による改正後の次に掲げる省令の規定の適用については、この省令の施行前における助教授としての在職は、准教授と

しての在職とみなす。

一　略

二　建設業法施行規則第七条の六、第七条の二十及び第十八条の五

附　則　（平成一九年六月一九日国土交通省令第六七号）

この省令は、建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十九年六月二十日）から施行す

る。

附　則　（平成二〇年一月三一日国土交通省令第三号）

１　この省令は、平成二十年四月一日から施行する。
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２　この省令による改正後の建設業法施行規則別記様式第十五号から別記様式第十七号の三までは、平成十八年九月一日以後に決算期の到

来した事業年度に係る書類について適用する。ただし、平成二十年三月三十一日までに決算期の到来した事業年度に係るものについて

は、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成二〇年三月二四日国土交通省令第一〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（平成二十年四月一日）から施行する。ただし、第二章、第三章及び第四十二条第一項並びに附則第三

条及び附則第四条の規定は、法附則第一条ただし書に規定する規定の施行の日（平成二十一年十月一日）から施行する。

附　則　（平成二〇年九月三〇日国土交通省令第八〇号）

この省令は、平成二十年十月一日から施行する。

附　則　（平成二〇年一〇月八日国土交通省令第八四号）

この省令は、平成二十年十一月二十八日から施行する。ただし、別記様式第一号の改正規定、別記様式第三号の改正規定、別記様式第

四号の改正規定、別記様式第六号から別記様式第十一号の二の改正規定、別記様式第十三号の改正規定、別記様式第十七号の二記載要領

３及び６の改正規定、別記様式第十七号の三記載要領第２の４の改正規定、別記様式第二十号の改正規定、別記様式第二十二号の二から

別記様式第二十二号の四の改正規定、別記様式第二十五号の二備考１の改正規定、別記様式第二十五号の四の改正規定、別記様式第二十

五号の六の改正規定、別記様式第二十五号の八記載要領１から３まで、５から１０まで及び１３から２１までの改正規定、別記様式第二

十五号の十一の改正規定、別記様式第二十五号の十三備考１の改正規定、並びに別記様式第二十五号の十四の改正規定は、平成二十一年

四月一日から施行する。

附　則　（平成二〇年一二月一日国土交通省令第九七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年四月一日国土交通省令第三〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年七月七日国土交通省令第四五号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二二年二月三日国土交通省令第二号）

（施行期日）

１　この省令は、平成二十二年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正後の建設業法施行規則別記様式第十七号の二は、平成二十一年四月一日以後に開始した営業年度に係る決算期に関

して作成すべき注記表について適用し、同日前に開始した営業年度に係る決算期に関して作成すべきものについては、なお従前の例によ

ることができる。

附　則　（平成二二年一〇月一五日国土交通省令第五一号）

この省令は、平成二十三年四月一日から施行する。ただし、第二十一条の六の改正規定、第二十一条の九の改正規定、別記様式第二十

五号の十四の改正規定及び別記様式第二十五号の十四の次に一様式を加える改正規定は、平成二十三年一月一日から施行する。

附　則　（平成二三年一二月二七日国土交通省令第一〇六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二四年三月二三日国土交通省令第二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（平成二十四年七月一日）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。

一　略

二　第九条、第十条、第十一条第一項、第十二条第一項、第十三条第一項、第十四条から第十九条まで及び第二十条（法第二十八条第一

項の規定に基づく立入検査に係る部分に限る。）の規定並びに次条から附則第八条まで及び附則第十一条の規定（建設業法施行規則（昭

和二十四年建設省令第十四号）第十八条の改正規定中「消防団員等公務災害補償等共済基金」の下に「、新関西国際空港株式会社」を

加える部分に限る。）　法附則第一条第二号に掲げる規定の日（平成二十四年四月一日）

附　則　（平成二四年三月三〇日国土交通省令第三三号）

この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。

附　則　（平成二四年三月三〇日国土交通省令第三四号）

この省令は、民法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十四年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二四年五月一日国土交通省令第五二号）

１　この省令は、平成二十四年十一月一日から施行する。ただし、別記様式第二十五号の十一の改正規定及び別記様式第二十五号の十二の

改正規定は、平成二十四年七月一日から施行する。

２　この省令の施行前に特定建設業者が発注者と締結した請負契約に係る建設工事については、この省令による改正後の第十四条の二第一

項及び第十四条の四第一項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附　則　（平成二四年一〇月一日国土交通省令第八一号）

この省令は、平成二十四年十月一日から施行する。ただし、第十七条の十五第三項及び第十七条の十六の改正規定は、公布の日から施

行する。

附　則　（平成二五年二月一三日国土交通省令第四号）

（施行期日）

１　この省令は、平成二十五年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正後の建設業法施行規則の規定は、平成二十四年四月一日以後に開始した事業年度に係る決算期に関して作成すべき

株主資本等変動計算書及び注記表について適用し、同日前に開始した事業年度に係る決算期に関して作成すべき株主資本等変動計算書及

び注記表については、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成二五年九月一三日国土交通省令第七六号）
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この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第一条第一号に掲げる

規定の施行の日（平成二十五年九月十四日）から施行する。

附　則　（平成二六年一〇月三一日国土交通省令第八五号）

この省令は、建設業法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二六年一二月二四日国土交通省令第九四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二七年二月一〇日国土交通省令第八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築士法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年六月二十五日。以下「施行日」という。）から施行する。

附　則　（平成二七年三月三一日国土交通省令第一九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）の施行の日（平成二十七年四月一日）から施

行する。

附　則　（平成二七年一二月九日国土交通省令第八二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、第三条、第八条、第十七条、第二十四条及び第二十五条の規定は、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号。以下「番号利用法」という。）附則第一条第

四号に掲げる規定の施行の日（平成二十八年一月一日）から施行する。

（建設業法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　当分の間、第二十四条及び第二十五条の規定による改正後の建設業法施行規則第七条の二第二項、第十七条の四第二項、第十七条

の二十九第三項、第十七条の三十一第三項及び第二十一条の五第二項の規定の適用については、同令第七条の二第二項中「のうち住民票

コード（同法第七条第十三号に規定する住民票コードをいう。以下同じ。）以外のものについて」とあるのは「について」と、同令第十

七条の四第二項、第十七条の二十九第三項、第十七条の三十一第三項及び第二十一条の五第二項中「のうち住民票コード以外のものにつ

いて」とあるのは「について」とする。

附　則　（平成二七年一二月一六日国土交通省令第八三号）

（施行期日）

第一条　この省令は、建設業法等の一部を改正する法律（平成二十六年法律第五十五号）附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日から施

行する。

（経過措置）

第二条　平成二十七年度までに実施された建設業法第二十七条第一項の規定による技術検定のうち検定種目を一級の土木施工管理若しくは

二級の土木施工管理（種別を「土木」とするものに限る。）又は一級の建築施工管理若しくは二級の建築施工管理（種別を「建築」又は

「躯体」とするものに限る。）とするものに合格した者についての改正後の第七条の三の規定の適用については、同条第二号の表解体工事

業の項第一号中「合格した者」とあるのは、「合格した者であつて、解体工事に関し必要な知識及び技術又は技能に関する講習であつて

国土交通大臣の登録を受けたものを修了したもの又は当該技術検定に合格した後解体工事に関し一年以上実務の経験を有するもの」とす

る。

２　前項の規定により読み替えて適用される建設業法施行規則第七条の三第二号の表解体工事業の項第一号の登録については、建設業法施

行規則第十八条の四から第十八条の十八まで（第十八条の四第二項第五号、第十八条の六第二項第五号及び第十八条の八第七号を除く。）

の規定を準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。

第十八条の

四第一項

前条第二項第二号の登録 建設業法施行規則の一部を改正する省令（平成二十七年国土交通省令

第八十三号。以下「改正規則」という。）附則第二条第一項の規定に

より読み替えて適用される第七条の三第二号の表解体工事業の項第一

号の登録

登録基幹技能者講習の 解体工事に関し必要な知識及び技術又は技能に関する講習であつて国

土交通大臣の登録を受けたもの（以下「登録解体工事講習」という。）

の

第十八条の

四第一項、

第二項第二

号及び第三

号並びに第

三項第三号

及び第五号、

第十八条の

五第三号、

第十八条の

六第二項第

二号から第

四号まで、

第十八条の

八（見出し

を含む。）、

第十八条の

十、第十八

の十一（見

出しを含む

。）、第十八

登録基幹技能者講習事務 登録解体工事講習事務
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条の十四、

第十八条の

十五、第十

八条の十六

第三項、第

十八条の十

七並びに第

十八条の十

八第四号

第十八条の

四第二項

前条第二項第二号の登録 改正規則附則第二条第一項の規定により読み替えて適用される第七条

の三第二号の表解体工事業の項第一号の登録

第十八条の

四第二項及

び第三項第

六号

登録基幹技能者講習事務申請者 登録解体工事講習事務申請者

第十八条の

四第二項第

四号及び第

三項第四号

並びに第十

八条の十第

六号

登録基幹技能者講習委員 登録解体工事講習委員

第十八条の

四第二項第

四号

第十八条の六第一項第二号に規定する合議制の機関を構

成する者

改正規則附則第二条第二項の規定により読み替えて準用する第十八条

の六第一項第二号に規定する講師として登録解体工事講習事務に従事

する者

第十八条の

五、第十八

条の六第二

項、第十八

条の七第一

項、第十八

条の十五第

六号及び第

十八条の十

八第一号

第十八条の三第二項第二号の登録 改正規則附則第二条第一項の規定により読み替えて適用される第七条

の三第二号の表解体工事業の項第一号の登録

第十八条の

六第一項

二　次のいずれかに該当する者を二名以上含む五名以上

の者によつて構成される合議制の機関により試験問題の

作成及び合否判定が行われるものであること。

イ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国

の学校において登録基幹技能者講習の種目に関する科目

を担当する教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこ

れらの職にあつた者又は登録基幹技能者講習の種目に関

する科目の研究により博士の学位を授与された者

ロ　国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有

すると認める者

二　次のいずれかに該当する者が講師として登録解体工事講習事務に

従事するものであること。

イ　解体工事の監理技術者となつた経験を有する者

ロ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校におい

て土木工学、建築工学その他登録解体工事講習に関する科目を担当す

る教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又

は登録解体工事講習に関する科目の研究により博士の学位を授与され

た者

ハ　国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有すると

認める者

第十八条の

六第二項

登録基幹技能者講習登録簿 登録解体工事講習登録簿

第十八条の

六第二項第

二号及び第

十八条の八

から第十八

条の十七ま

で

登録基幹技能者講習実施機関 登録解体工事講習実施機関

第十八条の

八

三　講義は、次の表の上欄に掲げる科目に応じ、それぞ

れ同表の下欄に掲げる内容について、合計十時間以上行

うこと。

三　講義は、次の表の上欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の下欄

に掲げる内容について、合計三・五時間以上行うこと。

科目 内容 科目 内容

基幹技能一般知

識に関する科目

工事現場における

基幹的な役割及び

当該役割を担うた

めに必要な技能に

関する事項

解体工事の関係法

令に関する科目

廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和四

十五年法律第百三十七

号）、建設工事に係る

資材の再資源化等に関

する法律（平成十二年

法律第百四号）その他

関係法令に関する事項

基幹技能関係法

令に関する科目

労働安全衛生法そ
の他関係法令に関
する事項
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解体工事の工法に

関する科目

木造、鉄筋コンクリー

ト造その他の構造に応

じた解体工事の施工方

法に関する事項

建設工事の施工

管理、工程管理

、資材管理その

他の技術上の管

理に関する科目

イ　施工管理に関

する事項

ロ　工程管理に関

する事項

ハ　資材管理に関

する事項

ニ　原価管理に関

する事項

ホ　品質管理に関

する事項

ヘ　安全管理に関

する事項

解体工事の実務に

関する科目

解体工事の作業の特性

等の実務に関する事項

六　試験は、第三号の表の上欄に掲げる科目に応じ、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる内容について、一時間以上行

うこと。

六　試験は、受講者が講義の内容を十分に理解しているかどうか的確

に把握できるものであること。

第十八条の

八第八号

別記様式第三十号 改正規則附則様式

第十八条の

八第八号、

第十八条の

十第九号及

び第十八条

の十六第一

項第四号

登録基幹技能者講習修了証 登録解体工事講習修了証

第十八条の

十第三号

登録基幹技能者講習の 登録解体工事講習の

第十八条の

十第四号及

び第五号、

第十八条の

十三並びに

第十八条の

十六第四項

第一号及び

第二号

登録基幹技能者講習 登録解体工事講習

第十八条の

十第七号

登録基幹技能者講習試験の問題の作成及び合否判定の方

法に関する事項

登録解体工事講習に用いる教材の作成に関する事項

第十八条の

十第八号

終了した登録基幹技能者講習試験の問題及び合格基準の

公表に関する事項

試験の方法に関する事項

第十八条の

十二第二項

及び第十八

条の十六第

四項

登録基幹技能者講習を 登録解体工事講習を

第十八条の

十三

登録基幹技能者講習が 登録解体工事講習が

第十八条の

十六第一項

登録基幹技能者講習に 登録解体工事講習に

第十八条の

十六第一項

第三号

受講者の受講番号、氏名、生年月日及び合否の別 受講者の受講番号、氏名及び生年月日

第三条　技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門又は総合技術監理部門

（選択科目を建設部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者についての改正後の第七条の三の規定の適用については、

当面の間、同条第二号の表解体工事業の項第二号中「合格した者」とあるのは、「合格した者であつて、解体工事に関し必要な知識及び

技術又は技能に関する講習であつて国土交通大臣の登録を受けたものを修了したもの又は当該第二次試験に合格した後解体工事に関し一

年以上実務の経験を有するもの」とする。

２　前項の規定により読み替えて適用される建設業法施行規則第七条の三第二号の表解体工事業の項第二号の登録については、前条第二項

の表の規定により読み替えられた建設業法施行規則第十八条の四から第十八条の十八まで（第十八条の八第七号を除く。）の規定を準用

する。

第四条　この省令の施行の際現にとび・土工工事業に関し建設業法施行規則第七条の三第一号及び第二号に掲げる者は、令和三年六月三十

日までの間に限り、解体工事業に関し改正後の建設業法施行規則第七条の三に規定する法第七条第二号ハの規定により、同号イ又はロに

掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものとして国土交通大臣が認定する者とみなす。

附則様式
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附則様式 

 

登 録 解 体 工 事 講 習 修 了 証 

(修了証番号 第     号)  

 

  氏 名 

  (生年月日     年   月   日) 

 

 この者は、建設業法施行規則の一部を改正する省令(平成二十七年国土交通省令第八

十三号)附則第二条第一項又は附則第三条第一項の規定により読み替えて適用される建

設業法施行規則(昭和二十四年建設省令第十四号)第七条の三第二号の表解体工事業の項

第一号又は第二号の登録を受けた講習を修了した者であることを証します。 

 

 修了年月日                     年   月   日 

登録講習実施機関代表者    印   

(登録番号 第  号)        
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附　則　（平成二八年五月九日国土交通省令第四七号）

（施行期日）

この省令は、平成二十八年十一月一日から施行する。ただし、第七条の三、第七条の四、第七条の六、第七条の八、別表（二）及び別

表（四）の改正規定は、平成二十八年六月一日から施行する。

附　則　（平成二九年一一月一〇日国土交通省令第六七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三〇年五月一六日国土交通省令第四四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三一年三月二九日国土交通省令第一八号）

（施行期日）

１　この省令は、出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平成三十年法律第百二号）の施行の日（平成三十一

年四月一日）から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に作成建設業者が発注者と締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例による。

附　則　（令和元年五月七日国土交通省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年九月一三日国土交通省令第三四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律（以下「整備法」とい

う。）の施行の日（令和元年九月十四日）から施行する。

附　則　（令和元年一二月一六日国土交通省令第四七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年十二月十六日）から施行する。

附　則　（令和二年二月二〇日国土交通省令第八号）

この省令は令和二年四月一日から施行する。

附　則　（令和二年三月六日国土交通省令第一四号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　技術士法施行規則の一部を改正する省令の施行前に技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門の選択科目を次

の表の上欄に掲げるものとするものに合格した者は、この省令による改正後の建設業法施行規則第七条の三第二号の規定の適用について

は、それぞれ技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門の選択科目を同表の下欄に掲げるものとするものに合格した

者とみなす。

技術士法施行規則の一部を改正する省令の施行前の選択科目 技術士法施行規則の一部を改正する省令の施行後の選択科目

農業土木 農業農村工学

熱工学 熱・動力エネルギー機器

流体工学 流体機器

林業 林業・林産

廃棄物管理 廃棄物・資源循環

附　則　（令和二年三月三一日国土交通省令第二四号）

この省令は令和二年四月一日から施行する。

附　則　（令和二年五月二九日国土交通省令第五二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和二年八月二八日国土交通省令第六九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律（次条において「改正法」

という。）の施行の日（令和二年十月一日。以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。

一　第一条中第二十三条の改正規定　公布の日

二　第一条中第十七条の十四の改正規定（「その日の前五年以内に行われた同項の登録を受けた講習を受講していなければならない」を

「同項の登録を受けた講習を受講した日の属する年の翌年から起算して五年を経過しない者でなければならない」に改める部分に限る

。）、別記様式第二十五号の四記載要領１１の改正規定及び別記様式第二十五号の七記載要領８の改正規定　令和三年一月一日

（建設業法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第二条　施行日前に改正法第一条の規定による改正前の建設業法第十九条第一項に規定する書面の交付を同条第三項に規定する情報通信の

技術を利用する方法により行う場合に講ずる措置が適合すべき技術的基準については、第一条の規定による改正後の建設業法施行規則

（以下「新規則」という。）第十三条の四第二項第三号の規定にかかわらず、なお従前の例による。

第三条　施行日前に建設工事の請負契約が締結された場合における施工体制台帳、再下請通知、施工体系図及び法第四十条の三に規定する

帳簿の記載事項及び添付書類については、新規則第十四条の二第一項及び第二項、第十四条の四第一項、第十四条の六並びに第二十六条

第二項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

第四条　新規則第十八条の三の経営事項審査の客観的事項に関する規定は、令和三年度において行われる経営事項審査から適用するものと

し、令和二年度において行われる経営事項審査については、なお従前の例による。

第五条　新規則第十八条の三第三項第二号ハの登録を受けようとするものは、施行日前においても、新規則第十八条の二十三の規定の例に

より、登録の申請をすることができる。
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２　国土交通大臣は、前項の申請があつた場合においては、施行日前においても、新規則第十八条の二十四及び第十九条において準用する

第十八条の五の規定の例により、登録をすることができる。この場合において、当該登録は、施行日にその効力を生ずる。

附　則　（令和二年八月三一日国土交通省令第七〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律附則第一条ただし書に規定

する規定の施行の日（令和三年四月一日。次条において「一部施行日」という。）から施行する。

附　則　（令和二年一二月二三日国土交通省令第九八号）

（施行期日）

１　この省令は、令和三年一月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年三月二四日国土交通省令第九号）

この省令は、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（令和三年四月一

日）から施行する。ただし、第三条及び第四条の規定は、公布の日から施行する。

附　則　（令和三年八月三一日国土交通省令第五三号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、令和三年九月一日から施行する。

附　則　（令和三年一二月二七日国土交通省令第八一号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正後の第七条の三第二号の表電気通信工事業の項第三号の規定は、令和三年四月一日以後に電気通信事業法（昭和五

十九年法律第八十六号）第七十三条第一項の工事担任者試験に合格し、同法第七十二条第二項において準用する同法第四十六条第三項第

二号の養成課程を修了し、又は同法第七十二条第二項において準用する同法第四十六条第三項第三号の規定による認定を受けた者につい

て適用し、同日前に同法第七十三条第一項の工事担任者試験に合格し、同法第七十二条第二項において準用する同法第四十六条第三項第

二号の養成課程を修了し、又は同法第七十二条第二項において準用する同法第四十六条第三項第三号の規定による認定を受けた者につい

ては、なお従前の例による。

附　則　（令和四年三月三一日国土交通省令第一九号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正後の建設業法施行規則別記様式第二号、第十七号の二及び第十九号並びに公共工事の前払金保証事業に関する法律

施行規則別記様式第二号別表（８）は、令和三年四月一日以後に開始した営業年度に係る決算期に関して作成すべき工事経歴書、注記表

及び損益計算書並びに比較注記表について適用し、同日前に開始した営業年度に係る決算期に関して作成すべきものについては、なお従

前の例によることができる。

附　則　（令和四年八月一五日国土交通省令第六〇号）

この省令は、公布の日から施行する。ただし、第十八条の三第一項、別記様式第二十五号の十四及び別記様式第二十五号の十五の改正

規定は、令和五年一月一日から施行する。

附　則　（令和五年五月一二日国土交通省令第四三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建設業法施行令の一部を改正する政令の施行の日（令和六年四月一日）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第一条及び第三条（建設業法施行規則第五条、第七条の十六第二項、第九条第三項、第十四条の二第一項、第三項及び第四項、第十

四条の四第九項、第十七条の六第二項第一号、第十七条の十二第十一号、第十七条の十六第二項、第十七条の十八第二項、第十七条の

三十第三項及び第四項、第十七条の三十六第一項第三号及び第二項、第十七条の三十八第二項、第十七条の四十四、第十八条の十六第

二項、第二十一条の八第二項、第二十一条の十、第二十六条第六項から第八項まで並びに第三十条第一項第十九号から第二十一号まで

の改正規定に限る。）並びに附則第六条の規定　公布の日

二　第三条の規定（前号に掲げる改正規定を除く。）　令和五年七月一日

附　則　（令和五年一二月二八日国土交通省令第九八号）

この省令は、公布の日から施行する。
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別記
様式第一号（第二条関係）

様式第一号(第二条関係) 
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記載要領 

 1  

「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消すこと。 

 2 「申請者」の欄は、この申請書により許可を申請する者(以下「申請者」という。)の他にこの申請書又は添

付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この場合には、作成に係

る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 3 太線の枠内には記入しないこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ丁寧に、かつ、

カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば のように右詰めで、

また、文字を記入する場合は、例えば のように左詰めで記入すること。 

 5 「申請の区分」の欄の「許可の有効期間の調整」の欄は、この申請書により許可を申請する時に、既

に許可を受けている建設業の全部について許可の更新の申請を行い許可の有効期間の満了の日を同一とする場

合は「1」を、しない場合は「2」をカラムに記入すること。 

 6 「許可を受けようとする建設業」の欄は、この申請書により許可を受けようとする建設業が一般建設

業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 7 「申請時において既に許可を受けている建設業」の欄は、この申請書により許可を申請する時に既に

許可を受けている建設業があれば6と同じ要領で記入すること。 

   なお、更新の申請の場合は、 「許可を受けようとする建設業」の欄及び 「申請時において既に許

可を受けている建設業」の欄の両方に記入すること。 

 8 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字につい

ては、例えば 又は のように1文字として扱うこと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

 9 「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。 

 (例  

   ) 

種 類 略 号 

株 式 会 社 (株) 

特例有限会社 (有) 

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

 10 「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に1カラム空けて記入し、その

際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱うこと。 

 11 「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合はその者

の氏名を、それぞれ姓と名の間に1カラム空けて記入すること。また、「支配人の氏名」の欄は、申請者が個人

の場合において、支配人があるときは、その者の氏名を記載すること。 

 12 「主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック(総務省編

「全国地方公共団体コード」)により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記

載すること。 
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 13 「主たる営業所の所在地」の欄は、12により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続

く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については―(ハイフン)を用いて、例えば

のように記入すること。 

 14 のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―(ハイフン)で区切り、例えば

のように左詰めで記入すること。 

 15 「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあつては資本金額

を、それ以外の法人にあつては出資総額を記入し、申請者が個人の場合には記入しないこと。 

   「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項に規定する法人番号をいう。)の指定を受けたものであ

る場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

 16 「許可換えの区分」の欄並びに 「旧許可番号」及び「旧許可年月日」の欄は、現在許可を受け

ている行政庁以外の行政庁に対し新規に許可を申請する場合にのみ記入すること。 

  「旧許可番号」の欄の 
「大臣 

 知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表(一)の分類に従 

  い、該当するコードを記入すること。 

   また、「旧許可番号」及び「旧許可年月日」の欄は、例えば 又は 月 日のように、

カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いもの

について記入すること。 

 17 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答でき

る者の氏名、電話番号等を記載すること。 
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別紙一 

(用紙A4) 

役 員 等 の 一 覧 表 

 

令和  年  月  日   
 

役員等の氏名及び役名等 

氏 名 
役 名 等 常勤・非常勤の別 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

1 法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の5以上を有する株主若しくは

出資の総額の100分の5以上に相当する出資をしている者(個人であるものに限る。以下

「株主等」という。)について記載すること。 

2 「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・

非常勤の別」の欄に記載することを要しない。 

フリ ガナ 
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別紙二(1) 
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記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ丁寧に、かつ、

カラムからはみ出さないように左詰めで記入すること。 

 3 及び 「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一般建設業の場合は「1」

を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機機器具設置工事業(機)   

   「変更前」の欄は、既に営業している建設業がある場合は同様の要領により記入すること。 

 4 「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック(総務省編

「全国地方公共団体コード」)により、従たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ従たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記

載すること。 

 5 「従たる営業所の所在地」の欄は、4により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く

町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については―(ハイフン)を用いて、例えば

のように記入すること。 

 6 の う ち 「 電 話 番 号 」 の 欄 は 、 市 外 局 番 、 局 番 及 び 番 号 を そ れ ぞ れ ― ( ハ イ フ

ン )で 区 切 り 、 例 え ば のように左詰めで記入すること。 
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別紙二(2) 

(用紙A4) 

営 業 所 一 覧 表(更 新) 

営業所の名称 所在地(郵便番号・電話番号) 

営業しようとする建

設業 

特定 一般 

主
た
る

営
業
所 

        

従

た

る

営

業

所 

        

        

        

        

        

        

        

        

1 「主たる営業所」及び「従たる営業所」の欄は、それぞれ本店、支店又は常時建設工

事の請負契約を締結する事務所のうち該当するものについて記載すること。 

2 「営業しようとする建設業」の欄は、許可を受けている建設業のうち左欄に記載した

営業所において営業しようとする建設業を、許可申請書の記載要領6の表の( )内に示さ

れた略号により、一般と特定に分けて記載すること。 
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別紙三(第二条関係) 

収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又は許可手数料領収証書はり付け欄 

記載要領 

  「収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又は許可手数料領収証書はり付け欄」は、収

入印紙、証紙、登録免許税領収証書又は許可手数料領収証書をはり付けること。ただし、

登録免許税法(昭和42年法律第35号)第24条の2第1項又は情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律(平成14年法律第151号)第6条第5項の規定により国土交通大臣の許

可に係る登録免許税又は許可手数料を納めた場合にあつては、この限りでない。 
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別紙四 
 

専任技術者一覧表 
 

令和  年  月  日 
 

営 業 所 の 名 称 専任の技術者の氏名 建 設 工 事 の 種 類 有 資 格 区 分 

        

 

フ リ ガ ナ 
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記載要領 

 1 「建設工事の種類」の欄は、建設業許可申請書(別記様式第一号)別紙二(1)「営業所

一覧表(新規許可等)」又は別紙二(2)「営業所一覧表(更新)」の「営業しようとする建

設業」の欄に記載した建設業のうち、記載する技術者が専任の技術者となる建設業に

係る建設工事すべてについて、例えば「土‐9」のように、次の分類に従い、該当す

る数字と次の表の( )内に示された略号とを‐(ハイフン)で結んで記載すること。 

  ・一般建設業の場合 

   「1」・・・・・・・法第7条第2号イ該当 

   「4」・・・・・・・法第7条第2号ロ該当 

   「7」・・・・・・・法第7条第2号ハ該当 

  ・特定建設業の場合 

   「2」・・・・・・・法第7条第2号イ及び法第15条第2号ロ該当 

   「3」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号イと同等以上) 

   「5」・・・・・・・法第7条第2号ロ及び法第15条第2号ロ該当 

   「6」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号ロと同等以上) 

   「8」・・・・・・・法第7条第2号ハ及び法第15条第2号ロ該当 

   「9」・・・・・・・法第15条第2号イ該当 

土木一式工事(土) 

建築一式工事(建) 

大工工事(大) 

左官工事(左) 

とび・土工・コンクリート工事(と) 

石工事(石) 

屋根工事(屋) 

電気工事(電) 

管工事(管) 

タイル・れんが・ブロツク工事(タ) 

鋼構造物工事(鋼) 

鉄筋工事(筋) 

舗装工事(舗) 

しゆんせつ工事(しゆ) 

板金工事(板) 

ガラス工事(ガ) 

塗装工事(塗) 

防水工事(防) 

内装仕上工事(内) 

機械器具設置工事(機) 

熱絶縁工事(絶) 

電気通信工事(通) 

造園工事(園) 

さく井工事(井) 

建具工事(具) 

水道施設工事(水) 

消防施設工事(消) 

清掃施設工事(清) 

解体工事(解) 

 2 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第7条第2

号及び法第15条第2号の区分(法第7条第2号ハに該当する者又は法第15条第2号イに該

当する者については、その有する資格等の区分)について別表(二)の分類に従い、該当

するコードを記載すること。 
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様式第二号（第二条、第十三条の二、第十三条の三、第十九条の八関係）

様式第二号(第二条、第十三条の二、第十三条の三、第十九条の八関係) 

(用紙A4) 

工 事 経 歴 書 

 (建設工事の種類)         工事(税込・税抜) 

注 文 者 

元請
又は
下請
の別 

JV
の

別 
工 事 名 

工事現場
のある都
道府県及
び市区町
村名 

配 置 技 術 者 請 負 代 金 の 額 工 期 

氏 名 

主任技術者又は監理技術
者の別(該当箇所にレ印を
記載)   

うち、 
・PC 
・法面処理 
・鋼橋上部 

着 工 年 月 
完成又は完

成予定年月 
主任技術者 監理技術者 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 

                千円 千円 令和 年 月 令和 年 月 
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  小 計 

件 千円 千円 

うち 元請工事 

千円 千円 
 

  合 計 

件 千円 千円 

うち 元請工事 

千円 千円 

記載要領 

 1 この表は、法別表第一の上欄に掲げる建設工事の種類ごとに作成すること。 

 2 「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。 

 3 この表には、申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度に完成した建設工事(以下「完成工事」という。)及び申請又は届出

をする日の属する事業年度の前事業年度末において完成していない建設工事(以下「未成工事」という。)を記載すること。 

   記載を要する完成工事及び未成工事の範囲については、以下のとおりである。 

  (1) 経営規模等評価の申請を行う者の場合 

   ① 元請工事(発注者から直接請け負つた建設工事をいう。以下同じ。)に係る完成工事(工事進行基準を採用している場合又は会社が

顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ずる収益を認識する場合にあつては、完成工事及び未成工事。以下

同じ。)について、当該完成工事に係る請負代金の額(工事進行基準を採用している場合又は会社が顧客との契約に基づく義務の履行

の状況に応じて当該契約から生ずる収益を認識する場合にあつては、完成工事高。以下同じ。)の合計額のおおむね7割を超えるとこ

ろまで、請負代金の額の大きい順に記載すること(令第1条の2第1項に規定する建設工事については、10件を超えて記載することを要

しない。)。ただし、当該完成工事に係る請負代金の額の合計額が1,000億円を超える場合には、当該額を超える部分に係る完成工事

については記載を要しない。 

   ② それに続けて、既に記載した元請工事以外の元請工事及び下請工事(下請負人として請け負つた建設工事をいう。以下同じ。)に係

る完成工事について、すべての完成工事に係る請負代金の額の合計額のおおむね7割を超えるところまで、請負代金の額の大きい順

に記載すること(令第1条の2第1項に規定する建設工事については、10件を超えて記載することを要しない。)。ただし、すべての完

成工事に係る請負代金の額の合計額が1,000億円を超える場合には、当該額を超える部分に係る完成工事については記載を要しない。 

   ③ さらに、それに続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載すること。 

  (2) 経営規模等評価の申請を行わない者の場合 

    主な完成工事について、請負代金の額の大きい順に記載し、それに続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載

すること。 

 4 下請工事については、「注文者」の欄には当該下請工事の直接の注文者の商号又は名称を記載し、「工事名」の欄には当該下請工事の名
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称を記載すること。 

 5 「元請又は下請の別」の欄は、元請工事については「元請」と、下請工事については「下請」と記載すること。 

 6 「注文者」及び「工事名」の記入に際しては、その内容により個人の氏名が特定されることのないよう十分に留意すること。 

 7 「JVの別」の欄は、共同企業体(JV)として行つた工事について「JV」と記載すること。 

 8 「配置技術者」の欄は、完成工事について、法第26条第1項又は第2項の規定により各工事現場に置かれた技術者の氏名及び主任技術者

又は監理技術者の別を記載すること。また、当該工事の施工中に配置技術者の変更があつた場合には、変更前の者も含むすべての者を記

載すること。監理技術者補佐を置いた場合又は特定専門工事に該当し主任技術者を配置しなかつた場合はその旨を記載すること。 

 9 「請負代金の額」の欄は、共同企業体として行つた工事については、共同企業体全体の請負代金の額に出資の割合を乗じた額又は分担

した工事額を記載すること。また、工事進行基準を採用している場合には、当該工事進行基準が適用される完成工事について、会社が顧

客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ずる収益を認識する場合には、当該契約に係る完成工事について、その完

成工事高を括弧書で付記すること。 

 10 「請負代金の額」の「うち、PC、法面処理、鋼橋上部」の欄は、次の表の(一)欄に掲げる建設工事について工事経歴書を作成する場合

において、同表の(二)欄に掲げる工事があるときに、同表の(三)に掲げる略称に丸を付し、工事ごとに同表の(二)欄に掲げる工事に該当す

る請負代金の額を記載すること。 

(一) (二) (三) 

土木一式工事 プレストレストコンクリート構造物工事 PC 

とび・土工・コンクリート工事 法面処理工事 法面処理 

鋼構造物工事 鋼橋上部工事 鋼橋上部 

 11 「小計」の欄は、ページごとの完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうちの元請工事に係る請負代金の額の合計及び10によ

り「PC」、「法面処理」又は「鋼橋上部」について請負代金の額を区分して記載した額の合計を記載すること。 

 12 「合計」の欄は、最終ページにおいて、すべての完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうちの元請工事に係る請負代金の額の

合計及び10により「PC」、「法面処理」又は「鋼橋上部」について請負代金の額を区分して記載した額の合計を記載すること。 
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様式第三号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

様式第三号(第二条、第十三条の二、第十三条の三関係) 

(用紙A4) 

直前3年の各事業年度における工事施工金額 

(税込・税抜／単位：千円) 

事 業 年 度 
注 文 者

の 区 分 

許可に係る建設工事の施工金額 その他の建

設工事の施

工金額 

合 計 
工事 工事 工事 工事 

第  期 

令和 年 月 日 

から 

令和 年 月 日 

まで 

元

請 

公共             

民間             

下 請             

計             

第  期 

令和 年 月 日 

から 

令和 年 月 日 

まで 

元

請 

公共             

民間             

下 請             

計             

第  期 

令和 年 月 日 

から 

令和 年 月 日 

まで 

元

請 

公共             

民間             

下 請             

計             

第  期 

令和 年 月 日 

から 

令和 年 月 日 

まで 

元

請 

公共             

民間             

下 請             

計             

第  期 

令和 年 月 日 

から 

令和 年 月 日 

まで 

元

請 

公共             

民間             

下 請             

計             

第  期 

令和 年 月 日 

から 

令和 年 月 日 

まで 

元

請 

公共             

民間             

下 請             

計             

記載要領 

 1 この表には、申請又は届出をする日の直前3年の各事業年度に完成した建設工事の

請負代金の額を記載すること。 

 2 「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。 
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 3 「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分

して記載し、「その他の建設工事の施工金額」の欄は、許可を受けていない建設工事

について記載すること。 

 4 記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。 

   ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあつては、百

万円単位をもつて表示することができる。この場合、「(単位：千円)」とあるのは

「(単位：百万円)」として記載すること。 

 5 「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法(昭和40年法律第34号)別表第一に掲

げる公共法人(地方公共団体を除く。)及び第18条に規定する法人が注文者である施設

又は工作物に関する建設工事の合計額を記載すること。 

 6 「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が5業種以上にわた

るため、用紙が2枚以上になる場合は、「その他の建設工事の施工金額」及び「合計」

の欄は、最終ページにのみ記載すること。 

 7 当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「0」と記載すること。 
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様式第四号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

様式第四号(第二条、第十三条の二、第十三条の三関係) 

(用紙A4) 

令和  年  月  日 

使 用 人 数 

営業所の名称 

技 術 関 係 使 用 人 

事務関係

使用人 
合 計 

建設業法第7条第2号イ、ロ

若しくはハ又は同法第15条

第2号イ若しくはハに該当

する者 

その他の技術

関係使用人 

  人 人 人 人 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

合 計 人 人 人 人 

記載要領 

 1 この表には、法第5条の規定(法第17条において準用する場合を含む。)に基づく許可

の申請の場合は、当該申請をする日、法第11条第3項(法第17条において準用する場合

を含む。)の規定に基づく届出の場合は、当該事業年度の終了の日において建設業に従

事している使用人数を、法第17条の2の規定に基づく認可の申請の場合は、譲渡及び

譲受け又は合併若しくは分割をした後に、法第17条の3の規定に基づく認可の申請の

場合は、相続の認可を受けた後に建設業に従事する予定である使用人数を、営業所ご

とに記載すること。 

 2 「使用人」は、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者

(申請者が法人の場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む。)をいう。 

 3 「その他の技術関係使用人」の欄は、法第7条第2号イ、ロ若しくはハ又は法第15条

第2号イ若しくはハに該当する者ではないが、技術関係の業務に従事している者の数

を記載すること。 
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様式第五号　削除
様式第六号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

様式第六号(第二条、第十三条の二、第十三条の三関係) 

(用紙A4) 
 

誓 約 書 
 
   申 請 者 

、 

申 請 者 

の役員等及び建設業法施行令第3条に規定する使用人並び 
   譲 受 人 譲 受 人 

   合併存続法人 合併存続法人 

   分割承継法人 分割承継法人 

  に法定代理人及び法定代理人の役員等は、建設業法第8条各号(同法第17条において準用される場合

を含む。)に規定されている欠格要件に該当しないことを誓約します。 
 

令和  年  月  日  
  申 請 者 

  
譲 受 人 

合併存続法人 

分割承継法人 
 
  地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事   殿 
 
 
 
記載要領 

  申 請 者 「 

、 

申 請 者 

、 

」 

「 地方整備局長 

 北海道開発局長  については、不要のものを消すこと。 

      知事 」 

  譲 受 人 譲 受 人 

  合併存続法人 合併存続法人 

  分割承継法人 分割承継法人 
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様式第七号（第三条関係）

様式第七号(第三条関係) 

 
備考 

  常勤役員等の略歴については、別紙による。 
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記載要領 

 1 この証明書は、被証明者1人について証明者別に作成すること。 

 2 (1)の証明者は、被証明者に使用者がいる場合にはその使用者(法人の場合は当該法人の代表者、個人

の場合は当該個人)とすること。また、証明者が建設業者である場合には、当該建設業者に係る許可番号、

許可年月日及び許可を受けた建設業の種類を「備考」の欄に記載すること。 

   ただし、これらの者の証明を得ることができない正当な理由がある場合には、「備考」の欄にその理由

を記載して、この証明書に記載された事実を証し得る他の者を証明者とすることができる。この場合に

あつては、その証明者の氏名及び役職を記載すること。 

   なお、既に提出した証明書の記載内容と同一の内容を証明しようとするときは、証明者の欄の記載を

省略することができる。 

 3 「 (1) 
(2) 
(3) 

  「 
 
 」、 

の常勤の役員 

本 人 

の 支 配 人 

 
 
 」、 

「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「申請者 

 届出者」 
、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
に 

  ついては、不要のものを消すこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ丁寧に、

かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 5 「申請又は届出の区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。 

  「1．新規」…………… 許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等としての証明を行う

場合 

  「2．変更」…………… 現在証明されている常勤役員等に変更があつた場合 

  「3．常勤役員等の更新等」… 常勤役員等について、現在証明されている者のままとする場合 

   また、「1．新規」又は「3．常勤役員等の更新等」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等

の更新等】の欄に記入し、「2．変更」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄

及び◎【変更前】の欄の両方に記入すること。 

 6 「変更の年月日」の欄は、5により の「申請又は届出の区分」の欄に「2」を記入した場合に、

変更をした年月日を記載すること。 

 7 「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、5により の「申請又は届出の区分」の欄に「2」

又は「3」を記入した場合に、申請又は届出時に受けている許可について記入すること。 

   「許可番号」の欄の 
「 大臣 

知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表(一) 

  の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は 月 日のように、

カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古

いものについて記入すること。 

 8 「氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで最初から2文字だけをカラムに記入すること。その際、

濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱うこと。 

 9 及び 「氏名」の欄は、姓と名の間に1カラム空けて、例えば のように

左詰めで文字をカラムに記入すること。 

   また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば 月 日のよ

うに、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 
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別紙 

(用紙A4) 
 

常勤役員等の略歴書 
 

現 住 所   

氏 名   生 年 月 日 年  月  日生 

職 名   

  期 間 従 事 し た 職 務 内 容 

職

歴 

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

自     年  月  日 

至     年  月  日 

  

賞

罰 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

    

    

    

    

    

   上記のとおり相違ありません 
 

令和   年   月   日             氏名           

記載要領 

※ 「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。 
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様式第七号の二（第三条関係）

様式第七号の二(第三条関係) 

 

備考 

  常勤役員等の略歴については、別紙による。 
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備考 

  常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。 
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備考 

  常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。 
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備考 

  常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。 
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記載要領 

 1 (1)の証明書は、被証明者1人について証明者別に作成すること。 

 2 (1)の証明者は、被証明者に使用者がいる場合にはその使用者(法人の場合は当該法人の代表者、個人の場合は

当該個人)とすること。また、証明者が建設業者である場合には、当該建設業者に係る許可番号、許可年月日及

び許可を受けた建設業の種類を「備考」の欄に記載すること。 

   ただし、これらの者の証明を得ることができない正当な理由がある場合には、「備考」の欄にその理由を記載

して、この証明書に記載された事実を証し得る他の者を証明者とすることができる。この場合にあつては、そ

の証明者の氏名及び役職を記載すること。 

   なお、既に提出した証明書の記載内容と同一の内容を証明しようとするときは、証明者の欄の記載を省略する

ことができる。 

 3 「 
(1) 

(2) 

    「 

 

 」、 

の常勤の役員 

本 人 

の 支 配 人 

 

 

 」、 

「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「申請者 

 届出者」 
、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
につい 

  ては、不要のものを消すこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ丁寧に、かつ、

カラムからはみ出さないように記入すること。 

 5 「申請又は届出の区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。 

   「1．新規」…………………… 許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等としての証明を行う

場合 

   「2．変更」…………………… 現在証明されている常勤役員等に変更があつた場合 

   「3．常勤役員等の更新等」… 常勤役員等について、現在証明されている者のままとする場合 

   また、「1．新規」又は「3．常勤役員等の更新等」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

の欄に記入し、「2．変更」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄及び◎【変更前】

の欄の両方に記入すること。 

 6 (2)の「変更の年月日」の欄は、5により の「申請又は届出の区分」の欄に「2」を記入した場合に、(3)

の「変更の年月日」の欄は、10により直前の 、 又は の「申請又は届出の区分」の欄に「2」を

記入した場合に、変更をした年月日を記載すること。 

 7 「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、5により の「申請又は届出の区分」の欄に「2」又は「3」

を記入した場合に、 「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、10により当該 の直前の 、 又

は 「申請又は届出の区分」の欄に「2」又は「3」を記入した場合に、申請又は届出時に受けている許可に

ついて記入すること。 

   「許可番号」の欄の 
「 大臣 

知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表(一) の分類に従い、 

  該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は 月 日のように、カラ

ムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものに

ついて記入すること。 

 8 、 、 及び 「氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで最初から2文字だけをカラムに記入す

ること。その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱うこと。 

 9 、 、 、 、 、 、 及び 「氏名」の欄は、姓と名の間に1カラム空けて、

例えば のように左詰めで文字をカラムに記入すること。 

   また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば 月 日のように、

カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

 10 、 及び 「申請又は届出の区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入する

こと。 

   「1．新規」…………………………………… 許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等を補佐

する者としての証明を行う場合 

   「2．変更」…………………………………… 現在証明されている常勤役員等を補佐する者に変更があつた場

合 

   「3．常勤役員等を補佐する者の更新等」… 常勤役員等を補佐する者について、現在証明されている者のま

まとする場合 

   また、「1．新規」又は「3．常勤役員等を補佐する者の更新等」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役

員等を補佐する者の更新等】の欄に記入し、「2．変更」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等を補

佐する者の追加・常勤役員等を補佐する者の更新等】の欄及び◎【変更前】の欄の両方に記入すること。 

 11 常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、常勤役員等を直接に補佐する者それぞれについて別紙2

を作成し、提出すること。 
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別紙一 

(用紙A4) 

 

常勤役員等の略歴書 

 

現 住 所   

氏 名   生 年 月 日 年  月  日生 

職 名   

  期 間 従 事 し た 職 務 内 容 

職

歴 

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

賞

罰 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

    

    

    

    

    

   上記のとおり相違ありません。 

 

令和   年   月   日            氏 名           

記載要領 

※ 「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。 
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別紙二 

(用紙A4) 

 

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書 

 

現 住 所   

氏 名   生 年 月 日 年  月  日生 

職 名   

  期 間 従 事 し た 職 務 内 容 

職

歴 

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

自     年  月  日 
至     年  月  日 

  

賞

罰 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

    

    

    

    

    

   上記のとおり相違ありません。 

 

令和   年   月   日            氏 名           

記載要領 

※ 「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。 
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様式第七号の三（第三条、第七条の二関係）

様式第七号の三(第三条、第七条の二関係) 

(用紙A4) 

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況 

(1) 健康保険等の加入状況は下記のとおりです。 

(2) 下記のとおり、健康保険等の加入状況に変更があったので、提出します。 

令和  年  月  日 

 

地方整備局長   

北海道開発局長   

知事 殿 

申請者                  

届出者                  
 

 

許 可 番 号 

 

国土交通大臣 

知事 

 

許可( 

 

般 

特 

 

―   )第      号 

  許可年月日 

令和  年  月  日 

 

(営業所毎の保険の加入状況) 

営業所の名称 従業員数 
保険の加入状況 

事業所整理記号等 
健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

  

   人 

(    人) 

      健康保険   

厚生年金保険   

雇用保険   

  

   人 

(    人) 

      健康保険   

厚生年金保険   

雇用保険   

  

   人 

(    人) 

      健康保険   

厚生年金保険   

雇用保険   

  

   人 

(    人) 

      健康保険   

厚生年金保険   

雇用保険   

  

   人 

(    人) 

      健康保険   

厚生年金保険   

雇用保険   

合計    人 

(    人) 
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記載要領 

1 この表は、次の(1)及び(2)の場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。 

 (1) ①現在有効な許可をどの許可行政庁からも受けていない者が初めて許可の申請をする場合 

    ②現在有効な許可を受けている行政庁以外の許可行政庁に対し新規に許可の申請をする場合 

    ③一般建設業の許可のみを受けている者が新たに特定建設業の許可の申請をする場合又は特定建設業の許可のみを受けてい

る者が新たに一般建設業の許可の申請をする場合 

    ④一般建設業の許可を受けている者が他の建設業について一般建設業の許可の申請をする場合又は特定建設業の許可を受け

ている者が他の建設業について特定建設業の許可の申請をする場合 

    ⑤既に受けている建設業の許可についてその更新の申請をする場合 

    ⑥法第17条の2若しくは法第17条の3の規定により建設業者としての地位を承継した者又は法第17条の3の規定により建設業者

としての地位の承継の認可の申請をする者がその加入状況を提出する場合 

    この場合、「(1)」を○で囲み、 
「申請者 

 届出者」 
の「届出者」を消すとともに、「保険加入の有無」の欄は、許可若しくは承継 

   の認可の申請の際又は建設業者としての地位の承継後の加入状況を記入すること。 

 (2) ①既提出の表に記入された保険加入の有無に変更があつた場合 

    ②新たに営業所を追加した場合 

    この場合、「(2)」を○で囲み、 
「申請者 

 届出者」 
の「申請者」を消すとともに、「保険加入の有無」の欄は、変更後の加入状況 

    を記入すること。 

2 「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「国土交通大臣  

知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消すこと。 

 

3 「申請者 

 届出者」 
の欄は、この表により建設業の許可の申請等をしようとする者(以下「申請者」という。)の他にこの表を作成した 

 者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権

限を有することを証する書面を添付すること。 

4 「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最

も古いものについて記入すること。 

5 「営業所の名称」の欄は、別記様式第二十二号の五別紙二、別記様式第二十二号の七別紙二、別記様式第二十二号の八別紙二又は

別記様式第二十二号の十別紙二に記載した順に記載すること。 

6 「従業員数」の欄は、法人にあつてはその役員、個人にあつてはその事業主を含め全ての従業員数(建設業以外に従事する者を含む。)

を記載すること。( )内には、役員又は個人事業主(同居の親族である従業員を含む。)の人数を内数として記載すること。 

7 「保険加入の状況」の「健康保険」の欄については、適用事業所となつたことについて日本年金機構又は健康保険組合に対して届

出を行つている場合は「1」を、従業員が4人以下である個人事業主である場合等の健康保険法の適用が除外される場合は「2」を、健

康保険法(大正11年法律第70号)第34条第1項の規定による一括適用の承認に係る営業所(同条第2項の規定により適用事業所でなくな

つたものとみなされるものに限る。以下同じ。)については「3」を記入すること。 

8 「保険加入の状況」の「厚生年金保険」の欄については、適用事業所となつたことについて日本年金機構に対して届出を行つてい

る場合は「1」を、従業員が4人以下である個人事業主である場合等の厚生年金保険法の適用が除外される場合は「2」を、厚生年金保

険法(昭和29年法律第115号)第8条の2第1項の規定による一括適用の承認に係る営業所(同条第2項の規定により適用事業所でなくなつ

たものとみなされるものに限る。以下同じ。)については「3」を記入すること。 

9 「保険加入の状況」の「雇用保険」の欄については、適用事業となつたことについて公共職業安定所の長に対して届出を行つてい

る場合は「1」を、従業員が1人も雇用されていない場合等の雇用保険法の適用が除外される場合等は「2」を、労働保険の保険料の徴

収等に関する法律(昭和44年法律第84号)第9条の規定による継続事業の一括の認可に係る営業所については「3」を記入すること。 

10 「事業所整理記号等」の「健康保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号(健康保険組合にあつては健康保険組合名)

を記載すること。ただし、健康保険法第34条第1項の規定による一括適用の承認に係る営業所については、「本店(○○支店等)一括」

と記載すること。 

11 「事業所整理記号等」の「厚生年金保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。ただし、厚生年金保

険法第8条の2第1項の規定による一括適用の承認に係る営業所については、「本店(○○支店等)一括」と記載すること。 

12 「事業所整理記号等」の「雇用保険」の欄については、労働保険番号を記載すること。ただし、労働保険の保険料の徴収等に関す

る法律(昭和44年法律第84号)第9条の規定による継続事業の一括の認可に係る営業所については、「本店(○○支店等)一括」と記載す

ること。 
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様式第八号（第三条関係）

様式第八号(第三条関係) 
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記載要領 

 1 この証明書は、次の(1)から(5)までの場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。 

  (1) ①現在有効な許可をどの許可行政庁からも受けていない者が初めて許可を申請する場合 

    ②現在有効な許可を受けている行政庁以外の許可行政庁に対し新規に許可を申請する場合 

    ③一般建設業の許可のみを受けている者が新たに特定建設業の許可を申請する場合又は特定

建設業の許可のみを受けている者が新たに一般建設業の許可を申請する場合 

    ④一般建設業の許可を受けている者が他の建設業について一般建設業の許可を申請する場合

又は特定建設業の許可を受けている者が他の建設業について特定建設業の許可を申請する

場合 

    この場合、「(1)」を〇で囲み、 
「申請者  

 届出者」 
の「届出者」を消すとともに、 「区分」の 

   欄に「1」を記入すること。 

  (2) 許可を受けている建設業について現在証明されている者が専任の技術者となつている建設業

の種類又はその者の有資格区分に変更があつた場合 

    この場合、「(1)」を〇で囲み、 
「申請者  

 届出者」 
の「申請者」を消すとともに、 「区分」の 

   欄に「2」を記入すること。 

  (3) 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者に加えて、又はその者に

代えて新たな者を専任の技術者として証明する場合 

    この場合、「(1)」を〇で囲み、 
「申請者  

 届出者」 
の「申請者」を消すとともに、 「区分」の 

   欄に「3」を記入すること。 

  (4) 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者がこの証明書の提出を行

う建設業者の専任の技術者でなくなつた場合(その者がこれまで専任の技術者となつていた建

設業について、新たに専任の技術者となる者があり、当該新たに専任の技術者となる者を上記

(2)又は(3)に該当する者として同時に届け出る場合に限る。) 

    この場合、「(2)」を〇で囲み、 
「申請者  

 届出者」 
の「申請者」を消すとともに、 「区分」の 

   欄に「4」を記入すること。 

    なお、許可を受けている一部の業種の廃業若しくは営業所の廃止に伴い既に証明された専任

の技術者を削除する場合又は法第7条第2号若しくは法第15条第2号に掲げる基準を満たさなく

なつた場合には、届出書(別記様式第22号の3)を用いて届け出ること。 

  (5) 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者が置かれる営業所のみに

変更あつた場合 

    この場合、「(1)」を〇で囲み、 
「申請者  

 届出者」 
の「申請者」を消すとともに、 「区分」の 

   欄に「5」を記入すること。 

    なお、婚姻等により氏名の変更があつた場合は、変更後の氏名につき上記(3)に該当するも

のとして、変更前の氏名につき上記(4)に該当するものとみなして、それぞれ作成し、提出す

ること。 

 2 「 建設業法第7条第2号 

建設業法第15条第2

号  」、 

「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
について 

  は、不要のものを消すこと。 

 3  
「申請者  

 届出者」 
の欄は、この証明書により建設業の許可の申請等をしようとする者(以下「申請者」 

  という。)の他にこの証明書を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載す

ること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証す

る書面を添付すること。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ

丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 5 「許可番号」の欄の 
「 大臣 

知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表 

  (一)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は 月 日の
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ように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち

最も古いものについて記入すること。 

 6 「フリガナ」の欄は、カタカナで最初から2文字だけをカラムに記入すること。その際、

濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱うこと。 

   また、「氏名」の欄は、姓と名の間に1カラム空けて、例えば のように左詰

めで文字をカラムに記入し、その上欄にフリガナを記入すること。 

   また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば 月

日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

 7 「今後担当する建設工事の種類」の欄は、 「区分」の欄に「4」を記入した場合を

除き、建設業許可申請書(別記様式第一号)別紙二(1)「営業所一覧表(新規許可等)」の「営業しよ

うとする建設業」の欄に記入した建設業のうち、証明しようとする技術者が今後専任の技術者と

なる建設業に係る建設工事すべてについて、次の分類に従い、該当する数字を次の表の( )内に

示された略号のカラムに記入すること。 

  ・一般建設業の場合 

   「1」……法第7条第2号イ該当 

   「4」……法第7条第2号ロ該当 

   「7」……法第7条第2号ハ該当 

  ・特定建設業の場合 

   「2」……法第7条第2号イ及び法第15条第2号ロ該当 

   「3」……法第15条第2号ハ該当(同号イと同等以上) 

   「5」……法第7条第2号ロ及び法第15条第2号ロ該当 

   「6」……法第15条第2号ハ該当(同号ロと同等以上) 

   「8」……法第7条第2号ハ及び法第15条第2号ロ該当 

   「9」……法第15条第2号イ該当 

  土木一式工事(土) 鋼構造物工事(鋼) 熱絶縁工事(絶) 

建築一式工事(建) 鉄筋工事(筋) 電気通信工事(通) 

大工工事(大) 舗装工事(舗) 造園工事(園) 

左官工事(左) しゆんせつ工事(しゆ) さく井工事(井) 

とび・土工・コンクリート工

事(と) 

板金工事(板) 建具工事(具) 

石工事(石) ガラス工事(ガ) 水道施設工事(水) 

屋根工事(屋) 塗装工事(塗) 消防施設工事(消) 

電気工事(電) 防水工事(防) 清掃施設工事(清) 

管工事(管) 内装仕上工事(内) 解体工事(解) 

タイル・れんが・ブロツク工

事(タ) 

機械器具設置工事(機)   

   また、「現在担当している建設工事の種類」の欄は、 「区分」の欄に「1」、「2」、「4」又

は「5」を記入した場合(記載要領1(1)①に該当する場合を除く。)に、現在証明されている専任の

技術者についてこれまで専任の技術者となつていた建設業に係る建設工事すべてを、同様の要領

により記入すること。 

 8 「有資格区分」の欄は、証明しようとする技術者が専任の技術者として該当する法第7条

第2号及び法第15条第2号の区分(法第7条第2号ハに該当する者又は法第15条第2号イに該当する者

については、その有する資格等の区分)について別表(二)の分類に従い、該当するコードを記入す

ること。 

 9 「変更、追加又は削除の年月日」の欄は、 「区分」の欄に「2」、「3」、「4」又は「5」を

記入した場合に、変更、追加又は削除をした年月日を記入すること。 

 10 「営業所の名称(旧所属)」の欄は、現在証明されている専任の技術者である場合に限り、この

証明書の提出前に所属していた営業所の名称を記載し、「営業所の名称(新所属)」の欄は、この証

明書の提出後に、専任の技術者として所属する営業所の名称を記載すること。 
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様式第九号（第三条関係）

様式第九号(第三条関係) 

(用紙A4)  

実 務 経 験 証 明 書 

 下記の者は、        工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相

違ないことを証明します。 

令和  年  月  日   

証 明 者              

被証明者との関係              

記 

技術者の氏名 
  生年

月日 

  使用

され

た期

間 

年  月から 

使用者の商号

又 は 名 称 

  
年  月まで 

職 名 実 務 経 験 の 内 容 実 務 経 験 年 数 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

    年 月から 年 月まで 

使用者の証明

を得ることが

できない場合

はその理由 

  

合計  満  年  月 

記載要領 

 1 この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明

者1人について、証明者別に作成すること。 

 2 「職名」の欄は、被証明者が所属していた部課名等を記載すること。 

 3 「実務経験の内容」の欄は、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。 

 4 「合計 満 年 月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。 
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様式第十号（第十三条関係）

様式第十号(第十三条関係) 

(用紙A4)  

指 導 監 督 的 実 務 経 験 証 明 書 

 下記の者は、        工事に関し、下記の元請工事について指導監督的な実務

の経験を有することに相違ないことを証明します。 

令和  年  月  日   

証 明 者              

被証明者との関係              

記 

技術者の氏名 
  生年

月日 

  使用

され

た期

間 

年  月から 

使用者の商号

又 は 名 称 

  
年  月まで 

発 注 者 名 
請負代金

の 額 
職 名 

実務経験の

内 容 
実 務 経 験 年 数 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

  千円     年 月から 年 月まで 

使用者の証明

を得ることが

できない場合

はその理由 

  

合計  満  年  月 

記載要領 

 1 この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明

者1人について、証明者別に作成し、請負代金の額が4,500万円以上の建設工事(平成6

年12月28日前の建設工事にあつては3,000万円以上のもの、昭和59年10月1日前の建設

工事にあつては1,500万円以上のもの)1件ごとに記載すること。 

 2 「職名」の欄は、被証明者が従事した工事現場において就いていた地位を記載する

こと。 

 3 「実務経験の内容」の欄は、従事した元請工事名等を具体的に記載すること。 

 4 「合計 満 年 月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。 
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様式第十一号（第四条関係）

様式第十一号(第四条関係) 

(用紙A4) 
 

建 設 業 法 施 行 令 第 3 条 に 規 定 す る 使 用 人 の 一 覧 表 

令和  年  月  日  
 

営業所の名称 職 名 
氏 名 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

フリ ガナ 
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様式第十二号（第四条関係）

様式第十二号(第四条関係) 

(用紙A4) 

許可申請者 

法 人 の 役 員 等 
本 人 
法 定 代 理 人 
法定代理人の役員等 

の住所、生年月日等に関する調書 

 

住 所 
  

氏 名 
  

生 年 月 日 年   月   日生  

役 名 等 
  

賞

罰 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

    

    

    

    

    

      上記のとおり相違ありません。 
 

令和  年  月  日                            氏 名             

記載要領 

 1 「 法 人 の 役 員 等 
本 人 
法 定 代 理 人 
法定代理人の役員等  」 

については、不要のものを消すこと。 

 2 法人である場合においては、法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の5以上を有する株主若しくは出資の総額の100分
の5以上に相当する出資をしている者(個人であるものに限る。以下「株主等」という。)について記載すること。 

 3 株主等については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄及び確認欄への記載を要しない。 

 4 顧問及び相談役については、「賞罰」の欄及び確認欄への記載を要しない。 

 5 「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。 

 6 様式第7号別紙又は様式第7号の2別紙に記載のある者については、本様式の作成を要しない。 
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様式第十三号（第四条関係）

様式第十三号(第四条関係) 

(用紙A4) 

建設業法施行令第3条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書 

住 所   

氏 名   生 年 月 日 年   月   日生  

営 業 所 名   

職 名   

賞

罰 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

    

    

    

    

    

      上記のとおり相違ありません。 
 

令和  年  月  日                            氏 名             

記載要領 

「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。 
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様式第十四号（第四条関係）

様式第十四号(第四条関係) 

(用紙A4) 

株 主 (出 資 者) 調 書 

株主(出資者)名 住 所 所有株数又は出資の価額 

   

記載要領 

 この調書は、総株主の議決権の100分の5以上を有する株主又は出資の総額の100分の5

以上に相当する出資をしている者について記載すること。 
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様式第十五号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

様式第十五号(第四条、第十条、第十九条の四関係) 

(用紙A4)  

貸 借 対 照 表 

令和  年  月  日現在 

(会社名)  

資 産 の 部 

Ⅰ 流 動 資 産                          千円 

    現金預金                         ×××  

    受取手形                         ×××  

    完成工事未収入金                     ×××  

    有価証券                         ×××  

    未成工事支出金                      ×××  

    材料貯蔵品                        ×××  

    短期貸付金                        ×××  

    前払費用                         ×××  

    その他                          ×××  

     貸倒引当金                      △×××  

      流動資産合計                    ××××  

Ⅱ 固 定 資 産 

 (1) 有形固定資産 

    建物・構築物                  ×××  

     減価償却累計額               △×××  ×××  

    機械・運搬具                  ×××  

     減価償却累計額               △×××  ×××  

    工具器具・備品                 ×××  

     減価償却累計額               △×××  ×××  

    土 地                          ×××  

    リース資産                   ×××       

     減価償却累計額               △×××  ×××  

    建設仮勘定                        ×××  

    その他                     ×××  

     減価償却累計額               △×××  ×××  

     有形固定資産合計                    ×××  

 (2) 無形固定資産 

    特許権                          ×××  

    借地権                          ×××  

    のれん                          ×××  

    リース資産                        ×××  

    その他                          ×××  

     無形固定資産合計                    ×××  

 (3) 投資その他の資産 

    投資有価証券                       ×××  

    関係会社株式・関係会社出資金               ×××  

    長期貸付金                        ×××  

    破産更生債権等                      ×××  

    長期前払費用                       ×××  

    繰延税金資産                       ×××  

    その他                          ×××  

     貸倒引当金                      △×××  
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     投資その他の資産合計                  ×××  

      固定資産合計                    ××××  

Ⅲ 繰 延 資 産 

    創立費                          ×××  

    開業費                          ×××  

    株式交付費                        ×××  

    社債発行費                        ×××  

    開発費                          ×××  

      繰延資産合計                    ××××  

       資産合計                     ××××  

負 債 の 部 

Ⅰ 流 動 負 債 

    支払手形                         ×××  

    工事未払金                        ×××  

    短期借入金                        ×××  

    リース債務                        ×××  

    未払金                          ×××  

    未払費用                         ×××  

    未払法人税等                       ×××  

    未成工事受入金                      ×××  

    預り金                          ×××  

    前受収益                         ×××  

    ・・・引当金                       ×××  

    その他                          ×××  

      流動負債合計                    ××××  

Ⅱ 固 定 負 債 

    社債                           ×××  

    長期借入金                        ×××  

    リース債務                        ×××  

    繰延税金負債                       ×××  

    ・・・引当金                       ×××  

    負ののれん                        ×××  

    その他                          ×××  

      固定負債合計                    ××××  

       負債合計                     ××××  

純 資 産 の 部 

Ⅰ 株 主 資 本 

 (1) 資本金                          ××××  

 (2) 新株式申込証拠金                     ××××  

 (3) 資本剰余金 

    資本準備金                        ×××  

    その他資本剰余金                     ×××  

     資本剰余金合計                    ××××  

 (4) 利益剰余金 

    利益準備金                        ×××  

    その他利益剰余金 

     ・・・準備金                       ××  

     ・・・積立金                       ××  

     繰越利益剰余金                     ×××  
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     利益剰余金合計                    ××××  

 (5) 自己株式                        △××××  

 (6) 自己株式申込証拠金                    ××××  

      株主資本合計                    ××××  

Ⅱ 評価・換算差額等 

 (1) その他有価証券評価差額金                  ×××  

 (2) 繰延ヘッジ損益                       ×××  

 (3) 土地再評価差額金                      ×××  

      評価・換算差額等合計                ××××  

Ⅲ 新 株 予 約 権                       ××××  

       純資産合計                    ××××  

       負債純資産合計                  ××××  

記載要領 

 1 貸借対照表は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会

計の慣行をしん酌し、会社の財産の状態を正確に判断することができるよう明

瞭に記載すること。 

 2 勘定科目の分類は、国土交通大臣が定めるところによること。 

 3 記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。 

  ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあって

は、百万円単位をもって表示することができる。この場合、「千円」とあるのは

「百万円」として記載すること。 

 4 金額の記載に当たって有効数字がない場合においては、科目の名称の記載を

要しない。 

 5 流動資産、有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産、流動負債及び

固定負債に属する科目の掲記が「その他」のみである場合においては、科目の

記載を要しない。 

 6 建設業以外の事業を併せて営む場合においては、当該事業の営業取引に係る

資産についてその内容を示す適当な科目をもって記載すること。 

  ただし、当該資産の金額が資産の総額の100分の5以下のものについては、同

一の性格の科目に含めて記載することができる。 

 7 流動資産の「有価証券」又は「その他」に属する親会社株式の金額が資産の

総額の100分の5を超えるときは、「親会社株式」の科目をもって記載すること。

投資その他の資産の「関係会社株式・関係会社出資金」に属する親会社株式に

ついても同様に、投資その他の資産に「親会社株式」の科目をもって記載する

こと。 

 8 流動資産、有形固定資産、無形固定資産又は投資その他の資産の「その他」

に属する資産でその金額が資産の総額の100分の5を超えるものについては、当

該資産を明示する科目をもって記載すること。 

 9 記載要領6及び8は、負債の部の記載に準用する。 

 10 「材料貯蔵品」、「短期貸付金」、「前払費用」、「特許権」、「借地権」及び

「のれん」は、その金額が資産の総額の100分の5以下であるときは、それぞれ

流動資産の「その他」、無形固定資産の「その他」に含めて記載することができ

る。 

 11 記載要領10は、「未払金」、「未払費用」、「預り金」、「前受収益」及び「負の

のれん」の表示に準用する。 

 12 「繰延税金資産」及び「繰延税金負債」は、税効果会計の適用にあたり、

一時差異(会計上の簿価と税務上の簿価との差額)の金額に重要性がないために、

繰延税金資産又は繰延税金負債を計上しない場合には記載を要しない。 

 13 「繰延税金資産」の金額及び「繰延税金負債」の金額については、その差額
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のみを「繰延税金資産」又は「繰延税金負債」として投資その他の資産又は固

定負債に記載する。 

 14 各有形固定資産に対する減損損失累計額は、各資産の金額から減損損失累

計額を直接控除し、その控除残高を各資産の金額として記載する。 

 15 「リース資産」に区分される資産については、有形固定資産に属する各科

目(「リース資産」及び「建設仮勘定」を除く。)又は無形固定資産に属する各

科目(「のれん」及び「リース資産」を除く。)に含めて記載することができる。 

 16 「関係会社株式・関係会社出資金」については、いずれか一方がない場合

においては、「関係会社株式」又は「関係会社出資金」として記載すること。 

 17 持分会社である場合においては、「関係会社株式」を投資有価証券に、「関

係会社出資金」を投資その他の資産の「その他」に含めて記載することができ

る。 

 18 「のれん」の金額及び「負ののれん」の金額については、その差額のみを

「のれん」又は「負ののれん」として記載する。 

 19 持分会社である場合においては、「株主資本」とあるのは「社員資本」と、

「新株式申込証拠金」とあるのは「出資金申込証拠金」として記載することと

し、資本剰余金及び利益剰余金については、「準備金」と「その他」に区分して

の記載を要しない。 

 20 その他利益剰余金又は利益剰余金合計の金額が負となった場合は、マイナ

ス残高として記載する。 

 21 「その他有価証券評価差額金」、「繰延ヘッジ損益」及び「土地再評価差額

金」のほか、評価・換算差額等に計上することが適当であると認められるもの

については、内容を明示する科目をもつて記載することができる。 
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様式第十六号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

様式第十六号(第四条、第十条、第十九条の四関係) 

(用紙A4)   

損 益 計 算 書 

自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

(会社名)   

Ⅰ 売 上 高                          千円 

   完成工事高                    ×××       

   兼業事業売上高                  ××× ××××  

Ⅱ 売 上 原 価 

   完成工事原価                   ×××       

   兼業事業売上原価                 ××× ××××  

    売上総利益(売上総損失) 

     完成工事総利益(完成工事総損失)        ×××       

     兼業事業総利益(兼業事業総損失)        ××× ××××  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

   役員報酬                     ×××       

   従業員給料手当                  ×××       

   退職金                      ×××       

   法定福利費                    ×××       

   福利厚生費                    ×××       

   修繕維持費                    ×××       

   事務用品費                    ×××       

   通信交通費                    ×××       

   動力用水光熱費                  ×××       

   調査研究費                    ×××       

   広告宣伝費                    ×××       

   貸倒引当金繰入額                 ×××       

   貸倒損失                     ×××       

   交際費                      ×××       

   寄付金                      ×××       

   地代家賃                     ×××       

   減価償却費                    ×××       

   開発費償却                    ×××       

   租税公課                     ×××       

   保険料                      ×××       

   雑 費                      ××× ××××  

     営業利益(営業損失)                  ××××  

Ⅳ 営 業 外 収 益 

   受取利息及び配当金                ×××       

   その他                      ××× ××××  

Ⅴ 営 業 外 費 用 

   支払利息                     ×××       

   貸倒引当金繰入額                 ×××       

   貸倒損失                     ×××       

   その他                      ××× ××××  

      経常利益(経常損失)                 ××××  

Ⅵ 特 別 利 益 

   前期損益修正益                  ×××       
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   その他                      ××× ××××  

Ⅶ 特 別 損 失 

   前期損益修正損                  ×××       

   その他                      ××× ××××  

      税引前当期純利益(税引前当期純損失)         ××××  

      法人税、住民税及び事業税          ×××       

      法人税等調整額               ××× ××××  

      当期純利益(当期純損失)               ××××  

記載要領 

 1 損益計算書は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会

計の慣行をしん酌し、会社の損益の状態を正確に判断することができるよう明

瞭に記載すること。 

 2 勘定科目の分類は、国土交通大臣が定めるところによること。 

 3 記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。 

   ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあって

は、百万円単位をもって表示することができる。この場合、「千円」とあるのは

「百万円」として記載すること。 

 4 金額の記載に当たって有効数字がない場合においては、科目の名称の記載を

要しない。 

 5 兼業事業とは、建設業以外の事業を併せて営む場合における当該建設業以外

の事業をいう。この場合において兼業事業の表示については、その内容を示す

適当な名称をもって記載することができる。 

   なお、「兼業事業売上高」(二以上の兼業事業を営む場合においては、これら

の兼業事業の売上高の総計)の「売上高」に占める割合が軽微な場合においては、

「売上高」、「売上原価」及び「売上総利益(売上総損失)」を建設業と兼業事業

とに区分して記載することを要しない。 

 6 「雑費」に属する費用で販売費及び一般管理費の総額の10分の1を超えるも

のについては、それぞれ当該費用を明示する科目を用いて掲記すること。 

 7 記載要領6は、営業外収益の「その他」に属する収益及び営業外費用の「そ

の他」に属する費用の記載に準用する。 

 8 「前期損益修正益」の金額が重要でない場合においては、特別利益の「その

他」に含めて記載することができる。 

 9 特別利益の「その他」については、それぞれ当該利益を明示する科目を用い

て掲記すること。 

   ただし、各利益のうち、その金額が重要でないものについては、当該利益を

区分掲記しないことができる。 

 10 特別利益に属する科目の掲記が「その他」のみである場合においては、科

目の記載を要しない。 

 11 記載要領8は「前期損益修正損」の記載に、記載要領9は特別損失の「その

他」の記載に、記載要領10は特別損失に属する科目の記載にそれぞれ準用する

こと。 

 12 「法人税等調整額」は、税効果会計の適用に当たり、一時差異(会計上の簿

価と税務上の簿価との差額)の金額に重要性がないために、繰延税金資産又は繰

延税金負債を計上しない場合には記載を要しない。 

 13 税効果会計を適用する最初の事業年度については、その期首に繰延税金資

産に記載すべき金額と繰延税金負債に記載すべき金額とがある場合には、その

差額を「過年度税効果調整額」として株主資本等変動計算書に記載するものと

し、当該差額は「法人税等調整額」には含めない。 

(用紙A4)   
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完 成 工 事 原 価 報 告 書 

自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

(会社名)   

                                   千円 

Ⅰ 材 料 費                          ×××  

Ⅱ 労 務 費                          ×××  

     (うち労務外注費                ××) 

Ⅲ 外 注 費                          ×××  

Ⅳ 経 費                          ×××  

     (うち人件費                  ××) 

        完成工事原価                  ××××  
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様式第十七号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

様式第十七号(第四条、第十条、第十九条の四関係) 

(用紙A4)   

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

(会社名)   

千円  

  

株 主 資 本 評価・換算差額等 

新株予

約権 

純資産合

計 資本金 
新株式申

込証拠金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

繰 延

ヘッジ

損益 

土地再

評価差

額金 

評価・換

算差額等

合計 

資本準

備金 

その他

資本剰

余金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計 
××積立

金 

繰越利益

剰余金 

当期首残高 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× △××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× 

当期変動額                                   

 新株の発行 ××× ××× ×××   ×××           ×××           ××× 

 剰余金の配当           ×××   △××× △×××   △×××           △××× 

 当期純利益               ××× ×××   ×××           ××× 

 自己株式の処分                   ××× ×××           ××× 

×××××                                   

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額) 

  

  

                  ××× ××× ××× ××× ××× ××× 

当期変動額合計 ××× ××× ×××   ××× ×××  ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× 

当期末残高 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× △××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× 

 記載要領 

  1 株主資本等変動計算書は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行をしん酌し、純資産の部の変動の状態を正確に判断することができるよ

う明瞭に記載すること。 

  2 勘定科目の分類は、国土交通大臣が定めるところによること。 

  3 記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。 

   ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあつては、百万円単位をもつて表示することができる。この場合、「千円」とあるのは「百万円」

として記載すること。 

  4 金額の記載に当たつて有効数字がない場合においては、項目の名称の記載を要しない。 

  5 その他利益剰余金については、その内訳科目の当期首残高、当期変動額(変動事由ごとの金額)及び当期末残高を株主資本等変動計算書に記載することに代えて、注記に

より開示することができる。この場合には、その他利益剰余金の当期首残高、当期変動額及び当期末残高の各合計額を株主資本等変動計算書に記載する。 

  6 評価・換算差額等については、その内訳科目の当期首残高、当期変動額(当期変動額については主な変動事由にその金額を表示する場合には、変動事由ごとの金額を含

む。)及び当期末残高を株主資本等変動計算書に記載することに代えて、注記により開示することができる。この場合には、評価・換算差額等の当期首残高、当期変動額及

び当期末残高の各合計額を株主資本等変動計算書に記載する。 

  7 各合計額の記載は、株主資本合計を除き省略することができる。 

  8 当期首残高については、会社計算規則(平成18年法務省令第13号)第2条第3項第59号に規定する遡及適用又は同項第64号に規定する誤謬の訂正をした場合には、当期首残

高及びこれに対する影響額を記載する。 

  9 株主資本の各項目の変動事由及びその金額の記載は、概ね貸借対照表における表示の順序による。 

  10 株主資本の各項目の変動事由には、例えば以下のものが含まれる。 

   (1) 当期純利益又は当期純損失 

   (2) 新株の発行又は自己株式の処分 

   (3) 剰余金(その他資本剰余金又はその他利益剰余金)の配当 

びゆう 
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   (4) 自己株式の取得 

   (5) 自己株式の消却 

   (6) 企業結合(合併、会社分割、株式交換、株式移転など)による増加又は分割型の会社分割による減少 

   (7) 株主資本の計数の変動 

    ① 資本金から準備金又は剰余金への振替 

    ② 準備金から資本金又は剰余金への振替 

    ③ 剰余金から資本金又は準備金への振替 

    ④ 剰余金の内訳科目間の振替 

  11 剰余金の配当については、剰余金の変動事由として当期変動額に表示する。 

  12 税効果会計を適用する最初の事業年度については、その期首に繰延税金資産に記載すべき金額と繰延税金負債に記載すべき金額とがある場合には、その差額を「過年度

税効果調整額」として繰越利益剰余金の当期変動額に表示する。 

  13 新株の発行の効力発生日に資本金又は資本準備金の額の減少の効力が発生し、新株の発行により増加すべき資本金又は資本準備金と同額の資本金又は資本準備金の額を

減少させた場合には、変動事由の表示方法として、以下のいずれかの方法により記載するものとする。 

   (1) 新株の発行として、資本金又は資本準備金の額の増加を記載し、また、株主資本の計数の変動手続き(資本金又は資本準備金の額の減少に伴うその他資本剰余金の額

の増加)として、資本金又は資本準備金の額の減少及びその他資本剰余金の額の増加を記載する方法 

   (2) 新株の発行として、直接、その他資本剰余金の額の増加を記載する方法 

    企業結合の効力発生日に資本金又は資本準備金の額の減少の効力が発生した場合についても同様に取り扱う。 

  14 株主資本以外の各項目の当期変動額は、純額で表示するが、主な変動事由及びその金額を表示することができる。当該表示は、変動事由又は金額の重要性などを勘案

し、事業年度ごとに、また、項目ごとに選択することができる。 

  15 株主資本以外の各項目の主な変動事由及びその金額を表示する場合、以下の方法を事業年度ごとに、また、項目ごとに選択することができる。 

   (1) 株主資本等変動計算書に主な変動事由及びその金額を表示する方法 

   (2) 株主資本等変動計算書に当期変動額を純額で記載し、主な変動事由及びその金額を注記により開示する方法 

  16 株主資本以外の各項目の主な変動事由及びその金額を表示する場合、当該変動事由には、例えば以下のものが含まれる。 

   (1) 評価・換算差額等 

    ① その他有価証券評価差額金 

     その他有価証券の売却又は減損処理による増減 

     純資産の部に直接計上されたその他有価証券評価差額金の増減 

    ② 繰延ヘッジ損益 

     ヘッジ対象の損益認識又はヘッジ会計の終了による増減 

     純資産の部に直接計上された繰延ヘッジ損益の増減 

   (2) 新株予約権 

    新株予約権の発行 

    新株予約権の取得 

    新株予約権の行使 

    新株予約権の失効 

    自己新株予約権の消却 

    自己新株予約権の処分 

  17 株主資本以外の各項目のうち、その他有価証券評価差額金について、主な変動事由及びその金額を表示する場合、時価評価の対象となるその他有価証券の売却又は減損

処理による増減は、原則として、以下のいずれかの方法により計算する。 

   (1) 損益計算書に計上されたその他有価証券の売却損益等の額に税効果を調整した後の額を表示する方法 

   (2) 損益計算書に計上されたその他有価証券の売却損益等の額を表示する方法 

     この場合、評価・換算差額等に対する税効果の額を、別の変動事由として表示する。また、当該税効果の額の表示は、評価・換算差額等の内訳項目ごとに行う方法、

その他有価証券評価差額金を含む評価・換算差額等に対する税効果の額の合計による方法のいずれによることもできる。 

    また、繰延ヘッジ損益についても同様に取り扱う。 

    なお、税効果の調整の方法としては、例えば、評価・換算差額等の増減があつた事業年度の法定実効税率を使用する方法や繰延税金資産の回収可能性を考慮した税率を

使用する方法などがある。 
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  18 持分会社である場合においては、「株主資本等変動計算書」とあるのは「社員資本等変動計算書」と、「株主資本」とあるのは「社員資本」として記載する。 
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様式第十七号の二（第四条、第十条、第十九条の四関係）

様式第十七号の二(第四条、第十条、第十九条の四関係) 

(用紙A4)   

注 記 表 

自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

(会社名)   

注 

 1 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況 

 2 重要な会計方針 

  (1) 資産の評価基準及び評価方法 

  (2) 固定資産の減価償却の方法 

  (3) 引当金の計上基準 

  (4) 収益及び費用の計上基準 

  (5) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 

  (6) その他貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、注記表作成のための基

本となる重要な事項 

 3 会計方針の変更 

 4 表示方法の変更 

 4―2 会計上の見積り 

 5 会計上の見積りの変更 

 6 誤謬の訂正 

 7 貸借対照表関係 

  (1) 担保に供している資産及び担保付債務 

   ①担保に供している資産の内容及びその金額 

   ②担保に係る債務の金額 

  (2) 保証債務、手形遡求債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額 

  (3) 関係会社に対する短期金銭債権及び長期金銭債権並びに短期金銭債務及び長期金

銭債務 

  (4) 取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対す

る金銭債権及び金銭債務 

  (5) 親会社株式の各表示区分別の金額 

  (6) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

 8 損益計算書関係 

  (1) 売上高のうち関係会社に対する部分 

  (2) 売上原価のうち関係会社からの仕入高 

  (3) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 

  (4) 関係会社との営業取引以外の取引高 

  (5) 研究開発費の総額(会計監査人を設置している会社に限る。) 

 9 株主資本等変動計算書関係 

  (1) 事業年度末日における発行済株式の種類及び数 

  (2) 事業年度末日における自己株式の種類及び数 

  (3) 剰余金の配当 

  (4) 事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

 10 税効果会計 

 11 リースにより使用する固定資産 

 12 金融商品関係 

  (1) 金融商品の状況 

  (2) 金融商品の時価等 

びゆう 
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 13 賃貸等不動産関係 

  (1) 賃貸等不動産の状況 

  (2) 賃貸等不動産の時価 

 14 関連当事者との取引 

  取引の内容 

種 類 
会社等の名称

又は氏名 

議決権の所有

( 被所有 )割合 
関 係 内 容 科 目 

期 末 残 高 

(千 円) 

            

  ただし、会計監査人を設置している会社は以下の様式により記載する。 

  (1) 取引の内容 

種類 
会社等の名

称又は氏名 

議決権の所有

(被所有)割合 
関係内容 取引の内容 取引金額 科目 

期末残高 

(千 円) 

                

  (2) 取引条件及び取引条件の決定方針 

  (3) 取引条件の変更の内容及び変更が貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容 

 15 一株当たり情報 

  (1) 一株当たりの純資産額 

  (2) 一株当たりの当期純利益又は当期純損失 

 16 重要な後発事象 

 17 連結配当規制適用の有無 

 17―2 収益認識関係 

 18 その他 

記載要領 

 1 記載を要する注記は、以下のとおりとする。 

  

株 式 会 社 

持分会社 会計監査人

設置会社 

会計監査人なし 

公開会社 
株式譲渡

制限会社 

1 継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事

象又は状況 

○ × × × 

2 重要な会計方針 ○ ○ ○ ○ 

3 会計方針の変更 ○ ○ ○ ○ 

4 表示方法の変更 ○ ○ ○ ○ 

4―2 会計上の見積り ○ × × × 

5 会計上の見積りの変更 ○ × × × 

6 誤謬の訂正 ○ ○ ○ ○ 

7 貸借対照表関係 ○ ○ × × 

8 損益計算書関係 ○ ○ × × 

9 株主資本等変動計算書関

係 
○ ○ ○ × 

10 税効果会計 ○ ○ × × 

11 リースにより使用する ○ ○ × × 

びゆう 
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固定資産 

12 金融商品関係 ○ ○ × × 

13 賃貸等不動産関係 ○ ○ × × 

14 関連当事者との取引 ○ ○ × × 

15 一株当たり情報 ○ ○ × × 

16 重要な後発事象 ○ ○ × × 

17 連結配当規制適用の有

無 
○ × × × 

17―2 収益認識関係 ○ × × × 

18 その他 ○ ○ ○ ○ 

   【凡例】○・・・記載要、×・・・記載不要 

 2 注記事項は、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の適当な場所に記載

することができる。この場合、注記表の当該部分への記載は要しない。 

 3 記載すべき金額は、注15を除き千円単位をもつて表示すること。 

  ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあつては、百

万円単位をもって表示することができる。この場合、「千円」とあるのは「百万円」と

して記載すること。 

 4 注に掲げる事項で該当事項がない場合においては、「該当なし」と記載すること。 

 5 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の特定の項目に関連する注記につ

いては、その関連を明らかにして記載する。 

 6 注に掲げる事項の記載に当たつては、当該事項の番号に対応してそれぞれ以下に掲

げる要領に従つて記載する。 

  注1 事業年度の末日において、当該会社が将来にわたつて事業を継続するとの前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在する場合であつて、当該事象

又は状況を解消し、又は改善するための対応をしてもなおその前提に関する重要な

不確実性が認められるとき(当該事業年度の末日後に当該重要な不確実性が認められ

なくなつた場合を除く。)は、次に掲げる事項を記載する。 

   ① 当該事象又は状況が存在する旨及びその内容 

   ② 当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策 

   ③ 当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由 

   ④ 当該重要な不確実性の影響を貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

又は注記表に反映しているか否かの別 

  注2 重要性の乏しい事項は、記載を要しない。 

   (4) 完成工事高及び完成工事原価の認識基準、決算日における工事進捗度を見積も

るために用いた方法その他の収益及び費用の計上基準について記載する。なお、

会社が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ずる収益

を認識するときは、次に掲げる事項を記載する。 

    ① 当該会社の主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容 

    ② ①に規定する義務に係る収益を認識する通常の時点 

    ③ ①及び②に掲げるもののほか、当該会社が重要な会計方針に含まれると判断

したもの 

   (5) 税抜方式及び税込方式のうち貸借対照表及び損益計算書の作成に当たつて採用

したものを記載する。ただし、経営状況分析申請書又は経営規模等評価申請書に

添付する場合には、税抜方式を採用すること。 

  注3 一般に公正妥当と認められる会計方針を他の一般に公正妥当と認められる会計

方針に変更した場合に、次に掲げる事項を記載する。ただし、重要性の乏しい事項
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は記載を要せず、また、会計監査人設置会社以外の株式会社及び持分会社にあつて

は、④ロ及びハに掲げる事項を省略することができる。 

    ① 当該会計方針の変更の内容 

    ② 当該会計方針の変更の理由 

    ③ 会社計算規則(平成18年法務省令第13号)第2条第3項第59号に規定する遡及適

用(以下単に「遡及適用」という。)をした場合には、当該事業年度の期首にお

ける純資産額に対する影響額 

    ④ 当該事業年度より前の事業年度の全部又は一部について遡及適用をしなかつ

た場合には、次に掲げる事項(当該会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区

別することが困難なときは、ロに掲げる事項を除く。) 

     イ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の主な項目に

対する影響額 

     ロ 当該事業年度より前の事業年度の全部又は一部について遡及適用をしなか

つた理由並びに当該会計方針の変更の適用方法及び適用開始時期 

     ハ 当該会計方針の変更が当該事業年度の翌事業年度以降の財産又は損益に影

響を及ぼす可能性がある場合であつて、当該影響に関する事項を注記するこ

とが適切であるときは、当該事項 

  注4 一般に公正妥当と認められる表示方法を他の一般に公正妥当と認められる表示

方法に変更した場合に、次に掲げる事項を記載する。ただし、重要性の乏しい事項

は、記載を要しない。 

    ① 当該表示方法の変更の内容 

    ② 当該表示方法の変更の理由 

  注4―2 次に掲げる事項を記載する。 

   (1) 会計上の見積りにより当該事業年度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書又は注記表の項目にその額を計上した項目であつて、翌事業年

度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書又は注記表に重要な

影響を及ぼす可能性のあるもの 

   (2) 当該事業年度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書又は

注記表の(1)に掲げる項目に計上した額 

   (3) (2)に掲げるもののほか、(1)に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容に関

する理解に資する情報 

  注5 会計上の見積りの変更をした場合に、次に掲げる事項を記載する。ただし、重

要性の乏しい事項は、記載を要しない。 

    ① 当該会計上の見積りの変更の内容 

    ② 当該会計上の見積りの変更の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び注記表の項目に対する影響額 

    ③ 当該会計上の見積りの変更が当該事業年度の翌事業年度以降の財産又は損益

に影響を及ぼす可能性があるときは、当該影響に関する事項 

  注6 会社計算規則第2条第3項第64号に規定する誤謬の訂正をした場合に、次に掲げ

る事項を記載する。ただし、重要性の乏しい事項は、記載を要しない。 

    ① 当該誤謬の内容 

    ② 当該事業年度の期首における純資産額に対する影響額 

  注7   (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務は、勘定科目別に記載する。 

   (2) 保証債務、手形遡求債務、損害賠償義務等(負債の部に計上したものを除く)

の種類別に総額を記載する。 

   (3) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しない。 

   (4) 総額を記載するものとし、取締役、監査役又は執行役別の金額は記載するこ

とを要しない。 

びゆう 

びゆう 
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   (5) 貸借対照表に区分掲記している場合は、記載を要しない。 

   (6) 同一の工事契約に関する未成工事支出金と工事損失引当金を相殺せずに両建

てで表示したときは、その旨及び当該未成工事支出金の金額のうち工事損失引当

金に対応する金額を、未成工事支出金と工事損失引当金を相殺して表示したとき

は、その旨及び相殺表示した未成工事支出金の金額を記載する。 

  注8 

   (1) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しない。 

   (2) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しない。 

   (3) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しない。 

  注9 

   (3) 事業年度中に行つた剰余金の配当(事業年度末日後に行う剰余金の配当のうち、

剰余金の配当を受ける者を定めるための会社法第124条第1項に規定する基準日が

事業年度中のものを含む。)について、配当を実施した回ごとに、決議機関、配当

総額、一株当たりの配当額、基準日及び効力発生日について記載する。 

  注10 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因を定性的に記載する。 

  注11 ファイナンス・リース取引(リース取引のうち、リース契約に基づく期間の中途

において当該リース契約を解除することができないもの又はこれに準ずるもので、

リース物件(当該リース契約により使用する物件をいう。)の借主が、当該リース物

件からもたらされる経済的利益を実質的に享受することができ、かつ、当該リース

物件の使用に伴つて生じる費用等を実質的に負担することとなるものをいう。)の借

主である株式会社が当該ファイナンス・リース取引について通常の売買取引に係る

方法に準じて会計処理を行つていない重要な固定資産について、定性的に記載する。 

    「重要な固定資産」とは、リース資産全体に重要性があり、かつ、リース資産の

中に基幹設備が含まれている場合の当該基幹設備をいう。リース資産全体の重要性

の判断基準は、当期支払リース料の当期支払リース料と当期減価償却費との合計に

対する割合についておおむね1割程度とする。 

    ただし、資産の部に計上するものは、この限りでない。 

  注12 重要性の乏しいものについては記載することを要しない。 

  注13 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい場合は、記載を要しない。 

  注14 「関連当事者」とは、会社計算規則第112条第4項に定める者をいい、記載に当

たつては、関連当事者ごとに記載する。関連当事者との取引には、会社と第三者と

の間の取引で当該会社と関連当事者との間の利益が相反するものを含む。ただし、

重要性の乏しい取引及び関連当事者との取引のうち以下の取引については記載を要

しない。 

    ① 一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の受取りその他取引の性

質からみて取引条件が一般の取引と同様であることが明白な取引 

    ② 取締役、会計参与、監査役又は執行役に対する報酬等の給付 

    ③ その他、当該取引に係る条件につき市場価格その他当該取引に係る公正な価

格を勘案して一般の取引の条件と同様のものを決定していることが明白な取引 

    「種類」の欄には、会社計算規則第112条第4項各号に掲げる関連当事者の種類を

記載する。 

  注15 株式会社が当該事業年度又は当該事業年度の末日後において株式の併合又は株

式の分割をした場合において、当該事業年度の期首に株式の併合又は株式の分割を

したと仮定して(1)及び(2)に掲げる額を算定したときは、その旨を追加して記載す

る。 

  注17 会社計算規則第158条第4号に規定する配当規制を適用する場合に、その旨を記

載する。 

  注17―2 会社が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ず

る収益を認識する場合に、次に掲げる事項(重要性の乏しいものを除く。)を記載す
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る。ただし、会社法第444条第3項に規定する株式会社以外の株式会社にあつては、

①及び③に掲げる事項を省略することができる。 

   ① 当該事業年度に認識した収益を、収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、

時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づいて区分をした場合における

当該区分ごとの収益の額その他の事項 

   ② 収益を理解するための基礎となる情報 

   ③ 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

    なお、①から③までに掲げる事項が注2の規定により注記すべき事項と同一であ

るときは、当該事項の記載を要しない。 

  注18 注1から注17―2までに掲げた事項のほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資

本等変動計算書により会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事

項を記載する。 
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様式第十七号の三（第四条、第十条関係）

様式第十七号の三(第四条、第十条関係) 

(用紙A4)  

附 属 明 細 表 

令和  年  月  日現在 

1 完成工事未収入金の詳細 

  相手先別内訳              滞留状況 

相 手 先 金 額 

  

発 生 時 完成工事未収入金 

  千円 当期計上分 千円 

    
前期以前計

上分 
  

    計   

計     

2 短期貸付金明細表 

相 手 先 金 額 

  

  千円 

    

    

計   

3 長期貸付金明細表 

相 手 先 金 額 

  

  千円 

    

    

計   

4 関係会社貸付金明細表 

関係会社名 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

  千円 千円 千円 千円   

            

            

計         ― 
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5 関係会社有価証券明細表 

株

式 

銘

柄 

一
株
の
金
額 

期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 

摘要 株式

数  

取得

価格 

貸借対照

表計上額 

株式

数  
金額 

株式

数  
金額 

株式

数  
取得価額 

貸借対照

表計上額 

  千円   千円 千円   千円   千円   千円 千円   

                          

計                         

  

銘

柄 

期 首 残 高 
当期増加

額    

当期減少

額    

期 末 残 高 

摘要 
取得価額 

貸借対照

表計上額 
取得価額 

貸借対照表

計上額   

社

債 

  千円 千円 千円 千円 千円 千円   

                

計               

そ
の
他
の
有
価
証
券 

                

                

計               

6 関係会社出資金明細表 

関係会社名 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

  千円 千円 千円 千円   

            

            

計         ― 

7 短期借入金明細表 

借 入 先 金 額 返 済 期 日 摘 要 

  千円     

        

        

計     ― 
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8 長期借入金明細表 

借 入 先 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

  千円 千円 千円 千円   

            

            

計         ― 

9 関係会社借入金明細表 

関係会社名 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

  千円 千円 千円 千円   

            

            

計         ― 

10 保証債務明細表 

相 手 先 金 額 

  

  千円 

    

    

計   

記載要領 

第1 一般的事項 

 1 「親会社」とは、会社法(平成17年法律第86号)第2条第4号に定める会社をいい、

「子会社」とは、会社法第2条第3号に定める会社をいう。 

 2 「関連会社」とは、会社計算規則(平成18年法務省令第13号)第2条第3項第18号に定

める会社をいう。 

 3 「関係会社」とは、会社計算規則第2条第3項第22号に定める会社をいう。 

 4 金融商品取引法(昭和23年法律第25号)第24条の規定により、有価証券報告書を内閣

総理大臣に提出しなければならない者については、附属明細表の4、5、6及び9の記載

を省略することができる。この場合、同条の規定により提出された有価証券報告書に

記載された連結貸借対照表の写しを添付しなければならない。 

 5 記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。 

  ただし、会社法第2条第6号に規定する大会社にあっては、百万円単位をもって表示

することができる。この場合、「千円」とあるのは、「百万円」として記載すること。 

第2 個別事項 

 1 完成工事未収入金の詳細 

  (1) 別記様式第十五号による貸借対照表(以下単に「貸借対照表」という。)の流動

資産の完成工事未収入金について、その主な相手先及び相手先ごとの額を記載する

こと。 

  (2) 同一の相手先について契約口数が多数ある場合には、相手先別に一括して記載

することができる。 

  (3) 滞留状況については、当期計上分(1年未満)及び前期以前計上分(1年以上)に分け、

各々の合計額を記載すること。 

 2 短期貸付金明細表 
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  (1) 貸借対照表の流動資産の短期貸付金について、その主な相手先及び相手先ごと

の額を記載すること。ただし、当該科目の額が資産総額の100分の5以下である時

は記載を省略することができる。 

  (2) 同一の相手先について契約口数が多数ある場合には、相手先別に一括して記載

することができる。 

  (3) 関係会社に対するものはまとめて記載することができる。 

 3 長期貸付金明細表 

  (1) 貸借対照表の固定資産の長期貸付金について、その主な相手先及び相手先ごと

の額を記載すること。ただし、当該科目の額が資産総額の100分の5以下である時

は記載を省略することができる。 

  (2) 同一の相手先について契約口数が多数ある場合には、相手先別に一括して記載

することができる。 

  (3) 関係会社に対するものはまとめて記載することができる。 

 4 関係会社貸付金明細表 

  (1) 貸借対照表の短期貸付金、長期貸付金その他資産に含まれる関係会社貸付金に

ついて、その関係会社名及び関係会社ごとの額を記載すること。ただし、当該科目

の額が資産総額の100分の5以下である時は記載を省略することができる。 

  (2) 関係会社貸付金は貸借対照表の勘定科目ごとに区別して記載し、親会社、子会

社、関連会社及びその他の関係会社について各々の合計額を記載すること。 

  (3) 摘要の欄には、貸付の条件(返済期限(分割返済条件のある場合にはその条件)及

び担保物件の種類)について記載すること。重要な貸付金で無利息又は特別の条件

による利率が約定されているものについては、その旨及び当該利率について記載す

ること。 

  (4) 同一の関係会社について契約口数が多数ある場合には、関係会社別に一括し、

担保及び返済期限について要約して記載することができる。 

 5 関係会社有価証券明細表 

  (1) 貸借対照表の有価証券、流動資産の「その他」、投資有価証券、関係会社株式・

関係会社出資金及び投資その他の資産の「その他」に含まれる関係会社有価証券に

ついて、その銘柄及び銘柄ごとの額を記載すること。ただし、当該科目の額が資産

総額の100分の5以下である時は記載を省略することができる。 

  (2) 当該有価証券の発行会社について、附属明細表提出会社との関係(親会社、子会

社等の関係)を摘要欄に記載すること。 

  (3) 社債の銘柄は、「何会社物上担保付社債」のように記載すること。なお、新株予

約権が付与されている場合には、その旨を付記すること。 

  (4) 取得価額及び貸借対照表計上額については、その算定の基準とした評価基準及

び評価方法を摘要欄に記載すること。ただし、評価基準及び評価方法が別記様式第

17号の2による注記表(以下単に「注記表」という。)の2により記載されている場合

には、その記載を省略することができる。 

  (5) 当期増加額及び当期減少額がともにない場合には、期首残高、当期増加額及び

当期減少額の各欄を省略した様式に記載することができる。この場合には、その旨

を摘要欄に記載すること。 

  (6) 一の関係会社の有価証券の総額と当該関係会社に対する債権の総額との合計額

が附属明細表提出会社の資産の総額の100分の5を超える場合、一の関係会社に対

する債務の総額が附属明細表提出会社の負債及び純資産の合計額が100分の5を超

える場合又は一の関係会社に対する売上高が附属明細表提出会社の売上額の総額の

100分の20を超える場合には、当該関係会社の発行済株式の総数に対する所有割合、

社債の未償還残高その他当該関係会社との関係内容(例えば、役員の兼任、資金援

助、営業上の取引、設備の賃貸借等の関係内容)を注記すること。 

  (7) 株式のうち、会社法第308条第1項の規定により議決権を有しないものについて
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は、その旨を摘要欄に記載すること。 

 6 関係会社出資金明細表 

  (1) 貸借対照表の関係会社株式・関係会社出資金及び投資その他の資産の「その他」

に含まれる関係会社出資金について、その関係会社名及び関係会社ごとの額を記載

すること。ただし、当該科目の額が資産総額の100分の5以下である時は記載を省

略することができる。 

  (2) 出資金額の重要なものについては、出資の条件(1口の出資金額、出資口数、譲

渡制限等の諸条件)を摘要欄に記載すること。 

  (3) 本表に記載されている会社であって、第2の5の(6)に定められた会社と同一の条

件のものがある場合には、当該関係会社に対してはこれに準じて注記すること。 

 7 短期借入金明細表 

  (1) 貸借対照表の流動負債の短期借入金について、その借入先及び借入先ごとの額

を記載すること。ただし、比較的借入額が少額なものについては、無利息又は特別

な利率が約定されている場合を除き、まとめて記載することができる。 

  (2) 設備資金と運転資金に分けて記載すること。 

  (3) 摘要の欄には、資金使途、借入の条件(担保、無利息の場合にはその旨、特別の

利率が約定されている場合には当該利率)等について記載すること。 

  (4) 同一の借入先について契約口数が多数ある場合には、借入先別に一括し、返済

期限、資金使途及び借入の条件について要約して記載することができる。 

  (5) 関係会社からのものはまとめて記載することができる。 

 8 長期借入金明細表 

  (1) 貸借対照表の固定負債の長期借入金及び契約期間が1年を超える借入金で最終の

返済期限が1年内に到来するもの又は最終の返済期限が1年後に到来するもののう

ち1年内の分割返済予定額で貸借対照表において流動負債として掲げられているも

のについて、その借入先及び借入先ごとの額を記載すること。ただし、比較的借入

額が少額なものについては、無利息又は特別な利率が約定されているものを除き、

まとめて記載することができる。 

  (2) 契約期間が1年を超える借入金で最終の返済期限が1年内に到来するもの又は最

終の返済期限が1年後に到来するもののうち1年内の分割返済予定額で貸借対照表

において流動負債として掲げられているものについては、当期減少額として記載せ

ず、期末残高に含めて記載すること。この場合においては、期末残高欄に内書(括

弧書)として記載し、その旨を注記すること。 

  (3) 摘要の欄には、借入金の使途及び借入の条件(返済期限(分割返済条件のある場

合にはその条件)及び担保物件の種類)について記載すること。重要な借入金で無利

息又は特別の条件による利率が約定されているものについては、その旨及び当該利

率について記載すること。 

  (4) 同一の借入先について契約口数が多数ある場合には、借入先別に一括し、使途、

担保及び返済期限について要約して記載することができる。この場合においては、

借入先別に一括されたすべての借入金について当該貸借対照表日以後3年間におけ

る1年ごとの返済予定額を注記すること。 

  (5) 関係会社からのものはまとめて記載することができる。 

 9 関係会社借入金明細表 

  (1) 貸借対照表の短期借入金、長期借入金その他負債に含まれる関係会社借入金に

ついて、その関係会社名及び関係会社ごとの額を記載すること。ただし、当該科目

の額が資産総額の100分の5以下である時は記載を省略することができる。 

  (2) 関係会社借入金は貸借対照表の勘定科目ごとに区別して記載し、親会社、子会

社、関連会社及びその他の関係会社について各々の合計額を記載すること。 

  (3) 短期借入金については、第2の7の(3)及び(4)に準じて記載し、長期借入金につ

いては、第2の8の(2)、(3)及び(4)に準じて記載すること。 
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 10 保証債務明細表 

  (1) 注記表の3の(2)の保証債務額について、その相手先及び相手先ごとの額を記載

すること。 

  (2) 注記表の3の(2)において、相手先及び相手先ごとの額が記載されている時は記

載を省略することができる。 

  (3) 同一の相手先について契約口数が多数ある場合には、相手先別に一括して記載

することができる。 
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様式第十八号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

様式第十八号(第四条、第十条、第十九条の四関係) 

(用紙A4)   

貸 借 対 照 表 

令和  年  月  日現在 

(商号又は名称)   

資 産 の 部 

Ⅰ 流 動 資 産                          千円 

    現金預金                          ××  

    受取手形                          ××  

    完成工事未収入金                      ××  

    有価証券                          ××  

    未成工事支出金                       ××  

    材料貯蔵品                         ××  

    その他                           ××  

     貸倒引当金                       △××  

      流動資産合計                     ×××  

Ⅱ 固 定 資 産 

    建物・構築物                        ××  

    機械・運搬具                        ××  

    工具器具・備品                       ××  

    土地                            ××  

    建設仮勘定                         ××  

    破産更生債権等                       ××  

    その他                           ××  

      固定資産合計                     ×××  

        資産合計                     ×××  

負 債 の 部 

Ⅰ 流 動 負 債 

    支払手形                          ××  

    工事未払金                         ××  

    短期借入金                         ××  

    未払金                           ××  

    未成工事受入金                       ××  

    預り金                           ××  

    ・・・引当金                        ××  

    その他                           ××  

      流動負債合計                     ×××  

Ⅱ 固 定 負 債 

    長期借入金                         ××  

    その他                           ××  

      固定負債合計                     ×××  

       負債合計 

純 資 産 の 部 

    期首資本金                         ××  

    事業主借勘定                        ××  

    事業主貸勘定                       △××  

    事業主利益                         ××  

       純資産合計                     ×××  

       負債純資産合計                   ×××  
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注 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 

記載要領 

 1 貸借対照表は、財産の状態を正確に判断することができるよう明りょうに記

載すること。 

 2 下記以外の勘定科目の分類は、法人の勘定科目の分類によること。 

    期首資本金―――前期末の資本合計 

    事業主借勘定――事業主が事業外資金から事業のために借りたもの 

    事業主貸勘定――事業主が営業の資金から家事費等に充当したもの 

    事業主利益(事業主損失)――損益計算書の事業主利益(事業主損失) 

 3 記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。 

 4 金額の記載に当たって有効数字がない場合においては、科目の名称の記載を

要しない。 

 5 流動資産、有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産、流動負債及び

固定負債に属する科目の掲記が「その他」のみである場合においては、科目の

記載を要しない。 

 6 流動資産の「その他」又は固定資産の「その他」に属する資産で、その金額

が資産の総額の100分の5を超えるものについては、当該資産を明示する科目を

もって記載すること。 

 7 記載要領6は、負債の部の記載に準用する。 

 8 「・・・引当金」には、完成工事補償引当金その他の当該引当金の設定科目

を示す名称を付した科目をもって掲記すること。 

 9 注は、税抜方式及び税込方式のうち貸借対照表及び損益計算書の作成に当

たって採用したものをいう。 

  ただし、経営状況分析申請書又は経営規模等評価申請書に添付する場合には、

税抜方式を採用すること。 
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様式第十九号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

様式第十九号(第四条、第十条、第十九条の四関係) 
 

(用紙A4)   

損 益 計 算 書 

自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

(商号又は名称)   

千円 

Ⅰ 完成工事高                          ×××  

Ⅱ 完成工事原価 

   材料費                        ××      

   労務費                        ××      

    (うち労務外注費  ××) 

   外注費                        ××      

   経 費                        ×× ×××  

    完成工事総利益(完成工事総損失)              ×××  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

   従業員給料手当                    ××      

   退職金                        ××      

   法定福利費                      ××      

   福利厚生費                      ××      

   維持修繕費                      ××      

   事務用品費                      ××      

   通信交通費                      ××      

   動力用水光熱費                    ××      

   広告宣伝費                      ××      

   交際費                        ××      

   寄付金                        ××      

   地代家賃                       ××      

   減価償却費                      ××      

   租税公課                       ××      

   保険料                        ××      

   雑 費                        ×× ×××  

     営業利益(営業損失)                   ×××  

Ⅳ 営 業 外 収 益 

   受取利息及び配当金                  ××      

   その他                        ×× ×××  

Ⅴ 営 業 外 費 用 

   支払利息                       ××      

   その他                        ×× ×××  

     事業主利益(事業主損失)                 ×××  

記載要領 

 1 損益計算書は、損益の状態を正確に判断することができるよう明りょうに記

載すること。 

 2 「事業主利益(事業主損失)」以外の勘定科目の分類は、法人の勘定科目の分

類によること。 

 3 記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。 

 4 金額の記載に当たって有効数字がない場合においては、科目の名称の記載を

要しない。 
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 5 建設業以外の事業(以下「兼業事業」という。)を併せて営む場合において兼

業事業における売上高が総売上高の10分の1を超えるときは、兼業事業の売上

高及び売上原価を建設業と区分して表示すること。 

 6 「雑費」に属する費用で、販売費及び一般管理費の総額の10分の1を超える

ものについては、それぞれ当該費用を明示する科目を用いて掲記すること。 

 7 記載要領6は、営業外収益の「その他」に属する収益及び営業外費用の「そ

の他」に属する費用の記載に準用する。 

114



様式第二十号（第四条関係）

様式第二十号(第四条関係) 

(用紙A4)  

営 業 の 沿 革 

創
業
以
後
の
沿
革 

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

 

建
設
業
の
登
録
及
び
許
可
の
状
況 

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

 

賞
罰 

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日  

記載要領 

 1 「創業以後の沿革」の欄は、創業、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分

割、資本金額の変更、営業の休止、営業の再開等を記載すること。 

 2 「建設業の登録及び許可の状況」の欄は、建設業の最初の登録及び許可等(更新を除

く。)について記載すること。 

 3 「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。 
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様式第二十号の二（第四条関係）

様式第二十号の二(第四条関係) 

(用紙A4)  

所 属 建 設 業 者 団 体 

団 体 の 名 称 所 属 年 月 日 

  

記載要領 

 「団体の名称」の欄は、法第27条の37に規定する建設業者の団体の名称を記載するこ

と。 
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様式第二十号の三（第四条関係）

様式第二十号の三(第四条関係) 

(用紙A4) 

主 要 取 引 金 融 機 関 名 

政 府 関 係 金 融 機 関 
普 通 銀 行 

長 期 信 用 銀 行 

株式会社商工組合中央金庫 

信用金庫・信用協同組合 
そ の 他 の 金 融 機 関 

        

 

記載要領 

 1 「政府関係金融機関」の欄は、独立行政法人住宅金融支援機構、株式会社日本政策金融公庫、株式会社日本政

策投資銀行等について記載すること。 

 2 各金融機関とも、本所、本店、支所、支店、営業所、出張所等の区別まで記載すること。 

  (例 ○○銀行○○支店) 
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様式第二十一号（第七条の八関係）

様式第二十一号(第七条の八関係) 

(登録技術試験の名称)合格証明書 

  氏 名 

  生年月日     年  月  日 

 この者は、建設業法施行規則第七条の四第一項の登録技術試験のうち、(登

録技術試験の種目)に合格した者であることを証します。 

  

登録地すべり防止工事試験の

合 格 年 月 日 年  月  日   

交 付 年 月 日 年  月  日   

合 格 証 明 書 番 号 第     号   

(登録技術試験実施機関の名称)   印  

(登録番号 第    番)   
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様式第二十二号　削除
様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

様式第二十二号の二(第八条、第九条関係) 
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記載要領 

 1 (1)から(8)までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。 

 2  

「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消すこと。 

 3 「届出者」の欄は、この変更届出書により届出をしようとする者(以下「届出者」という。)の他にこの届出書を作成した者がある場合

には、届出者に加え、その者の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを

証する書面を添付すること。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さない

ように記入すること。数字を記入する場合は、例えば のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えば

のように左詰めで記入すること。 

 5 「許可番号」の欄の 
「 大臣 

知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表(一)の分類に従い、該当するコードを記 

  入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は 月 日のように、カラムに数字を記入するに当た

つて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記入すること。 

 6 「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

(平成25年法律第27号)第2条第15項に規定する法人番号をいう。)の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

 7 「変更前」及び「変更後」の欄は、届出事項について変更に係る部分を対比させて記載すること。 

 8 「変更年月日」の欄は、実際に変更の行われた年月日を記載すること。 

 9 届出の内容が、第7条第1号に規定する常勤役員等又は常勤役員等を直接に補佐する者の氏名に係る場合には、「備考」の欄にその旨を記

載すること。 

 10 届出の内容が、主たる営業所若しくは従たる営業所において営業しようとする建設業又は従たる営業所の名称若しくは所在地に係る変

更、従たる営業所の新設若しくは廃止以外の場合には、第二面の提出を要しない。 

 11 届出の内容が、営業所の新設の場合には、「変更後」の欄に、当該営業所に専任で置かれる法第7条第2号又は第15条第2号に規定する技

術者の氏名を記載し、「備考」の欄に当該営業所の名称を記載すること。 

 12 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のよ

うに1文字として扱うこと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字についてはフリガナは記入しないこと。 
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 13 「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。 

 (例  

     
 

種 類 略 号   

株 式 会 社 (株) 

特例有限会社 (有) 

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

 14 「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に1カラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す

文字については、例えば 又は のように1文字として扱うこと。 

 15 「代表者又は個人の氏名」の欄は、届出者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合はその者の氏名を、それぞれ姓と名

の間に1カラム空けて記入すること。 

 16 「主たる営業所の所在地市区町村コード」及び 「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けの

コードブック(総務省編「全国地方公共団体コード」)により、営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記載すること。 

 17 「主たる営業所の所在地」及び 「従たる営業所の所在地」の欄は、13により記入した市区町村コードによつて表される市

区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については― (ハイフン )を用いて、例えば

のように記入すること。 

 1 8  及び のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ― ( ハイフン ) で区切り、例えば

のように左詰めで記入すること。 

 19  
「 資 本 金 額

又は出資総額 」 
の欄は、届出者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあつては資本金額を、それ以外の法人にあつては出 

  資総額を記入し、届出者が個人の場合には記入しないこと。 

 20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記

載すること。 

 21 「区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。 

   「2．営業しようとする建設業又は従たる営業所の所在地の変更」・・・既に許可を受けて営む建設業の種類を変更する場合及び従た

る営業所の所在地を変更する場合 
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   「3．従たる営業所の新設」・・・新たに従たる営業所を追加する場合 

   「4．従たる営業所の廃止」・・・従たる営業所を廃止する場合 

   なお、従たる営業所の名称を変更する場合には、「3．従たる営業所の新設」により変更後の名称で当該営業所を追加するとともに、「4．

従たる営業所の廃止」により変更前の名称の当該営業所を廃止すること。 

 22 及び 「営業しようとする建設業」の欄は、一般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示

された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 23 届出の変更が従たる営業所の所在地、電話番号、営業しようとする建設業の変更の場合においては、 「従たる営業所の名称」の

欄に変更のある営業所の名称を記入するとともに、「内容」欄の変更する項目に変更後の内容を記入すること。 
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様式第二十二号の三（第十条の二関係）

様式第二十二号の三(第十条の二関係) 
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記載要領 

 1 この届出書は次の場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。 

  (1) 法第7条第1号に掲げる基準を満たさなくなつた場合 

    この場合、「(1)」を○で囲むとともに、 「氏名」及び「生年月日」の欄に記入するこ

と。 

  (2) 法第7条第2号又は法第15条第2号に掲げる基準を満たさなくなつた場合 

    この場合、「(2)」を○で囲むとともに、 「氏名」及び「生年月日」、「営業所の名称」

並びに「建設工事の種類」の欄に記入すること。 

  (3) 許可を受けている一部の業種の廃業、営業所の廃止等のため、専任の技術者を削除した場合 

    この場合、「(3)」を○で囲むとともに、 「氏名」及び「生年月日」、「営業所の名称」

並びに「建設工事の種類」の欄に記入すること。 

  (4) 法第8条第1号及び第7号から第14号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合 

    この場合、「(4)」を○で囲むとともに、「具体的事由」の欄に記入すること。 

 2  

「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消すこと。 

 3 「届出者」の欄は、この届出書により届出をしようとする者(以下「届出者」という。)の他に

この届出書を作成した者がある場合には、届出者に加え、その者の氏名も記載すること。この場

合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付す

ること。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ

丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 5 「許可番号」の欄の 
「 大臣 

知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表 

  (一)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は 月 日の

ように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち

最も古いものについて記入すること。 

 6 及び 「氏名」の欄は、姓と名の間に1カラム空けて、例えば の

ように左詰めで文字をカラムに記入すること。 

   また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば 月

日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

 7 「建設工事の種類」の欄は、届け出た技術者が専任の技術者となつていた建設業に係る建設工

事について、次の表の( )内に示された略号で記載すること。 

土木一式工事(土) 鋼構造物工事(鋼) 熱絶縁工事(絶) 

建築一式工事(建) 鉄筋工事(筋) 電気通信工事(通) 

大工工事(大) 舗装工事(舗) 造園工事(園) 

左官工事(左) しゆんせつ工事(しゆ) さく井工事(井) 

とび・土工・コンクリート工事

(と) 

板金工事(板) 建具工事(具) 

石工事(石) ガラス工事(ガ) 水道施設工事(水) 

屋根工事(屋) 塗装工事(塗) 消防施設工事(消) 

電気工事(電) 防水工事(防) 清掃施設工事(清) 

管工事(管) 内装仕上工事(内) 解体工事(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事

(タ) 

機械器具設置工事(機)   
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

様式第二十二号の四(第十条の三関係) 
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記載要領 

 1  

「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消すこと。 

 2 「届出者」の欄は、この廃業届により廃業等の届出をしようとする者(以下「届出者」とい

う。)の他にこの届出書を作成した者がある場合には、届出者に加え、その者の氏名も記載するこ

と。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書

面を添付すること。 

 3 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ

丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 4 「届出の区分」の欄は、許可を受けている全部の業種の廃業の場合は「1」を、許可を受

けている一部の業種の廃業の場合には「2」をカラムに記入すること。 

 5 「許可番号」の欄の 
「 大臣 

知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表 

  (一)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は 月 日の

ように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち

最も古いものについ記入すること。 

 6 「廃止した建設業」の欄は、この届出書により廃止を届け出る建設業が一般建設業の場

合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された略号のカラムに記入する

こと。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事

業(タ) 

機械器具設置工事業(機)   

 7 「届出時に許可を受けている建設業」の欄は、この届出書により廃止を届け出る建設業

を含め、許可を受けている建設業のすべてについて、6と同じ要領で記入すること。 

 8 太線の枠内には記入しないこと。 

 9 【備考】の欄は、(1)から(5)までの廃業等の理由のうち、該当するものを○で囲むこと。 
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様式第二十二号の五（第十三条の二関係）

様式第二十二号の五(第十三条の二関係) 
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記載要領 

 1 「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」 、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消 

  すこと。 

 2 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者(以下「申請者」という。)

の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者

の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係

る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 3 太線の枠内には記入しないこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入

する場合は、例えば のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例

えば のように左詰めで記入すること。 

 5 「譲渡及び譲受け年月日」の欄は、譲渡及び譲受けを行う年月日を記入するこ

と。 

 6 「譲渡及び譲受けの理由」の欄は、譲渡及び譲受けを行う理由を簡潔に記入す

ること。 

 7 「引き続き使用する許可番号」の欄は、譲渡する建設業又は譲受人が現在有し

ている建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、

建設業の許可を行つた者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用す

ることはできないため記入しないこと。 

 8 「譲渡及び譲受け後に譲受人が営業する建設業」の欄は、この申請により認可

を受け譲渡及び譲受けが行われた後に営業する建設業について、一般建設業の場合は

「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された略号のカラムに記

入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 9 「認可申請時において譲受人が許可を受けている建設業」の欄は、譲受人が建

設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、8と同じ

要領で記入すること。 

 10 又は 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、

濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱う

こと。 
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   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

 11 又は 「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表

の略号を用いること。 

 (例  

    ) 

種 類 略 号 

株 式 会 社 (株) 

特例有限会社 (有) 

  

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

 12 又は 「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の

間に1カラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば

又は のように1文字として扱うこと。 

 13 又は 「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表

者の氏名を、個人の場合はその者の氏名を、それぞれ姓と名の間に1カラム空けて記入

すること。また、「支配人の氏名」の欄は、申請者が個人の場合において、支配人があ

るときは、その者の氏名を記載すること。 

 14 「譲渡及び譲受け後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は 「主

たる営業所の所在地市町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック(総

務省編「全国地方公共団体コード」)により、主たる営業所の所在する市区町村の該当

するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 15 「譲渡及び譲受け後の主たる営業所の所在地」又は 「主たる営業所の所

在地」の欄は、14により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町

名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については―(ハイフン)を

用いて、例えば のように記入すること。 

 16 又は のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―

(ハイフン)で区切り、例えば のように左詰めで

記入すること。 

 17 又は のうち「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にの

み記入し、株式会社にあつては資本金額を、それ以外の法人にあつては出資総額を記

入し、申請者が個人の場合には記入しないこと。 

   「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等の促進に関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項

に規定する法人番号をいう。)の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記

入すること。 

 18 又は のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ譲受人又

は譲渡人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

  
「許可番号」の欄の 

「大臣 

 知事 
コード 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について 

  別表(一)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 
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   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は

月 日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入

すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、

そのうち最も古いものについて記入すること。 

 19 「譲り渡す建設業」の欄は、この申請書により譲渡及び譲受けの認可を申請

する譲渡人が許可を受けている建設業を8と同じ要領で記入すること。 

 20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に

係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 
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別紙一 

(用紙A4) 

役 員 等 の 一 覧 表 

令和  年  月  日   

役員等の氏名及び役名等 

フ リ ガ ナ 
氏 名 役 名 等 常勤・非常勤の別 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

1 法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の5以上を有する株主若しくは

出資の総額の100分の5以上に相当する出資をしている者(個人であるものに限る。以下

「株主等」という。)について記載すること。 

2 「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・

非常勤の別」の欄に記載することを要しない。 
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別紙二 

(用紙A4) 

営業所一覧表 
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記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように左詰めで記入すること。 

 3 及び 「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一

般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された

略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 4 「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けの

コードブック(総務省編「全国地方公共団体コード」)により、従たる営業所の所在す

る市区町村の該当するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、ぞれぞれ従たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 5 「従たる営業所の所在地」の欄は、4により記入した市区町村コードによつて

表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」

については―(ハイフン)を用いて、例えば のように記入

すること。 

 6 のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―(ハイフン)

で区切り、例えば のように左詰めで記入するこ

と。 
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別紙三 

専任技術者一覧表 

令和  年  月  日 

 

営業所の名称 

フ リ ガ ナ 

専任の技術者の氏名 

 

建設工事の種類 

 

有 資 格 区 分 
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記載要領 

 1 「建設工事の種類」の欄は、譲渡及び譲受け認可申請書(別記様式第二十二号の五)

別紙二「営業所一覧表」の「営業しようとする建設業」の欄に記載した建設業のうち、

記載する技術者が専任の技術者となる建設業に係る建設工事すべてについて、例えば

「土―9」のように、次の分類に従い、該当する数字と次の表の( )内に示された略号

とを―(ハイフン)で結んで記載すること。 

  ・一般建設業の場合 

   「1」・・・・・・・法第7条第2号イ該当 

   「4」・・・・・・・法第7条第2号ロ該当 

   「7」・・・・・・・法第7条第2号ハ該当 

  ・特定建設業の場合 

   「2」・・・・・・・法第7条第2号イ及び法第15条第2号ロ該当 

   「3」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号イと同等以上) 

   「5」・・・・・・・法第7条第2号ロ及び法第15条第2号ロ該当 

   「6」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号ロと同等以上) 

   「8」・・・・・・・法第7条第2号ハ及び法第15条第2号ロ該当 

   「9」・・・・・・・法第15条第2号イ該当 

土木一式工事(土) 鋼構造物工事(鋼) 熱絶縁工事(絶) 

建築一式工事(建) 鉄筋工事(筋) 電気通信工事(通) 

大工工事(大) 舗装工事(舗) 造園工事(園) 

左官工事(左) しゆんせつ工事(しゆ) さく井工事(井) 

とび・土工・コンクリート工事(と) 板金工事(板) 建具工事(具) 

石工事(石) ガラス工事(ガ) 水道施設工事(水) 

屋根工事(屋) 塗装工事(塗) 消防施設工事(消) 

電気工事(電) 防水工事(防) 清掃施設工事(清) 

管工事(管) 内装仕上工事(内) 解体工事(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事(タ) 機械器具設置工事(機)   

 2 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第7条第2

号及び法第15条第2号の区分(法第7条第2号ハに該当する者又は法第15条第2号イに該当

する者については、その有する資格等の区分)について別表(二)の分類に従い、該当す

るコードを記載すること。 
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様式第二十二号の六（第十三条の二関係）

様式第二十二号の六(第十三条の二関係) 

(用紙A4) 

 

 

誓 約 書 

 

 

 

 

   申請者は、第13条の2第8項の規定により読み替えて準用する第7条第2号に規定

する届書を譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割の日から法令で定められた期限

までに提出することを誓約します。 

 

 

 

令和   年   月   日 

申請者            

 

     地方整備局長 

    北海道開発局長 

         知事  殿 

 

 

 

 

記載要領 

 

「 地方整備局長   

北海道開発局長   

  知事 」 

については、不要のものを消すこと。 
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様式第二十二号の七（第十三条の二関係）

様式第二十二号の七(第十三条の二関係) 
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記載要領 

 1 「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」 、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消 

  すこと。 

 2 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者(以下「申請者」という。)

の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者

の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係

る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 3 太線の枠内には記入しないこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入

する場合は、例えば のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例

えば のように左詰めで記入すること。 

 5 「合併年月日」の欄は、合併を行う年月日を記入すること。 

 6 「合併の理由」の欄は、合併を行う理由を簡潔に記入すること。 

 7 「合併後に引き続き使用する許可番号」の欄は、合併消滅法人又は合併存続法

人が現在有している建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入するこ

と。ただし、建設業の許可を行った者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引

き続き使用することはできないため記入しないこと。 

 8 「合併後に営業を行う建設業」の欄は、この申請により認可を受け合併が行わ

れた後に営業する建設業について、一般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は

「2」を、次の表の( )内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 9 「認可申請時において合併存続法人が許可を受けている建設業」の欄は、合併

存続法人が建設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業につ

いて、8と同じ要領で記入すること。 

 10 又は 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、

濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱う

こと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

 11 又は 「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表

の略号を用いること。 
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  (例  

     ) 

種 類 略 号 

株 式 会 社 (株) 

特例有限会社 (有) 

  

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

 12 又は 「代表者の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に1カ

ラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は

のように1文字として扱うこと。 

 13 又は 「代表者の氏名」の欄は、法人の代表者の氏名を姓と名の間に1カ

ラム空けて記入すること。また、「支配人の氏名」の欄は、申請者が個人の場合におい

て、支配人があるときは、その者の氏名を記載すること。 

 14 「合併後の主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄及び 「主たる営

業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック(総務省

編「全国地方公共団体コード」)により、主たる営業所の所在する市区町村の該当する

コードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 15 「合併後の主たる営業所の所在地」の欄又は 「主たる営業所の所在地」

の欄は、14により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、街

区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については―(ハイフン)を用いて、

例えば のように記入すること。 

 16 又は のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―

(ハイフン)で区切り、例えば のように左詰めで

記入すること。 

 17 又は のうち資本金額又は出資総額」の欄は、株式会社にあつては資本金

額を、それ以外の法人にあつては出資総額を記入すること。 

   「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等の促進に関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項

に規定する法人番号をいう。)の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記

入すること。 

 18 又は のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ合併存続

法人又は合併消滅法人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

  
「許可番号」の欄の 

「大臣 

 知事 
コード」の欄は、現在許可を受けている行政庁について 

  別表(一)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は

月 日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入

すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、

そのうち最も古いものについて記入すること。 
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 19 「認可申請時に合併消滅法人が許可を受けている建設業」の欄は、この申請

書により合併の認可を申請する合併消滅法人が許可を受けている建設業を8と同じ要領

で記入すること。 

 20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に

係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

 21 合併消滅法人(建設業者としての地位を承継させる者に限る。)が複数ある場合は、

＜合併消滅法人に関する事項＞については、合併消滅法人ごとに記載すること。 
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別紙一 

(用紙A4) 

役 員 等 の 一 覧 表 

令和  年  月  日   

役員等の氏名及び役名等 

フ リ ガ ナ 
氏 名 役 名 等 常勤・非常勤の別 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

1 法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の5以上を有する株主若しくは

出資の総額の100分の5以上に相当する出資をしている者(個人であるものに限る。以下

「株主等」という。)について記載すること。 

2 「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・

非常勤の別」の欄に記載することを要しない。 
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別紙二 

(用紙A4) 

営業所一覧表 
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記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように左詰めで記入すること。 

 3 及び 「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一

般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された

略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 4 「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けの

コードブック(総務省編「全国地方公共団体コード」)により、従たる営業所の所在す

る市区町村の該当するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ従たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 5 「従たる営業所の所在地」の欄は、4により記入した市区町村コードによつて

表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」

については―(ハイフン)を用いて、例えば のように記入

すること。 

 6 のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―(ハイフン)

で区切り、例えば のように左詰めで記入するこ

と。 
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別紙三 

専任技術者一覧表 

令和  年  月  日 

 

営 業 所 の 名 称 

フ リ ガ ナ 

専任の技術者の氏名 

 

建設工事の種類 

 

有 資 格 区 分 
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記載要領 

 1 「建設工事の種類」の欄は、合併認可申請書(別記様式第二十二号の六)別紙二「営

業所一覧表」の「営業しようとする建設業」の欄に記載した建設業のうち、記載する

技術者が専任の技術者となる建設業に係る建設工事すべてについて、例えば「土―9」

のように、次の分類に従い、該当する数字と次の表の( )内に示された略号とを―(ハ

イフン)で結んで記載すること。 

  ・一般建設業の場合 

   「1」・・・・・・・法第7条第2号イ該当 

   「4」・・・・・・・法第7条第2号ロ該当 

   「7」・・・・・・・法第7条第2号ハ該当 

  ・特定建設業の場合 

   「2」・・・・・・・法第7条第2号イ及び法第15条第2号ロ該当 

   「3」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号イと同等以上) 

   「5」・・・・・・・法第7条第2号ロ及び法第15条第2号ロ該当 

   「6」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号ロと同等以上) 

   「8」・・・・・・・法第7条第2号ハ及び法第15条第2号ロ該当 

   「9」・・・・・・・法第15条第2号イ該当 

土木一式工事(土) 鋼構造物工事(鋼) 熱絶縁工事(絶) 

建築一式工事(建) 鉄筋工事(筋) 電気通信工事(通) 

大工工事(大) 舗装工事(舗) 造園工事(園) 

左官工事(左) しゆんせつ工事(しゆ) さく井工事(井) 

とび・土工・コンクリート工事(と) 板金工事(板) 建具工事(具) 

石工事(石) ガラス工事(ガ) 水道施設工事(水) 

屋根工事(屋) 塗装工事(塗) 消防施設工事(消) 

電気工事(電) 防水工事(防) 清掃施設工事(清) 

管工事(管) 内装仕上工事(内) 解体工事(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事(タ) 機械器具設置工事(機)   

 2 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第7条第2

号及び法第15条第2号の区分(法第7条第2号ハに該当する者又は法第15条第2号イに該当

する者については、その有する資格等の区分)について別表(二)の分類に従い、該当す

るコードを記載すること。 
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様式第二十二号の八（第十三条の二関係）

様式第二十二号の八(第十三条の二関係) 
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記載要領 

 1 「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」 、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消 

  すこと。 

 2 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者(以下「申請者」という。)

の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者

の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係

る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 3 太線の枠内には記入しないこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入

する場合は、例えば のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例

えば のように左詰めで記入すること。 

 5 「分割年月日」の欄は、分割を行う年月日を記入すること。 

 6 「分割の理由」の欄は、分割を行う理由を簡潔に記入すること。 

 7 「分割後に引き続き使用する許可番号」の欄は、分割被承継法人又は分割承継

法人が現在有している建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入する

こと。ただし、建設業の許可を行つた者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を

引き続き使用することはできないため記入しないこと。 

 8 「分割後に営業を行う建設業」の欄は、この申請により認可を受け分割が行わ

れた後に営業する建設業について、一般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は

「2」を、次の表の( )内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 9 「認可申請時において分割承継法人が許可を受けている建設業」の欄は、分割

承継法人が建設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業につ

いて、8と同じ要領で記入すること。 

 10 又は 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、

濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱う

こと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

 11 又は 「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表

の略号を用いること。 
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 (例  

    ) 

種 類 略 号 

株 式 会 社 (株) 

特例有限会社 (有) 

  

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

 12 又は 「代表者の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に1カ

ラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は

のように1文字として扱うこと。 

 13 又は 「代表者の氏名」の欄は、法人の代表者の氏名を姓と名の間に1カ

ラム空けて記入すること。 

 14 「分割後の主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄及び 「主たる営

業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック(総務省

編「全国地方公共団体コード」)により、主たる営業所の所在する市区町村の該当する

コードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 15 「分割後の主たる営業所の所在地」の欄又は 「主たる営業所の所在地」

の欄には、14により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、

街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については―(ハイフン)を用い

て、例えば のように記入すること。 

 16 又は のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―

(ハイフン)で区切り、例えば のように左詰めで

記入すること。 

 17 又は のうち「資本金額又は出資総額」の欄は、株式会社にあつては資本

金額を、それ以外の法人にあつては出資総額を記入すること。 

   「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等の促進に関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項

に規定する法人番号をいう。)の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記

入すること。 

 18 又は のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ分割承継

法人又は分割被承継法人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

  
「許可番号」の欄の 

「大臣 

 知事 
コード 

 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について 

  別表(一)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は

月 日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入

すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、

そのうち最も古いものについて記入すること。 

 19 「認可申請時に分割被承継法人が許可を受けている建設業」の欄は、この申
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請書により合併の認可を申請する分割被承継法人が許可を受けている建設業を8と同じ

要領で記入すること。 

 20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に

係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

 21 分割被承継法人(建設業者としての地位を承継させる者に限る。)が複数ある場合は、

＜分割被承継法人に関する事項＞については、分割被承継法人ごとに作成すること。 
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別紙一 

(用紙A4) 

役 員 等 の 一 覧 表 

令和  年  月  日   

役員等の氏名及び役名等 

フ リ ガ ナ 
氏 名 役 名 等 常勤・非常勤の別 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

1 法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の5以上を有する株主若しくは

出資の総額の100分の5以上に相当する出資をしている者(個人であるものに限る。以下

「株主等」という。)について記載すること。 

2 「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・

非常勤の別」の欄に記載することを要しない。 
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別紙二 

(用紙A4) 

営業所一覧表 

 

155



記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように左詰めで記入すること。 

 3 及び 「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一

般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された

略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 4 「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けの

コードブック(総務省編「全国地方公共団体コード」)により、従たる営業所の所在す

る市区町村の該当するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、ぞれぞれ従たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 5 「従たる営業所の所在地」の欄は、4により記入した市区町村コードによつて

表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」

については―(ハイフン)を用いて、例えば のように記入

すること。 

 6 のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―(ハイフン)

で区切り、例えば のように左詰めで記入するこ

と。 
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別紙三 

専任技術者一覧表 

令和  年  月  日 

 

営業所の名称 

フ リ ガ ナ 

専任の技術者の氏名 

 

建設工事の種類 

 

有 資 格 区 分 
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記載要領 

 1 「建設工事の種類」の欄は、分割認可申請書(別記様式第二十二号の七)別紙二「営

業所一覧表」の「営業しようとする建設業」の欄に記載した建設業のうち、記載する

技術者が専任の技術者となる建設業に係る建設工事すべてについて、例えば「土―9」

のように、次の分類に従い、該当する数字と次の表の( )内に示された略号とを―(ハ

イフン)で結んで記載すること。 

  ・一般建設業の場合 

   「1」・・・・・・・法第7条第2号イ該当 

   「4」・・・・・・・法第7条第2号ロ該当 

   「7」・・・・・・・法第7条第2号ハ該当 

  ・特定建設業の場合 

   「2」・・・・・・・法第7条第2号イ及び法第15条第2号ロ該当 

   「3」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号イと同等以上) 

   「5」・・・・・・・法第7条第2号ロ及び法第15条第2号ロ該当 

   「6」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号ロと同等以上) 

   「8」・・・・・・・法第7条第2号ハ及び法第15条第2号ロ該当 

   「9」・・・・・・・法第15条第2号イ該当 

土木一式工事(土) 鋼構造物工事(鋼) 熱絶縁工事(絶) 

建築一式工事(建) 鉄筋工事(筋) 電気通信工事(通) 

大工工事(大) 舗装工事(舗) 造園工事(園) 

左官工事(左) しゆんせつ工事(しゆ) さく井工事(井) 

とび・土工・コンクリート工事(と) 板金工事(板) 建具工事(具) 

石工事(石) ガラス工事(ガ) 水道施設工事(水) 

屋根工事(屋) 塗装工事(塗) 消防施設工事(消) 

電気工事(電) 防水工事(防) 清掃施設工事(清) 

管工事(管) 内装仕上工事(内) 解体工事(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事(タ) 機械器具設置工事(機)   

 2 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第7条第2

号及び法第15条第2号の区分(法第7条第2号ハに該当する者又は法第15条第2号イに該当

する者については、その有する資格等の区分)について別表(二)の分類に従い、該当す

るコードを記載すること。 
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様式第二十二号の九（第十三条の二関係）

様式第二十二号の九(第十三条の二関係) 

届 出 書 

令和  年  月  日 

   知事 殿 

届出者              

 以下のとおり、国土交通大臣に 

譲渡及び譲受け 

合 併 

分 割 

の認可の申請を行いましたので届 

出をします。 

 

記 

1. 届出者に関する事項 

名称   

許可番号   

許可を受けている

建設業 

  

 

2. 譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割に関する事項 

(1)譲渡人、合併消滅法人又は分割被承継法人に関する事項 

名称   

許可番号   

許可を受けている

建設業 

  

(2)譲受人、合併存続法人若しくは合併により設立される法人又は分割承継法人に関する事項 

名称   

許可番号   

許可を受けている

建設業 

  

(3)その他 

認可の

申請 

申請先の地方整備局等   

申請を行った日   

譲渡及び譲受け又は合併若しく

は分割の予定日 

  

記載要領 

 1 

「 譲渡及び譲受け 

  合 併 

  分 割 」 

については、不要なものを消すこと。 

 2 2.(2)について合併により設立される法人又は分割承継法人(新設分割により設立さ

れる法人に限る。)である場合には、許可番号及び許可を受けている建設業については

記載を要しない。 

 3 2.(1)又は(2)について届出者と同一である場合には、名称の欄に「届出者と同一」と

記載することで、2.(1)又は(2)の名称以外の部分については記載を要しない。 
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様式第二十二号の十（第十三条の三関係）

様式第二十二号の十(第十三条の三関係) 
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記載要領 

 1 「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」 、 

「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消 

  すこと。 

 2 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者(以下「申請者」という。)

の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者

の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係

る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 3 太線の枠内には記入しないこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入

する場合は、例えば のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例

えば のように左詰めで記入すること。 

 5 「被相続人の死亡日」欄は、被相続人の死亡の年月日を記入すること。 

 6 「引き続き使用する許可番号」の欄は、被相続人又は相続人が現在有している

建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設業

の許可を行つた者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用すること

はできないため記入しないこと。 

 7 「相続の認可を受けた後に相続人が営業する建設業」の欄は、この申請により

認可を受け建設業者としての地位を承継した後に営業する建設業について、一般建設

業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された略号の

カラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 8 「認可申請時において相続人が許可を受けている建設業」の欄は、相続人が建

設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、7と同じ

要領で記入すること。 

 9 又は 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、

濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱うこ

と。 

 10 又は 「個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に1カラ

ム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は の

ように1文字として扱うこと。 

 11 又は 「個人の氏名」の欄は、申請者の氏名を姓と名の間に1カラム空け

て記入すること。また、「支配人の氏名」の欄は、支配人があるときは、その者の氏名
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を記載すること。 

 12 「相続後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は 「主たる営業所

の所在地市町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック(総務省編「全

国地方公共団体コード」)により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコード

を記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 13 「相続後の主たる営業所の所在地」又は 「主たる営業所の所在地」の欄

は、11により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、街区符

号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については―(ハイフン)を用いて、例

えば のように記入すること。 

 14 又は のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―

(ハイフン)で区切り、例えば のように左詰めで

記入すること。 

 15 又は のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ相続人又

は被相続人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

  
「許可番号」の欄の 

「大臣 

 知事 
コード 

 

」 
の欄は、現在許可を受けている行政庁について 

  別表(一)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば 又は

月 日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入

すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、

そのうち最も古いものについて記入すること。 

 16 「被相続人が許可を受けていた建設業」の欄は、この申請により相続の認可

を申請する被相続人が許可を受けていた建設業を7と同じ要領で記入すること。 

 17 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に

係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 
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別紙一 

(用紙A4) 

営業所一覧表 
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記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラム

に1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように左詰めで記入すること。 

 3 及び 「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一

般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を、次の表の( )内に示された

略号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事業(タ) 機械器具設置工事業(機)   

 4 「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けの

コードブック(総務省編「全国地方公共団体コード」)により、従たる営業所の所在す

る市区町村の該当するコードを記入すること。 

   「都道府県名」及び「市区町村名」には、ぞれぞれ従たる営業所の所在する都道府

県名及び市区町村名を記載すること。 

 5 「従たる営業所の所在地」の欄は、4により記入した市区町村コードによつて

表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」

については―(ハイフン)を用いて、例えば のように記入

すること。 

 6 のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―(ハイフン)

で区切り、例えば のように左詰めで記入するこ

と。 
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別紙二 

専任技術者一覧表 

令和  年  月  日 

 

営業所の名称 

フ リ ガ ナ 

専任の技術者の氏名 

 

建設工事の種類 

 

有 資 格 区 分 
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記載要領 

 1 「建設工事の種類」の欄は、相続認可申請書(別記様式第二十二号の九)別紙一「営

業所一覧表」の「営業しようとする建設業」の欄に記載した建設業のうち、記載する

技術者が専任の技術者となる建設業に係る建設工事すべてについて、例えば「土―9」

のように、次の分類に従い、該当する数字と次の表の( )内に示された略号とを―(ハ

イフン)で結んで記載すること。 

  ・一般建設業の場合 

   「1」・・・・・・・法第7条第2号イ該当 

   「4」・・・・・・・法第7条第2号ロ該当 

   「7」・・・・・・・法第7条第2号ハ該当 

  ・特定建設業の場合 

   「2」・・・・・・・法第7条第2号イ及び法第15条第2号ロ該当 

   「3」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号イと同等以上) 

   「5」・・・・・・・法第7条第2号ロ及び法第15条第2号ロ該当 

   「6」・・・・・・・法第15条第2号ハ該当(同号ロと同等以上) 

   「8」・・・・・・・法第7条第2号ハ及び法第15条第2号ロ該当 

   「9」・・・・・・・法第15条第2号イ該当 

土木一式工事(土) 鋼構造物工事(鋼) 熱絶縁工事(絶) 

建築一式工事(建) 鉄筋工事(筋) 電気通信工事(通) 

大工工事(大) 舗装工事(舗) 造園工事(園) 

左官工事(左) しゆんせつ工事(しゆ) さく井工事(井) 

とび・土工・コンクリート工事(と) 板金工事(板) 建具工事(具) 

石工事(石) ガラス工事(ガ) 水道施設工事(水) 

屋根工事(屋) 塗装工事(塗) 消防施設工事(消) 

電気工事(電) 防水工事(防) 清掃施設工事(清) 

管工事(管) 内装仕上工事(内) 解体工事(解) 

タイル・れんが・ブロツク工事(タ) 機械器具設置工事(機)   

 2 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第7条第2

号及び法第15条第2号の区分(法第7条第2号ハに該当する者又は法第15条第2号イに該当

する者については、その有する資格等の区分)について別表(二)の分類に従い、該当す

るコードを記載すること。 
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様式第二十二号の十一（第十三条の三関係）

様式第二十二号の十一(第十三条の三関係) 

(用紙A4) 

 

 

誓 約 書 

 

 

 

   申請者は、第13条の3第6項の規定により読み替えて準用する第7条第2号に規定

する届書を法令で定められた期限までに提出することを誓約します。 

 

 

 

令和   年   月   日 

申請者            

 

     地方整備局長 

    北海道開発局長 

         知事  殿 

 

 

 

 

記載要領 

 

「 地方整備局長   

北海道開発局長   

  知事 」 

については、不要のものを消すこと。 

 

168



様式第二十二号の十二（第十三条の三関係）

様式第二十二号の十二(第十三条の三関係) 

届 出 書 

令和  年  月  日 

   知事 殿 

届出者              

 以下のとおり、国土交通大臣に相続の認可の申請を行いましたので、 
相 続 人 

被相続人 
に 

関する事項について、届出をします。 

1．届出をする 
相 続 人 

被相続人 
に関する事項 

 

名称   

許可番号   

許可を受けている

建設業 

  

 

2．届出者に関する事項 

名称   

許可番号   

許可を受けている

建設業 

  

 

3．その他 

認可の申請 申請先の地方整備局等   

申請を行つた日   

被相続人の死亡日   

 

記載要領 

 1 
「相 続 人 

 被相続人」 
については、不要なものを消すこと。 

 2 1．の届出が相続人に関するものであるときは、2．の届出者に関する事項の記載は要

しない。 
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様式第二十三号（第十七条関係）

様式第二十三号(第十七条関係) 

(用紙A4)  

第  回 

あつせん 

調 停 

仲 裁 

調 書 

事 件 の 表 示 令和  年(  )第  号 

期 日 令和  年  月  日 午  時  分 

紛 争 処 理 を 行 つ た 場 所   

担 当 委 員 の 氏 名   

担 当 指 定 職 員 の 氏 名   

当事者、証人又は鑑定人の出欠   

次 回 期 日 令和  年  月  日 午  時  分 

処 理 状 況 の 概 要 

  

  

  

  

  
 
 記載要領 

 1 この調書は、紛争処理を行つた日ごとに作成すること。 

 2 標題の欄中不要の文字を抹消すること。 

 3 「事件の表示」欄には、事件の申請の受付順に受付番号を付し、( )内に記入する

符号は、あつせんにあつては「あ」、調停にあつては「調」、仲裁にあつては「仲」と

する。職権あつせん又は職権調停の決議をした事件については、当該決議をした順に

番号を付し、( )内に記入する符号は、職権あつせんにあつては「職あ」、職権調停

にあつては「職調」とする。 

 4 「処理状況の概要」の記載の末尾に、担当委員及び担当指定職員が記名押印するこ

と。 
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様式第二十四号（第十七条関係）

様式第二十四号(第十七条関係) 

(用紙A4) 

  事 件 の 表 示 令和   年 (  )第   号 

証 人 

鑑 定 人 
 調 書 

期 日 令和  年  月  日 午   時  分 

氏 名   年 齢   

職 業   住 所   

陳 述 の 要 旨 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
 

 記載要領 

 1 この調書は、証人又は鑑定人が陳述を行つた日ごとに作成すること。 

 2 標題の欄中不要の文字を抹消すること。 

 3 「事件の表示」欄には、事件の申請の受付順に受付番号を付し、( )内に記入する

符号は、あつせんにあつては「あ」、調停にあつては「調」、仲裁にあつては「仲」と

する。職権あつせん又は職権調停の決議をした事件については、当該決議をした順に

番号を付し、( )内に記入する符号は、職権あつせんにあつては「職あ」、職権調停

にあつては「職調」とする。 

 4 「陳述の要旨」の記載の末尾に、担当指定職員が記名押印すること。 
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様式第二十五号（第十七条関係）

様式第二十五号(第十七条関係) 

(用紙A4) 

  事 件 の 表 示 令和   年 (  )第   号 

立 入 検 査 調 書 

期 日   令和  年  月  日 午   時  分 

立入検査を行つた

場 所 
  

担 当 委 員 の 氏 名   

担当指定職員の氏名   

立入検査の目的物   

検 査 の 概 況 

  

  

  

  

  

  

  
 

 記載要領 

 1 この調書は、立入検査を行つた日ごとに作成すること。 

 2 「事件の表示」欄には、事件の申請の受付順に受付番号を付し、( )内に記入する

符号は、あつせんにあつては「あ」、調停にあつては「調」、仲裁にあつては「仲」と

する。職権あつせん又は職権調停の決議をした事件については、当該決議をした順に

番号を付し、( )内に記入する符号は、職権あつせんにあつては「職あ」、職権調停

にあつては「職調」とする。 

 3 「検査の概況」の記載の末尾に、担当委員及び担当指定職員が記名押印すること。 
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様式第二十五号の二（第十七条の四関係）

様式第二十五号の二(第十七条の四関係) 

(表 面) 

(用紙A4) 

講 習 登 録 申 請 書 

登録の種類 新規・更新 
※登 録 番 号   

※登 録 年 月 日 年  月  日 

この申請書により、建設業法第26条第5項の登録を申請します。 

年  月  日  
 

申請者       印     
 
           国土交通大臣 殿 

フ リ ガ ナ 

氏名又は名称 
  

住 所 
郵便番号( ―  ) 
 

電話番号( ) ―    

講習業務を行う

事務所の所在地 

郵便番号( ―  ) 
 

電話番号( ) ―    

法人である場合の 

フ リ ガ ナ 

代表者の氏名 

  

講習業務を開始しようとする年月日 年  月  日 

備考 

 1 ※印のある欄には、記載しないこと。 

 2 「新規・更新」については、不要のものを消すこと。 
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(裏 面) 

(用紙A4) 

講 師 に 関 す る 事 項 

フ リ ガ ナ 

氏 名 
担当する予定の科目 

    

 

174



様式第二十五号の三（第十七条の九関係）

様式第二十五号の三(第十七条の九関係) 
 
 
 
  

監理技

術者講

習修了

履歴 

修了番号：第           号 修了年月日： 

氏名：                 生年月日： 

講習実施機関名：                      印 

 
   備考 

    監理技術者講習修了後、監理技術者資格者証が発行された場合は、本ラベルを監

理技術者資格者証上部に貼付すること。 
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様式第二十五号の四（第十七条の三十四関係）

様式第二十五号の四(第十七条の三十四関係) 

資 格 者 証 交 付 申 請 書 

 

令和   年   月   日    

国土交通大臣 

殿 

指定資格者証交付機関代表者 

      

(写真) 

 資格者証用写真

1枚を全面のり

付けする。 

 

縦3.0センチメートル 

横2.4センチメートル 

1．申請区分 

 該当する区分に○印

を付けてください。    

2．既資格者証 

 

3．申請者氏名 

フリガナ 

 

氏 名 
 

4．生 年 月 日 元 号   

〔1．明治 2．大正 3．昭和 4．平成 5．令和〕 

5．本 籍 

 

 

 

6．住 所 
  

 

郵便番号 
  

電話番号 
 

 

7．所属建設業者 
商 号 又

は 名 称   

許可番号 
大臣・知事 

コ ー ド  

国土交通大臣 

知事 
許可 

 

電話番号 
  

8．監理技術者資格 

〔1〕 
 

〔2〕 
 

〔3〕 
 

〔4〕 
 

〔5〕 
 

〔6〕 
 

〔7〕 
 

〔8〕 
 

〔9〕 
 

〔10〕 
 

9．監理技術者講習修了履歴(修了履歴がある場合のみ記載) 

修了番号 
 

修了年月日 
 

10．受 付 番 号 
 

受付場所 
 

受 付 日 
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記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 この申請書の で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合

には、1カラム1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 3 「申請区分」の欄は、次の分類に従い該当する区分に○を記入すること。 

    「新規」…現在、資格者証の交付を受けていない者が交付を申請する場合 

    「追加」…既に資格者証の交付を受けている者が資格者証に記載されている監理

技術者資格と異なる監理技術者資格を有することにより、記載される

資格又は対応する建設業の種類を変更するために新たな資格者証の交

付を申請する場合 

    「更新」…既に資格者証の交付を受けている者がその有効期間の更新を申請する

場合 

    「書換」…既に資格者証の交付を受けている者が資格者証に記載されている事項

の変更を行うために新たな資格者証の交付を申請する場合 

    「再発行」…既に資格者証の交付を受けている者が「亡失」、「滅失」、「汚損」又

は「破損」により新たな資格者証の交付を申請する場合 

 4 「既資格者証」の欄は、「申請区分」が「新規」以外である場合に、既に交付を受

けている資格者証の交付番号及び有効期限を記入すること。 

 5 「申請者氏名」の欄における「フリガナ」のカラムには、申請者の氏名をカタカナ

で例えば、 のように左詰めで記入すること。その際、濁

点及び半濁点は1文字として扱うこと。また、資格者証に旧姓の併記を希望する場合

は、「旧姓」の欄に旧姓を併記すること。 

 6 「生年月日」の欄における「元号」のカラムには、該当するコードを記入すること。 

 7 「本籍」の欄は、本籍地の所在する都道府県名とその都道府県コードを記入するこ

と。 

  「都道府県コード」のカラムには、別表(三)の分類に従い該当するコードを記入す

ること。日本国籍を有しない者にあつては、その者の有する国籍とその該当するコー

ドを別表(三)の分類に従い記入すること。 

 8 「住所」の欄は、都道府県コードとそれに続く住所を記入すること。「都道府県

コード」のカラムには、別表(三)の分類に従い該当するコードを記入し、また、都道

府県名に続く郡市区町村名・街区符号・住居番号等については、「丁目」「番」及び

「号」をそれぞれ―(ハイフン)を用いて、例えば のよ

うに左詰めで記入すること。 

  「電話番号」のカラムには、例えば のように

左詰めで記入すること。 

 9 「所属建設業者」の欄における「商号又は名称」のカラムには、申請者が所属する

建設業者の商号又は名称を記入すること。その際、法人の種類を表す文字については

下表の略号を用いて、例えば のように左詰めで記入する

こと。 

(例    

)   

種 類 略 号 

株 式 会 社 (株) 

特 例 有 限 会 社 (有) 

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

  「許可番号」のカラムには、所属建設業者の許可番号を記入すること。 
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  「大臣・知事コード」のカラムには、所属建設業者が現在許可を受けている行政庁

について別表(一)の分類に従い該当するコードを記入すること。 

「国土交通大臣  

知事」 
及び 

「般 

 特」 
のカラムについては、不要のものを消すこと。 

  「電話番号」のカラムには、所属建設業者の電話番号を記載要領8に従つて記入す

ること。 

 10 「監理技術者資格」の欄における「区分」のカラムには、資格者証に記載しよう

とする監理技術者資格について別表(二)の分類に従い該当するコードを記入すること。

ただし、当該資格が法第15条第2号ロに該当することである場合には と記入する

こと。 

  「番号」のカラムには、当該資格が法第27条第1項の規定による一級の技術検定の

合格である場合には技術検定合格証明書の番号を、建築士法(昭和25年法律第202号)

に基づく一級の建築士である場合には建築士登録番号を、技術士法(昭和58年法律第2

5号)に基づく第二次試験の合格である場合には第二次試験合格証番号を、法第15条第

2号ロに該当することである場合には同号ロの指導監督的な実務の経験の基礎となる

建設工事の種類に応じ下表の番号を、法第15条第2号ハに基づく国土交通大臣の認定

で あ る 場 合 に は 認 定 番 号 を 、 そ れ ぞ れ 対 応 す る カ ラ ム に 例 え ば

のように右詰めで記入すること。 

番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 

03 大 工 工 事 14 し ゆ ん せ つ 工 事 21 熱 絶 縁 工 事 

04 左 官 工 事 15 板 金 工 事 22 電 気 通 信 工 事 

05 とび・土工・コンク

リート工事 
16 ガ ラ ス 工 事 24 さ く 井 工 事 

06 石 工 事 17 塗 装 工 事 25 建 具 工 事 

07 屋 根 工 事 18 防 水 工 事 26 水 道 施 設 工 事 

10 タイル・れんが・ブ

ロック工事 
19 内 装 仕 上 工 事 27 消 防 施 設 工 事 

12 鉄 筋 工 事 20 機械器具設置工事 28 清 掃 施 設 工 事 

        29 解 体 工 事 

 11 「監理技術者講習修了履歴」の欄における「修了番号」のカラムには、過去5年以

内の日の属する年の内に修了した監理技術者講習がある場合に限り記入すること。そ

の際、過去5年以内の日の属する年の内に講習を複数回修了している場合にあつては、

最新のものの修了番号を記入すること。 
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様式第二十五号の五（第十七条の三十五関係）

様式第二十五号の五(第十七条の三十五関係) 
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様式第二十五号の六（第十七条の三十六関係）

様式第二十五号の六(第十七条の三十六関係) 
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記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 この申請書の で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合

には、1カラム1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 3 「変更届出」の欄は、変更する項目の該当する区分に○を記入すること。 

 4 「既資格者証」の欄は、既に交付を受けている資格者証の交付番号及び有効期限を

記入すること。 

 5 「申請者氏名」の欄は、申請者の氏名(変更があつた場合は、変更後の氏名)を記入

すること。「フリガナ」のカラムには、申請者の氏名(変更があつた場合は、変更後の

氏名)をカタカナで例えば、 のように左詰めで記入するこ

と。その際、濁点及び半濁点は1文字として扱うこと。また、資格者証に旧姓の併記

を希望する場合は、「旧姓」の欄に旧姓を併記すること。 

 6 「生年月日」の欄における「元号」のカラムには、該当するコードを記入すること。 

 7 「本籍」の欄は、本籍地の所在する都道府県名とその都道府県コード(変更があつた

場合は、変更後の都道府県名とその都道府県コード)を記入すること。「都道府県コー

ド」のカラムには、別表(三)の分類に従い該当するコードを記入すること。日本国籍

を有しない者にあつては、その者の有する国籍とその該当するコードを別表(三)の分

類に従い記入すること。 

 8 住所に変更があつた場合は、「住所」「郵便番号」「電話番号」のすべてのカラムに

変更後の内容を記入すること。その際、「住所」のカラムには、都道府県コードとそれ

に続く住所を記入すること。「都道府県コード」のカラムには、別表(三)の分類に従い

該当するコードを記入し、また、都道府県名に続く郡市区町村名・街区符号・住居番

号等については、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ―(ハイフン)を用いて、例えば

のように左詰めで記入すること。「電話番号」のカラ

ムには、例えば のように左詰めで記入すること。 

 9 所属する建設業者を変更した場合は、「所属建設業者」の欄のうち「商号又は名称」

「許可番号」「電話番号」のすべてのカラムに変更後の内容を記入すること。その際、

「商号又は名称」のカラムには、申請者が所属する建設業者の商号又は名称を記入し、

法人の種類を表す文字については下表の略号を用いて、例えば

のように左詰めで記入すること。 

(例    

)   

種 類 略 号 

株 式 会 社 (株) 

特 例 有 限 会 社 (有) 

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

  「許可番号」のカラムには、所属建設業者の許可番号を記入すること。 

  「大臣・知事コード」のカラムには、所属建設業者が現在許可を受けている行政庁

について別表(一)の分類に従い該当するコードを記入すること。 

「国土交通大臣  

知事」 
及び 

「般 

 特」 
のカラムについては、不要のものを消すこと。 

  「電話番号」のカラムには、所属建設業者の電話番号を記載要領8に従つて記入す

ること。 

 10 「監理技術者資格」の欄は、既に交付を受けている資格者証に記載されている監

理技術者資格を有しなくなつた場合についてのみ記入すること。その際、「区分」のカ
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ラムには、資格者証から記載を削除しようとする監理技術者資格について別表(二)の

分類に従い該当するコードを記入すること。ただし、当該資格が法第15条第2号ロに

該当することである場合には と記入すること。 

  「番号」のカラムには、資格者証から記載を削除しようとする当該資格が法第27条

第1項の規定による一級の技術検定の合格である場合には技術検定合格証明書の番号

を、建築士法(昭和25年法律第202号)に基づく一級の建築士である場合には建築士登

録番号を、技術士法(昭和58年法律第25号)に基づく第二次試験の合格である場合には

第二次試験合格証番号を、法第15条第2号ロに該当することである場合には同号ロの

指導監督的な実務の経験の基礎となる建設工事の種類に応じ下表の番号を、法第15条

第2号ハに基づく国土交通大臣の認定である場合には認定番号を、それぞれ対応する

カラムに例えば のように右詰めで記入すること。 

番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 

03 大 工 工 事 14 し ゆ ん せ つ 工 事 21 熱 絶 縁 工 事 

04 左 官 工 事 15 板 金 工 事 22 電 気 通 信 工 事 

05 とび・土工・コンク

リート工事 
16 ガ ラ ス 工 事 24 さ く 井 工 事 

06 石 工 事 17 塗 装 工 事 25 建 具 工 事 

07 屋 根 工 事 18 防 水 工 事 26 水 道 施 設 工 事 

10 タイル・れんが・ブ

ロック工事 
19 内 装 仕 上 工 事 27 消 防 施 設 工 事 

12 鉄 筋 工 事 20 機械器具設置工事 28 清 掃 施 設 工 事 

        29 解 体 工 事 
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様式第二十五号の七（第十七条の三十七関係）

様式第二十五号の七(第十七条の三十七関係) 
 

 

183



記載要領 

 1 太線の枠内には記入しないこと。 

 2 この申請書の で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合

には、1カラム1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 3 「既資格者証」の欄は、既に交付を受けている資格者証の交付番号及び有効期限を

記入すること。 

 4 「申請者氏名」の欄における「フリガナ」のカラムには、申請者の氏名をカタカナ

で例えば のように左詰めで記入すること。その際、濁点

及び半濁点は1文字として扱うこと。また、資格者証に旧姓の併記を希望する場合は、

「旧姓」の欄に旧姓を併記すること。 

 5 「生年月日」の欄における「元号」のカラムには該当するコードを記入すること。 

 6 「本籍」の欄は、本籍地の所在する都道府県名とその都道府県コードを記入するこ

と。 

  「都道府県コード」のカラムには、別表(三)の分類に従い該当するコードを記入す

ること。日本国籍を有しない者にあつては、その者の有する国籍とその該当するコー

ドを別表(三)の分類に従い記入すること。 

 7 「再交付の理由」の欄においては、再交付を申請する理由に該当するコードをカラ

ムに記入し、具体的な理由を記すこと。 

 8 「監理技術者講習修了履歴」の欄における「修了番号」のカラムには、過去5年以

内の日の属する年の内に修了した監理技術者講習がある場合に限り記入すること。そ

の際、過去5年以内の日の属する年の内に講習を複数回修了している場合にあつては、

最新のものの修了番号を記入すること。 
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様式第二十五号の八（第十八条の八関係）

様式第二十五号の八(第十八条の八関係) 

(表面) 

5
3

.9
2

ミ
リ
メ
ー
ト
ル
以
上 

5
4

.0
3

ミ
リ
メ
ー
ト
ル
以
下 

  
(登録基幹技能者講習の種目)講習修了証 

修了証番号 第   号   

  

  

3
0

.0
0

ミ
リ
メ
ー
ト
ル 

 
 

写 真  

 氏名 

(生年月日  年  月  日) 
 
 
 
この者は、建設業法施行規則第18条の3第2項

第2号の登録基幹技能者講習を修了した者であ

ることを証します。 
 

24.00ミリメー

トル 

 
修了年月日  年  月  日     

 
 

(登録基幹技能者講習実施機関の名称)  印   

(登録番号 第  番)             

  
85.47ミリメートル以上 

85.72ミリメートル以下 

  

 
(裏面) 

      
  備考     

  
  
  
  
  
  
  
  

  
 

 備考 

   1 材質は、プラスチック又はこれと同等以上の耐久性を有するものとすること。 
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様式第二十五号の九（第十八条の二十一関係）

様式第二十五号の九(第十八条の二十一関係) 

(登 録 経 理 試 験 の 名 称)合 格 証 明 書 
 
  氏 名 
 
  生年月日     年  月  日                 
 
 この者は、建設業法施行規則第十八条の三第三項第二号ロの登録経理試験に合格した

者であることを証します。 
 
 登録経理試験の合格年月日                 年  月  日 
 
 交 付 年 月 日                 年  月  日 
 
 合 格 証 明 書 番 号                 第     号 
 

(登録経理試験実施機関の名称)    印  
 

(登録番号 第    番)   
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様式第二十五号の十（第十八条の二十五関係）

様式第二十五号の十(第十八条の二十五関係) 

 

 

(登録経理講習の名称)修了証 

 

 

 

   氏 名 

 

 

   生年月日     年  月  日 

 

 

 

 

 

  この者は、建設業法施行規則第十八条の三第三項第二号ハの登録経理講習を修了

した者であることを証します。 

 

 

 

 

  登録経理講習の修了年月日               年  月  日 

 

 

  交 付 年 月 日               年  月  日 

 

 

  修 了 証 番 号               第     号 

 

 

 

(登録経理講習実施機関の名称)   印   

 

 

 

(登録番号 第    番)      
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様式第二十五号の十一（第十九条の三関係）

様式第二十五号の十一(第十九条の三関係) 

(用紙A4)  

経営状況分析申請書 

 建設業法第27条の24第2項の規定により、経営に関する客観的事項の審査のうち経営状況の分析の申請

をします。 

 この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 

 登録経営状況分析機関代表者 

令和  年  月  日  

          殿                     申請者             
 

申請年月日 令和  年  月  日 

申 請 時 の

許 可 番 号 

大臣 

知事 
コード 

国土交通大臣 

知事 
許可 

許可番号 

第  号 
許 可

年月日 
令和 年 月 日 般 

特 
― 

前 回 の

申 請 時 の

許 可 番 号 

大臣 

知事 
コード 

国土交通大臣 

知事 
許可 

許可番号 

第  号 
許 可

年月日 
令和 年 月 日 般 

特 
― 

審査基準日 令和  年  月  日 

審 査 対 象

事 業 年 度 

期間 

自 令和  年  月  日～至令和  年  月  日 処理の区分①   ②   

審査対象事

業年度の前

審査対象事

業年度 

期間 

自 令和  年  月  日～至令和  年  月  日 処理の区分①   ②   

審査対象事

業年度の前

々審査対象

事業年度 

期間 

自 令和  年  月  日～至令和  年  月  日 処理の区分①   ②   

法 人 又 は

個人の別 
     (1．法人 2．個人) 

前 回 の

申請の有無 
     (1．有 2．無) 

単独決算又

は連結決算

の別 

     (1．単独決算 2．連結決算) 

商号又は名

称のフリガ

ナ 

  

商 号 又 は

名 称 
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代表者又は

個人の氏名

のフリガナ 

  

代表者又は

個人の氏名 
  

主たる営業

所の所在地 
  

主たる営業

所の電話番

号 

  

当期減価償

却実施額 
   ,   ,   ,   (千円) 

前期減価償

却実施額 
   ,   ,   ,   (千円) 

(備考欄) 

 連絡先 

 所属等     氏名     電話番号     ファックス番号     

記載要領 

 1 「申請者」の欄は、この申請書により経営状況分析を受けようとする建設業者(以下「申請者」とい

う。)の他に申請書又は第19条の4第1項各号に掲げる添付書類を作成した者(財務書類を調製した者等

を含む。以下同じ。)がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この場合には、

作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 2 太枠(備考欄)の枠内には記載しないこと。 

 3 「申請年月日」の欄は、登録経営状況分析機関に申請書を提出する年月日を記載すること。 

 4 「申請時の許可番号」の欄の 
「国土交通大臣  

知事」 
及び 

「般 

 特」 
は、不要のものを消すこと。 

 5 「申請時の許可番号」の欄の 
「大臣 

 知事 
コード」は、申請時に許可を受けている行政庁について別表(1) 

 の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

  「許可番号」及び「許可年月日」は、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可を受けた

年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記載すること。 

 6 「前回の申請時の許可番号」の欄は、前回の申請時の許可番号と申請時の許可番号が異なつている

場合についてのみ記載すること。 

 7 「審査基準日」の欄は、審査の申請をしようとする日の直前の事業年度の終了の日(別表(2)の分類

のいずれかに該当する場合で直前の事業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、

その日)を記載すること。 

 8 「審査対象事業年度」の欄の「至令和  年  月  日」は審査基準日等を、「自令和  年 

 月  日」は審査基準日の1年前の日の翌日等を次の表の例により記載すること。 

  また、「処理の区分」の①は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

コード 処 理 の 種 類 

00 12か月ごとに決算を完結した場合 

(例) 令和2年4月1日から令和3年3月31日までの事業年度について申請する場合 

  自令和2年4月1日～至令和3年3月31日 
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01 6か月ごとに決算を完結した場合 

(例) 令和2年10月1日から令和3年3月31日までの事業年度について申請する場合 

  自令和2年4月1日～至令和3年3月31日 

02 商業登記法(昭和38年法律第125号)の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業年度その他1

2か月に満たない期間で終了した事業年度について申請する場合 

(例1) 合名会社から株式会社への組織変更に伴い令和2年10月1日に当該組織変更の登記を行

つた場合で令和3年3月31日に終了した事業年度について申請するとき 

  自令和2年4月1日～至令和3年3月31日 

(例2) 申請に係る事業年度の直前の事業年度が令和2年3月31日に終了した場合で事業年度の

変更により令和6年12月31日に終了した事業年度について申請するとき 

  自令和2年1月1日～至令和2年12月31日 

03 事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合 

(例) 令和2年10月1日に会社を新たに設立した場合で令和3年3月31日に終了した最初の事業

年度について申請するとき 

  自令和2年10月1日～至令和3年3月31日 

04 事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

(例) 令和2年10月1日に会社を新たに設立した場合で最初の事業年度の終了の日(令和3年3月

31日)より前の日(令和2年11月1日)に申請するとき 

  自令和2年10月1日～至令和2年10月1日 

  また、「処理の区分」の②は、別表(2)の分類のいずれかに該当する場合は、同表の分類に従い、該

当するコードを記入すること。 

 9 「審査対象事業年度の前審査対象事業年度」の欄は、「審査対象事業年度」の欄の「自令和  年

  月  日」に記載した日の直前の審査対象事業年度の期間及び処理の区分を8の例により記載す

ること。 

 10 「審査対象事業年度の前々審査対象事業年度」の欄は、「審査対象事業年度の前審査対象事業年度」

の欄の「自令和  年  月  日」に記載した日の直前の審査対象事業年度の期間及び処理の区分

を8の例により記載すること。 

 11 「前回の申請の有無」の欄は、審査対象事業年度の直前の審査対象事業年度について経営状況分

析を受けた登録経営状況分析機関と同一の機関に申請をする場合は「1」を、そうでない場合は「2」

を記入すること。 

 12 「単独決算又は連結決算の別」の欄は、申請者が会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号の規定

に基づく大会社であり、かつ、金融商品取引法(昭和23年法律第25号)第24条の規定に基づき、有価証

券報告書を内閣総理大臣に提出しなければならない者である場合は「2」を、そうでない場合は「1」

を記入すること。 

 13 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記載すること。 

 14 「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いて、記載するこ

と。 

  

種 類 略 号 

  

株 式 会 社 (株) 

特 例 有 限 会 社 (有) 

合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 

合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 
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企 業 組 合 (企) 

 15 「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで記載すること。 

 16 「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合はそ

の者の氏名を記載すること。 

 17 「主たる営業所の所在地」の欄は、都道府県、市区町村、町名、街区符号及び住居番号等を、「丁

目」、「番」及び「号」については―(ハイフン)を用いて、記載すること。 

 18 「主たる営業所の電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―(ハイフン)で区切り、

記載すること。 

 19 「当期減価償却実施額」の欄は、「単独決算又は連結決算の別」の欄に「1」と記入した者は、審

査対象事業年度に係る減価償却実施額(未成工事支出金に係る減価償却費、販売費及び一般管理費に係

る減価償却費、完成工事原価に係る減価償却費、兼業事業売上原価に係る減価償却費その他減価償却

費として費用を計上した額をいう。以下同じ。)を記載すること。「2」と記入した者は、記載を要しな

い。 

  記載すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

  ただし、会社法第2条第6号に規定する大会社にあつては、百万円未満の端数を切り捨てて表示する

ことができる。この場合、単位は千円とし、百万円未満は「0」を記載すること。 

 20 「前期減価償却実施額」の欄は、審査対象事業年度の前審査対象事業年度に係る減価償却実施額

を19の例により記載すること。 

   ただし、「前回の申請の有無」の欄に「1」と記入し、かつ、前回の「当期減価償却実施額」の欄

の内容に変更がないものについては、記載を省略することができる。 

 21 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に

応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

別表(1) 

00 国 土 交 通 大 臣 12 千 葉 県 知 事 24 三 重 県 知 事 36 徳 島 県 知 事 

01 北 海 道 知 事 13 東 京 都 知 事 25 滋 賀 県 知 事 37 香 川 県 知 事 

02 青 森 県 知 事 14 神 奈 川 県 知 事 26 京 都 府 知 事 38 愛 媛 県 知 事 

03 岩 手 県 知 事 15 新 潟 県 知 事 27 大 阪 府 知 事 39 高 知 県 知 事 

04 宮 城 県 知 事 16 富 山 県 知 事 28 兵 庫 県 知 事 40 福 岡 県 知 事 

05 秋 田 県 知 事 17 石 川 県 知 事 29 奈 良 県 知 事 41 佐 賀 県 知 事 

06 山 形 県 知 事 18 福 井 県 知 事 30 和 歌 山 県 知 事 42 長 崎 県 知 事 

07 福 島 県 知 事 19 山 梨 県 知 事 31 鳥 取 県 知 事 43 熊 本 県 知 事 

08 茨 城 県 知 事 20 長 野 県 知 事 32 島 根 県 知 事 44 大 分 県 知 事 

09 栃 木 県 知 事 21 岐 阜 県 知 事 33 岡 山 県 知 事 45 宮 崎 県 知 事 

10 群 馬 県 知 事 22 静 岡 県 知 事 34 広 島 県 知 事 46 鹿 児 島 県 知 事 

11 埼 玉 県 知 事 23 愛 知 県 知 事 35 山 口 県 知 事 47 沖 縄 県 知 事 

別表(2) 

コード 処 理 の 種 類 

10 申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日を審査基準日

として申請するとき 

11 申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査基準日として

申請するとき 
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12 申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年度の終了の日

を審査基準日として申請するとき 

13 申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の設立登記日又

は事業の譲渡により新たな経営実態が備わつたと認められる日を審査基準日として申請する

とき 

14 申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特定調停手続開

始の申立てが行われた場合で会社更生手続開始決定日、会社更生計画認可日、会社更生手続

開始決定日から会社更生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日、民事再

生手続開始決定日、民事再生手続開始決定日から民事再生計画認可日までの間に決算日が到

来した場合の当該決算日又は特定調停手続開始申立日から調停条項受諾日までの間に決算日

が到来した場合の当該決算日を審査基準日として申請するとき 

15 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集団に属するも

のとして認定を受けて申請する場合 

16 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成する建設業者の

相互の機能分担が相当程度なされているものとして認定を受けて申請する場合 

17 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行済株式の全て

を保有する親会社と当該子会社からなる企業集団に属するものとして認定を受けて申請する

場合 

18 申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を審査基準日と

して申請するとき 

19 申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基準日として申

請するとき 

20 申請者について事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請

する場合 

21 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、一定の企業集団に属する建設業者(連結子会

社)として認定を受けて申請する場合 
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様式第二十五号の十二（第十九条の四関係）

様式第二十五号の十二(第十九条の四関係) 

(用紙A4) 

兼業事業売上原価報告書 

自令和  年  月  日 

至令和  年  月  日 

(会社名)        

千円   

 兼業事業売上原価 

      期首商品(製品)たな卸高                  ××× 

      当 期 商 品 仕 入 高                  ××× 

      当 期 製 品 製 造 原 価                  ××× 

      合 計                 ×××× 

      期末商品(製品)たな卸高                △ ××× 

      兼 業 事 業 売 上 原 価                  ××× 

 (当期製品製造原価の内訳) 

          材 料 費                    ××× 

          労 務 費                    ××× 

          経 費                    ××× 

         (うち 外注加工費)                 ( ××) 

       小計(当期総製造費用)                  ××× 

       期首仕掛品たな卸高                  ××× 

            計                      ×××× 

       期末仕掛品たな卸高                △ ××× 

       当期製品製造原価                  ××× 

記載要領 

 1 建設業以外の事業を併せて営む場合における当該建設業以外の事業(以下「兼業事業」

という。)に係る売上原価について記載すること。 

 2 二以上の兼業事業を営む場合はそれぞれの該当項目に合算して記載すること。 

 3 「(当期製品製造原価の内訳)」は、当期製品製造原価がある場合に記載すること。 

 4 「兼業事業売上原価」は損益計算書の兼業事業売上原価に一致すること。 

 5 記載すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

   ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあつては、百

万円未満の端数を切り捨てて表示することができる。この場合、「千円」とあるのは

「百万円」として記載すること。 
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様式第二十五号の十三（第十九条の五関係）

様式第二十五号の十三(第十九条の五関係) 
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様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

様式第二十五号の十四(第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係) 
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  項番 審査対象 

自 己 資 本 額  

   

基 準 決 算 

 

  
直 前 の

審査基準日 
 

 

 

利 益 額  

( 2 期 平 均 )  

 

 

 

 

 

 

利益額(利払前税引前償却前利益) 

＝営業利益＋減価償却実施額 

  審 査 対 象 事 業 年 度 審 査 対象 事 業年 度 の前審 査 対象 事 業年 度 

営 業 利 益 

 

営 業 利 益 

 

減 価 償 却

実 施 額 
 

減 価 償 却

実 施 額 
 

技 術 職 員 数  

 
  

登 録 経 営 状 況

分 析 機 関 番 号    

経営状況分析を受けた機関の名称 

 

 

 

 

 

 

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。 

技術職員名簿については別紙二による。 

その他の審査項目(社会性等)については別紙三による。 

 

 

 

 

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記載すること。 

審 査 結 果 の 通 知 番 号  審 査 結 果 の 通 知 の 年 月 日 

第       号  令和   年   月   日 

再 審 査 を 求 め る 事 項  再 審 査 を 求 め る 理 由 

    

 

 

 

 

連絡先 

所属等                      氏名                       電話番号                    

ファックス番号                 
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記載要領 
 1 「経 営 規 模 等 評 価 申 請 書 

 経営規模等評価再審査申立書 

 総 合 評 定 値 請 求 書 」、 
 
   「建設業法第27条の26第2項の規定により、経営規模等評価の申請をします。 

    建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をしま

す。 

    建設業法第27条の29第1項の規定により、総合評定値の請求をします。 」、 
 
   「 地方整備局長 

    北海道開発局長 

         知事」 

、 
「国土交通大臣 

     知事」 
及び 

「般 

 特」 
については、不要のものを消 

  すこと。 

 2 「申請者」の欄は、この申請書により経営規模等評価の申請、経営規模等評価の再

審査の申立又は総合評定値の請求をしようとする建設業者(以下「申請者」という。)

の他に申請書又は第19条の4第1項各号に掲げる添付書類を作成した者(財務書類を調

製した者等を含む。以下同じ。)がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載

すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有す

ることを証する書面を添付すること。 

 3 太線の枠内には記入しないこと。 

 4 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに

1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入

する場合は、例えば のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例

えば のように左詰めで記入すること。 

 5 「申請時の許可番号」の欄の 
「大臣 

 知事」 
コードのカラムには、申請時に許可を 

  受けている行政庁について別表(1)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   「許可番号」及び「許可年月日」は、例えば 又は 月 日

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

   なお、現在2以上の建設業の許可を受けている場合で許可を受けた年月日が複数あ

るときは、そのうち最も古いものについて記入すること。 

 6 「前回の申請時の許可番号」の欄は、前回の申請時の許可番号と申請時の許

可番号が異なつている場合についてのみ記入すること。 

 7 「審査基準日」の欄は、審査の申請をしようとする日の直前の事業年度の終

了の日(別表(2)の分類のいずれかに該当する場合で直前の事業年度の終了の日以外の

日を審査基準日として定めるときは、その日)を記入し、例えば審査基準日が令和2年3

月31日であれば、 年 月 日のように、カラムに数字を記入するに当たつ

て空位のカラムに「0」を記入すること。 

 8 「申請等の区分」の欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入する

こと。 

コード 申 請 等 の 種 類 

1 経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求 

2 経営規模等評価の申請 

3 総合評定値の請求 

4 経営規模等評価の再審査の申立及び総合評定値の請求 

5 経営規模等評価の再審査の申立 
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 9 「処理の区分」の欄の左欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入

すること。 

コード 処 理 の 種 類 

00 

12か月ごとに決算を完結した場合 

(例) 令和2年4月1日から令和3年3月31日までの事業年度について

申請する場合 

01 

6か月ごとに決算を完結した場合 

(例) 令和2年10月1日から令和3年3月31日までの事業年度につい

て申請する場合 

02 

商業登記法(昭和38年法律第125号)の規定に基づく組織変更の登

記後最初の事業年度その他12か月に満たない期間で終了した事

業年度について申請する場合 

(例1) 合名会社から株式会社への組織変更に伴い令和2年10月1日

に当該組織変更の登記を行つた場合で令和3年3月31日に終了し

た事業年度について申請するとき 

(例2) 申請に係る事業年度の直前の事業年度が令和2年3月31日

に終了した場合で事業年度の変更により令和2年12月31日に終

了した事業年度について申請するとき 

03 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請す

る場合 

(例) 令和2年10月1日に会社を新たに設立した場合で令和3年3月3

1日に終了した最初の事業年度について申請するとき 

04 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より

前の日に申請する場合 

(例) 令和2年10月1日に会社を新たに設立した場合で最初の事業

年度の終了の日(令和3年3月31日)より前の日(令和2年11月1日)

に申請するとき 

   また、「処理の区分」の右欄は、別表(2)の分類のいずれかに該当する場合は、同表

の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

 10 「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式

会社にあつては資本金額を、それ以外の法人にあつては出資総額を記入し、申請者が

個人の場合には記入しないこと。 

   「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項に規

定する法人番号をいう。)の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入す

ること。 

 11 「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は

半濁音を表す文字については、例えば 又は のように1文字として扱うこと。なお、

株式会社等法人の種類を表す文字についてはフリガナは記入しないこと。 

 12 「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を

用いて、記入すること。 

 (例  

  ) 

種 類 略 号 

株 式 会 社 (株) 

特例有限会社 (有) 

  
合 名 会 社 (名) 

合 資 会 社 (資) 
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合 同 会 社 (合) 

協 同 組 合 (同) 

協 業 組 合 (業) 

企 業 組 合 (企) 

 13 「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に1カ

ラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えば 又は

のように1文字として扱うこと。 

 14 「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名

を、個人の場合はその者の氏名を、それぞれ姓と名の間に1カラム空けて記入するこ

と。 

 15 「主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けの

コードブック(総務省編「全国地方公共団体コード」)により、主たる営業所の所在す

る市区町村の該当するコードを記入すること。 

 16 「主たる営業所の所在地」の欄には、15により記入した市区町村コードによ

つて表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び

「号」については―(ハイフン)を用いて、例えば のよう

に記入すること。 

 17 「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ―(ハイフン)で区

切り、例えば のように記入すること。 

 18 「許可を受けている建設業」の欄は、申請時に許可を受けている建設業が一

般建設業の場合は「1」を、特定建設業の場合は「2」を次の表の( )内に示された略

号のカラムに記入すること。 

土木工事業(土) 鋼構造物工事業(鋼) 熱絶縁工事業(絶) 

建築工事業(建) 鉄筋工事業(筋) 電気通信工事業(通) 

大工工事業(大) 舗装工事業(舗) 造園工事業(園) 

左官工事業(左) しゆんせつ工事業(しゆ) さく井工事業(井) 

とび・土工工事業(と) 板金工事業(板) 建具工事業(具) 

石工事業(石) ガラス工事業(ガ) 水道施設工事業(水) 

屋根工事業(屋) 塗装工事業(塗) 消防施設工事業(消) 

電気工事業(電) 防水工事業(防) 清掃施設工事業(清) 

管工事業(管) 内装仕上工事業(内) 解体工事業(解) 

タイル・れんが・ブロック工

事業(タ) 
機械器具設置工事業(機) 
 

  

 19 「経営規模等評価等対象建設業」の欄は、経営規模等評価等を申請する建設

業(総合評定値の請求のみを行う場合にあつては、経営規模等評価の結果の通知を受け

た建設業)について18の表の( )内に示された略号のカラムに「9」と記入すること。 

 20 「自己資本額」の欄は、審査基準日の決算(以下「基準決算」という。)にお

ける自己資本の額又は基準決算及び前回の申請時における審査基準日(以下「直前の審

査基準日」という。)の決算における自己資本の額の平均の額(以下「平均自己資本額」

という。)を記入し、「審査対象」のカラムに「1」又は「2」を記入すること。また、

平均自己資本額を記入した場合は、表内のカラムに基準決算における自己資本の額及
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び直前の審査基準日の決算における自己資本の額をそれぞれ記入すること。 

   記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

   ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあつては、百

万円未満の端数を切り捨てて表示することができる。ただし、「自己資本額」の欄に平

均自己資本額を記入するときは、平均自己資本額を計算する際に生じる百万円未満の

端数については切り捨てずにそのまま記入すること。カラムに数字を記入するに当た

つては、単位は千円とし、例えば のように百万

円未満の単位に該当するカラムに「0」を記入すること。 

 21 「利益額(2期平均)」の欄は、審査対象事業年度における利益額及び審査対象

事業年度の前審査対象事業年度の利益額の平均の額を記入すること。また、表内のカ

ラムに審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度における営業利

益の額及び減価償却実施額をそれぞれ記入すること。 

   記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

   ただし、会社法第2条第6号に規定する大会社にあつては、百万円未満の端数を切り

捨てて表示することができる。ただし、「利益額(2期平均)」を計算する際に生じる百

万円未満の端数については切り捨てずにそのまま記入すること。 

 22 「技術職員数」の欄は、別紙二で記入した技術職員の人数の合計を記入する

こと。 

 23 「登録経営状況分析機関番号」の欄は、経営状況分析を受けた登録経営状況

分析機関の登録番号を記入し、例えば のように、カラムに数字を記

入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

 24 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容

に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

別表(1) 

00 国土交通大臣 12 千 葉 県 知 事 24 三 重 県 知 事 36 徳 島 県 知 事 

01 北 海 道 知 事 13 東 京 都 知 事 25 滋 賀 県 知 事 37 香 川 県 知 事 

02 青 森 県 知 事 14 神奈川県知事 26 京 都 府 知 事 38 愛 媛 県 知 事 

03 岩 手 県 知 事 15 新 潟 県 知 事 27 大 阪 府 知 事 39 高 知 県 知 事 

04 宮 城 県 知 事 16 富 山 県 知 事 28 兵 庫 県 知 事 40 福 岡 県 知 事 

05 秋 田 県 知 事 17 石 川 県 知 事 29 奈 良 県 知 事 41 佐 賀 県 知 事 

06 山 形 県 知 事 18 福 井 県 知 事 30 和歌山県知事 42 長 崎 県 知 事 

07 福 島 県 知 事 19 山 梨 県 知 事 31 鳥 取 県 知 事 43 熊 本 県 知 事 

08 茨 城 県 知 事 20 長 野 県 知 事 32 島 根 県 知 事 44 大 分 県 知 事 

09 栃 木 県 知 事 21 岐 阜 県 知 事 33 岡 山 県 知 事 45 宮 崎 県 知 事 

10 群 馬 県 知 事 22 静 岡 県 知 事 34 広 島 県 知 事 46 鹿児島県知事 

11 埼 玉 県 知 事 23 愛 知 県 知 事 35 山 口 県 知 事 47 沖 縄 県 知 事 
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別表(2) 

コード 処 理 の 種 類 

10 申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日

を審査基準日として申請するとき 

11 申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査

基準日として申請するとき 

12 申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年

度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

13 申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の

設立登記日又は事業の譲渡により新たな経営実態が備わつたと認められる日を

審査基準日として申請するとき 

14 申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特

定調停手続開始の申立てが行われた場合で会社更生手続開始決定日、会社更生

計画認可日、会社更生手続開始決定日から会社更生計画認可日までの間に決算

日が到来した場合の当該決算日、民事再生手続開始決定日、民事再生手続開始

決定日から民事再生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日

又は特定調停手続開始申立日から調停条項受諾日までの間に決算日が到来した

場合の当該決算日を審査基準日として申請するとき 

15 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集

団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

16 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成す

る建設業者の相互の機能分担が相当程度なされているものとして認定を受けて

申請する場合 

17 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行

済株式の全てを保有する親会社と当該子会社からなる企業集団に属するものと

して認定を受けて申請する場合 

18 申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を

審査基準日として申請するとき 

19 申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基

準日として申請するとき 

20 申請者について事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より

前の日に申請する場合 

21 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、一定の企業集団に属する建設

業者(連結子会社)として認定を受けて申請する場合 

22 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その外国にある子会社につい

て認定を受けて申請する場合 
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別紙一 
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記載要領 

 1 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに

1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように数字を記入すること。例え

ば のように右詰めで記入すること。 

 2 「審査対象事業年度」の欄は、次の例により記入すること。 

  (1) 12か月ごとに決算を完結した場合 

   (例) 令和2年4月1日から令和3年3月31日までの事業年度について申請する場合 

     自令和02年04月～至令和03年03月 

  (2) 6か月ごとに決算を完結した場合 

   (例) 令和2年10月1日から令和3年3月31日までの事業年度について申請する場合 

     自令和02年04月～至令和03年03月 

  (3) 商業登記法(昭和38年法律第125号)の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業

年度その他12か月に満たない期間で終了した事業年度について申請する場合 

   (例1) 合名会社から株式会社への組織変更に伴い令和2年10月1日に当該組織変更の

登記を行つた場合で令和3年3月31日に終了した事業年度について申請するとき 

     自令和02年04月～至令和03年03月 

   (例2) 申請に係る事業年度の直前の事業年度が令和2年3月31日に終了した場合で事

業年度の変更により令和2年12月31日に終了した事業年度について申請するとき 

     自令和02年01月～至令和02年12月 

  (4) 事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合 

   (例) 令和2年10月1日に会社を新たに設立した場合で令和3年3月31日に終了した最

初の事業年度について申請するとき 

     自令和02年10月～至令和03年03月 

  (5) 事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請す

る場合 

   (例) 令和2年10月1日に会社を新たに設立した場合で最初の事業年度の終了の日(令

和3年3月31日)より前の日(令和2年11月1日)に申請するとき 

     自令和02年10月～至令和00年00月 

 3 「審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は前審査対象事業年度及び前々

審査対象事業年度」の欄は、「審査対象事業年度」の欄に記入した期間の直前の審査対

象事業年度の期間を2の例により記入すること。 

   ただし、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の直前2年の審査対象事業年度の

完成工事高及び元請完成工事高について申請する場合にあつては、直前2年の各審査

対象事業年度の期間を2の例により記入し、下欄に直前2年の各審査対象事業年度の期

間をそれぞれ記入すること。 

 4 「業種コード」の欄は、次のコード表により該当する工事の種類に応じ、該

当するコードをカラムに記入すること。 

   なお、「土木一式工事」について記入した場合においてはその次の「業種コード」の

欄は「プレストレストコンクリート構造物工事」のコード「011」を記入し、「完成工

事高」の欄には「土木一式工事」の完成工事高のうち「プレストレストコンクリート

構造物工事」に係るものを記入することとし、当該工事に係る実績がない場合におい

てはカラムに「0」を記入すること。また、「元請完成工事高」の欄には「土木一式工

事」の元請完成工事高のうち「プレストレストコンクリート構造物工事」に係るもの

を記入することとし、当該工事に係る実績がない場合においてはカラムに「0」を記

入すること。同様に、「とび・土工・コンクリート工事」に記入した場合においては

「業種コード」の欄に「法面処理工事」のコード「051」を記入し、「鋼構造物工事」

に記入した場合においては「業種コード」の欄に「鋼橋上部工事」のコード「111」

を記入し、それぞれの工事に係る完成工事高及び元請完成工事高を記入すること。 
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   「完成工事高」の欄は、 で記入した各審査対象事業年度ごとに完成工事高を記

入すること。また、「元請完成工事高」の欄においても同様に、各審査対象事業年度ご

とに元請完成工事高を記入すること。 

   ただし、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の直前2年の審査対象事業年度に

ついて申請する場合にあつては、完成工事高においては審査対象事業年度の直前2年

の各審査対象事業年度の完成工事高の合計を2で除した数値を記入し、「完成工事高計

算表」に直前2年の審査対象事業年度ごとに完成工事高を記載すること。同様に、元

請完成工事高においても審査対象事業年度の直前2年の各審査対象事業年度の元請完

成工事高の合計を2で除した数値を記入し、「元請完成工事高計算表」に直前2年の審

査対象事業年度ごとに元請完成工事高を記載すること。 

コード 工 事 の 種 類 コード 工 事 の 種 類 コード 工 事 の 種 類 

010 
011 

 
 

020 
030 
040 
050 

 
051 
060 
070 
080 
090 

土 木 一 式 工 事 

プレストレストコ

ンクリート構造物

工事 

建 築 一 式 工 事 

大 工 工 事 

左 官 工 事 

とび・土工・コン

クリート工事 

法 面 処 理 工 事 

石 工 事 

屋 根 工 事 

電 気 工 事 

管 工 事 

100 
 

110 
111 
120 
130 
140 
150 
160 
170 
180 
190 

タイル・れんが・

ブロック工事 

鋼 構 造 物 工 事 

鋼 橋 上 部 工 事 

鉄 筋 工 事 

舗 装 工 事 

しゆんせつ工事 

板 金 工 事 

ガ ラ ス 工 事 

塗 装 工 事 

防 水 工 事 

内 装 仕 上 工 事 

200 
210 
220 
230 
240 
250 
260 
270 
280 
290 

機械器具設置工事 

熱 絶 縁 工 事 

電 気 通 信 工 事 

造 園 工 事 

さ く 井 工 事 

建 具 工 事 

水 道 施 設 工 事 

消 防 施 設 工 事 

清 掃 施 設 工 事 

解 体 工 事 

 5 「その他工事」の欄は、審査対象建設業以外の建設業に係る建設工事の完成

工事高及び元請完成工事高をそれぞれ記入すること。 

 6 「合計」の欄は、完成工事高においては、 及び に記入した完成工

事高の合計を記入すること。同様に、元請完成工事高においては、元請完成工事高の

合計を記入すること。 

 7 この表は審査対象建設業に係る4のコード表中の工事の種類4つごとに作成すること。

この場合、「その他工事」及び「合計」は最後の用紙のみに記入すること。また、用紙

ごとに、契約後VE(施工段階で施工方法等の技術提案を受け付ける方式をいう。以下

同じ。)に係る工事の完成工事高について、契約後VEによる縮減変更前の契約額で評

価をする特例の利用の有無について記入すること。 

 8 記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

   ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあつては、百

万円未満の端数を切り捨てて表示することができる。この場合、カラムに数字を記入

するに当たつては、例えば のように、百万円未

満の単位に該当するカラムに「0」を記入すること。 
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別紙二 

 
技 術 職 員 名 簿 

 

頁         数 

 

頁 

 

通番 

新
規
掲
載
者 

氏 名 生 年 月 日 

審 査

基準日

現在の

満年齢 

  業種

コード 
3 

有 資 格

区 分

コード 
5 

講
習
受
講 

業種

コード 
10 

有 資 格

区 分

コード 

講
習
受
講 

監理技術者資格者証

交付番号 

CPD単

位取得

数 

1 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

2 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

3 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

4 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

5 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

6 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

7 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

8 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

9 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

10 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

11 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

12 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

13 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

14 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

15 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

16 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

17 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

18 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

19 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

20 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

21 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

22 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

23 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

24 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

25 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

26 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

27 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

28 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

29 
    

年  月  日 
  

8 2 
                            

30 
    

年  月  日 
  

8 2 
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記載要領 

1 この名簿は、 「審査基準日」に記入した日(以下「審査基準日」という。)において在籍する技術職員(第18条の3第2項第1号から第3

号までに該当する者。以下同じ。)に該当する者全員について作成すること。なお、一人の技術職員につき技術職員として申請できる建設

業の種類の数は2までとする。 

2 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないよ

うに数字を記入すること。例えば のように右詰めで記入すること。 

3 「頁数」の欄は、頁番号を記入すること。例えば技術職員名簿の枚数が3枚目であれば 、12枚目であれば のように、

カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「0」を記入すること。 

4 「新規掲載者」の欄は、審査対象年内に新規に技術職員となった者につき、○印を記入すること。 

5 「審査基準日現在の満年齢」の欄は、当該技術職員の審査基準日時点での満年齢を記入すること。 

6 「業種コード」の欄は、経営規模等評価等対象建設業のうち、技術職員の数の算出において対象とする建設業の種類を次の表から2つ以

内で選び該当するコードを記入すること。 

コード 建設業の種類 コード 建設業の種類 コード 建設業の種類 

01 土 木 工 事 業 11 鋼 構 造 物 工 事 業 21 熱 絶 縁 工 事 業 

02 建 築 工 事 業 12 鉄 筋 工 事 業 22 電 気 通 信 工 事 業 

03 大 工 工 事 業 13 舗 装 工 事 業 23 造 園 工 事 業 

04 左 官 工 事 業 14 し ゆ ん せ つ 工 事 業 24 さ く 井 工 事 業 

05 と び ・ 土 工 工 事 業 15 板 金 工 事 業 25 建 具 工 事 業 

06 石 工 事 業 16 ガ ラ ス 工 事 業 26 水 道 施 設 工 事 業 

07 屋 根 工 事 業 17 塗 装 工 事 業 27 消 防 施 設 工 事 業 

08 電 気 工 事 業 18 防 水 工 事 業 28 清 掃 施 設 工 事 業 

09 管 工 事 業 19 内 装 仕 上 工 事 業 29 解 体 工 事 

10 タイル・れんが・ブロック工事業 20 機 械 器 具 設 置 工 事 業     

7 「有資格区分コード」の欄は、技術職員が保有する資格のうち、「業種コード」の欄で記入したコードに対応する建設業の種類に係るも

のについて別表(四)及び別表(五)の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

8 「講習受講」の欄は、建設業法第15条第2号イに該当する者が、法第27条の18第1項の規定により監理技術者資格者証の交付を受けている

場合であつて、法第26条の4から第26条の6までの規定により国土交通大臣の登録を受けた講習を受講した場合は「1」を、その他の場合は

「2」を記入すること。 

9 「監理技術者資格者証交付番号」の欄は、法第27条の18第1項の規定により監理技術者資格者証の交付を受けている者についてその交付番

号を記載すること。 

10 「CPD単位取得数」の欄は、第7条の3第3号若しくは第18条の3第2項第1号に規定する者又は1級若しくは2級の第一次検定に合格した者

が、審査基準日から1年以内に取得したCPD(建設工事の施工の管理に従事する者を対象としてその能力の向上を目的として行われる継続学

習をいう。以下同じ。)の単位数(ただし、算入できるCPD単位数は一人当たり30単位を上限とする。)を記載すること。 
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別紙三 

 
その他の審査項目(社会性等) 
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記載要領 

 1 で表示された枠(以下「カラム」という。)に記入する場合は、1カラムに1文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように数字を記入するこ

と。例えば のように右詰めで記入すること。 

 2 「雇用保険加入の有無」の欄は、その雇用する労働者が雇用保険の被保険者となつたことについて公共職業安定所の長に対する届出を行つている場合は

「1」を、行つていない場合は「2」を、従業員が1人も雇用されていない場合等の雇用保険の適用が除外される場合は「3」を記入すること。 

 3 「健康保険加入の有無」の欄は、従業員が健康保険の被保険者の資格を取得したことについての日本年金機構又は健康保険組合に対する届出を行つてい

る場合は「1」を、行つていない場合は「2」を、従業員が4人以下である個人事業主である場合等の健康保険の適用が除外される場合は「3」を記入すること。 

 4 「厚生年金保険加入の有無」の欄は、従業員が厚生年金保険の被保険者の資格を取得したことについての日本年金機構に対する届出を行つている場合は

「1」を、行つていない場合は「2」を、従業員が4人以下である個人事業主である場合等の厚生年金保険の適用が除外される場合は「3」を記入すること。 

 5 「建設業退職金共済制度加入の有無」の欄は、審査基準日において、勤労者退職金共済機構との間で、特定業種退職金共済契約を締結している場合は「1」

を、締結していない場合は「2」を記入すること。 

 6 「退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無」の欄は、審査基準日において、次のいずれかに該当する場合は「1」を、いずれにも該当しない場合

は「2」を記入すること。 

  (1) 労働協約若しくは就業規則に退職手当の定めがあること又は退職手当に関する事項についての規則が定められていること。 

  (2) 勤労者退職金共済機構との間で特定業種退職金共済契約以外の退職金共済契約が締結されていること。 

  (3) 所得税法施行令に規定する特定退職金共済団体との間で退職金共済についての契約が締結されていること。 

  (4) 厚生年金基金が設立されていること。 

  (5) 法人税法に規定する適格退職年金の契約が締結されていること。 

  (6) 確定給付企業年金法(平成13年法律第50号)に規定する確定給付企業年金が導入されていること。 

  (7) 確定拠出年金法(平成13年法律第88号)に規定する企業型年金が導入されていること。 

 7 「法定外労働災害補償制度加入の有無」の欄は、審査基準日において、(公財)建設業福祉共済団、(一社)建設業労災互助会、全日本火災共済協同組合連合

会、(一社)全国労働保険事務組合連合会又は保険会社との間で、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第50号)に基づく保険給付の基因となつた業務災害及び通勤

災害(下請負人に係るものを含む。)に関する給付についての契約を、締結している場合は「1」を、締結していない場合は「2」を記入すること。 

 8 「若年技術職員の継続的な育成及び確保」の欄は、審査基準日において、満35歳未満の技術職員の人数が技術職員の人数の合計の15％以上に該当する場合

は「1」を、該当しない場合は「2」を記入すること。また、「技術職員数」の欄には別紙二の技術職員名簿に記載した技術職員の合計人数を、「若年技術職員数」

の欄には、審査基準日において満35歳未満の技術職員の人数を、「若年技術職員の割合」の欄には「若年技術職員数」の欄に記載した数値を「技術職員数」の欄に

記載した数値で除した数値を百分率で表し、記載すること。 

 9 「新規若年技術職員の育成及び確保」の欄は、審査基準日において、満35歳未満の技術職員のうち、審査対象年内に新規に技術職員となつた人数が技術職

員の人数の合計の1％以上に該当する場合は「1」を、該当しない場合は「2」を記入すること。また、「新規若年技術職員数」の欄には、別紙二の技術職員名簿に

記載された技術職員のうち、「新規掲載者」欄に○が付され、審査基準日において満35歳未満のものの人数を、「新規若年技術職員の割合」欄には「新規若年技術

職員数」の欄に記載した数値を前項「技術職員数」の欄に記載した数値で除した数値を百分率で表し、記載すること。 

 10 「CPD単位取得数」の欄は、「技術者数」の欄に記載した数に含まれる者が審査基準日以前1年のうちに取得したCPDの単位数(ただし、算入できるCPD単位

数は1人当たり30単位を上限とする。)を記載すること。また、「技術者数」の欄は、第7条の3第3号若しくは第18条の3第2項第1号に規定する者又は1級若しくは2級

の第一次検定に合格した者(第18条の3第2項第1号に規定される者に該当する者を除く。)の数を記載すること。 

 11 「技能レベル向上者数」の欄は、「技能者数」の欄に記載した数に含まれる者が審査基準日以前3年のうちに国土交通大臣が定める建設技能者の能力評価

制度により受けた評価(以下この11において「認定能力評価」という。)の区分が審査基準日の3年前の日において受けている評価の区分より1以上上位であつた技

能者の数を記載すること。また、「技能者数」の欄は、審査基準日において審査基準日以前3年のうちに建設工事の施工に従事した者であつて第14条の2第2号チ又

は同条第4号チに規定する建設工事に従事する者に該当する者の数から建設工事の施工の管理のみに従事した者の数を除いた数を、「控除対象者」欄は、審査基準

日以前3年のうちに認定能力評価により評価が最上位の区分に該当するとされた者の数を記載することとする。 

 12 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定の状況」の欄は、審査基準日において、女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律(平成27年法律第64号)に基づく「えるぼし認定(1段階目)」を受けている場合は「1」を、「えるぼし認定(2段階目)」を受けている場合は「2」を、「えるぼし認

定(3段階目)」を受けている場合は「3」を、「プラチナえるぼし認定」を受けている場合は「4」を、いずれの認定も受けていない場合は「5」を記入すること。 

 13 「次世代育成支援対策推進法に基づく認定の状況」の欄は、審査基準日において、次世代育成支援対策推進法(平成15年法律第120号)に基づく「くるみん

認定」を受けている場合は「1」を、「トライくるみん認定」を受けている場合は「2」を、「プラチナくるみん認定」を受けている場合は「3」を、いずれの認定も

受けていない場合は「4」を記入すること。 

 14 「青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定の状況」の欄は、審査基準日において、青少年の雇用の促進等に関する法律(昭和45年法律第98号)に

基づく「ユースエール認定」を受けている場合は「1」を、受けていない場合は「2」を記入すること。 

 15 「建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況」の欄は、審査基準日以前1年のうちに発注者から直接請け負つた建設工事の

うち、国土交通大臣が定める建設工事以外の全ての建設工事において建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置として国土交通大臣が定める

ものを実施した場合は「1」を、国土交通大臣が定める公共工事以外の全ての公共工事において当該措置を実施した場合は「2」を、いずれにも該当しない場合は

「3」を記入すること。 

 16 「営業年数」の欄は、審査基準日までの建設業の営業年数(建設業の許可又は登録を受けて営業を行つていた年数をいい、休業等の期間を除く。ただし、

平成23年4月1日以降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、かつ、再生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受けてから営業を

行つていた年数をいい、休業等の期間を除く。)を記入し、表内の年号については不要のものを消すこと。 

 17 「民事再生法又は会社更生法の適用の有無」の欄は、平成23年4月1日以降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、かつ、再

生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受けていない場合は「1」を、その他の場合は「2」を記入すること。 

 18 「防災協定の締結の有無」の欄は、審査基準日において、国、特殊法人等(公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第2条第1項に規定する特

殊法人等)又は地方公共団体との間で、防災活動に関する協定を締結している場合は「1」を、締結していない場合は「2」を記入すること。 

 19 「営業停止処分の有無」の欄は、審査対象年において、法第28条の規定による営業の停止を受けたことがある場合は「1」を、受けたことがない場合は

「2」を記入すること。 

 20 「指示処分の有無」の欄は、審査対象年において、法第28条の規定による指示を受けたことがある場合は「1」を、受けたことがない場合は「2」を記入

すること。 

 21 「監査の受審状況」の欄は、審査基準日において、会計監査人の設置を行つている場合は「1」を、会計参与の設置を行つている場合は「2」を、第18条

の3第3項第2号イに該当する者、一級登録経理試験に合格した者であつて、合格した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して5年を経過しないもの、一級

登録経理講習を受講した者であつて、合格した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して5年を経過しないもの又は第18条の3第3項第2号ニに該当する者(一

級の登録経理講習を受講した者と同等以上と認められる者に限る。)が経理処理の適正を確認した旨の書類に自らの署名を付したものを提出している場合は「3」

を、いずれにも該当しない場合は「4」を記入すること。 

 22 「公認会計士等の数」の欄は、第18条の3第3項第2号イに該当する者、一級登録経理試験に合格した者であつて、合格した日の属する年度の翌年度の開始

の日から起算して5年を経過しないもの、一級登録経理講習を受講した者であつて、受講した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して5年を経過しないも

の及び第18条の3第3項第2号ニに該当する者の人数の合計を記入すること。 

 23 「二級登録経理試験合格者等の数」の欄は、二級登録経理試験に合格した者であつて、合格した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して5年を経

過しないもの、二級登録経理講習を受講した者であつて、受講した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して5年を経過しないもの又は第18条の3第3項第2
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号ニに該当する者(二級の登録経理講習を受講した者と同等以上と認められる者とされる者に限る。)の人数の合計を記入すること。 

 24 「研究開発費(2期平均)」の欄は、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度における研究開発費の額の平均の額を記入すること。た

だし、会計監査人設置会社以外の建設業者はカラムに「0」を記入すること。また、表内のカラムに審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度

における研究開発費の額を記入すること。 

 25 「建設機械の所有及びリース台数」の欄は、審査基準日において、自ら所有し、又はリース契約(審査基準日から1年7月以上の使用期間が定められている

ものに限る。)により使用する建設機械抵当法施行令(昭和29年政令第294号)別表に規定するショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクターショベル及びモーター

グレーダー、土砂等を運搬する貨物自動車であつて自動車検査証(道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第60条第1項の自動車検査証をいう。)の車体の形状の欄

に「ダンプ」、「ダンプフルトレーラ」又は「ダンプセミトレーラ」と記載されているもの並びに労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号)第12条第1項第4号に

掲げるつり上げ荷重が三トン以上の移動式クレーン、同令第13条第3項第34号に掲げる作業床の高さが二メートル以上の高所作業車、同令別表第7第4号に掲げる締

固め用機械及び同表第6号に掲げる解体用機械について、台数の合計を記入すること。 

 26 「エコアクション21の認証の有無」の欄は、審査基準日において、エコアクション21の認証を取得している場合(認証範囲に建設業が含まれていない場合

及び認証範囲が一部の支店等に限られている場合を除く。)は「1」を、取得していない場合は「2」を記入すること。 

 27 「ISO9001の登録の有無」の欄は、審査基準日において、国際標準化機構第9001号の規格により登録されている場合(登録範囲に建設業が含まれていない場

合及び登録範囲が一部の支店等に限られている場合を除く。)は「1」を、登録されていない場合は「2」を記入すること。 

 28 「ISO14001の登録の有無」の欄は、審査基準日において、国際標準化機構第14001号の規格により登録されている場合(登録範囲に建設業が含まれていな

い場合及び登録範囲が一部の支店等に限られている場合を除く。)は「1」を、登録されていない場合は「2」を記入すること。 

 

   記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

   ただし、会社法(平成17年法律第86号)第2条第6号に規定する大会社にあつては、百万円未満の端数を切り捨てて表示することができる。ただし、研究開発費(2

期平均)を計算する際に生じる百万円未満の端数については切り捨てずにそのまま記入すること。 

   記入すべき割合及び単位は、小数点第2位以下の端数を切り捨てて表示すること。 
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様式第二十五号の十五（第十九条の九、第二十一条の四関係）

様式第二十五号の十五(第十九条の九、第二十一条の四関係) 

経 営 規 模 等 評 価 結 果 通 知 書 

総 合 評 定 値 通 知 書 

   
許可   ―    号 

審査基準日      令和  年  月  日 

経営規模等評価の結果 

総合評定値 
を通知します。 

  電 話 番 号 

資 本 金 額 

完成工事高／売上高（％） 

行 政 庁 記 入 欄 

令和  年  月  日 
 
 
                      印 

 

 

許可

区分 
建 設 工 事 の 種 類 

総 合

評定値

(P) 

完 成 工 事 高 元 請 完 成 工 事 高 及 び 技 術 職 員 数   自 己 資 本 額 及 び 利 益 額 数 値 点数 

年平均 
評点
(X1) 

元請完成工事高 技 術 職 員 数 評点
(Z) 

 自 己 資 本 額 X     

年平均 一級 (講習受講) 監理補佐 基幹 二級 その他  利 益 額     

  土 木 一 式                       評 点 (X2) 

  プレストレストコンクリート構造物                         

  建 築 一 式                       そ の 他 の 審 査 項 目 ( 社 会 性 等 ) 数値等 点数 

  大 工                       雇 用 保 険 加 入 の 有 無  

 

  左 官                       健 康 保 険 加 入 の 有 無  

  と び ・ 土 工 ・ コ ン ク リ ー ト                       厚 生 年 金 保 険 加 入 の 有 無  

  法 面 処 理                       建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 加 入 の 有 無  

  石                       退 職 一 時 金 制 度 若 し く は 企 業 年 金 制 度 導 入 の 有 無  

  屋 根                       法 定 外 労 働 災 害 補 償 制 度 加 入 の 有 無  

  電 気                       若 手 技 術 職 員 の 継 続 的 な 育 成 及 び 確 保  

  管                       新 規 若 年 技 術 職 員 の 育 成 及 び 確 保  

  タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ ロ ッ ク                       C P D 単 位 取 得 数 単位 

  鋼 構 造 物                       技 術 者 数 人 

  鋼 橋 上 部                       技 能 レ ベ ル 向 上 者 数 人 

  鉄 筋                       技 能 者 数 人 

  舗 装                       控 除 対 象 者 数 人 

  し ゆ ん せ つ                       女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定の状況  

  板 金                       次 世 代 育 成 支 援 対 策 推 進 法 に 基 づ く 認 定 の 状 況  

  ガ ラ ス                       青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定の状況  

  塗 装                       建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況  

  防 水                       建 設 工 事 の 担 い 手 の 育 成 及 び 確 保 に 関 す る 取 組 の 状 況  

  内 装 仕 上                       営 業 年 数 年 
 

  機 械 器 具 設 置                       民 事 再 生 法 又 は 会 社 更 生 法 の 適 用 の 有 無  

  熱 絶 縁                       建 設 業 の 営 業 継 続 の 状 況  

  電 気 通 信                       防 災 協 定 の 締 結 の 有 無   

  造 園                       防 災 活 動 へ の 貢 献 の 状 況  

  さ く 井                       営 業 停 止 処 分 の 有 無  
 

  建 具                       指 示 処 分 の 有 無  

  水 道 施 設                       法 令 遵 守 の 状 況  

  消 防 施 設                       監 査 の 受 審 状 況  

   清 掃 施 設                       公 認 会 計 士 等 の 数  

  解 体                       二 級 登 録 経 理 試 験 合 格 者 の 数  

 そ の 他                       建 設 業 の 経 理 の 状 況  

合 計           研 究 開 発 費   

 研 究 開 発 の 状 況  

(参 考) 建 設 機 械 の 所 有 及 び リ ー ス 台 数 台  

科 目 決算   科 目 決算   経 営 状 況 決算  経 営 状 況 決算  建 設 機 械 の 保 有 状 況  

固 定 資 産   売 上 高   純 支 払 利 息 比 率   自己資本対固定資産比率   エ コ ア ク シ ョ ン 2 1 の 認 証 の 有 無  

 流 動 負 債   売 上 総 利 益   負 債 回 転 期 間   自 己 資 本 比 率   I S O 9 0 0 1 の 登 録 の 有 無  

固 定 負 債   受 取 利 息 配 当 金   総資本売上総利益率   営業キャッシュフロー   I S O 1 4 0 0 1 の 登 録 の 有 無  

利 益 剰 余 金   支 払 利 息   売 上 高 経 常 利 益 率   利 益 剰 余 金   国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況  

自 己 資 本   経 常 利 益   評 点 (Y) 評 点 (W)  

総 資 本 ( 当 期 )   営業キャッシュフロー(当期)     
 

総 資 本 ( 前 期 )   営業キャッシュフロー(前期)   [金額単位：千円] 
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様式第二十五号の十六（第二十一条の五関係）

様式第二十五号の十六(第二十一条の五関係) 

(用紙A4)  

登録経営状況分析機関登録申請書 

登録の種類 新規・更新 

※登 録 番 号 
  

※登録年月日 年  月  日    

 この申請書により、建設業法第27条の24第1項の登録を申請します。 

年  月  日   
 

申請者              
 

  国土交通大臣    殿 

フ リ ガ ナ 

氏名又は名称 

  

住 所 
郵便番号(  ―   ) 
 

電話番号(  )  ―    

経営状況分析の業務を行う

事務所の所在地 

郵便番号(  ―   ) 
 

電話番号(  )  ―    

法人である場合の 

フ リ ガ ナ 

代表者の氏名 

  

経営状況分析の業務を開始しようとする年月日 年  月  日   

備考 

 1 ※印のある欄には、記載しないこと。 

 2 「新規・更新」については、不要のものを消すこと。 
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様式第二十五号の十七（第二十一条の六関係）

様式第二十五号の十七(第二十一条の六関係) 

(用紙A4)  

報告基準該当項目報告書 

 建設業法施行規則第21条の6第4号の規定により、以下のとおり報告します。 

令和  年  月  日  

   地方整備局長 

  北海道開発局長          登録経営状況分析機関名           

       知事 殿               登録番号           

申請者名 許可番号 審査基準日 該当項目 確認書類 確認結果等 

            
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

記載要領 
1  「 地方整備局長 

 北海道開発局長 

      知事」、 

については、不要のものを消すこと。 

2 「申請者名」の欄は経営状況分析の結果を通知した建設業者の商号又は名称を、「許

可番号」の欄は当該建設業者に係る許可番号を記載すること。 

3 「審査基準日」の欄は、経営状況分析の申請があつた日の直前の事業年度の終了の日

(別記様式第25号の11の記載要領の別表(2)の各欄のいずれかに該当する場合で直前の事

業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日)を記載すること。 

4 「該当項目」の欄は、第21条の6第4号の報告基準に該当した勘定科目等を記載するこ

と。 
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5 「確認書類」の欄は、第21条の6第2号の規定に基づいて記載内容を確認した書類を記

載すること。 

6 「確認結果等」の欄は、第21条の6第2号の規定に基づいて記載内容を確認した結果等

について、以下を参考に記載すること。 

 (例1)税務申告書類に添付した決算書と照合した結果、真正。 

 (例2)有利子負債を期末に返済。 

7 申請者ごとに区分して記載すること。 
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様式第二十五号の十八（第二十一条の九第一項関係）

様式第二十五号の十八(第二十一条の九第一項関係) 

(用紙A4)  

経 営 状 況 分 析 結 果 報 告 書 

建設業法施行規則第21条の9第1項の規定により、経営状況分析の結果を報告します。 

令和  年  月  日  

登録経営状況分析機関名                

登録番号                

国土交通大臣 殿 

結 果 通 知 日     勘 定 科 目 等 

申 請 者 名       審査対象事業年度の

前々審査対象事業年度 

審査対象事業年度の

前審査対象事業年度 
審査対象事業年度 

許 可 番 号   

審 査 基 準 日     受 取 手 形       

法 人 又 は 個 人 の 別     完 成 工 事 未 収 入 金       

単独決算又は連結決算の別     売 掛 金       

特 記 事 項     未 成 工 事 支 出 金       

      材 料 貯 蔵 品       

経 営 状 況   販 売 用 資 産       

  短 期 貸 付 金       
  点 数   前 払 費 用       

純 支 払 利 息 比 率     繰 延 税 金 資 産       

負 債 回 転 期 間     未 収 入 金       

総 資 本 売 上 総 利 益 率     立 替 金       

売 上 高 経 常 利 益 率     仮 払 金       

自己資本対固定資産比率     そ の 他 流 動 資 産       

自 己 資 本 比 率     貸倒引当金 (「流動資産」の部に計上されたものに限る。 )       

営業キャッシュフロー     繰 延 税 金 資 産 ( 長 期 )       

利 益 剰 余 金     貸倒引当金(「投資その他の資産」の部に計上されたものに限る。)       

経 営 状 況 の 評 点 ( Y )   ＊ 固 定 資 産 合 計       

    資 産 合 計       

  支 払 手 形       

  工 事 未 払 金       

  買 掛 金       

  有 利 子 負 債       

  未 払 金       

  未 払 費 用       
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    繰 延 税 金 負 債       

  未 成 工 事 受 入 金       

  前 受 収 益       

  引当金 ( 「流動負債」の部に計上されたものに限る。 )       

  仮 受 金       

  そ の 他 流 動 負 債       

＊ 流 動 負 債 合 計       

  繰 延 税 金 負 債 ( 長 期 )       

  引当金 ( 「固定負債」の部に計上されたものに限る。 )       

  そ の 他 固 定 負 債       

＊ 固 定 負 債 合 計       

  負 債 合 計       

＊ 利 益 剰 余 金 合 計       

＊ 少 数 株 主 持 分       

＊ 純 資 産 合 計       

＊ 負 債 純 資 産 合 計       

  受 取 手 形 割 引 高       

  受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高       

＊ 売 上 高       

  (う ち 完 成 工 事 高)       

  売 上 原 価       

  (う ち 完 成 工 事 原 価)       

＊ 売 上 総 利 益 又 は 売 上 総 損 失       

  販 売 費 及 び 一 般 管 理 費       

  営 業 外 収 益       

＊ (うち受取利息及び配当金)       

  営 業 外 費 用       

＊ (う ち 支 払 利 息)       

＊ 経常利益又は経常損失(申請者が個人の場合は事業主利益又は事

業主損失) 
      

  特 別 利 益       

  特 別 損 失       

  法 人 税 住 民 税 及 び 事 業 税       

  法 人 税 等 調 整 額       
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    過 年 度 税 効 果 調 整 額       

  減 価 償 却 実 施 額       

＊ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー       

 「勘定科目等」の欄に記載した内容が建設業法施行規則第21条の6第2号の確認基準に該当する場合におけるその内容確認の結果については別紙による。 

記載要領 

1 「結果通知日」の欄は、申請者に対して経営状況分析の結果を通知した日を記載すること。 

2 「申請者名」の欄は、経営状況分析の結果を通知した建設業者の商号又は名称を、「許可番号」の欄は当該建設業者に係る許可番号を記載すること。 

3 「審査基準日」の欄は、経営状況分析の申請があつた日の直前の事業年度の終了の日(別記様式第25号の11の記載要領の別表(2)の各欄のいずれかに該当する場合で直前の事業年度の終了の

日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日)を記載すること。 

4 「法人又は個人の別」の欄は、別記様式第25号の11の「法人又は個人の別」の欄に応じて、「法人」又は「個人」と記載すること。 

5 「単独決算又は連結決算の別」の欄は、経営状況分析に用いた財務諸表に応じて、「単独決算」又は「連結決算」と記載すること。 

6 「特記事項」の欄は、別記様式第25号の11の記載要領の別表(2)の各欄のいずれかに該当する場合においては、「合併時経審」等、その旨を記載すること。 

7 「経営状況」の欄は、申請者に対して通知した経営状況分析の結果に係る数値を記載すること。 

8 「勘定科目等」の欄は、審査対象事業年度、審査対象事業年度の前審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前々審査対象事業年度について、経営状況分析の結果の算出に用いた勘定科目

等に係る金額のうち、左欄に掲げる項目に係るものを記載すること。ただし、「単独決算又は連結決算の別」の欄に「連結決算」と記載した場合は、項目にアスタリスクを表示しているものに

ついてのみ記載すること。 
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別紙 

(用紙A4)  

確認基準該当項目報告書 

令和  年  月  日  

登録経営状況分析機関名          

登録番号          

申請者名 許可番号 審査基準日 疑義項目 確認書類 確認結果等 報告先 

              
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

記載要領 

1 「申請者名」の欄は経営状況分析の結果を通知した建設業者の商号又は名称を、「許

可番号」の欄は当該建設業者に係る許可番号を記載すること。 

2 「審査基準日」の欄は、経営状況分析の申請があつた日の直前の事業年度の終了の日

(別記様式第25号の11の記載要領の別表(2)の各欄のいずれかに該当する場合で直前の事

業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日)を記載すること。 

3 「疑義項目」の欄は、第21条の6第2号の確認基準に該当した勘定科目等を記載するこ

と。 

4 「確認書類」の欄は、第21条の6第2号の規定に基づいて記載内容を確認した書類を記

載すること 

5 「確認結果等」の欄は、第21条の6第2号の規定に基づいて記載内容を確認した結果等

について、以下を参考に記載すること。 

 (例1)税務申告書類に添付した決算書と照合した結果、真正。 

 (例2)有利子負債を期末に返済。 
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6 「報告先」の欄は、第21条の6第4号の規定に基づいて国土交通大臣又は都道府県知事

に報告を行つた場合における地方整備局若しくは北海道開発局又は都道府県の名称を記

載すること。 

7 申請者ごとに区分して記載すること。 
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様式第二十六号（第二十三条の三関係）

様式第二十六号(第二十三条の三関係) 

(用紙A4)  
 

建 設 業 者 監 督 処 分 簿 
 
1．処分を受けた建設業者に関する事項 

商号又は名称   代 表 者 氏 名   

主 た る 営 業

所 の 所 在 地 

  

許 可 番 号 
国土交通大臣 

    知事 

般 

特 
― 第 号 

許可を受けてい

る建設業の種類 

  

2．処分に関する事項 

処 分 年 月 日 令和  年  月  日 処分を行つた者   

根 拠 法 令 該当 

処分の内容 

処分の原因となつた事実 

その他参考となる事項 
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様式第二十七号（第二十四条関係）

様式第二十七号(第二十四条関係) 

所
属
部
局
課
名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

身
分
及
び
職
名 

氏

名 
 
 
 
 
 
 

 

生

年

月

日 
 
 
 
 
 
 

 

 

第
二
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
証 

 

建
設
業
法
第
三
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
二
十
六
条
の
二
十
一 

 
 

 

第 
 

 

号 

 
 
 
 
 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日
交
付 

 
 

 
 

 

建
設
業
法
摘
要 

第
二
十
六
条
の
二
十
一 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を

携
帯
し
、
関
係
者
に
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ

た
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。 

第
三
十
一
条 

国
土
交
通
大
臣
は
、
建
設
業
を
営
む
す
べ
て
の
者
に
対
し
て
、
都
道

府
県
知
事
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
で
建
設
業
を
営
む
者
に
対
し
て
、
特
に

必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
業
務
、
財
産
若
し
く
は
工
事
施
工
の
状
況

に
つ
き
、
必
要
な
報
告
を
徴
し
、
又
は
当
該
職
員
を
し
て
営
業
所
そ
の
他
営
業
に

関
係
の
あ
る
場
所
に
立
ち
入
り
、
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
。 

２ 

第
二
十
六
条
の
二
十
一
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る

立
入
検
査
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

発
局
長
又
は
都

道
府
県
知
事
印 

国
土
交
通
大
臣 

、
地
方
整
備
局

長
、
北
海
道
開 
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様式第二十八号（第二十五条関係）

様式第二十八号(第二十五条関係) 

建設業の許可を受けた建設業者が標識を店舗に掲げる場合 

3
5

cm
以
上

 

 
 建 設 業 の 許 可 票  

商 号 又 は 名 称  

代 表 者 の 氏 名  

一 般 建 設 業 又 は

特 定 建 設 業 の 別 
許 可 を 受 け た 建 設 業 許 可 番 号 許 可 年 月 日 

  国土交通大臣 

知事 
許可(  )第 号 

 

    

      

      
  国土交通大臣 

知事 
許可(  )第 号 

 

こ の 店 舗 で 営 業

し て い る 建 設 業 

   

 
 40cm以上 

 記載要領 
 「国土交通大臣 

     知事」 
については、不要のものを消すこと。 
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様式第二十九号（第二十五条関係）

様式第二十九号(第二十五条関係) 

建設業の許可を受けた建設業者が標識を建設工事の現場に掲げる場合 

2
5

cm
以
上

 

  

  

建 設 業 の 許 可 票 

  

商 号 又 は 名 称   

代 表 者 の 氏 名   

主任技術者の氏名 専 任 の 有 無     

  資 格 名 資格者証交付番号     

一 般 建 設 業 又 は 特 定 建 設 業 の 別   

許 可 を 受 け た 建 設 業   

許 可 番 号 
  国土交通大臣 
      知事 

許可(  )第     号 

許 可 年 月 日   

  
  35cm以上 

記載要領 

 1 「主任技術者の氏名」の欄は、法第26条第2項の規定に該当する場合には、「主任技術者の氏名」を「監理技術者の氏名」とし、その監

理技術者の氏名を記載すること。 

 2 「専任の有無」の欄は、法第26条第3項本文の規定に該当する場合に、「専任」と記載し、同項ただし書に該当する場合には、「非専任

(監理技術者を補佐する者を配置)」と記載すること。 

 3 「資格名」の欄は、当該主任技術者又は監理技術者が法第7条第2号ハ又は法第15条第2号イに該当する者である場合に、その者が有す

る資格等を記載すること。 

 4 「資格者証交付番号」の欄は、法第26条第3項の規定により専任の者でなければならない監理技術者(特例監理技術者を含む。)を置く

場合に、当該監理技術者が有する資格者証の交付番号を記載すること。 

 5 「許可を受けた建設業」の欄には、当該建設工事の現場で行つている建設工事に係る許可を受けた建設業を記載すること。 

 6 
「国土交通大臣 

     知事」 
については、不要のものを消すこと。 
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様式第三十号（第二十九条関係）

様式第三十号(第二十九条関係) 

所
属
部
局
課
名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

身
分
及
び
職
名 

氏

名 
 
 
 
 
 
 

 

生

年

月

日 
 
 
 
 
 
 

 

 

二
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
証 

 

建
設
業
法
第
四
十
一
条
の
二
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
二
十
六
条
の 

 
 

 

第 
 
 

号 

 
 
 
 
 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日
交
付 

 
 

 
 

 

建
設
業
法
摘
要 

第
二
十
六
条
の
二
十
一 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯

し
、
関
係
者
に
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も

の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。 

第
四
十
一
条
の
二 

４ 

国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
前
三
項
の
規
定
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に

お
い
て
、
そ
の
許
可
を
受
け
た
建
設
業
者(

都
道
府
県
知
事
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
許
可

を
受
け
た
建
設
業
者
又
は
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
で
建
設
業
を
営
む
者)

に
建
設
資

材
を
引
き
渡
し
た
建
設
資
材
製
造
業
者
等
に
対
し
て
、
そ
の
業
務
に
関
し
報
告
を
さ

せ
、
又
は
そ
の
職
員
に
、
事
務
所
、
工
場
、
倉
庫
そ
の
他
の
場
所
に
立
ち
入
り
、
帳
簿

書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

５ 

第
二
十
六
条
の
二
十
一
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
立
入

検
査
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

発
局
長
又
は
都

道
府
県
知
事
印 

国
土
交
通
大
臣 

、
地
方
整
備
局

長
、
北
海
道
開 
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（別表）（一）

００ 国土交通大臣 １２ 千葉県知事 ２４ 三重県知事 ３６ 徳島県知事

０１ 北海道知事 １３ 東京都知事 ２５ 滋賀県知事 ３７ 香川県知事

０２ 青森県知事 １４ 神奈川県知事 ２６ 京都府知事 ３８ 愛媛県知事

０３ 岩手県知事 １５ 新潟県知事 ２７ 大阪府知事 ３９ 高知県知事

０４ 宮城県知事 １６ 富山県知事 ２８ 兵庫県知事 ４０ 福岡県知事

０５ 秋田県知事 １７ 石川県知事 ２９ 奈良県知事 ４１ 佐賀県知事

０６ 山形県知事 １８ 福井県知事 ３０ 和歌山県知事 ４２ 長崎県知事

０７ 福島県知事 １９ 山梨県知事 ３１ 鳥取県知事 ４３ 熊本県知事

０８ 茨城県知事 ２０ 長野県知事 ３２ 島根県知事 ４４ 大分県知事

０９ 栃木県知事 ２１ 岐阜県知事 ３３ 岡山県知事 ４５ 宮崎県知事

１０ 群馬県知事 ２２ 静岡県知事 ３４ 広島県知事 ４６ 鹿児島県知事

１１ 埼玉県知事 ２３ 愛知県知事 ３５ 山口県知事 ４７ 沖縄県知事

（別表）（二）

コード資格区分

０１ 法第７条第２号イ該当

０２ 法第７条第２号ロ該当

０３ 法第１５条第２号ハ該当（同号イと同等以上）

０４ 法第１５条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）

建設業法 １１ 一級建設機械施工管理技士

１Ａ 　　　　　〃　　　（附則第４条該当）

１Ｆ 一級建設機械施工管理技士補

１２ 二級建設機械施工管理技士（第１種～第６種）

１Ｂ 　　　　　〃　　　（第１種～第６種）（附則第四条該当）

１Ｇ 二級建設機械施工管理技士補（第１種～第６種）

１３ 一級土木施工管理技士

１Ｃ 　　　　　〃　　　（附則第４条該当）

１Ｈ 一級土木施工管理技士補

１４ 二級土木施工管理技士（土木）

１Ｄ 　　　　　〃　　　（土木）（附則第４条）

１Ｊ 二級土木施工管理技士補（土木）

１５ 二級土木施工管理技士（鋼構造物塗装）

１Ｋ 二級土木施工管理技士補（鋼構造物塗装）

１６ 二級土木施工管理技士（薬液注入）

１Ｅ 　　　　　〃　　　（薬液注入）（附則第４条該当）

１Ｌ 二級土木施工管理技士補（薬液注入）

２０ 一級建築施工管理技士

２Ａ 　　　　　〃　　　（附則第４条該当）

２Ｃ 一級建築施工管理技士補

２１ 二級建築施工管理技士（建築）

２２ 　　　　　〃　　　（躯体）

２Ｂ 　　　　　〃　　　（躯体）（附則第４条該当）

２３ 　　　　　〃　　　（仕上げ）

２Ｄ 二級建築施工管理技士補

２７ 一級電気工事施工管理技士

２Ｅ 一級電気工事施工管理技士補

２８ 二級電気工事施工管理技士

２Ｆ 二級電気工事施工管理技士補

２９ 一級管工事施工管理技士

２Ｇ 一級管工事施工管理技士補

３０ 二級管工事施工管理技士

３Ａ 二級管工事施工管理技士補

３１ 一級電気通信工事施工管理技士

３Ｂ 一級電気通信工事施工管理技士補

３２ 二級電気通信工事施工管理技士

３Ｃ 二級電気通信工事施工管理技士補

３３ 一級造園施工管理技士

３Ｄ 一級造園施工管理技士補

３４ 二級造園施工管理技士

３Ｅ 二級造園施工管理技士補

建築士法 ３７ 一級建築士

３８ 二級　〃

３９ 木造　〃
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技術士法 ４１ 建設・総合技術監理（建設）

４Ａ 　　　　　　〃　　　　　　（附則第４条該当）

４２ 建設「鋼構造及びコンクリート」・総合技術監理（建設「鋼構造物及びコンクリート」）

４Ｂ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

４３ 農業「農業農村工学」・総合技術監理（農業「農業農村工学」）

４Ｃ 　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

４４ 電気電子・総合技術監理（電気電子）

４５ 機械・総合技術監理（機械）

４６ 機械「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」・総合技術監理（機械「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」）

４７ 上下水道・総合技術監理（上下水道）

４８ 上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）

４９ 水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）

４Ｄ 　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

５０ 森林「林業・林産」・総合技術監理（森林「林業・林産」）

５１ 森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」）

５Ａ 　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

５２ 衛生工学・総合技術監理（衛生工学）

５３ 衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）

５４ 衛生工学「廃棄物・資源循環」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物・資源循環」）

電気工事

士法

電気事業

法

５５ 第一種電気工事士

５６ 第二種　　〃　　　　３年

５８ 電気主任技術者（第１種～第３種）　５年

電気通信

事業法

５９ 電気通信主任技術者　５年

３５ 工事担任者　３年

水道法 ６５ 給水装置工事主任技術者　１年

消防法 ６８ 甲種消防設備士

６９ 乙種　　〃

職業能力

開発促進

法

７１ 建築大工（１級）

　〃　（２級）　３年

６４ 型枠施工（１級）

　〃　（２級）　３年

６Ｂ 型枠施工（１級）（附則第４条該当）

　〃　（２級）（附則第４条該当）　３年

７２ 左官（１級）

〃（２級）　３年

５７ とび・とび工（１級）

　　〃　　（２級）　３年

５Ｂ とび・とび工（１級）（附則第４条該当）

　　〃　　（２級）（附則第４条該当）　３年

７３ コンクリート圧送施工（１級）

　　　　〃　　　　（２級）　３年

７Ａ コンクリート圧送施工（１級）（附則第４条該当）

　　　　〃　　　　（２級）（附則第４条該当）　３年

６６ ウェルポイント施工（１級）

　　　　〃　　　　（２級）　３年

６Ｃ ウェルポイント施工（１級）（附則第４条該当）

　　　　〃　　　　（２級）（附則第４条該当）　３年

７４ 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（１級）

　　　　〃　　　　　　　　　〃　　　（２級）　３年

７５ 給排水衛生設備配管（１級）

　　　　〃　　　　（２級）　３年

７６ 配管・配管工（１級）

〃　　〃　（２級）　３年

７０ 建築板金「ダクト板金作業」（１級）

　　　　　　〃　　　　　　（２級）　３年

７７ タイル張り・タイル張り工（１級）

　　〃　　　　　〃　　（２級）　３年

７８ 築炉・築炉工（１級）・れんが積み

〃　　〃　（２級）　３年

７９ ブロック建築・ブロック建築工（１級）・コンクリート積みブロック施工
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　　〃　　　　　　〃　　　（２級）　３年

８０ 石工・石材施工・石積み（１級）

〃　　〃　　　〃　（２級）　３年

８１ 鉄工・製罐（１級）

〃　〃（２級）　３年

８２ 鉄筋組立て・鉄筋施工（１級）

　　〃　　　　〃　（２級）　３年

８３ 工場板金（１級）

　　〃　（２級）　３年

８４ 板金「建築板金作業」・建築板金「内外装板金作業」・板金工「建築板金作業」（１級）

　　　　〃　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　（２級）　３年

８５ 板金・板金工・打出し板金（１級）

〃　　〃　　　　〃　　（２級）　３年

８６ かわらぶき・スレート施工（１級）

　　〃　　　　　〃　　（２級）　３年

８７ ガラス施工（１級）

　　〃　　（２級）　３年

８８ 塗装・木工塗装・木工塗装工（１級）

〃　　〃　　　　〃　　（２級）　３年

８９ 建築塗装・建築塗装工（１級）

　〃　　　　〃　　（２級）　３年

９０ 金属塗装・金属塗装工（１級）

　〃　　　　〃　　（２級）　３年

９１ 噴霧塗装（１級）

　〃　（２級）　３年

６７ 路面標示施工

９２ 畳製作・畳工（１級）

　〃　　〃（２級）　３年

９３ 内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・床仕上げ施工・表装・表具・表具工（１級）

　　　〃　　　　　　〃　　　　　　〃　　　　　　〃　　　〃　〃　　〃　（２級）　３年

９４ 熱絶縁施工（１級）

　　〃　　（２級）　３年

９５ 建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・サッシ施工（１級）

　〃　　　〃　　〃　　　　　〃　　　　　　　〃　　（２級）　３年

９６ 造園（１級）

〃（２級）　３年

９７ 防水施工（１級）

　〃　（２級）　３年

９８ さく井（１級）

　〃　（２級）　３年

６１ 地すべり防止工事　１年

６Ａ 　　　〃　　　（附則第４条該当）　１年

４０ 基礎ぐい工事

６２ 建築設備士　１年

６３ 計装　１年

６０ 解体工事

３６ 基幹技能者

９９ その他

備考　資格区分の欄の右端に記載されている年数は、当該欄に記載されている資格を取得するための試験に合格した後法第７条第２号ハに

該当する者となるために必要な実務経験の年数である。

（別表）（三）

０１ 北海道 １３ 東京都 ２５ 滋賀県 ３７ 香川県

０２ 青森県 １４ 神奈川県 ２６ 京都府 ３８ 愛媛県

０３ 岩手県 １５ 新潟県 ２７ 大阪府 ３９ 高知県

０４ 宮城県 １６ 富山県 ２８ 兵庫県 ４０ 福岡県

０５ 秋田県 １７ 石川県 ２９ 奈良県 ４１ 佐賀県

０６ 山形県 １８ 福井県 ３０ 和歌山県 ４２ 長崎県

０７ 福島県 １９ 山梨県 ３１ 鳥取県 ４３ 熊本県

０８ 茨城県 ２０ 長野県 ３２ 島根県 ４４ 大分県

０９ 栃木県 ２１ 岐阜県 ３３ 岡山県 ４５ 宮崎県

１０ 群馬県 ２２ 静岡県 ３４ 広島県 ４６ 鹿児島県

１１ 埼玉県 ２３ 愛知県 ３５ 山口県 ４７ 沖縄県

１２ 千葉県 ２４ 三重県 ３６ 徳島県 ４８ その他

226



（別表）（四）

コード資格区分

００１法第７条第２号イ該当

００２法第７条第２号ロ該当

００３法第１５条第２号ハ該当（同号イと同等以上）

００４法第１５条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）

００５令第２８条該当

建設業法 １１１一級建設機械施工管理技士

１１Ａ　　　　　〃　　　（附則第４条該当）

１１Ｆ一級建設機械施工管理技士補

２１２二級建設機械施工管理技士（第１種～第６種）

２１Ｂ　　　　　〃　　　（第１種～第６種）（附則第４条該当）

２１Ｇ二級建設機械施工管理技士補（第１種～第６種）

１１３一級土木施工管理技士

１１Ｃ　　　　　〃　　　（附則第４条該当）

１１Ｈ一級土木施工管理技士補

２１４二級土木施工管理技士（土木）

２１Ｄ　　　　　〃　　　（土木）（附則第４条該当）

２１Ｊ二級土木施工管理技士補（土木）

２１５二級土木施工管理技士（鋼構造物塗装）

２１Ｋ二級土木施工管理技士補（鋼構造物塗装）

２１６二級土木施工管理技士（薬液注入）

２１Ｅ　　　　　〃　　　（薬液注入）（附則第４条該当）

２１Ｌ二級土木施工管理技士補（薬液注入）

１２０一級建築施工管理技士

１２Ａ　　　　　〃　　　（附則第４条該当）

１２Ｃ一級建築施工管理技士補

２２１二級建築施工管理技士（建築）

２２２　　　　　〃　　　（躯体）

２２Ｂ　　　　　〃　　　（躯体）（附則第４条該当）

２２３　　　　　〃　　　（仕上げ）

２２Ｄ二級建築施工管理技士補

１２７一級電気工事施工管理技士

１２Ｅ一級電気工事施工管理技士補

２２８二級電気工事施工管理技士

２２Ｆ二級電気工事施工管理技士補

１２９一級管工事施工管理技士

１２Ｇ一級管工事施工管理技士補

２３０二級管工事施工管理技士

２３Ａ二級管工事施工管理技士補

１３１一級電気通信工事施工管理技士

１３Ｂ一級電気通信工事施工管理技士補

２３２二級電気通信工事施工管理技士

２３Ｃ二級電気通信工事施工管理技士補

１３３一級造園施工管理技士

１３Ｄ一級造園施工管理技士補

２３４二級造園施工管理技士

２３Ｅ二級造園施工管理技士補

建築士法 １３７一級建築士

２３８二級　〃

２３９木造　〃

技術士法 １４１建設・総合技術監理（建設）

１４Ａ　　　　　　〃　　　　　　（附則第４条該当）

１４２建設「鋼構造及びコンクリート」・総合技術監理（建設「鋼構造物及びコンクリート」）

１４Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

１４３農業「農業農村工学」・総合技術監理（農業「農業農村工学」）

１４Ｃ　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

１４４電気電子・総合技術監理（電気電子）

１４５機械・総合技術監理（機械）

１４６機械「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」・総合技術監理（機械「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」）

１４７上下水道・総合技術監理（上下水道）

１４８上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）

１４９水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）

227



１４Ｄ　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

１５０森林「林業・林産」・総合技術監理（森林「林業・林産」）

１５１森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」）

１５Ａ　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　（附則第４条該当）

１５２衛生工学・総合技術監理（衛生工学）

１５３衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）

１５４衛生工学「廃棄物・資源循環」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物・資源循環」）

電気工事

士法

電気事業

法

１５５第一種電気工事士

２５６第二種　　〃　　　　３年

２５８電気主任技術者（第１種～第３種）　５年

電気通信

事業法

２５９電気通信主任技術者　５年

２３５工事担任者　３年

水道法 ２６５給水装置工事主任技術者　１年

消防法 １６８甲種消防設備士

１６９乙種　　〃

職業能力

開発促進

法

１７１建築大工（１級）

２７１　〃　（２級）　３年

１６４型枠施工（１級）

２６４　〃　（２級）　３年

１６Ｂ型枠施工（１級）（附則第４条該当）

２６Ｂ　〃　（２級）（附則第４条該当）　３年

１７２左官（１級）

２７２〃（２級）　３年

１５７とび・とび工（１級）

２５７　　〃　　（２級）　３年

１５Ｂとび・とび工（１級）（附則第４条該当）

２５Ｂ　　〃　　（２級）（附則第４条該当）　３年

１７３コンクリート圧送施工（１級）

２７３　　　　〃　　　　（２級）　３年

１７Ａコンクリート圧送施工（１級）（附則第４条該当）

２７Ａ　　　　〃　　　　（２級）（附則第４条該当）　３年

１６６ウェルポイント施工（１級）

２６６　　　　〃　　　　（２級）　３年

１６Ｃウェルポイント施工（１級）（附則第４条該当）

２６Ｃ　　　　〃　　　　（２級）（附則第４条該当）　３年

１７４冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（１級）

２７４　　　　〃　　　　　　　　〃　　　（２級）　３年

１７５給排水衛生設備配管（１級）

２７５　　　　〃　　　　（２級）　３年

１７６配管・配管工（１級）

２７６〃　　〃　（２級）　３年

１７０建築板金「ダクト板金作業」（１級）

２７０　　　　　　〃　　　　　　（２級）　３年

１７７タイル張り・タイル張り工（１級）

２７７　　〃　　　　　〃　　（２級）　３年

１７８築炉・築炉工（１級）・れんが積み

２７８〃　　〃　（２級）　３年

１７９ブロック建築・ブロック建築工（１級）・コンクリート積みブロック施工

２７９　　〃　　　　　　〃　　　（２級）　３年

１８０石工・石材施工・石積み（１級）

２８０〃　　〃　　　〃　（２級）　３年

１８１鉄工・製罐（１級）

２８１〃　〃（２級）　３年

１８２鉄筋組立て・鉄筋施工（１級）

２８２　　〃　　　　〃　（２級）　３年

１８３工場板金（１級）

２８３　〃　（２級）　３年

１８４板金「建築板金作業」・建築板金「内外装板金作業」・板金工「建築板金作業」（１級）

２８４　　　　〃　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　（２級）　３年

１８５板金・板金工・打出し板金（１級）
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２８５〃　　〃　　　　〃　　（２級）　３年

１８６かわらぶき・スレート施工（１級）

２８６　　〃　　　　　〃　　（２級）　３年

１８７ガラス施工（１級）

２８７　　〃　　（２級）　３年

１８８塗装・木工塗装・木工塗装工（１級）

２８８〃　　〃　　　　〃　　（２級）　３年

１８９建築塗装・建築塗装工（１級）

２８９　〃　　　　〃　　（２級）　３年

１９０金属塗装・金属塗装工（１級）

２９０　〃　　　　〃　　（２級）　３年

１９１噴霧塗装（１級）

２９１　〃　（２級）　３年

１６７路面標示施工

１９２畳製作・畳工（１級）

２９２　〃　　〃（２級）　３年

１９３内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・床仕上げ施工・表装・表具・表具工（１級）

２９３　　　〃　　　　　　〃　　　　　　〃　　　　　　〃　　　〃　〃　　〃　（２級）　３年

１９４熱絶縁施工（１級）

２９４　　〃　　（２級）　３年

１９５建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・サッシ施工（１級）

２９５　〃　　　〃　　〃　　　　　〃　　　　　　　〃　　（２級）　３年

１９６造園（１級）

２９６〃（２級）　３年

１９７防水施工（１級）

２９７　〃　（２級）　３年

１９８さく井（１級）

２９８　〃　（２級）　３年

０６１地すべり防止工事　１年

０６Ａ　　　〃　　　（附則第４条該当）　１年

０４０基礎ぐい工事

０６２建築設備士　１年

０６３計装　１年

０６０解体工事

０６４基幹技能者

０９９その他

備考　資格区分の欄の右端に記載されている年数は、当該欄に記載されている資格を取得するための試験に合格した後法第７条第２号ハに

該当する者となるために必要な実務経験の年数である。

（別表）（五）

　　 　 　

　 コード 資格区分 　

　　 　 　

　 ３０１ 土木工事業について１級技術者と同等以上の潜在的能力があると国土交通大臣が認定した者に該当 　

　 ３０２ 建築工事業　〃 　

　 ３０３ 大工工事業　〃 　

　 ３０４ 左官工事業　〃 　

　 ３０５ とび・土工工事業　〃 　

　 ３０６ 石工事業　〃 　

　 ３０７ 屋根工事業　〃 　

　 ３０８ 電気工事業　〃 　

　 ３０９ 管工事業　〃 　

　 ３１０ タイル・れんが・ブロック工事業　〃 　

　 ３１１ 鋼構造物工事業　〃 　

　 ３１２ 鉄筋工事業　〃 　

　 ３１３ 舗装工事業　〃 　

　 ３１４ しゆんせつ工事業　〃 　

　 ３１５ 板金工事業　〃 　

　 ３１６ ガラス工事業　〃 　

　 ３１７ 塗装工事業　〃 　

　 ３１８ 防水工事業　〃 　

　 ３１９ 内装仕上工事業　〃 　

　 ３２０ 機械器具設置工事業　〃 　

　 ３２１ 熱絶縁工事業　〃 　
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　 ３２２ 電気通信工事業　〃 　

　 ３２３ 造園工事業　〃 　

　 ３２４ さく井工事業　〃 　

　 ３２５ 建具工事業　〃 　

　 ３２６ 水道施設工事業　〃 　

　 ３２７ 消防施設工事業　〃 　

３２８ 清掃施設工事業　〃

３２９ 解体工事業　〃

　　 　 　

　 ４０１ 土木工事業について２級技術者と同等以上の潜在的能力があると国土交通大臣が認定した者に該当 　

　 ４０２ 建築工事業　〃 　

　 ４０３ 大工工事業　〃 　

　 ４０４ 左官工事業　〃 　

　 ４０５ とび・土工工事業　〃 　

　 ４０６ 石工事業　〃 　

　 ４０７ 屋根工事業　〃 　

　 ４０８ 電気工事業　〃 　

　 ４０９ 管工事業　〃 　

　 ４１０ タイル・れんが・ブロック工事業　〃 　

　 ４１１ 鋼構造物工事業　〃 　

　 ４１２ 鉄筋工事業　〃 　

　 ４１３ 舗装工事業　〃 　

　 ４１４ しゆんせつ工事業　〃 　

　 ４１５ 板金工事業　〃 　

　 ４１６ ガラス工事業　〃 　

　 ４１７ 塗装工事業　〃 　

　 ４１８ 防水工事業　〃 　

　 ４１９ 内装仕上工事業　〃 　

　 ４２０ 機械器具設置工事業　〃 　

　 ４２１ 熱絶縁工事業　〃 　

　 ４２２ 電気通信工事業　〃 　

　 ４２３ 造園工事業　〃 　

　 ４２４ さく井工事業　〃 　

　 ４２５ 建具工事業　〃 　

　 ４２６ 水道施設工事業　〃 　

　 ４２７ 消防施設工事業　〃 　

４２８ 清掃施設工事業　〃

４２９ 解体工事業　〃

　　 　 　

　 ５０１ 土木工事業についてその他の技術者と同等以上の潜在的能力があると国土交通大臣が認定した者に該当 　

　 ５０２ 建築工事業　〃 　

　 ５０３ 大工工事業　〃 　

　 ５０４ 左官工事業　〃 　

　 ５０５ とび・土工工事業　〃 　

　 ５０６ 石工事業　〃 　

　 ５０７ 屋根工事業　〃 　

　 ５０８ 電気工事業　〃 　

　 ５０９ 管工事業　〃 　

　 ５１０ タイル・れんが・ブロック工事業　〃 　

　 ５１１ 鋼構造物工事業　〃 　

　 ５１２ 鉄筋工事業　〃 　

　 ５１３ 舗装工事業　〃 　

　 ５１４ しゆんせつ工事業　〃 　

　 ５１５ 板金工事業　〃 　

　 ５１６ ガラス工事業　〃 　

　 ５１７ 塗装工事業　〃 　

　 ５１８ 防水工事業　〃 　

　 ５１９ 内装仕上工事業　〃 　

　 ５２０ 機械器具設置工事業　〃 　

　 ５２１ 熱絶縁工事業　〃 　

　 ５２２ 電気通信工事業　〃 　

　 ５２３ 造園工事業　〃 　

　 ５２４ さく井工事業　〃 　
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　 ５２５ 建具工事業　〃 　

　 ５２６ 水道施設工事業　〃 　

　 ５２７ 消防施設工事業　〃 　

５２８ 清掃施設工事業　〃

５２９ 解体工事業　〃

　　 　 　

　 ６０１ 登録基幹技能者講習を修了した者と同等以上の潜在的能力があると国土交通大臣が認定した者に該当 　

　　 　 　

備考　１級技術者…法第１５条第２号イに該当する者

２級技術者…法第２７条第１項の技術検定その他の法令の規定による試験で当該試験に合格することによつて直ちに法第７条第２号ハに

該当することとなるものに合格した者又は他の法令の規定による免許若しくは免状の交付（以下「免許等」という。）で当該免許等を受け

ることによつて直ちに同号ハに該当することとなるものを受けた者であつて１級技術者及び登録基幹技能者講習を修了した者以外の者

その他の技術者…法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は法第１５条第２号ハに該当する者で１級技術者、登録基幹技能者講習を修了した

者及び２級技術者以外の者

登録基幹技能者講習を修了した者…第１８条の３第２項第２号の登録を受けた講習を終了した者で１級技術者以外の者
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